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は し が き

本書は,｢地方財政からみた最適都市規模及び市町村合併の効果に関する実

証的研究｣である.その方法は,まずデータにもとづいて,都市規模 と地方財

政の関係に関するフアクト.ファインデイングを導出し,そこから得られる一

般的傾向性にもとづいて,最適都市規模,地方財政の評価,市町村合併の地方I

財政への効果等を定量的に解明しようとするものである.

はじめに,経済学における本書の位置づけを明らかにしておきたい.

本書のテーマは,いわゆる地域経済学,都市経済学,公共経済学の一部であ

り,主に都市規模や都市集積の経済性に関わる分野に属する.この分野におい

ても,都市規模や都市集積の経済性をいかなる観点から考察するかによって

種々の研究が可能である.たとえば,広 く生産活動,産業立地,生活一般等の

観点もありうるし,狭 く商圏,福祉サービス,消防,水供給などの観点もあり

うる,この点からみると,本書のテーマは地方財政の観点に狭 く限定される.

とりわけ,産業立地や都市サービスの観点は今日重要であり,筆者の研究テー

マの一郎であるが,これは本書のテーマではない.

また,都市規模や都市集積の経済性については,経済モデルにもとづ く純粋

理論的研究もあれば,データにもとづ (経験的実証的研究もある.この点から

みるとき,本書は,前者を背後に意識しながらも,明確に後者に属する.また,

データにもとづ く実証研究の中にも,純粋理論モデルの帰結を実証 ･検証しよ

うとする研究もあれば,純粋理論とは直接の関係をもたず,データにもとづ く

ファクト･ファインディングに基礎をおいて一般的傾向性を導出しようとする

研究もある.この点からみるとき,本書は後者に属する.ただし,一般的なサ

ーベイを意図しているものではない.
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経済学には定性的アプローチと定量的アプローチがあるが,本書は,データ

にもとづ くファクト･ファインディングを重視する点から分かるように,でき

る限り定量的アプローチであることを意図している.

周知のように,一般に経済学には,価値判断とは直接には関わりをもたない

で経済の実態および変動を解明 しようとするpositiveanalysisと,価値判断

基準を明示 して経済の評価ないし望 ましい在 り方を解明 しようとするnor-

mativeanalysisとがある.この観点からみるとき,本書は両者の件質をもつ.

すなわち,都市規模 と財政の関係に関するファクト･ファインディングおよび

一般的傾向性を導出する点,および,それにもとづいて市町村合併の効果を推

計する点ではpositiveanalysisであり,最適都市規模および地方財政の評価

を試みる点ではnormativeanalysisである.もとより,normativeanalysis

に際しては,現実妥当的と考えられる判断基準がファクト･ファインディング

とは別に明示される.

か くして,本書は,地域経済学,都市経済学,公共経済学の中で,地方財政

の観点からみた最適都市規模ないし都市集積の経済性に関する実証的研究であ

り,そのアプローチは,ファクト･ファインディングにもとづいて一般的傾向

性を導出しようとする定量的アプローチである.

筆者は,故神戸大学教授北野熊善男先生と故広島大学教授田村泰夫先生の薫

陶を賜って経済学徒の道を歩んだ.両先生には生前,公私にわたって大変お世

話になった.山口大学赴任後は, とくに山口大学名誉教授 ･東亜大学長安部一

成先生 と放山口大学教授山本英太郎先生より地域経済学へ導いていただいた.

広島大学名誉教授 ･広島市立大学学長補佐 ･教授標本功先生には大学時代以来

変わらず御指導いただいている.貧しい内容ながら本書も,また現在の筆者も,

先生方のお陰で存在 している,深 く感謝の念を捧げたい.また,多くの先輩 ･

友人各位には研究会で貴重なご教示をいただいた.厚 く御礼申し上げたい.

本書は,平成10年度および11年度文部省科学研究費補助金基盤研究(C)

[10630046] ｢地方財政からみた都市集積の経済性に関する実証的研究- 市町

村合併のための基礎的研究- ｣による研究成果の一部である.

また,本書は,山日大学経済学会 ･山口大学東亜経済学会による出版助成金
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を受け,｢山口大学経済学部研究双書第11冊｣として刊行される.両学会なら

びに長年優れた研究環境を与えていただいた同僚各位に心より謝意を表したい.

最後に,本書の出版に際して,東洋経済新報社出版局の小川正昭氏は,出版

事情に疎い筆者に適切なア ドバイスを与えて下さった.記して謝意を表したい.

なお,本書は,既刊の論文を補正し,一書とするために構成にも若干手を加

えてまとめたものである.その出典は本書の末尾に示しておいた.

平成11年 7月4日

吉 村 弘
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序章 都市規模と財政の現代的意義

第 1節 本書の構成 と要約

本書は序章のほかに11章より構成される.

序章では,まず本書の構成とそれを構成する章間の関係を明らかにしながら,

各章の主要内容を要約する.次に,本書の実践的背景,すなわち本書と現実と

の関わりおよび本書のテーマの現代的意義について述べる.そこでは,市町村

合併の推移および広域行政体制について概観し,市町村合併の現代的意義およ

びその必要性を日本の近現代史における ｢変革｣のなかに位置づけて考察する.

第1章から第9章までは,都市規模 と地方財政の関係について,地方財政を

め ぐる論点のうち個別的な観点からより包括的な観点へ,歳出の観点から歳入

の観,.i-,費用の観点から便益の観点へ, という順に考察を進める,これは,

本書の基となる論文の作成順にほぼ沿ったものであり,市町村合併にかかわる

テーマのうち,われわれに身近で扱いやすいものから展開されている.また,

当然のことながら,最初にデータにもとづ くファクト･ファインディングから

一般的傾向性を導出し,それを用いて,同じ章あるいは次の章で各市町村の財

政の評価,市町村合併の効果を推計するという順に展開されている.

まず第1章では,平成6年度のデータにもとづいて,全国の市町村における

人口規模 と職員数の関係をとりあげる.その結果,｢市部においても町村部に

おいても,対数表示の人口当たり職員数は,対数表示の人口規模の 『下に凸の

2次関数』としてきわめてよく (有意水準0.01で有意な関係として)説明され

る｣(7ァクト･ファインデイング1)ことを導出する.さらに,人口当たり

職員数を最小にする人目規模 を (職員数からみた)最適都市規模 とすれば,



｢市部において,職員数の観点からみると,最適都市規模は人口32万-33万人

であり,これより小さい都市規模では規模の経済が働き,これより大きい都市

規模では規模の不経済が作用する｣(ファクト･ファインデイング2)を得る.

これに対 して,｢町村部では,人口当たり職員数が最小 となるのは現実には

存在しないほど大きな人口規模においてであり,したがって現実には規模の経

済のみが働いている｣(ファクト･ファインディング3)ことを示す.これら

の7アクト･ファインデイングか,その後の展開の基となるものである.

これにもとづいて,第2章では,市町村合併の職員数-の効果を広域市町村

圏を中心 とする各地域について推計する.その結果,全国341の広域市町村圏

について,その合併 (1つの広域市町村圏が 1市を形成するような市町村合

併)の職員数削減効果は約12万3000人 (平成6年現在職員数の18.2%)である

こと,一般に広域市町村圏における合併の効果はきわめて大きいが,大都市周

辺地域広域行政圏における合併は効果が見込みにくく,むしろマイナスが多い

こと,等の推計結果を得る.

第3章は,第1章と同じ方法で人件費について分析 し,基本的に第1章と同

様の3つのフアクト･ファインデイングを得る.ただし,ファクト･ファイン

ディングZについては,人口当たり人件費を最小とする都市規模は人口27万

-29万人で,職員数の場合よりやや小さくなる.

第4章では,前章の結果より,全国の広域市町村圏合併の人件費削減効果を

年間約7899億円 (平成6年度人件費の14.2%)と推計する.これは,高速道路

に相当し,新幹線建設費に換算すると約132kmで,計画されている九州新幹線

長崎ルー トの全区間148kmの89%に相当する.

第5章は,全国市部について,考察の対象を人件費だけでなく歳出総鶴およ

び歳出項目全般に拡大して,第3章と同様の分析を行 う.その結果,ごくわず

かな, しかも重要でない項目に例外がみられるものの,歳出総額をはじめほと

んどの歳出項目で上記のフアクト･ファインディング1および2と同様の傾向

性が認められる.ただし,ファクト･ファインディング2については,人口当
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り,さらに人件費の場合より規模が縮小する.この結果を広域市町村圏合併に

適用すると,歳出総額削減効果は年間約 3兆7100億円で,これは,高速道路建

る.

第6章では,市部について,考察の対象を歳出から歳入全般に拡大する.そ

の結果,都市規模 と歳入諸項目の関係 として,自主財源 (地方税など)と依存

財源とでは顕著に異なる傾向性をもつことがわかる.すなわち,｢都市におい

て,対数表示の人口当たり自主財源は,対数表示の人口の 『右上がりの3次関

数』としてきわめてよく説明される｣(ファクト･ファインデイング4).しか

し,これに対 して,｢市部において,対数表示の人口当たり依存財源は,対数

表示の人口の 『Tに凸の2次関数』としてきわめてよく説明される｣(7ァク

ト･ファインディング5).

ただし,依存財源の中でも,依存性の ｢弱い依存財源｣(国庫支出金など)

と ｢強い依存財源｣(地方交付税など)では現実には異なる結果をもたらす.

すなわち,｢市部において,依存財源のうち 『弱い依存財源』(国庫支出金な

ど)は現有する都市規模の範囲内で最小値をもつが,『強い依存財源』(地方交

付税など)は現存する市の人口規模では最小値をもたず,現実には人口規模が

大きいほど人口当たりの 『強い依存財源』は小さくなる｣(フアクト･ファイ

ンディング6).

したがって,自主財源については,人口当たり自主財源を最大にするという

意味での最適都市規模を求めることはできない.また,依存財源については,

人口当たり依存財源を最小にする人口規模を最適都市規模 とすれば,｢弱い依

存財源｣については,これを求めることができ,それは人口16万-26万人であ

る. しかし,｢強い依存財源｣についてはこれを求めることは現実にはできな

しヽ

第7章は,前章までの歳出と歳入に加えて,それらを補正 して得 られる歳

出 ･歳入それぞれの基準的標準的な財政指標,および歳出と歳入の両者を含む

総合的な財政指標にまで考察の対象を拡大して,都市規模 との関係を分析する.

その結果,一般的傾向性 として,歳出需要を全般的に反映する基準財政需要
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額については,第1章から第5章で示した歳出諸項目と同様の3つの関係 (フ

ァクト･ファインディング1, 2,3)が成立する.また,租税収入力を全般

的に反映する基準財政収入額については,第 6章の自主財源 と同様の傾向性

(フアクト･ファインディング4)が成立する.さらに,総合財政指標である

財政力指数については,｢市部において,対数表示の財政力指数は,対数表示

の人口規模の 『上に凸の2次関数』としてきわめてよく説明される｣(ファク

ト･ファインデイング7)という結果を得る.

これより最適都市規模を求めると,人口当たり基準財政需要額を最小にする

という意味での最適都市規模は27万8000人,財政力指数を最大にするという意

味での最適都市規模は31万7000人である.なお,基準財政収入親については,

人口当たり基準財政収入額を最大にする規模を最適都市規模 とすれば,都市規

模は大きければ大きいほど最適となり,最適規模を求めることはできない.以

上より,財政の観点からみた最適都市規模はおおむね人口30万人弱であると考

えられる.

第8章では,前章の結果を市町村合併の効果の推計に応用する.その結果,

全国の広域市町村圏合併の効果として,基準財政需要額2兆5900億日 (平成6

年度実績の19.8%)の節減,基準財政収入額1兆200億円 (同13,9%)の増収,

財政力指数0.234ポイン ト (同42.0%)の上昇か推計される.

また,一般に,広域市町村圏の規模が小さいほど合併の効果は大きく,人口

規模50万人以下では合併の効果はおおむねプラスであるか,それを超えるとマ

イナスがみられ,1007j人以上ではマイナスとなる.大都市周辺地域広域行政

圏の合併では,歳入指標および総合指標では合併の効果はプラスであるが,歳

出指標ではマイナスであり,この合併には憤重であるべきである.

第9章は,市部について,前章までの財政のインプット･費用面からの分析

に加えて,財政のアウトプット･便益面の分析にまで考察の範囲を拡大する.

その結果,｢市部において,対数表示の行政サービス水準は,対数表示の人目

規模に関して 『右上が りの 1次関数』としてきわめてよく説明される｣(ファ

クト･ファインディング8)ことが導かれる.すなわち,人目2()万人程度まで

は都市規模 とともに行政サービス水準は急速に向上 し,人口207j～307j人程度
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以降は緩やかに向上し,人口100万人を超えるとその向上はごくわずかとなる.

とはいえ,現在日本では,行政サービス水準からみるとき規模の不経済はいま

だ生じていないので,都市規模が大きいほど行政サービス水準は高 くなり,行

政サービス水準を最大にするという意味での最適都市規模を求めることはでき

ない.

そこで,財政の費用面と便益面を結合 して,行政サービス水準/人口当たり

歳出総板の比率の観点から,最適郡市規模を考察する.そうすれば,｢市部に

おいて,対数表示の行政サービス水準/歳出総額比率は,対数表示の人口規模

に関して 『上に凸の2次関数』としてきわめてよく説明される｣(ファクト･

ファインディング9)ことがわかる.これより,この比率を最大にするという

意味での最適都市規模を求めると,人口23万9000人となる.

この分析に,都市規模の指標として人口だけでなく面積を加えても,傾向性

に違いはないが,ただし,最適都市規模は人口30万3000人となり,大きくなる.

また,このファクト･ファインディングを応用すれば,この比率に関して各

都市の人口規模に対応する標準値を求めることができ,それによって,行政サ

ービス水準および歳出総統の観点から各都市を評価しランク付けすることがで

きる.

なお,この結果を適用すれば,合併後の都市について行政サービス水準/歳

出総額比率を求めることができる.しかし,町村については合併前の現実の行

政サービス水準についてのデータが入手できないので,財政の費用面と便益面

を結合した観点から,市町村合併の効果を推計することは,当面できない.

したがって,止確さを犠牲にせざるをえないが,若干の工夫をした上で,財

政の費用面と便益面を結合した観点から市町村合併の効果を推計する試論を本

章の末尾に提示しておいた,

第10章では,市町村の議員定数 と人口規模および面積 との間の信頼できる関

係を導出し,それによって議員定数の現状を評佃 し,市町村合併の議員定数-

の効果を推計する.

その結果,｢市部においても町村部においても,対数表示の人口当たり議員

定数は対数表示の人｢1規模に関して 『右下がりの 1次関数』としてきわめてよ
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く説明される｣(フアクト･ファインデイング10).すなわち,市部では人口30

万人 (町村部では1万人)程度までは都市規模 とともに人日当たり議員定数は

急減し,その後は緩やかに減少する.

全国の広域市町村圏合併の議員定数削減効果は,約 4万1000人であり,これ

は現行議員定数 5万3133人の約78%にも達する.なお,この分析において人口

のほかに面積を導入する効果はほとんどみられない.

第11章は,前章までとはやや視点を変えて,都道府県について,現在行政改

革の一環 として策定されつつある職員数削減計画を評価する試みである.ここ

では,まず,｢都道府県において,対数表示の人日当たり職員数は,対数表示

の人口規模に関して,『右下がりの1次関数』としてきわめてよく説明される｣

(フアクト･ファインディング11)ことを示す.

次に,現在公表されている職員数削減計画を評価する場合,単に現在職員数

からみた計画削減率の大小で判断するのは適当でない.なぜなら,すでに現状

において削減が進んでいる都道府県とそうでない都道府県を同列に扱うのは適

当でないからである.したがって,評価方法は,現在の職員数の多寡を考慮し

た上で削減計画を評価する方法でなくてはならない.そのために,先のファク

ト･ファインディング11を用いて,｢標準削減率｣なる概念を構成し,これに

照らして都道府二県の職員数削減計画を評価することとし,その結果を示した.

第 2節 都市規模 と財政の現代的意義

1 市町村合併の推移

市町村は人々の日常生活に最も身近な行政体であり,その編成いかんは生活

全般に大きな影響を及ぼす.明治以来,わが国では人目の増加とは逆に,市町

村数は減少傾向にある.このことは,行政が,その時どさの時代の要請に対し

て,市町村合併による行政規模の拡大によって対応してきたことを物語る.

市町村合併による市町村数の変化は自治省の資料に詳しい.ちなみに,

図0-1は,伽行政管理研究センタ一編 『データ .ブック日本の行政'96-97』

および自治省ホームページ (www.mha.go.jp)より,鞘 fi22年 (1889年)の
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市制町村制施行以来の市町村数の変遷を作図したものである.その前年明治21

年には,市は存在せず,町村のみが7万1314存在したので,市制町村制によっ

て39市1万5820町村が設置されたことは,地方行政体が約5分の1に減少した

ことを意味する.その後,昭和22年 (1947年)戦後の地方自治法施行までの58

年間に市町村数は5354減少した (減少率33%).

戦後は,昭和28年 (1953年)の町村合併促進法施行から (新市町村建設促進

法施行をはさんで)同法失効までの3カ年間に市町村数は9868から3975へと実

に5893も減少した (減少率60%).しかしながら,その後は,数度の合併特例

法施行にもかかわらず,市町村合併の進展は遅 く,平成11年 (1999年)4月1

日現在,671市1990町568村,合計3229市町村である.町村合併促進法失効から

今 日までの43年間の減少数は746で,減少率19%にすぎず,市町村合併は停滞

しているといわざるをえない.

2 広域行政体制の現状

市町村合併の歩みが遅々たるものであるのに対して,それを補うものとして

事務組合方式など行政の広域的な連携が制度化されている.制度化された広域

行政体制は,単に市町村合併の補完としてだけでなく,今後進められる市町村

合併の単位 としてまずは考えられるべき区域である.そこで,以下では,広域
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行政体制の現]犬を概観する.

自治省資料によれば,平成7年 4月1日現在,全国には3257の市町村 (東京

都の23特別区を含む)があ り,それは,広域行政の観点からみると,341の

｢広域市町村圏｣(2929市町村),24の ｢大都市周辺地域広域行政圏｣(220市町

村),および,そのいずれにも属さない108の市町村 (東京都の23特別区を含

む)に3分される.このうち前 2着を広域行政圏と総称する.

(1)広域市町村圏

まず広域市町村圏から検討する.そもそも,｢広域市町村圏｣は昭和44年度

にはじめて設置され,その後,圏域数,構成市町村数 とも変更が加えられてきた.

その設置の趣旨は,『広域市町村圏振興整備措置要項』(昭45年4月10日自治

振第53号)によれば,次のようである.経済の発展にともなって生活水準の急

速な上昇 と生活態様の都市化が進展しているなかで,公共施設の整備が著しく

立ち遅れ,その速やかな整備と均衡化が求められている.一方,交通通信手段

の発達にともなって住民の日常生活圏は広域化し,郡市的地域を中心として,

周辺農山漁村地域を一体 として広域的かつ総合的に市町村の行政を推進するこ

とが必要 となっている.

このような要請に応えるためには,形成されつつある都市および周辺農村漁

村地域を一体 とする日常生活圏を場 とする新 しい市域の振興磐備に関する施策

の展開およびそのための広域行政体制の整備が不可欠である.すなわち,モー

タリゼーションや都市的生活様式の普及にともなう広域的な行政需要に対処し,

国土の均衡ある発展と過疎過密問題の解決にも資するためには,都市および農

山漁村地域が一体 となって形成されている日常社会生活圏を単位とする地域の

総合的な振興整備を推進することが必要であり,そのために広域市町村圏が設

置されたわけである.

したがって,広域市町村圏は,ほぼ次のような条件を満たすものである.(丑

おおむね人口10万人以上の規模を標準とし,(塾就業,生活物資の調達,医療,

教育,教養,娯楽その他住民の日常社会生活上の通常の需要が,そのなかでほ

ぼ充足されるような都市および周辺農山漁村地域を一体 とした圏域であり,③

圏域内に日常生活上の通常の需要を充足する都市的施設および機能の集積を有
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する市街地である ｢中心市街地｣が存在し,④中心市街地と周辺地域を連絡す

る交通通信施設か整備されている,このような圏域である.

(2) 大都市周辺地域広域行政圏

また,広域市町村圏に属さない大都市圏においても,共通する行政課題に対

処するために,昭和52年度から ｢大都市周辺地域広域行政圏｣が設置された.

『大都市周辺地域振興整備措置要項』(昭和52年8月10日自治振第66号)によ

れば.大都市と-一体性を有すると認められるその周辺地城は,広域市町村圏に

属する地域と違って,大都市への高度な依存状況にあり,人口急増中の都市,

急増が始まりつつある都市,停滞しつつある都市など,複雑にからみあってお

り,時系列的にも急速に移 り変わりつつある.また,行政需要が地域的にも時

系列的にも急激に変動 し,行政主体の機能分担も複雑に入りくみ,行政需要に

適切に対応していくためには,各行政主体の密接な協力による広域行政が必要

である.そのために,大都市層辺地域における市町村の広域行政体制の整備な

らびに広域的な計画の策定を促 し,もって大都市周辺地域の急速な人口集中と

市街地のスプロール化に対処 しようとして,｢大都市周辺地域広域行政圏｣が

設置された.

したがって,大都市周辺地域広域行政圏は次のような条件を満たすものであ

る.①おおむね人目407j人程度の規模を有する.(参地理的 ･歴史的または行政

的に一体 と認められる圏域である.(罫一体的な将来像を描き,それを達成する

ために必要な都市的行政課題を有 している.

(3) 広域行政圏に属さない市区町村

最後に,｢広域市町村圏｣と ｢大都市周辺地域広域行政圏｣のいずれにも属

さない108個の市区町村は,9都府県に分散して存在 している.そのうち,い

わき市だけは例外的である.すなわち,いわき市は,広域合併されたので広域

市町村圏と同様にみなしうる市であり,非大都市圏としての ｢地方圏｣の将来

方向を先取りするものである.

その他の107市区町村は,東京都23区を含むほか,子葉市,横浜市,川崎市,

名古屋市,京都市,大阪市,神戸市などの7政令指定都市を含み,すべて東京,

大阪,令-lT屋の3大都市圏の中にある.千葉県の千葉市を含めて13市2町,東
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京都の23区を含めて17市23区2町 7村,神奈川県の横浜市を含めて17市5町 1

村,愛知県の名古屋市 1市,京都府の京郡市1市,大阪府の大阪市を含めて8

市 3町,兵庫県の神戸市を含めて3市 1町,奈良県の奈良市を含めて3市がこ

の圏域に属する.わずかな例外を除いて,大都市圏の中でも,おおむね中心的

な場に位置している.

(4)広域行政圏と広域行政の新しい動向

これら広域行政圏の現状は,20年から30年前に設定された圏域が実情に合う

ように修正を加えられながら到達 したものであり,今後の市町村合併の 1つの

拠 り所となるであろう.筆者の知 りうる範囲では,実感として,広域市町村圏

は若干の修正は必要であるが,おおむね日常生活圏を表しているように思われ

る.その意味で,広域市町村圏は,その区域に若干の修正を加え,地理的 ･歴

史的状況を勘案 して,広域市町村圏同士の統合の可能性を検討 しながら,合併

の 1次的拠 り所 として利用すべきであると考える.

以上のような広域行政圏に加えて,最近新しい動向がみられる.第23次地方

制度調査会の答申にもとづいて,平成 6年 (1994年)地方自治法が一部改正さ

れ,中核市および広域連合が制度化された.中核市は人口30万人以_l･_,面積

100平方キロメー トル以上を有することが条件であるが,人口50万人未満の場

合は昼夜間人口比率が100を超えることが求められている.中核市は政令市の

7割程度の権限を有するものとされているが,地方の中核をになう市の形成が

期待される.他方,広域連合は長と議会をもち,住民リコール制度を備えるな

ど,統治主体 としての性格を強めている.

(5) その他の広域行政指定圏域

以上述べた広域市町村圏等のほかに,市町村を越えた広域行政の取組みが要

請される種々の圏域指定が行われている.たとえば,平成元年度からは ｢ふる

さと市町村圏｣が選定され,第4次全国総合開発計画にもとづ く多極分散型国

土形成の促進 と創造性,多様性に富んだ地域づ くりが目指されている.さらに,

｢地方生活圏 (昭和44年策定)｣ ｢モデル定住圏 (昭和54年策定)｣,あるいは地

域の情報化に対応するため,｢ニューメディア ･コミュニティ構想 (昭和59年

10月最初のモデル指定)｣ ｢テレトピア構想 (昭和60年 3月最初の地域指定)｣
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｢インテリジェント･シティ構想 (昭和62年3月最初の都市指定)｣などの地域

指定もある.

また.地域振興整備公団編 『地域統計要覧1995年版』によれば,市町村を越

えた広域的取組みが必要な地域開発関係諸法律は,｢国土総合開発法｣に代表

される全国法,｢首都圏整備法｣や地方圏の ｢開発促進法｣に代表されるブロ

ック法,その他の個別地域を対象とする個別地域法に3分される.このうち,

広域行政合併に関連する地域指定はおおむね最後の個別地域法の指定する地域

であると考えてよい.この個別地域法には産業振興を目的とするものと地域振

興を目的とするものがある.

産業振興 を目的とする個別地域法には,｢新産業都市建設促進法 (昭和39

午)｣ ｢工業整備特別地域整備促進法 (昭和39年)｣ ｢高度技術工業集積地域開発

促進法 (テクノポリス法)(昭和58年)｣ ｢総合保養地整備法 (リゾー ト法)(昭

和62年)｣ ｢地域産業高度機能集積促進法 (頭脳立地法)(昭和63年)｣ ｢地方拠

点地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律 (地方拠点都市

法)(平成4年)｣等がある.

また,地域振興を目的 とする個別地域法には,｢山村振興法 (昭和40年)｣

｢半島振興法 (昭利60年)｣などがある.

以上のような,市町村を越えた広域的対応が必要な各種の地域指定も,来る

べき行政合併の際,重要な役割が期待されると思われるが,本書では,そのな

かで最も包括的な指定である広域行政圏を中心に,市町村合併を考察する,

3 市町村合併の現代的意義

市町村合併を伴う広域行政の再編は,現在日本に求められている諸改革の一

部ではあるが,きわめて裏要な部分である.その重要性は,現在求められてい

る改革の,わが国近現代史における意義を考察することによって明らかとなる.

(1)近代日本における4大改革

日本は現在大きな変革期にある.近代以降では,明治維新,第2次大戟後に

つづ(3匝1日の改革期 ともいわれ,また,それに第1次大戦後の改革期を加え
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て,今回を4回目の改革期 ともいう.第1次大戦後には大きな改革というに値

するものが実際には行われなかった,あるいは失敗したという意味では,第 1

次大戦後を第2の改革期 というのは当たらない. しかし,第1次大戦後は,明

治維新 という第 1の改革から半世紀を経て, 日本自身も,また日本を取 り巻 く

国際関係も大きく変化 し,改革すべき大きな課題をかかえていたという点で,

まさに ｢改革されるべき期｣であった.

翻って,日本の現在は,改革が実現するかどうかは今後のこととして,｢改

革されるべき期｣であるのは間違いない. したがって,現在の改革を検討する

上では,第1次大戦後を近代 日本の第2の改革期 としてとらえるのか適当であ

ると考える. とくに,現在は第1次大戦後の時期と比較 して,以下でみるよう

に,よく類似しているので,なぜ第 1次大戦後の改革は失敗したのか,を考察

することは,現在の改革を成功させる上で有益である.

4つの改革を模式的に比較 したのが表0-1である.

4つの改革の背後にある,当時の ｢ナショナル ･コンセンサス (国民的合意,

国家目標)｣や,｢改革の内容｣には,当然のことなからおのおの違いがある.

しか し,｢改革の背景｣や ｢改革の主体的条件｣にはある種の共通点かみられ

る.しかも,改革の背景の違いがその主体的条件の違いを生 じさせている.

4つの変革のうら,大蒜 として成功したと評価してもよい第 1の明治維新と

第3の第2次大戦後の変革では,｢世界の中の日本の立場｣を開放的,協調的

にとらえている.それに対して,失敗に帰したと考えられる第2の改革,すな

わち第1次大戦後の改革期には,逆に,世界のLtlで孤立的 ･摩擦的方向に推移

している.第4の改革である現在は,開放的,協調的な道が支持されている.

｢外国からの圧力｣は,第 1･第3の改革期には強大で,改革しなければ国

家の存亡にかかわるほどであった.しかし,第2の改革期には外圧はそれほど

強くなく,これは現在 と似ている.

｢先行する時代の状況｣も大きく異なる.第 1･第3改革期には,先行する

時代はすでに破綻しており,新制度の創出が不可避であった.これに対して,

第2と第4改革期は,先行する時代が一応の成功を収め,その成功が新たな変

革の必要を生 じさせたということができる. したがって第2･第4の改革は,
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表0-1 近代日本における4大改革の比較

u)J治維新の改革 第 1次大戦後の改革 第 2次大戦後の改革 現在の改革

ナシ ョナル .コンセt_サ ス 洞 上亡的介.は,rT;J家【=1倍) 欧米へのキャッチ 欧米へのキャッチ 欧米へのキャッチ 活力ある福祉社会

ア ップ ア ップ ア ップ 世 界の中の 日本
Lia7回強兵 富国 強 兵 経済成長 ゆ とり .文化
殖産興業 一流国家 主権在民 自然 との共生

脱髄人欧 基本的人権平和主義 豊か さの実感で きる社会

改革の｣ヒl】景 世 界 の ltlの H 1廿界市場への仲間 1世界列強への仲間 東西冷戦構造の中 冷戦構造の崩壊

本の ､l/二場 入 り 入 り での西側の一員 米中 2人[7.lの中での
イこjYJ-等条約の解消 アジア進出 世 界の中で協調外 米国寄 り立場
-1tl:非に門 T.Lを開 く 1仕界の中で孤立化 ｢交

外 ll;_1か らの T t:_ノJ 強 鍋 強 弱

!k行 す る時 代 (先行時代の失敗) (先行時代の成功) (先行時代の失敗) (先行時代の成功)
の状沢 幕藩体制の崩壊 第 1次大戦の勝利 明治体制の崩壊 欧米へのキャッチア

西洋の科学技術への遅れ と繁栄 米Lz]への遅れ ツプの達成 と繁栄

改辛の内容 檎逮改革 田上構造 節---▲L7;J仁軸の形成 第一 【札 一二軸の形成 第----LiJ土軸の充実 多軸型rBl土の形成

船か ;-,鉄道へ 船か ら鉄道へ 鉄道か ら道路へ 集中か ら分散-地域連携,交流道路 .航 空

虎業構造 ｣二業化の時代,慮 二工業化の時 代 工業化の時代 ソフ ト化 .サー ビス

業革命1次 席 業 か ら 2吹 .3次産業へ 重化学J二業化 機械工業化 化の時代村事業所サー ビス情報化 .国際化への対応

刺倭細1級 社会制度 封建制か ら資本制 民主化 一斗':等化が 民主化 集団主義か ら個 人卓

+＼ ~目され るべ き 平等化 ヘ
身分制か ら契約御 であつたが 失 画一性か ら多様性-

へ私有財姥制 敗に終わった 結果平等か ら機会均守-肖己責任 .情報開示地方分権 .地方の 自主性

経折制度 .,m織 ー̀再 l競争 rfj場 有効競争市場が 目 有効競争市場 新 しいビー由競争市場

吹 指 され るべ きで 財閥解体 規制緩和 .小 さな政
草 あったか,失敗 農地改革 府

に終わった 労働民主化 業界保護か ら生活者保護へ護送船団方式から自己責任へ系列か ら連携へ

改革の主体 危機感の認識 J]T糸. Ell,7] 描 弱世代交代 イ】ー 無 有 無

第 1･第 3の改革と違って,先行する時代を全部否定して出発するわけにはい

かない状況におかれる.

このような ｢改革の背景｣の違いを受けて,｢改革の主体的条件｣が異なっ
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てくる.第 1の明治維新 と第3の第2次大戦後は,有無を言わせぬ外圧によっ

て先行する時代の制度が崩壊 していたので,すべての人が共有できるほど危機

意識も強 く,緊急性も強かった. しかし,第2の第 1次大戦後と第4の現在は,

先行する時代が比較的成功 したので,各人がその成果を享受 しつつあり,外圧

も存在するが有無を言わさぬほど強いものではなく, したがって,誰にでも危

機が認識できというわけではなく, 日常生活上も危機感なしには生活できない

というほどの緊急性があるわけでもない.

しかも,第1と第3の改革期には,先行する時代の失敗の責任をとって,午

長者が第-線から退いたので,否応なく世代交代が進んで,青壮年か改革をリ

ー ドすることになった.したがって,過去のしがらみを比較的容易に断ち切る

ことができた.しかしながら,第2の改革期には世代交代は進まず,第4の改

革期の現在も,同様に世代交代は進んでいない.

現在を第1の改革期 :明治維新,第2の改革期 :第1次大戦後,第3の改革

期 :第2次大戦後と比較すると,｢世界の中の日本の立場｣を除いて,｢外圧｣

｢先行する時代の状況｣ ｢改革主体の危機認識｣ ｢改革主体の世代交代｣のいず

れの観点からみても,失敗に帰した第2の改革期と類似している.

第 1次大戦後も現在 も,｢茄で蛙｣の寓話があてはまる.蛙は,熱湯に入れ

るとびっくりして跳び逃げるので結果的に一命をとりとめるか,ぬるま湯から

徐々に熱すると危険を察知できずについには茄でられて死す, ということであ

る.いたずらに危機をあおりたてるべきではないが,問題点や課題を啓発する

ことはいくらしてもしすぎるということはない.もし現在の改革を成し遂げな

いならば,第1次大戦後と同様,21世紀の日本は困難な局面を迎えるであろう.

(2) 現在の改革と市町村合併

改革のうち最 も困難な点は,構造改革というよりも,むしろ制度 ･組織改革

である.表0-1に示したように,失敗に帰した第1次大戟後の改革でさえも,

国土や産業構造などの構造改革はある程度実行されている.これに対して,刺

度 ･組織の改革は結局は誰かが既得権を手放さぬばならず,かつまた,改革に

よって恩恵を受ける主体 と実害を被る主体が比較的明確であるので,総論賛成,

各論反対となるのが常である.しかし,既得権を壊し,各論反対を粉砕しない
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かぎり,改革はない.制度 ･組織は自然現象ではなく,人為的なものであるの

で,人の意識が最も重要である.行政分野は,市場 というインパーソナルな制

度によって評価されないので,改革の困難性を集約的に有する分野である.

表0-1において,｢現在の改革｣の中の ｢制度 ･組織改革｣として示した方

向性は,社会制度についても経済制度についても,基本は同一である.集団主

義から個人重視へ,画一性から多様性へ,結果平等から機会均等-,自己責任,

地方分権,規制緩和,小さな政府など,いずれも ｢個の確立｣によって自主性

を高めるとl古川寺に,情報開示を前提 とした上で自己責任を求められる点で一致

している.

行財政改革もこの改革の一環であり,方向性において異なるところはない.

なかでも市町村合併は,今後の地方分権に備えるためにも,喫緊の課題である.

その理由は次のとおりである.

① 家計や民間企業は,曲がりなりにも ｢市場｣によって成果を評価され,

破産の憂き目にあうこともありうる.しかし行政は評価されるべき制度が十分

用意されていないし,原則的に破産はない.したがって,一般に行財政が膨張

する傾向をもつのは,ワグナーの法則以来,指摘されているとおりである.本

莱,政治 ･議会が行政を直接評価 し,方向づけを行うべきであるが,それはな

されていない.

② 交通通信が現在ほど発展していなかった昭和30年頃に成立した現在の市

町村行政区画は,自動車や電話の発達 した現在では合理性をもたない.ちなみ

に,昭和30年から平成 5年までの38年間に,山lj県内の人口当たり自動車登録

台数は29倍となり,人H当たり電話数は22倍となっている.また,同期間に,

lJ｣日県内の55市町村 (山口市を除く)について,役場から県庁までの道路時間

距離は平均45%短縮され,8広域市町村圏については,圏内の各市町村役場か

ら中心市市役所までの道路時間距離は平均約30%短縮されている.

③ 日常生活や民間活動の広域化につれて,行政区画はそれら活動領域に適

合せず,それらの活動を阻害する事態が発生 している.

④ 合併によって適度に規模を拡大することによって,職員の専門性を高め,

切瑳琢磨すると同時に意欲のある職月が実力を発揮できる場が用意され,生き
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生きと仕事ができるようになって,サービスの質を向上できる.

G) 行財政にコス ト･ベネフィット感覚を大幅に導入する契機 となる.

⑥ 合併によって政策形成能力を向上させ,事務処理,許認可事務を責任を

もって遂行できるようになり,地方分権の受け皿を用意することができる.

(∋ 合併によって合理化される,とくに一般管裡事務を,今後高まる高齢化

対応業務,市町村が担うべき保健医療福祉業務にふりあてることができる.

(身 現状では,小さな市町村の横並び意識によって,類似した施設が設置さ

れ,その運営経費の不足から活用度が低 くなり,また,高度なニーズに応えう

る高機能施設の建設を妨げている.合併によって,財政規模を大きくして効果

的な投資を実施できる.

⑨ 各種の行政改革を行 う際,実態にそぐわない制度 ･組織の改革に際して

ち,市町村の壁が障害となって,改革が進展 しない事態がある.

もとより,市町村合併のデメリットも考えられるが,それは別途個別に対応

するべき問題であって,21世紀に向けて活力を維持 ･痛養するために現在日本

がなすべき改革の一環として,また.来るべき地方分権に対応するために,市

町村合併は避けて通ることのできない現代的課題である.

もとより,市町村合併はただやみくもに推進されるべきではなく,本書にお

けるような地方財政の観点からだけでなく,産業経済や,さらに地方酎六,コ

ミュニティなど,広範な観点から検討されなくてはならない.しかも,広域市

町村圏など既存の広域行政圏にとらわれることなく,まして,統計的に導出さ

れた一般的傾向性にのみとらわれるべきでもない.その意味で,本書で明らか

にされる最適都市規模に従って一律に市町村合併が進められるべきであると,

筆者が主張しているわけではないのはいうまでもない.

なお,本書では,都市とは,具体的には市町村,市,町村を指す.そのいず

れに解してもいい場合も含めて,そのいずれを意味するかは,おのずとわかる

であろう.

また,都市規模の指標として,本書では主に人日数を採用するが,その妥当

性については,巻末の関連拙稿論文 [7]を参照されたい.
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第 1章 都市規模と職員数

第 1節 は じ め に

本章の目的は,仝r57の市町村における人口規模 と職員数の間の一般的関係を

平成6年度のデータにもとづいて実証的に導出することである.

はじめに,全国市町村の職員数の現状をみる.平成6年には, 日本に3257の

市町村 (東京23区を含む)があり,その職員総数は,地方財務協会刊 『市町村

決算状況調』(平成6年度)によると,114万4118人である.人口1000人当たり

市町村職員数は9.18人である.これを市区と町村 とに分けてみると,市区は

686市区で,職員総数82万~5807人,人口1000人当た ()8.54人である.町村は

2572町村で,職員総数31万8311人,人口1000人当たり11.43人である.町村の

ほうが人口当たり職員総数が多い.

これを少し詳しくみたのが表 1--1である.市区の中でも千代凹区や歌志内

市などは人口1000人当たり30人程度も職員を擁 しているが,逆に,宗像市や春

日市などはわずかに4人程度である.千代田区と宗像市の差は29人で,千代田

区の人口当たり職員数は宗像市の実に8倍にも達する.町村についてみると,

格差は驚くほど拡大する.人目1000人当たり職員数が最高の青ヶ島村は142.86

人で,最低の時津町は4.35人であるから,青ヶ島村は時津町の33倍である.

たしかに地域には大なり′トなり特殊性があるので,この格差にも地域の特殊

性があるのは間違いなかろう.地域によっては,離島を抱えていたり,小さな

集落が多数あって支所 ･出張所が多く必要であったり,高齢者が多く,その福

祉のための要員を多く確保 しておかねばならないという町村もあろう.あるい

は逆に,経済活動が活発で通勤通学の流入者が多く,常住人口の割に職員が多
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表1-1 人□当1=Y)職員数の多い市町村,少ない市町村 (平成6年度)

市 r* 平成 平成 人目1000人 田｣ 村 ヰ成 平成 人目1ー)00人611:-度末 6年度 当たり 6年度末 6年度 I:!'7たr)
人u(〟 職員数LN 職員数UO 人ltUJ 職上i数仙 職長i数LN

多 1 千 代 田 区 4(),726 1,354 33.25 多 1 青 ヶ 島 村 203 29 142,86

2 歌 1-と:内 区 7,347 206 28.04 2 御 蔵 島 村 254 25 98.43

3 中 央 区 72,445 1,742 24.05 3 富 山 村 2()3 17 83.74

しー脂 4 夕 張 市 18,123 385 21.24 品昌 4 利 島 村 293 24 81,91
か 5 土休清水市 20,581 423 20.55 か 5 藤 橋 村 463 36 77,75

レ)10 6 両 津 市 19,0()7 359 18.89 i)lい 6 ∴ 島 村 475 33 69,47
市 7 赤 平 市 17,860 322 18.03 町 7 和 泉 村 850 58 68,24

区 8 港 区 149,874 2,570 17,15 村 8 大 塔 村 831 56 67.39

9 三 笠 市 15,554 260 16.72 9 利 賀 村 1,050 70 66.67

10 鳥 羽 市 27,294 438 16.05 1日 渡 Y,E-千村 515 32 62.14

少杏 1 宗 像 市 75,2()∩ 311 4.14 少杏い脂 1 時 津 町 26,892 117 4_35

3 入 野 城 市 80,592 400 4.96 3 i-: 美 町 35,406 176 4_97

しヽ順 4 鳥 取 市 144,224 736 5.10 4 上 磯 町 33,973 175 5.155 可 児 市 85,576 439 5.13 5 播 磨 町 33,286 174 :5.23

かト 6 東 松 山 市 9(),331 467 5.17 か⊥) 6 大 間 々 町 23,576 126 5_34

プ小十 7 河内長野市 117,312 610 5.20 10 7 描 武 町 25,504 137 5,37

柿区 8 筑 紫 野 市 80,408 426 5.30 町料 8 遠 賀 町 19,152 1〔)4 5,43

9 前 原 市 57,913 308 5.32 9 小 俣 町 18,040 98 5_43

10 米 了- rh- 134,056 746 5_56 10 取 T_Jl;町 lt),781 59 5.47

く必要という市区もあるかもしれない.

しかし,他方,市町村職員の機能は優れて ｢公共財｣的であるので,ある一

定の規模までは,人口の多少にかかわらず一定の職員を必要とする職務が多々

あるのではなかろうか.あるいは,一般的に,ある規模までは規模の経済が働

き,やがて規模の不経済が働 くということも考えられる.地域の特殊性は無視

できないものの,それでもなお,多数のサンプルの間には,一定の傾向性 ･法

則性をみいだせるのではなかろうか.すなわち,現在の日本の市町村の職員数

は市町村の規模と何らかの明確な関連をもっているのではなかろうか.もって

いるとしたら,どのような関連をもっているのであろうか.

本章は,以上のような問題意識の下に,平成6年度の日本のデータにもとづ

いて,人口で測った都市規模と都市の職員数の問にはきわめて密接な関係がめ

ることを示そうとするものである.その主要な結果は,｢対数表示の人口当た

り職員数は,対数表示の人口数の下に凸の2次関数としてきわめてよく説明さ

れる｣というファクト･ファインデイングである.この含意や,その他のファ



第 1章 都市規模 と職員数 Ⅰ9

クト･ファインディングについては以下で示す.

もとより,ここで扱う人日当たり職員数は,サービスの効率や内容を直接表

すわけではない.サービスは,｢もの｣に比してとりわけ,その内客が重要で

あるか,ここでは,サービスの内容や質の問題は扱わない.

資料は,地方財務協会刊 『市町村決算状況調』(平成 6年度)と自治省 『住

民基本台帳人口要覧』(平成 7年版,平成 6年度末人口)による.

第 2節 全国における都市規模 と都市の職員数

1 全国全市町村の人口数と職員数

はじめに,都市規模 と職員数の関係を直感的に把握するために,全市町村に

ついて両者の関係を図示する.全国の3257の全市町村の人｢1と人目IOOO人当た

り職員数は図1-1のとおりである.全体 としてみるときわめて明確なし字型

である.やや詳しくみると,人目1万人以下の小町村では急激に低下し,人日

数ブイ人のあたりで折れて,それ以後はわずかに下落して,またふたたびわずか

に上昇する.

図1-1を市区と町村に2分 したのが図 1-2と図 1-3である.図1-2は

686の全市区 (東京23区を含む)のものである.小都市で急降下する点は図1-

1と同じであるが,最大の都市規模をもつ横浜市を例外として,人目100万人

以上では上昇傾向がみられる.これに対して,図 1-3の町村は2571の全町村

をトソトしているが,緩やかなし字型で,全体として滑らかに低下 している.

いずれにしても,小規模市町村では,郡市規模とともに急激に人口当たり職員

数は減少している.

図1-4,1-5,1-6は図1-1,1-2,1-3に対応しており,縦横両軸

とi)対数表示にしたものである.図 1-4の全市町村は,3200余のサンプルの

中には若干の例外t,あるか,図中の実線が示すような2次回帰曲線がよくフイ

ットする.図1-5の市区では,図1-4 (全市町村)や図 1-6 (町村)ほど

フイットがよくないか,それは凶の中央上部にある数個の例外のせいである.

その例外は,後にみるように,主に東京都区部である.図 1-6の町村は,図



図 1-1 都市規模 と人口1000人当たり職員数- 全国の市町村
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図 1-3 都市規模 と人口1000人当た Y)職員数- 全国の町村
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1-3から推察されるように,線形回帰線がよくフイットしている.これらの

回帰式は表 1-2のとおりである.

表 1-2によれば,いずれの場合 も, 1次式よりも2次式のほうが,もとよ

り,かなりフイットがよい.ちなみに,分散比 Fについてみると,

F(1,240,0.01)-6.742

F(2,240,0.01)-4.695

であるので,上記のケースの回帰式のあてはまりは,いずれも有意水準 1%で

有意である.なお,この点は,本章の表 1-2, 1-4, 1-5, 1-7, 1-8,

1-10に示す36の推計式のうち,表 1-10の図 1-22の 1次式に対応する推計

式 1個を除いて,すべてのケ-スで同様に有意水準 1%で有意である.

2 全国全市町村の都市規模別の人口と職員数

上記の分析をいま少しわかりやす くするために,都市規模別に市町村を分類

して人口と職員数の関係をみる.表 1-3はこれを示す.

ここで,表 1-3における ｢人口1000人当たり平均職員数｣の意味を明らか

にしておく.これは,当該都市規模に属する各都市の ｢人口1000人当たり職員

数｣の合計を,それに属する都市数で割った値である.注意しなくてほならな

表1-2 都市規模と職員数の回帰式--全国

図 1-4 (rrJ.町村)N-3257
Y-4.9705-0.25911X

R2-0580,F-45()5.1

図 1-4 (市町村〉∧ ｢-3257

Y-ll.007-1.5035X+0.06296Xz

(71.4) ト48.0) (40.0)

R2-0.718,F-4155.5

㍗-3.4573-∩.11261.¥ y -14.4201-

(35.0) (-12.9) (17.2)

R2-0.196,F-167,6 R2-().357,I

しぎ日 -6 (町村)N-2571 図1-6 (町村

Y-6.5527-().43935X y -9.4775-]

(130.9)(-79.3) (28.95)

R2-0.710,F-6287.1 R2-0,719,Zi

9977X+0,08046x2
(-13.9) (13.1)

N-2571
1]26X+0.03838x2

(ri三)Y 人目lnOり人､1'rt二り職日数の対数帆 X 人日数の対数帆 N サンプル数,R2 FlHl】度調轄済
み決iif係数,F 分散比, ( ) J帆
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表1-3 都市規模別の平均人口と平均職員数- 全国

都市規模人日数 市町(人) 村数 うち特別区 平成7年 3月31日 平成 6年 度 人目1000人
住民基本台帳 咋均 fl与たr)平均
-平.均人H (人) 職員数 (人)職員数(人)

100万-200万未満 7 1,296,728 ll,446 8.90

75万-100万未満 4 1 832,672 6,626 7.95

50万-75万未満 11 5 579,784 4,616 7.94

40フ∫～50万未満 21 2 449,466 3,527 7.85

30万-40万未満 28 3 344,783 2.746 7.95

2077-30万未満 44 5 249,377 1,993 8.01

loヵ-20万未満 120 5 137,851 1.143 8.25

5万-10万未満 224 1 69,719 59() 8.53

4lJj～5万未満 69 1 44,877 433 9.70

3万-4万未満 89 35,332 351 9.97

2万-3万未満 55 25.936 315 12.22

2万未満 ll 17,084 265 16.24/

町村部 5万以上 7 52,287 418 8.00

4力~～5万未満 23 43,993 357 8.10

3万-4~万未満 83 34,089 27〔) 7.94

2万-3万未満 225 23,934 213 8.95

1.5万-2万人満 245 17,291 171 9.90

17j-1.5万未満 474 12,237 136 ll.16

7.57.-1ソ∫未満 383 8,639 112 12.99

5十～7.5千未満 485 6,201 95 15.37

3十～5千未満 358 4,081 75 18.77

1千-3千未満 248 2,091 54 26.83

いのは,｢当該都市規模に属する郡市の職員数合計を,それに属する都市の人

目合計で割って1000倍 したもの｣ではない, ということである.

さて,図 1-7は全市町村について表 1-3を示したものである.都市規模と

ともに,はじめは人口当たり職員数が急減して人目対数倍12.3あたりで最低と

なり,その後ふたたび増加する.対数値12.3のもとの値は約22万であるので,

全市町村の都市規模別データからみると,人口22万人規模の中都市で人口当た

り職員数が最低 となることがわかる.

図 1-8は,同様に,全市についてみたものである.これも都市規模 ととも
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図 1-7 都市規模と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 全国の市町村,

両対数
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図 1-8 都市規模と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 全国の市,両対数
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にはじめは急激に人日当たり職員数が減少 し,人口対数値12.7-約33万人規模

の中都市で最低 となる.対数値11.1-約 7万人から対数値13-約44万人 くらい

までは緩やかに減少 し,それから対数値13.7-約90万人あた りまでふたたび少

しずつ上昇 し,それを超えると,急激に上昇することがわかる.規模の経済か

ら,不経済に転換するわけである.

図1-9の町村についても2次曲線がよくあてはまるが, しか し,都市規模

とともに人日当たり職員数は減少するばか r)で,いまだ増加する規模にいたっ
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図 1-9 都市規模と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)--全国の町村,
両対数
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ている町村はみあたらない.わずかに,最大規模の町村,すなわち人口対数値

10.5-3万6000人から対数値10.8-5万人規模の町村で ｢下げ止まり｣がみら

れるという程度である.町村については,現状で観察される範囲では規模の経

済のみ働いていることがわかる.

図 1-10は,岡1-7,1-8,1-9を重ねて示 したものである.全体の状

図1-10 都市規模と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 全国の市町村,
市,町村,両対数
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況が一目でわかる.全町村のグラフは全市のグラフをほぼ並行に下に下げたよ

うにみえる.その間を,全市町村のグラフが,はじめは小規模の町村のグラフ

に近 く,しだいに人規模の市のグラフに近づ くことわかる.これらのb]帰式は

表1-4のとおりである.

いずれもフイットは良好であるが, とくに市町村 (図1-7)と町村 (図1-

9)は90%以上の説明力が認められる.

第 3節 地方圏における都市規模 と都市の職員数

1 地方圏における市町村の人口数と職員数

前節からわかるように,同じく市といっても,あるいは町村といっても,大

都市圏とそうでない地域とでは,事情が違 う.そこで,次のように,全国を大

都市圏と地方圏に分けて考察する.

大都市圏 -･東京圏 (東京都,神奈川県,埼玉県,千葉県),大阪圏 (大阪凧

京都肝,兵庫県),名古屋圏 (愛知県,三重県)の 1都 2府 6県

地方圏 :その他の道県 (1道37県)

まず最初に,都市規模によるグルーピングをしないで全数について考察する.

表 1-4 都市規模と職員数の回帰式 (都市階層別)- 全国

図 1-7 (市町村)N-19 図1-7 (市町村)N-19
l'-20.()35-3.7635X Y-10.4607-i.36905X+0.055539x 2

(ll.7) (-5.4) (41.6) (-28.7) (25.3)

R2-0.610,F-29.2 R2-0.990,F-884.0

図 1-8 (市)N-13 図 1-8 (市)N-13
Y-22.1850-4.4986X Y-14.0432-1.8935X+0.07462x2

(5.5) (-2.5) (12.2) (-9.9) (9.5)

R2-0.301,F-6.17 R2-0.357,F-191.1

凶 1-9 (町村〉N-ll 図1-9 く町村)N-ll
Y-15.097-2.2581X Y-10.743-1.4020X+0ー05521x2

(40.8) (-16.2) (20.9) (-11ー8) (8.3)

(111) [紀lF3-は表1 2に1T･)じ
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図 1-11 都市規模 と人口1000人当たり職員数- 地方圏の市町村,両対数

4

3

2

人
口
千
人
当
た
り
職
員
数

(人
)
､
対
数

1

4

図

人
口
千
人
当
た
り
職
員
数

(人
)
'
対
数

7 9 11 13 15

都市規模 (人口,万人),対数

12 都市規模 と人口1000人当たり職員数- 地方圏の市,両対数

8 9 10 11 12 13 11 15

都市規模 (人U.方人).対数



第 1章 都市規模と職員数 29

図 1-13 都市規模と人口1000人当たり職員数- 地方圏の町村,両対数
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図1-ll, 1-12, 1-13は,地方圏における都市人口と人口1000人当たり職

員数を示している.地方圏の市町村は2648あるが,図 1-11は,そのすべてに

ついて示されている.2次曲線がよくあてはまる.図 1-12は地方圏の436の

市について示しているが,これは,図1-5の全国全市に比してフイットが改

善されている.かなり直線に近いが,それでも2次曲線とみるほうが妥当性が

表 1-5 都市規模と職員数の回帰式- 地方圏

図1-11 〈市町村〉N-2648 図1-ll (市町村〉N-2648

Y-5.3341-0.29893X Y-10,9694-1.4898X+0.(ー61964x2

(123.8)(-64.9) (56.4) (-36.8) (29.5)

R2-0.614,F-4218.3 R2-0.710,F-3239.1

Lj(]1-12 (市)N-436 図 1-12 (市〉N-436

Y-3.9718-O.15953X Y-16,530-2.3546X十0.09528x 2

(32.6) ト 14.5) (15.3) ト 12.5) (ll.7)

R2-0.326,F-211.2 R2-0.487,F-207.1

図1-13 く町村)〃 =2212 図1-13 (町村〉N-2212
Y-6.6023-0.44484X Y-8.8111-0.95482X+0.02917x2

(119.4)ト72.2) (22.4) (-10.6) (5.7)
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高い,図 1-13は地方圏のうち町村だけを取 り出したもので,2212町村あるが,

ほぼ直線とみていい.いずれの場合も地方圏としてまとまりがあることを示し

ている,その回帰式は表 1-5のとおりである.

表 1-5からわかるように,市の回帰式は,地方圏だけに限ると,前節の全

国全市に比べて,1次式でも2次式でも,ともに格段にフイットが優れている.

2 地方圏における都市規模別の人口と職員数

次に,都市規模別にグルーピングして考察する.地方圏における都市規模別

の平均人口と職員数の関係は表 1-6に示されている.地方圏には人口200万人

表1-6 都市規模別の平均人口と平均職員数- 地方圏

郡市規模人口数(人) 平成7年 3月31日 平成6年度 一人目1(ー00人
市町村数 住民基本台帳 -1'Ii/,LJ 当たり平均

平均人｢1(人) 職員数 (人) 職員数 (人)

市 部 10075以上 459 1,264,054 9,997 R.()3

50万-100万未満 651,455 4,935 7.50

40万-50万未満 439,842 3,416 7.78

30万-40万未満 12 342,047 2,714 7.91

20万-30万未満 21 253,427 1,910 7.55

10万-20万未満 56 134,161 I.074 7.99

5万-10万未満 127 67,767 567 8.44

4万-5万未満 61 45,010 420 9.34

3力~～4万未満 80 35,190 350 9.97

2万-3万未満 50 26,005 314 12.15

2万未満 ll 17,084 265 16.24

町村部 5万以上 4 51.484 38() 7.36

4万-5万未満 14 43,617 345 7,88

3万-4万未満 50 33,774 26〔) 7.73

2万-3万未満 177 23,898 214 8.99

1.5万-2万未満 206 17,309 170 9.87

1万-1.5万未満 397 12,226 137 ll.27

7.5千～1万未満 329 8,629 112 13.05

5千～7.5千未満 433 6,208 96 15.5〔)

3千一5千未満 330 4,072 76 18.8.r=)

1千-3千未満 236 2,088 54 26.90



第 1章 都市規模 と職員数 うⅠ

以上の市町村は存在しない.また,人目50万-100万未満の都市数 も5であっ

て,少ないので,表 1-3のように75万人で2分することはしない.その他の

都市規模分類は表1-3と同様である.

図 1-14, 1-15, 1-16はこれを図示している.図 1-14(市町村)では,

予想されるように,人口1000人当たり職員数は都市規模の拡大につれて,はじ

め激減し,対数値12.3あたりで最小 となって,以後増大する.それは,図 1-

14に示したように,全市町村の回帰曲線 (図 1-7と同じもの)とほぼ重なる.

図ト 14 都市規模と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)一一一全国,地方圏の
市町村,両対数
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図1-15 都市規模と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 全国,地方圏の

市,両対数
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図1-16 都市規模と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 全国,地方圏の
町村,両対数
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ll

やや違いが生じるのは,対数値13-約44万人以上の都市について,地方圏では

人日当たり職員数が低い値 となっているということである.

これに対して,図1-15(市)では様相か異なる. rriについては,全国と地

方圏では明らかに違いがある.地方圏のほうが一様に下に位置し,しかも都市

数の多い中規模都市でかなり格差が拡大している.ただし,注意すべきことに,

人口当たり職員数の最低値がほぼ人口対数値12.7-約33万人規模の郡市である

点は地方圏でも全国でも共通 している.

地方圏の町村については,図 1-16のように,前節の全国町村と大差はない.

ただ,人目規模の極端に小さい町村と,極端に大きい町村という両端で,全国

と地方圏は若干の乗離がみられる.また,ここでも,前節の全回同様に,2次

曲線の最低値をとるほどの規模の町村は現実には存在せず,規模の経済が働 く

範囲内にすべての町村があるといえる.

地方圏について,市町村,市,町村の3つの図をまとめたのが,ljEll-17で

ある.これは,全国の図 1-10に対応するものであるが,地方圏では,全国に

比べて,都市規模の大きい都市と小さい都市の両端で開きがさらに人きくなっ

ていることがわかる.これらの回帰式は表 1-7のとおりである.

表 1-7によると,地方圏の都市規模別の回帰式は,上記のように,きわめ

てフイットがよい. とくに2次式では,市町村,市,町村のいずれをとっても
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図 ト 17 都市規模と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 地方圏の市町村,

市,町村,両対数
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表 1-7 都市規模と職員数の回帰式 (都市階層別)- 地方圏

図 1-14 (TfJ-町村)N-17 図 1-14 〈市町村〉N-17

Y=4.6137-0.20753X Y-10.148-1.3067X+0.05243x2

(14.6) (-7.1) (35.5) ト 23.4) (19.8)

R2-0,753,F-49.8 R2-0.991,F-872.4

図 1-15 (Th)N-ll 図115 〈市)N-ll

Y-3.8010-0.13529X Y-14.859-2.0291X+0.07999x2

(9.6) (-4.1) (7,8) (-6.2) (5.8)

図1-16 (町村)N-ll
Y-65280-042785X

(37.6) (-23.0J

R2-0.981,F-52tL4

図 1-16 く町村〉｣Ⅳ-ll

Y-9.438211.1014X+0.03809x2

(18.6) (-9.5) (5.8)

R3-0.996,F-1246,4

(Tiー) .…LlFFJLは友12にhl=∴

90%以上の説明力がある.人日当たり職員数が,都市規模 とともには じめ減少

し,やがて最低点を迎えて,ふたたび増加に転ずるという,｢下に凸の 2次関

数｣の関係を有するという件質は信頼性が高い.
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第 4節 大都市圏における都市規模 と都市の職員数

1 大都市圏における市町村の人口数と職員数

東京圏,大阪圏,名古屋圏という日本の3大都市圏について,都市の人口と

人口1000人当たり職員数を示 したのが図 1-18, 1-19, 1-20である.こ こ

でも,まず全数についてみる.図 1-18の中で,2次回帰線より離れて中央に

位置している数個の都市は主に東京都特別区であり,それは図 1-19に明示し

てある.千代田区,中央区,港区などとくに回帰線より素敵している区は, 企

業の本社や中央官庁などが多数立地し,夜間 (常住地)人目に比して昼間 (従

業地)人口が多い. したがって,回帰線よりの禾艶は,区の提供するサービス

が夜間人口以外にも溢れ出て昼間人口に及んでいることと関係があるかもしれ

ない,これらがあるために,3大都市圏では,地方圏より,一般にフイットが

よくない (それでも,上述のように,有意水準 1%で有意である).

図 1-18と図 1-20のなかの左上部分に離れて ドットされているのは,東京

都の離島である.これらは,本来は地方圏に入れられるべきであろう.これら

図1-18 都市規模と人口1000人当たり職員数一 大都市圏の市町村,両対数
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図 1-19 都市規模と人口1000人当たり職員数- 大都市圏の市,両対数
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図1-20 都市規模と人口1000人当たり職員数- 大都市圏の町村,両対数
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の都市の回帰式は表 1-8のとおりである.

2 大都市圏における都市規模別の人口と職員数

表 1-9は大都市圏の市町村を都市規模別にグルーピングして,その人Llと

職員数の関係を示す.これを図示 したのが図 1121, 1-22, 1123である.

都市規模別にみると,全市町村についてみるのと比べて平均化されるので,フ

ィットが改善される.図 1-21および図 卜 23の市町村および町村のケースは

もちろんであるが,図 1-22の市のケースも,前節と同様に ｢下に凸の2次関

数｣がよくフイットする.その回帰式は表 1-10のとおりである.

表 1-10によれば,先に第 2節 1の末尾で示 したように,図 1-22の 1次式

のケースだけが分散比F-2.9であって,有意水準 1%でフイットが有意でな

い.この場合でも,2次式なら十分有意であることかわかる.

第5節 人口当た り職員数の最小 となる都市規模

以上の第2節～第4節における分析より,都市規模別にみた場合の2次式の

回帰式が,人口数と人口当たり職員数の関係として最もフイットがよいことが

わかる.それをまとめて表したのが図 1-24, 1-25, 1-26である,

表1-8 都市規模と職員数の回帰式- 大都市圏

図 1-18 (市町村)N-609 図1-18 (TTi町村)N-609

Y-4.0499-0.16733X Y-10,3924-1.4038X+0.05908x2

(50.8) (-21ー9) (34.8) ト24.5) (21.7)

H2-0.440,F-478.8 R2-0.684,F-658.9

LTXll-19 (市〉N-250 図1-19 (市〉∧ 7-250
Y-2.69O2-0.04653X Y-ll.521--1.5133X+0.06053x2

(14.4) (-2.9) (6.6) (-5.2) (5.1)

R2-0.030,F-8,6 R2-0,118,F-17.6

阿1-20 〈町村)N-359 l到1-20 (町村)N-359
Y-6.2274-0.40496X Y-ll.108-1,5192X+O,O6285x2

(注) 岩L1号は去1 2に｢口=二
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表 1-9 都市規模別 の平均人 口 と平均職 員数- 大都市 圏

都市規模人日数 (人) ■市町村数 うち特別区 :､r/l成 7年 3月31日 平成 6年度 人目1000人
住民基本台帳 平均 当た り平均
平均人口 (人) 職員数 (人) 職員数 (人)

市 部 200万以上 3 1 2,612,994 25,850 10.20

100ノj～200~万未満 3 1,34(),292 13,405 10.05

75ノ∫～100~万未満 3 797,985 6,359 7.96

50JJ-～75-JJ~未満 7 5 579,583 4,790 8.25

40~ノJ-～5()万来満 12 2 456,684 3,610 7.90

20ノノ-30万未満 23 5 245,679 2,069 8.42

1UJj～20-Jj未満 64 5 141,079 1,203 8.47

5ノノ～10フナ未満 97 1 72,274 621 8.65

4-Jj-5-Jj-大鵬 8 1 43,865 533 12.40

3万-4ノj未満 9 36,594 366 10.04

2ノブ-3ノノ未満 5 25,245 326 12.87

町村部 57j以｣二 3 53,357 468 8.84

3)j～4~Jj未満 33 34,566 286 8.24

2))I-3~)j大酒 48 24,()65 212 8.82

1ー5万-2ノJ-未満 3Lj 17,196 172 10.06

1力~～1.5万人満 77 12,291 129 10.56

7.5十-1ノ∫未満 54 8,694 110 12.63

5千～7.5千未満 52 6,143 88 14.34

3千～5千未満 28 4,182 73 17.73

lTへ 3｢未満 12 2.158 53 25.59
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図 1-21 都市規模 と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 大都市圏の

市町村,両対数
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図 1-22 都市規模と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 大都市圏の

市,両対数
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図1-23 都市規模と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 大都市圏の

町村,両対数
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表 1-10 都市規模と職員数の回帰式 (都市階層別)- 大都市圏

図1-21 (市町村)N-19 図1-21 (市町村).Ⅳ=19

Y-4.5221-0.18977X Y-10.4048-1.3721X+0.05626XZ

(10.6) (-4.9) (34.4) (-23.3) (20.3)

R2-0.565,F-24.3 R2-0.983,F-510.0

図1-22 (市)N-12 図1-22 く市)JV -12
Y-2.8990--0.05411X Y-12.9770-1,7108X+0.O6716x2

(7.3) ト 1.7) (6.8) (-5.5) (5,3)

R2-0.147,F-2.g R2-0.771,F-19.5

Y-6.8118-0.4546OX

(18.7) (-ll.5)

R2-0.930,F-133.1

Y-10.966-1.4967X+CI.06258Xz

(25.0) ト 13.9) (9.8)

R2-0.994,F-812.5
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図1-24 都市規模 と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 全国,地方
圏,大都市圏の市町村,両対数
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図 1-25 都市規模 と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 全国,地方
圏,大都市圏の市,両対数
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図1-26 都市規模と人口1000人当たり職員数 (都市階層別)- 全国,地方

圏,大都市圏の町村,両対数
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図1-24によれば,市町村について,全国,大都市圏,地方圏のいずれにつ

いても,2次の回帰式には大きな差はなく,人口規模が増大するにつれてはじ

め急激に人口当たり職員数は減少し,やがて最小値を迎えて,以後ふたたび増

大する.人目1000人当たり職員数が最小値 となる都市規模 と,そのときの人口

1000人当たり職員数は表 1-11にまとめて示されている.これによると,市町

村について,全国の3257市町村を19の都市規模に分類 した都市規模別データを

ベースに推計する場合 (図 1-7)には,都市の人口規模22万5000人で人口

1000人当たり職員数は最小 となり,最小値は7.57人である.同様に,地方圏の

2648市町村を17都市規模に分類 した都市規模別データをベースに推計すると

(図 1-14),人目25万8000人で最小値7.43をとる.大都市圏の609の市町村を

19の都市規模に分類 した都市規模別デー タによると (図 1-21),人口19万

8000人で人口1000人当たり職員数は最小値7.69人となる.

したがって,市町村全体 としてみると,地方圏と大都市圏では若干の違いが

みられるが,都市規模20万人程度の都市で人口当たり職員数は最小 となり,人

口1000人当たり職員数の最小値は7,5人程度である.市町村を全体 としてみる

と,人口規模207J~人程度を境にして,それより小さい市町村では規模の経済が

存在し,それより大きな市町村では規模の不経折が働 くとみることができる.
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また,市町村のうち,市に限ってみると,図 1-25のようである.全体の傾

向は図1-24と同様であるが,人口当たり職員数 (縦軸)については全国,地

方圏,大都市圏の間の乗離が,図1-24の場合よりも大きくなる.しかし,衣

1-11に示すように,最小値をもたらす都市規模 (横軸)は,全国,地方圏,

大都市圏のいずれについても人H32万-33万人であって,ほぼ同規模である.

このように,市については,全国,地方圏,大都市圏の間で最小値には格差

がみられるが,その最小値をもたらす人口規模はいずれの場合にも32万-33万

人という,30万都市である点は注目すべきである.市部については,八日規模

33万人を境に,それより小規模都市では規模の経済が働き,それより大きな都

市では規模の不経済が働いているということができよう.このことは30万都市

が注目される1つの論拠を提供するものである.

同様に,町村に限ってみると,図1-26のように,全国,地方圏,大都市圏

の間で大きな差はみられない.ただ,人口規模の小さい町村と,大きな町村と

いう両端では若干の差が認められる.町村について注目すべき,封土,全国,地

方圏,大都市圏のいずれについても,現存する町村では最小値をとる規模の町

村は存在 しないということである.最小値は,表 1-11に示すように,大都市

圏の町村をベースにするとき都市規模15万6000人,全国の町村では32万7000人,

地方圏にいたっては190万人という人口規模で生 じる.しかし,現実には最大

規模の町村でさえ人口6万人未満であるので,最小値をもたらす町村は現実に

は存在しない.

したがって,これの意味するところは,町村については最小値は実際上あり

えないのであって,規模が大きいほど人口当たり職員数は小さい,すなわち,

表1-11 人ロ1000人当たり職員数が最小となる都市規模

凶 1-7 図1-14 llill-21 E司1-日 図 1-15 E41-22 Ht tI L/lllG
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町村では実際上は規模の経済のみが働いている, ということである.

第 6節 お わ り に

本章は,平成6年度の日本のデータにもとづいて,都市規模 と都市の職員数

の間にはきわめて密接な関係があることを示そうとしたものである.その主要

な結果は次のとおりである.

(1) ｢市部においても町村部においても,対数表示の人口当たり職員数は,

対数表示の人目規模の 『下に凸の 2次関数』としてきわめてよく (有意水準

0.01で有意な関係として)説明される.･(ファクト･ファインディング1).す

なわち,都市の人口当たり職員数は,都市規模 とともにはじめ減少し,やがて

最低点を迎えて,ふたたび増加に転ずるという,｢下に凸｣の関係を有する.

以下では,これを補足して具体的なファクト･ファインディングを示す.

(2) 都市の人口規模 と人口当たり職員数について,全国市町村のすべてを対

象とする全データによる回帰式ももとよりよくフイットするが,都市規模別デ

ータによる推計はさらによくフイットする.

(3) 市町村をまとめて推計する場合の剛帝式もよくフイットするが,市部 と

町村部に分けたほうかさらによくフイットする.

(4) 全国をまとめて推計する場合 と,大都市圏 (東衷圏,大阪圏,名古屋圏

の 1都2府6県)と地方圏 (その他 1道37県)に2分 して推計する場合とでは,

2分 して推計するほうかフイットがよい.

(5) 上記(Z)(3)(4)より,郡市規模別データにもとづいて,大都市圏と地方圏に

2分し,さらに両圏をそれぞれ市部と町村部に2分 して,合計 4ケースについ

て推計した結果は表 1-12のとおりである.いずれの回帰式も,有意水準 1%

で十分有意である.

(6)市部については,人口当たり職員数について,地方圏と大都市圏の間の

範雛が大きいが,しかし,その最小値をもたらす都市規模はほぼ同規模,すな

わち人口32万-33JJ'人の規模である.すなわち,｢市部において,職員数の観

点からみると,最適都市規模は人口32万-33万人であり,これより小さい都市
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表 1-12 都市規模と職員数の回帰式 (都市階層別)

地方圏の都市規模別のLTjl帰式

(市)N-ll

R2-0.916,F-55.5 R2-().996,F-1246,4

大都市圏の都市規模別の剛肩式

(市)Ar-12

Y-12.9770-1.7108X+0.06716x2

(6.8) (-5.51 (5.3)

R2-0.771.F-19.5
M !

Y-10.966-1.4967X十0.06258x2

(25.0) (-13.91 (9.8)

994,F-812.5

(ナi_) Y 人ulOOO人当たり職長i数の吋数値,.Y 人日数の対数値,N サンプル数,R2 t'川=空調軽
済み決定係数.F 分散比,( ) t依,

規模では規模の経済が働き,これより大きい都市規模では規模の不経済が作用

する｣(7ァクト･ファインヂイング2).

(7) 町村部については,地方圏と大都市圏の間で大きな差はなく,また,現

実の町村規模では人口1000人当たり職員数の最小値はありえない.すなわち,

｢町村部では,人口当たり職員数が最小 となるのは現実には存在 しないほど大

きな人口規模においてであり,したがって現実には規模の経済のみが働いてい

る｣(ファクト･ファインディング3),
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第 2章 市町村合併と職員数

第 1節 は じ め に

本章の目的は,前章で得られた市町村の人口規模 と職月数との間の一般的関

係を応用して,現在の日本における市町村合併の職員数に対する効果を数量的

に推計すること,および,そこから得られる,市町村合併の職員数-の効果に

関する一般的傾向性を明らかにすることである.

市町村合併のへ関心は,序章においても述べたように,来るべき地方分権-

の対応など幅広い観点に根ざすものであり,単に職員数の削減にのみ限定され

るわけではない.それにもかかわらず,市町村合併に対する巷間の関心はしば

しば職員数-の効果に触発される.その意味では,市町村合併の効果としてま

ずは職員数-の効果をとりあげることは当を得ているといえるであろう.

第 2節 標準職員数 とモデル都市における市町村合併の効果

1 標 準 職 員 数

前章の分析より,都市の ｢標準職員数｣を導出することができる,ある都市

の ｢標準職員数｣とは,前章の回帰式から推計される,その都市の人口に対応

する職員数の推計値である.この際採用する回帰式は,全国の全市町村3257を

大都市圏 (東京圏,大阪圏,名古屋圏の 1都 2府6県の609市町村)と地方圏

(大都市圏以外の 1道37県の2648市町村)に2分 し,それぞれの都市規模別デ

ーータにもとづいて,人目規模と人[11000人当たり職員数の関係をおのおの対数

表示の2次関数の関係として推計した回帰式である.具体的には,地方圏の市
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部および町村部,大都市圏の市部および町村部について,前章の表1-12のそ

れぞれ対応する回帰式を採用する.

たとえば,山口市について例示する.山口市は人口13万547人の地方圏の市

であるので,前章表1-12の回帰式,

Y-14.85912.0291X+0.07999x2

を適用する.これに,対数表示人口 :X-1n(130,547)-ll.7795を代入し,人

口1000人当たり職員数の対数値 :yを求め,これを職員数に戻すことによっ

て標準職員数1022人を得る.

2 モデル都市における市町村合併の職員数-の効果

標準職員数なる概念を用いると,市町村合併の職員数に対する効果を推計で

きる.もとより,ここでは前章でも断わったように,各市町村のサーヒスの内

容や質,および地理的 ･歴史的特殊性の問題は考慮されていない.

まず,現実の市町村合併を扱う前に,典型的なモデルについて考察する.義

2-1は30万都市,20万都市,10万都市の3つのモデルを示している.いずれ

も地方圏に位置しているものと考える.これら3モデルは,現在の地方圏で広

くみられる都市圏の典型的なモデルである.

(人)

30万都市モデル 20万都rh■モデル 10)j都rhpモデ/レ

市 1 150,000 1.152 -ih-1 100,000 818 心 1 5(I.00() 484

市2 8(一,000 685 市2 50,00() 484 町村 1 2O.OO(I 193

市3 30,OHO 345 町村 1 20.000 193 Iql村2 1(),000 125

町村 1 20,()0() 193 町村 2 10,000 125 町村3 5.000 84

町村 2 川.000 125 町村 3 5,000 84 町村4 5,0()0 糾

町村3 5.()00 84 町村4 5,州0 84 町村5 3,()00 64

町村 4 3,000 64 町村 5 3,000 64 町村6 3.()()0 645252

町村 5 2,000 52 町村 6 3,り00 64 町村 7 2,()0()

30万郡市(b) 300,000 2,201 20万都市(b) 200.OOO 1,493 1Oノj都lh~(b) 100,000 818
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まず,30万都市モデルは,人目15万都市を中心に,人口8万と3万の2市,

それに,人口2万, 177,5000,3000,2000の5町という3市5町が合併して,

人口30万の市を形成しようというモデルである,人口数は,合併前の3市 5町

の合計も合併後の 1市も,いずれも30万人で違いはない.合併前の各市および

各町の標準職員数は上記のとおり地方圏の市および町村の回帰式より導出する.

その3市5町の合計は2701人である.他方,合併して30万都市を形成した場合

の標準職員数は2201人である.その差500人が合併による職員数削減効果であ

る.

同様に,人目10万人の市を中心とする2市8町の人口20万都市モデル,およ

ド,人目5万人の市を中心とする1市8町の10万都市モデルも表 2-1に示し

ておいた.

人口30万都市モデルでは職員数削減効果は500人で削減率18.5% (-500/

2,701),207j都市モデルでは削減数527人で削減率26.1%であり,10万都市モ

デルでは削減数384人,削減率31,9%である.10万都市モデルでは実に3分の

1の職員が余剰となり,他の業務に従事しうることになる.市町村の特殊事情

やサービスの内容 .質を問題にしていない点に注意を要するが,合併の効果は

このように大きい.

第3節 目｣口県における市町村合併の職員数への効果

本節では,具体的にU｣口県を例にとって,市町村合併の職員数-の効果を考

察する.山口県は地方圏に属するので,前章表 1-12の地方圏の回帰式を用い

る.表 2-2は,山rl県内の仝56市町村,全 8広域市町村圏,その他の後に説

明する若干の地域について推計した結果を示す.ここで,｢超過数｣は現在職

員数が標準職員数を超過する数であり,｢超過率｣は超過数を現在職員数で除

したもの (%表示)である.

この表の中で,たとえば岩国地域を例にとって説明する.その ｢合併前｣は,

岩国地域の1市8町村のおのおのの現在人口数,現在職員数,標準職員数,超

過数をそれぞれ単純に合計したものである. ｢合併前｣の超過率は,このよう
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表2-2 山口県内の市町村および広域市町村圏の現在職員数と標準職員数

(a) (b) (C) (d) (e) (∫)

平成 7年 3月31口 平成 7年 4月1日 標準職員数 趨過数 超過:守':- 超過率
~̀人口､ (b)-(C) (d)(b) 叫 十
(A) (人) (人) (人) (%) 人の順

1岩国市 109,279 948 88() 68 7.2 12

2和木町 7,060 85 102 -17 -19.8 46

3由宇町 9,459 78 121 -43 -54.9 56

岩 4玖珂町 20,621 87 130 -Lil -48.9 55

回 5本郷村 1,543 35 46 -ll -32.8 53

地 6周東町 15,134 183 161 22 ll.9 8
7錦 町 4,685 81 81 0 0.0 22

域 8美川町 2,150 55 54 I 1.2 2ー)

9美和町 5,626 83 9() -7 -7.9 38

合併前 165,557 1,635 1,664 -29 -1,8

合併後 165,557 1,635 1,258 377 23.1

柳 10柳井~Hi 35,595 332 385 -53 -15.9 43

11久賀町 5,001 81 84 -3 -3.6 29

12大島町 8,149 110 ill - 1 -0.6 27

13東和町 5986 103 93 Hl 10.0 10

汁 14橘 町 6,486 90 97 -7 --7.8 36

域 16上関町 5,248 92 86 6 6.3 14
17平生町 14,068 147 154 -7 -4.7 31

合併前 84,608 1,014 i,084 -70 -6.9

合併後 84,608 1,014 716 298 29.4

局 18徳山市 108,405 1,()39 874 165 15.9 5

19下松~心 54,914 490 517 一一一27 -5.5 33

20光 市 47,617 364 468 -104 -28.5 52

21新南陽-rIJA 32,985 366 366 0-().1 23

南 22大和町 8,876 日6 116 ∩-0.3 25

地 23Ef]布施町 16,608 151 171 -20 -13.2 4224熊毛町 16,068 133 167 -34 --25.9 50

域 25鹿野町 5,010 107 84 23 21.5 3

合併前 290,483 2,766 2,764 2 0.I

合併後 290,483 2,766 2,132 634 22.9

狭城合併後 217,382 2,135 1,614 521 24.4

山 26山口市 130,547 857 1,022 -165 -19.2 45
27防府市 119,660 993 949 44 4.4 15

28徳地町 9,592 142 122 2() 14,2 6

日 29秋穂町 8,446 93 113 -20 -21.5 47

防 30小郡町 22,096 192 206 -14 -7.2 35

府地 31美東町 6,415 112 96 16 13.9 7
域 32秋芳町 7,193 135 103 32 23,8 1
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表2-2 つづき

(a) (b) (C) (d) (e) =l

-YA.成7年 3月31u ､ド成 7年 4月1日 標準職 員数 趨過数 超過率 超過率硯Il二人‖L 現在職 -～ (b)-(C) (d)/(b) 順 謀
汰 ) (人) (人) (人) (%) 大の-藤

=llIーリ)LFrLTl也城 合併前 313,650 2,681 2,733 -52 -1.9

合併後 313,65() 2,681 2,300 381 14,2

狭城合併後 280,749 2,135 2,062 73 3.4

午 341-二郎-TllA 172,183 1,397 1,303 94 6.7 1335小野MIIi 45,923 423 456 -33 -7.8 37

那 36美祢-rF]J 19,480 191 268 -77 -40.3 54

小 37阿知≠f岬JL 8,19() 90 111 -21 -23.3 48
節 38楠 町 7,570 105 106 -1 -0.9 28

田也城 39llJ陽肝f 23,079 262 212 5() 19.1 4
令イ舶ff 276,425 2,468 2,456 12 0.5

介件後 276,425 2,468 2,031 437 17.7

下 40~卜関市 254,596 1,896 1.875 21 上l 214ー菊川町 8,()()7 97 109 -12 -12.9 41

関也域 42豊川町 7,595 106 106 い -0.2 24

43豊浦町 21.675 186 203 -17 -9.3 39

44豊北町 15,069 177 161 16 9.2 ll

合併前 3〔)6,942 2,462 2,455 7 0.3

合併後 306,942 2,462 2,251 211 8.6

良 45長Pt川f 25.283 25(I 311 -61 -24.5 4946一二隅町 6,690 84 99 -15 -17.5 44

FI『 47日F;:町 4,737 77 81 -41 -5.8 34

也域 48油才叩T 9,578 137 122 5 ll.2 9釧 舶 了J 46,288 548 613 -65 -ll.9

介件後 46,288 548 459 89 16.3

萩 49萩 lfi 48,735 482 475 7 1.4 19

5r川lL村 1,340 42 44 -2 -3.8 30

51阿武u汀 5,156 87 85 2 1.9 18

52しけノJlll町 4,243 73 77 -4 -5.2 32

地 53むつみ村 2.563 54 59 -5 -9,6 40
54手穴佐町 4,200 76 76 い-0,5 26

域 55旭 村 2,419 6() 58 2 4.1 16
56柄栄村 2,940 66 63 3 3.9 17

合併前 71,596 940 937 3 0.3

合併後 71,596 940 629 311 33▲1

｢介俳的｣はその地域に属するIいけ11JC')や純分aIてある.

｢イ州f後1の標準職員数は r介併荊 ｣ とri71規ほの人L｣をもつ都巾の標準職日数を意味する.
lr7Jr書i地域の ｢枕城｣は徳山rfJ, 卜松rf],新南陽ftIl.能も町,鹿町町 (3市2NT)を芯味する.
両日 ･uJJ肘地域の ｢狭城｣はLEJH市.防肘市,秋根町,小郡町 (2市2町)を正味する.
*萩 ･k門地城は萩地域と上之門地城の ｢:}川根 ｣の縦果てある,
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にして求めた合併前の超過数を現在職員数で除したものである.

これに対して,｢合併後｣については,現在人口数と現在職員数は ｢合併前｣

と同じであるが,標準職員数は,｢合併後｣の人口に対応する剛帝式 (前章表

1-12の地方圏の市)を用いて推計 した標準職員数である.すなわち,｢合併

後｣の標準職員数は,たとえば岩国地域については,1市8町が合併して1つ

の市になったものとして,そのときの人口数16万5557人を,地方圏の ｢市｣の

回帰式の人口に代入して求めた標準職員数である.

か くして,岩国広域市町村圏の場合,1市8町村の現在の職員数の単純合計

である ｢合併前｣職員数は1635人である.しかし,｢合併後｣の標準職員数は

1258人である.その差377人が超過数であり,それは現在職員数の23.1%に相

当する.

岩国広域市町村圏 (岩国地域)のうち,岩国市,周東町,美川町では,現状

でも現在職員数が標準職員数を上回っているが,和木町,由宇町,玖珂町,本

郷村,美和町では下回っている.したがって,圏域全体 としては,29人ほど,

現在職月数が標準職員数より少ない.いわば,(特殊事情やサービスの質の問

題を問わないとして)現在の岩国地域の市町村は全体 としては全国的標準から

みると少ない職員数で効率的に業務を遂行 しているわけである.

しかしながら,現状が全国的標準よりも効率的である岩国地域でさえも,育

併して 1市として活動すれば,その標準職員数は現在職員数よりもさらに377

人少なくてすむ.現在職員数の23.1%を削減できる, ということになる.もと

より,重ねて断わっておくか,特殊事情やサ-ビスの質の問題は考察の対象と

されていない (とはいえ,人口30万都市の行政サービスが,人口1万人の町村

の行政サービスよりも ｢質｣において劣っていると判断することはとうていで

きないことも,また否定できないであろう).

岩国広域市町村圏についてと同様の推計を山口県内の他の 7圏域についても

行った.その結果は表2-2に,また概要は図2-1に,示されている.

そのほかに,周南地域 4市4町のうち3市2町のみ取 り出して ｢周南狭域｣

を求め,山口 ･防府地域2市6町のうち2市2町のみ取 り出して ｢山口狭域｣

を求めた.これらは,現在合併論議が進行中の地域である.また,萩地域と長
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図2-1 山口県内地域の現在職員数,標準職員数,職員数超過率

[二コ現在職員数 囚 標準職 員数 - 超過率
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門地域は,隣接 した小さな地域であるので,両者を合併 した ｢萩 ･長門地域｣

を求め,それぞれ合併の効果を推計した.

このうち, ｢山Il狭城｣の合併効果は次のようである.山口市は,人口13万

547人であるので,標準職員数は1022人であるが,現実の職員数は857人である

ので,その差165人だけ現実の職員数が標準職員数より少ない.防府市は44人

だけ現実の職員数が多いが,秋穂町と小郡町はそれぞれ20人,14人だけ現実の

職員数のほうが少ない.したがって,この2市2町では,現実の職員数合計

2135人は標準職員数合計2289人より154人少ない.これは現実の職員数合計の

7.20/Oにあたる.いわば,(提供されるサービスの内容 ･質を全国地方圏と同じ

とすれば)職員数の点では全国地方圏の標準より7.2%効率的ということにな

る.

ところか,合併すればどうなるであろうか.この2市2町が合併 して1市を

形成するとすれば,その人口数は2市 2町の合計人口数28万749人であって変

化ないとしても,その合併後の標準職員数は2062人である. したがって,現実

の職員数合計2135人は標準職員数より73人多い.これは現実の職員数の3.4%

にあたる.いわば,合併によって職員数を73人削減すれば標準的となるという
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ことである.この削減部分が,(特殊事情やサービスC7)内容･質を問わないとき

の)｢山口狭城｣における市町村合併の職月数に対する効果である.

また,現在合併論議が急進展している ｢周南狭域｣については,現在職員数

は2135人,合併後の標準職員数は1614人であるので,その差である超過数521

人 (超過率にして24.4%)が合併の効果である.

このように,表2-2および図2-1のいずれの地域についても合併の効果が

認められる.とくに,萩 ･長門地域,萩地域,柳井地域,闇南狭城などの合併

効果は大きいことがわかる.離島や中山間地域を抱えるなど地理的特殊事情か

あるので,このとおりにはいかないであろうが,それにしても合併の効果は大

きい.

以上の結果,山口県内56市町村が8つの広域市町村圏に合併されるならば,

山口県全域では,全市町村の現在職員数は1万4514人,標準職員数は1万1774

人であるので,その差である超過数は2740人となり,これは現在職員数の18.9

%にあたる.超過数2740人は県内最大都市である下関市の現在職員数の1,4倍,

また県都である山口市のそれの3,2倍に相当する.無視できない大きな合併効

果があることがわかる.

第 4節 全国における市町村合併の職員数への効果

全国の市町村合併は種々のタイプについて検討されるべきである.ここでは,

序章で示した広域行政圏すなわち ｢広域市町村圏｣と ｢大都市周辺地域広域行

政圏｣について,合併の効果を検討する.

1 広 域 市町村 圏

前節の山口県に関する分析 と同様の方法で,全国の広域市町村圏と大都市周

辺地域広域行政圏について,標準職員数等を求めたのが表2-3および表2-4

である.ただし,推計に際して,広域市町村圏については前章表 1-12の地方

圏の市,大都市周辺地域広域行政圏については前章表 1-12の大都市圏の市の

回帰式を用いた.
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表2-3 広域市町村圏の現在職員数 と標準職員数

輿 広域~rI川f村偽 (a) (b) (C) (d) (e) =l

平成 7年 平成 7年 広域市町村 趨過数(b)-(C) 超過率 超過率
3fJ31日現在 4日1日現在 圏の標準 (d)/(b) 順位
人｢1数(人) 職員数(人) 職員数(人) (%) 大の順

北 1 ｢fl空知 147.665 2,290 1,137 1,153 5().4 8

2 富良野 50,665 853 488 365 42.7 22

3 速紋 91,988 1.533 765 768 50.1 9

4十棒 359,084 4.899 2,635 2,264 46.2 13

5 北桐 251,693 3,129 1,854 1,275 40.7 32

● - 71,163 1,355 626 72g 53.8 3

7 J,ll-;谷 87,373 1,542 734 808 52,4 4

8 上川北 粘 払6,535 1,674 728 946 56.5 1

9 北空知 46,839 819 462 357 43.5 17

海 10渡Li'吉 477,892 4,890 3,548 1,342 27.4 126
11[】高 89.454 1,409 748 661 46,9 12

追 12匹川EZ_振 226,903 2,580 1,680 goo 34.9 57

13南_?lTf知 212,611 2,563 1,581 982 38.3 42

14釧路 287,724 3,693 2,112 1,581 42.8 21

15東胆振 218,533 2,224 1,622 602 27.1 132

16後志 277.668 3,570 2,040 1,530 42.9 20

17上川中 lT-B 417.469 3,763 3,()78 685 18.2 209

18柏llI 59,∩45 1,072 545 527 49.2 10

19根:1;5'. 89,781 I,475 750 725 49.1 ll

21津軽 354,360 3.006 2,600 406 13.5 245

22^); 358,899 2,80〔) 2,634 166 5.9 306

育蘇 23.;P:申車内北24青森251､北.26_トト 171,609 2,039 I,299 740 6.3 50

330,177 2,324 2,421 -97 -4.2 333

92,433 1,137 768 369 32.5 71
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表2-3 つづき

3月31日現在 4月1日現在 圏の標準 (d)/(t') 順位
人口数 (人) 職員数 (人) 職員数(人) (%) 大の順

城 41気仙沼 .本吉 111,159 1,224 892 332 27.1 131

秩flJ 42湯沢雄勝 86,696 1,154 73() 424 36.8 48

43横手平鹿 114,871 1,453 917 536 36_9 47

44本荘山利 127,369 1,487 1,000 487 32.7 69

45鷹巣阿仁 49,271 668 479 189 28.3 113

46能代ll一本 109,447 1,229 881 348 28.3 111

47鹿角 49.819 519 483 36 7.0 295

48大曲仙北 163,991 2,318 1,247 1,071 46_2 14

49秋田周辺 434,421 3,887 3,208 679 17,5 219

51最上 100,420 1,171 821 35() 29.9 97

52置P.易 250,687 2,523 1,847 676 26.8 139

】08,264 1,241 873 368 2LJ.7 loo

福良 57nHl 154,939 1,575 1,186 389 24.7 152

58ヰ‖鴇 134,110 I,256 1,046 21() 16,8 227

59喜多)jL 73,861 881 644 237 26.9 136

60安達 106,986 1,088 864 224 2().5 191

62双葉 78,658 892 24.2 159

63郡山 550,492 4,427 4,130 297 6.7 3r)()

64福島 4()9,914 3,179 3,02() 159 5.0 :mg

65南会津 37.320 6()3 397 206 34.2 62

漢 66筑西 225,844 1,912 1.673 239 12.5 257

67茨城西南 336,833 2,660 2,470 190 7.1 293

68大宮人子 72,095 865 632 233 26,9 135

69水戸 658,431 5,403 5,()30 373 6.9 297

70土浦石岡 365,419 3,085 2,683 4り2 13.0 252

城 71鹿行 271,427 2,567 1,995 572 22.3 174

23茨城県北 366,411 3,207 2,690 517 16.1 234

74稲敷 235,732 1,963 1,742 221 11.3 265

梶 76栃木 175,295 1,472 1,324 148 llー▲1 273
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表2-3 つづき

-平成 7年 -平成 7年 広域市町村 避過数(b)-(C) 超過率 超過率3月31日現Zl三 4月 1日現在 圏の標準 (d)/(b) 順位
人日数 (人) 職員数 (人) 職員数 (人) (%) 大の順

蛎 78H光 10(),343 1,249 820 429 34.3 61

79南那≠fi 56,249 657 526 131 19.9 197

80鹿fli 104,252 887 846 41 4.6 311

81両毛 294,417 2,458 2,160 298 12.1 260

木 82'i一二都'El- 558,469 4,525 4,195 330 7.3 292

83小山 207,699 1,889 1,547 342 8.1 211

84那手月 2()7,685 1,940 1,546 394 20.3 194

85塩ケi 117.906 1,059 937 122 ll.5 263

秤 86利根沼田 102,187 1.235 833 402 32.6 70

87高崎Iri等 381,315 2.931 2,802 129 4.4 312

88束毛 364,713 3,020 2,678 342 ll.3 264

89伊勢崎佐波 212,540 1,684 1.580 104 6.2 304

90渋川 117,893 1,073 937 136 2.7 255

92前橋 338,785 2,719 2,485 234 8.6 283

93吾二女 71,002 972 625 347 35.7 53

94多野藤l刈 114,131 965 912 53 5,5 308

95桐生ホ外 207,863 2,023 1,548 475 23.5 162

埼 96秩父 123,919 1,234 977 257 20.8 18997仕上'乙部-rFj 135,620 1,036 1,056 -20 -1.9 325

上 98人tE 382,856 2,711 2,814 -1()3 -3.8 331

千 100長生 159,2()6 1,548 1,215 333 21.5 182

101君は 33(),815 3,427 2,426 1,001 29.2 108

102山武 Z()0,707 1,807 1,498 309 1丁.Ⅰ 225

103%IJl- 156,132 1,761 1,194 567 32.2 75

葉 1()4杏取 158,639 1,636 1,211 425 26.0 145

105東総 211,418 2,149 1,572 577 26.8 138

106夷隅 90,553 1,08ー 755 326 30.1 92

107印膳 608,()24 5,029 4,605 424 8_4 286

柿奈川 108県西 (神奈川) 364,110 3,682 2,673 1,009 27.1 127

節 110三条 .描 275,774 2,878 2,026 852 29.6 102
111柏崎 111,009 1,028 891 137 13.3 249

112新発凹 155,り42 1,589 1,186 4〔)3 25.3 151

渇 113上越 198,268 2,049 1,481 568 27.7 121

114新井翰南 54,78() 737 516 221 30.0 95
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表2-3 つづき

平成 7年 平成 7年 広域市町村 t趨過数(b)-(C) 超過率 超過率3月31日現在人日数 (人) 4月 1日現在 圏の標準 (d)/(b)0ノ 順位職月数 (人) 職員数 (人) (,/o) 大の順

斬 116十日市 82,313 97() 700 270 27.8 12()

117六 日~Flj 74,791 837 650 187 22.3 173

118佐渡 76,414 1,353 661 692 nJ 5

119長岡 367,102 3,422 2,695 727 21.2 186

渇 12()小出 46,790 627 462 165 26.3 143

121新潟 825,501 7,150 6,498 652 9.1 279

123岩船 85.753 1,063 723 34(ー 32.0 78

富山 124砺波 109,259 1,329 880 449 33.8 63

125新川 139,576 1,550 1,082 468 3().2 91

126高岡 285,185 2,976 2,094 882 29.7 lりl

127富山 497,688 4,609 3,705 904 19.6 201

128謝水 94,291 901 780 121 13.4 247

･イ1'川 129七尾130羽咋131奥能登132南加賀133石川一一1央 89,03372,996104,262235,272668,169 1,218 745 473 38.8 38

926 638 288 31.1 84

I,456 846 610 41,9 27

2,41() 1,739 671 27.9 tl9

宿 134福井坂井 409,109 3,9071.810 3,0141.439 H93 22.9L 169135丹南 192,180 :i71 20.5 192

井 136嶺南 152,423 2,014 1,169 845 42.() 26

137大野 .勝山 71,892 747 631 116 15,5 236

山 138富1.北麓 100,828 983 823 16() 16,2 233

139東部 1()2.377 1,020 834 186 18.3 208

140峡南 72,563 927 635 '292 31.4 81

141峡北 90,202 1,047 753 294 28.1 115

梨 142東llj梨 84,791 889 717 172 19_4 203

144峡幽 67,331 588 601 -13 -2.1 326

長 146佐久 215,726 2,364 1,6()2 762 32.2 74

147飯伊 178,489 1,820 1,346 474 26.1 144

148木曽 43,749 739 441 2りH 40.3 34

149 L伊那 188,012 1,9651,372盟- I,4418726022,997上 し 5545()()126.598155 28.2 114

野 150北信 1()8,138 36,4 49

151大北 67.494 17.4 220

152松本 406,937 16.6 231



第 2章 市町村合併と職員数 57

表 2-3 つづき

平成 7年 平成 7年 広域-rhL町村 趨過数(b)-(C) 超過率 超過率3J｣31円現在 4j]1口現在 圏の標準 (d)/(b) 順位
人日数 (人) 職 員数 (人) 職員数 (人) (%) 大の順

良 154長野 566,813 4,586 4,264 322 7.0 294

岐 156升琶騨 129,269 1,645 1,013 632 38.4 41

157uf戊 214,248 1.784 1,592 192 10.8 269

158中津川,rLFJ.那 143,047 1,712 1,106 606 35.4 55

1591い膿 116,621 1,074 929 145 13.5 244

160人ftlJ_ 319,612 2,859 2,344 515 18.0 214

早 161郡上 51,471 674 494 180 26.7 l一日

162東膿r鮒蛸l; 219.983 1,984 1,632 352 17.8 217

l63岐l'F'.ー 787,076 6,6()2 6,152 450 6.8 298

164fif斐 7LL448 715 648 67 9.4 277

165益Hl(岐_{1'._) 40,964 533 422 111 20.8 187

静 166東遠 216,125 1.76n 1,605 155 8.8 280

167島H .榛原 167,294 1.451 1,269 182 12.5 258

168中速 257,481 1,954 1,896 68 3.5 315

169西遠 774,09() 5,727 6,036 -309 -5.4 335

17()駿 ~lj. 787,572 7,152 6,157 995 13.9 242

岡 171南伊＼⊥ 287,075 1.()59 732 327 30.9 88

172静抑屯 754,814 6,017 5,866 151 2,5 317

173志人 278,902 1,729 2,048 -319 -18▲5 340

174言上 361,612 2,784 2,654 130 4.7 310

175北遠 44.()22 668 443 225 33.7 64

餐 176新城南北施楽 73,857 1,111 644 467 42.0 25
177:-i;:飯 255.377 2,015 1,881 134 6.7 3()1

178F引去幡lj_ 159,0(ー4 1,480 1,213 267 18.0 215

1日 179豊川加茂 41(I,230 3.373 3,022 35 10.4 272

180岡崎机‖ー 360,171 2,472 2,644 -172 -6.9 337

181豊橋iJi至Ti 411,398 3,011 3,031 -20 -O,7 323

183松阪 l82.l72 1,801 1,371 430 23.9 161

184熊野 47,660 675 468 207 30.7 89

1851サ勢lL-:摩 275,05R 3,130 2,021 1,1()9 35.4 54

186沖 300,850 3,り()6 2,207 799 26.6 141

187尾鷲 49,883 614 483 131 21.3 185

188紀勢 24,799 413 308 105 25.5 149

189鈴鹿亀Ih 224,217 1,902 1,661 241 12.7 256

19()桑名 206,855 1,937 1,541 396 20.5 193
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表2-3 つづき

広域市町村圏 (a) (b) (C) (d)

平成 7年 平成 7年 広域市町村 避過数(b)-(C)
3月31日現在 4月1日現在 圏の標準

l93中部 (滋賀) 210,432 1,990 1,565 425 21.3

194湖西 54,269 611 513 98 16.1

195甲賀 139,168 1,318 1,08ー) 2.'iH 1ト.l

196大津湖南 544,198 4,402 4,079 32.3 7.3

197丹後 124,643 1,497 982 515 34.4

198小舟 218,217 2,079 1,620 459 22.1

199京都中部 155,385 1,546 1,189 357 23.1

200相楽 87,277 1.()()8 733 275 27.2

201北但 14(),578 1,522 1,()89 433 28.5

202南但 68,751 782 610 172 22.∩

203播磨内陣 212,19〔) 1,9∩4 1,578 326 17.1

204淡路 167.486 1,749 1,271 478 27,3

205西播 130,914 i.4()0 1,()24 376 26.8

206多紀 45,317 5305775,079 452 78 14.7

207宍莱 54,867 517 6() 10.4

Zt)9氷上 75,351 764 654 lHl 14.4

2川 東播臨海 416,680 3,095 3,072 23 0.8

211桜井宇陀 111,705 1,478 896 582 39,4

212王子 149,639 1,494 1,15() 344555859 23,()

213葛城 230,790 2,262 1,707 24.5

214南和 104,068 1,704 845 50.4

215山辺 134,946 1,492 1,051 441 '29.5

216檀原 .高市 136,694 1,142 1,063 79 6.9

217御坊 75,429 1,049 655 394 37.6

218川辺 144,932 1,674 1,118 556 33_2

219新富 93,972 1,108 77t3 330 29.8

220橋本 104,484 1,145 848 297 26.0

221有u] 9(I,305 1,066 754 312 29.3

222和歌LU 589,SOS 5,364 4,451 913 17.0

223鳥取県中部 121,322 1,304 960 344 26.4

224鳥取県東部 25n,()55 2,119 i,843 276 13.0

225鳥取県西部 248,000 2,113 1,828 285 13.5

226出雲 196.902 1,7川 1,472 238 13.9

227益 凹 76.69O 827 663 164 19,8

228校=二 3012.450 2.664 2,218 446 16.7
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表2-3 つづき

県 広域市町村倒 (a) (b) (C) (d) (e) =l

平成 7年 平成 7年 広域市町村 趨過数(b)-(C) 超過率 超過率3月31口現在 4Fl1日現在 圏の標準 (d)/(b) 川別立
人日数(人) 職日数(人) 職員数(人) (%) 人の順

良 23日隠岐 26.618 55日 321 229 41.7 28

根 231人Ul 77,230 1.136 667 469 41.3 29

榊 232津山 173,008 1,816 1,308 508 28.∩ 116

233阿Ur 4ー),788 556 421 135 24.3 157

234良庵 59,447 8nr) 548 252 1.5 80

235高 梁 51,286 783 493 290 37.1 46

山 236姓LH 38,814 582 407 175 30.0 94

237井竿 165,756 1,351 1,259 92 6.8 299

238rqLLJtETiI南 1,342,382 ll,655 ll,586 69 ().6 321

239東備 76,967 879 665 214 24.4 156

し∴ 240備北 113,155 1,515 906 609 40.2 35

241芸北 65,331 938 587 351 37.4 45

242竹僚 59,00.r=l 617 545 72 ll.7 261

243栴山.〃川 ー 529.29二i 5.()35 3,958 1,077 21.4 183

島 245加茂 152,699 1,223 1,171 4.3 313
2461毛道 156,233 1,541 1,195 22.5 172

247Ji.-良 1∴∃59.330 12,453 1,766 687 5.5 307

248プ与 274,719 2,576 2,018 558 21.7 180

249江能 35,353 386 383 3 0.8 319

山 25∩†:部小野H 276,425 2,468 2,031 437 17.7 218

251萩 71,596 940 629 311 33.1 67

252柳 井 84,6()8 1.014 716 298 29.4 105

253日llHUjl付 313,650 2,681 2,300 381 14.2 24()

｢1 254 卜関 3n6,942 2,462 2,251 211 8.6 285

255与r1-回 165,557 1,635 1,258 377 23.1 166

256周南 290,483 2.766 2,132 634 22.9 168

257長門 46,288 548 459 89 16.3 232

徳良 25日二.好 57,381 950 534 416 43.8 16

259中央 (徳島) 94,145 998 779 219 21.9 178

26り美馬 53,313 776 506 27() 34.8 58

261東部 (徳Z;7,) 508,483 5,399 3,791 1,608 29.8 99

262南uhBL徳島) 124,591 1,604 982 622 38.8 39

=末日 263~-二塁 145,887 1,618 1,125 493 30.5 90264大川 97,959 928 8r)4 124 13.3 248

川 265小 Lj_ 39,962 498 415 83 16.6 230
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表 2-3 つづき

県 liこ城市町村圏 (a) (b) (C) (d) (C) ､卜

平成 7年 LIFT.成 7年 広域山町村 塵過数(b)-(C) 超過率 超過率
3月31日現在 4月1口現在 圏の標準 (d)/(b) 順位
人日数 (人) 職員数 (人) 職員数 (人) (%) 人の順

杏 267高松 469,678 3,782 3,483 299 7.9 288
川 268坂出 77,610 917 669 248 27.0 134

餐 269宇和島 153,602 1,913 1,177 7:16 38.5 40
27()八幡浜 一大洲 187,115 2,485 1,4ー〕5 1,08() 43.5 1ト

271今tfi 197,619 1,682 1,477 205 12.2 259

揺 272校ll｣ 640.839 4,677 4,88() -203 -4.3-5.510.8 334
273新店浜 .丙条 248,177 1,734 I,83() -96 336

274宇摩 98,132 903 8()6 97 268

tL.1知 275幡多 111,561 1,815 895 92() 5(一.7 6

276安芸 7(),011 1.087 61H 469 43_l 19

277高幡 75,851 1,134 657 477 42.日 24

278高知中央 433,466 3,R71 3,201 67り 17.3 221

279イ二淀川 83,238 935 TいI 228 24.4 155

280嶺川 19,389 389 267 122 ニi1.3 82

281高吾北 32,793 423 365 58 13.7 243

福 282八女 .筑後 145,542 1,376 1,122 254 18.4 207

283京築 198,162 1,816 1,481 335 18.5 ZO6

284久留米 459,265 3,277 3,402 -125 -3.8 332

285有明 277,579 2,247 2,039 208 9.3 278

開 286け木 .朝倉 94,231 844 78() 64 7.6 290
287飯塚 206,734 2,070 1,540 530 25.6 148

288直方 .草左手 127,513 1,222 1,001 221 18.1 213

289m川 157,151 1,767 1,2()1 566 32.() 77

佐 290唐津 .東松浦 147,337 1,574 1,134 44n 27.9 118291佐賀 344,911 2,914 2,530 384 13.2 250

買 292杵藤 182,429 1,678 i.373 305 18.2 210
293鳥栖 125,859 1,114 990 ー24 ll.1 267

294伊 77'甲_.北松 172,918 I,896 1,;M8 588 31.0 85

良 295島原 133,704 1.141 I.O43 98 8.6 284

296県央 (長崎) 257,335 1.884 1.894 - 10 -0.6 322

297下五島 52,917 624 5(14 120 19.3 204

298佐世保 355,463 2,952 2,608 :144 ll.6 262

崎 299上五島 30,568 481 349 132 27.4 128
300壱岐 36,118 336 .'主汚8 - 5 2 -15.6 339

301長崎 555,54() 4,334 4,172 162 3.7 314

302対馬 44,140 643 444 199 31.0 86

熊 303人吉 .球磨 110,62() 1,371 889 482 35.2 56
本 304有明 183,240 1,798 1,378 42() 23.3 164
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表 2-3 つづき

二､ド成 7年 -､I;.成 7年 広域市町村 趨過数(b)-(C) 超過率 超過率ニHJ31日現在 4月lH現在 圏の標準 (d)/(b) 順位
人日数(人) 職H敷(人) 職員数(人) (㌔) 大の順

舵本 3()5阿蘇 80,056 1,168 685 483 41.3 3()

3()6大草 159,336 2,047 1,215 832 40.6 33

307lll鹿 .鹿 本 93,881 1.007 777 230 22,8 170

人 316東回束 40,815 676 421 255

319日W 64,097 705 579 126

3201/i-LEI.-Lll二人 31,403 443 355 88

321人粁 57,510 752 535 217

323内諾 92,766 1.017 770 247 24.3 158

3241.:.川崎県北郎 275,3lとi 3,084 2,023 1,061 34.4 59

325′F:I.-崎東i子2;-舵 4()9,800 2,686 3,019 -333 -12.4 338

326 ｢1滴串間 93,850 1,084 777 307 28.3 112

327(.L7崎県内都 I)Libl 117,416 1,291 934 357 27.7 123

舵 328北薩 1()0,578 1,134 822 312 27.5 125

329川薩 135,107 I,529 1,052 477 31.2 83

330-T_flA藤 105,330 1,335 853 482 36.1 51

331折柄 67,166 764 599 165 21.5 181

児 332大隅 280,814 3.218 2,062 1,156 35.9 52

良 333机上い 伊佐 161.378 1,659 1,229 43() 25.9 147
334鹿児島 755,025 5,661 5,867 -206 -3.6 330

335奄美大島 136,867 2,367 1.064 1,303 55.0 2

336熊毛 751,441 853 494 359 42.1 23

3377.Tit; 58.l19 911 539 372 40.9 31

沖 338 北部 (沖縄) 122,3(12 1,779 967 812 45.7 15
339人弔lll 47,639 779 468 311 39.9 36

縄 34n中部 (沖縄) 430,942 3,839 3,18ー 658 17.1 224

341南部 (沖縄) 618,489 5,633 4,692 941 16.7 229
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表2-4 大都市周辺地域広域行政圏の現在職員数と標準職員数

県 大都市周辺地域広域行政圏 (a) (b) (C) (d) (e) ･ト

平成 7年 平成 7年 大都市周辺地域広域行政圏の標準職員数 (人) 趨過数(b)-(C) 超過率 超過率

3月31円現在 4月1H現/1三 (d)/(b) 順位
人口敷く人) 職員数 (人) (%) 人の順

‖ 1仙台 1,344,117 ll,()78 12,376 -1,298 -ll.7 16

埼玉 2 埼玉r71央 2,111,202 15,824 21,492 -5,668 -35.8 23

3 埼玉県利根 657,63() 4,847 5,432 -585 -12.1 17

4 埼玉東部 1,140,092 7,986 10,182 -2,196 -27.5 21

5 埼モ丙部第一 1,531,332 ll,344 14,477 --3,133 -27.6 22

6 埼玉西部第二 349,744 2,881 2,764 117 4.1 5

京 8 多摩北部 649,051 4,947 5,354 -4()7 -8.2 12

餐知 9 尾張歯部 487,340 3,486 3,918 -432 -12.4 19

10知 多 560,908 5,川7 4,561 546 10.7 3

11姥張北部 667,874 5,054 5,526 -472 -9.3 14

12尾張東部 380,829 2,947 3,019 -72 -2.4 8

13海部津島 313,465 2,442 2,47n -28 -Ll 7

14尾張中部 146,897 1,359 1,182 177 l∴t 2

15衣浦東部 419,708 3,481 3,427 54 1.6 6

京 16京都南部 572,662 5,067 4,665 4〔)2 7.9 4

大阪 17中河内 841,559 6,513 7,167 -654 -1().0 15

18泉北 1,097,229 8,905 9,735 -830 -9.3 13

19南河内 680,956 5,()35 5,647 -612 -12.1 18

20泉南 553,549 5,255 4,496 759 14.4 1

21北河内 1,196,131 10,182 10,774 -592 -5.8 =l

兵 22阪神 1,613,314 14,323 15,424 -1,1()1 -7.7 ll

福 23福岡 2,045,199 13,215 20,656 -7,44ー -56.3 24

岡 24北九州 1,161,795 9,937 10,41() -473 -4.8 9

大都市周辺地域広域行政圏計 20,918,120 163,870 188,210 -24,340 -14.9

表2-3によると,現在の広域市町村圏を1市とする市町村合併によって,

全国の広域市町村圏地域 (市町村数で全国の89.9%,人Hで全国の57.2%)で

は,全体 として,約12万3000人の職員の超過が発生 し,それは現在職員数の

18.2%にあたる.

341の広域市町村圏のうち,94.1%にあたる321の広域市町村圏では,合併の
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効果はプラス (現在職員数が標準職員数より大きく,超過数がプラス)である.

残りの20の広域市町村圏で合併の職員数への効果がマイナス (標準職員数が現

在職員数より大きく,超過数がマイナス)となっている.

超過率が最も大きいのは,北海道の上川北部広域市町村圏であり,人口約8

万6000人で,超過率は56.5%である.超過率が50%を超える広域市町村圏は9

圏で,そのうちの5圏は北海道にある.ここでの推計では職員数の半数以上が

全国標準からは過剰ということになるが,これらはおおむね面積的にも広 く,

過疎地を抱えている地域である.

2 大都市周辺地域広域行政圏

他方,大都市周辺地域広域行政圏については状況が異なる.この行政圏につ

いての推計結果は表2-4に示されている.推計に際して,回帰式は前章表 1-

12の人郡市圏の対応する式を用いる.表2-4によれば,仝24圏のうち,超過

数のプラスは6圏だけで,残 りの18圏はマイナスである,大都市周辺にあって,

現状でも大きな市等で構成されている大都市周辺地域広域行政圏は,合併の効

果がかえってマイナスとなることが多いことがわかる.大都市周辺地域広域行

政圏はいずれも人目規模が大きく,もはや規模の経済が働かなくなって,むし

ろ規模の不経済が働いているとみるべきである.24の大都市周辺地域広域行政

圏のうち,人口30万人未満は愛知県尾張中部のみであり,ここでは超過率は

13.1%で,プラスであり,合併の効果は認められる.

3 広域市町村圏等の人口規模 と合併の効果

まず,広域市町村圏について,その人口規模 と合併の効果の関係をみる,義

2-5のように,広域市町村圏の規模 と超過率の間には密接な関係が認められ

る.広域市町村圏の規模が30万人未満の場合,平均超過率は20%以上であり,

合併の効果は大変大きい. しかし,30万人を超えると超過率は急激に低下し,

100万人以上ではマイナスになる.前章で示したように,市部の回帰式は人口

規模33万人程度の都市規模で人日当たり職員数が最低 となり,それ以後は,人

口当たり職月数がかえって増大することを考えれば,これは納得がいく.
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表 2-5 広域市町村圏の人口規模と職員数超過率

広域市町村圏の人目規模(人) 平均超過率 広域市町村圏(%) の数

100万以上 -7.6 3

75万-100ノブ未満 3.6 7

50万-75万未満 8.8 14

40万-50万未満 10.5 17

30万-40万未満 13.5 27

207f～30万未満 20.3 56

10万-20万未満 25.8 102

5万-1()万未満 27.7 89

特殊事情やサービスの質の問題は残されているが,広域市町村圏における合

併の効果は十分あるといえる.ちなみに,中国地方には35の広域市町村圏があ

るが,そのすべてにおいて合併の効果はプラスである.

次に,大都市周辺地域広域行政圏については,表2-6のように,30万人未

満の1圏域 と40万-60万人未満の6圏域平均では合併の効果かプラスであるが,

60万人以上ではすべてマイナスであり,規模の増大につれてマイナス傾向が顕

著となる.

以上の広域市町村圏と大都市周辺地域広域行政圏の両者について,人目規模

と合併の効果の関係を図示したのが図2-2と図2-3である. まず図2-2は,

合併前の現在職員数 と合併後の標準職員数 との関係を示している.45度線より

表2-6 大都市周辺地域広域行政圏の人口規模と職員

数超過率

大都市周辺地域広域行政圏の人｢1規模 (人) 平均超過率 人都71JJ周辺地域(%) 広域行政圏の数

100万-150万未満 -ll.8

60万-100万未満 -10.4

40万-60万未満 4.4 5

30万-40万未満 -3.7 4
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図2-2 広域市町村圏等における合併前の現在職員数と合併後の標準職員数
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上の圏域は超過数がプラスであり,321の広域市町村圏と6の大都市周辺地域

広域行政圏,計327の圏域がこれに属す.他方,45度線より下の圏域は超過数

がマイナスの圏域であり,20の広域市町村圏と18の大都市周辺地域広域行政圏,

計38の圏域が該当する.

また,圏域の規模 と超過数 との関係を図示 したのが図2-3である.広域市

町村圏等の規模が大きいほど超過数はマイナス傾向をもつ.とくに100万人を

超える圏域はほとんどマイナスであり,規模の不経済が働いていると考えてよ

いであろう.しかしながら,多くの広域市町村圏は人口規模507J人以下であり,

そこではおおむね超過率はプラスであり,合併の効果はあると考えられる.

以上の広域市町村圏と大都市周辺地域広域行政圏の分析を通じて,広域市町

村圏の場合には市町村合併の職員数に与える効果はおおむねプラスであり,逆

に,大都市周辺地域広域行政圏の場合には多くはマイナスであるといえる.両

者をまとめると,職員数に与える効果の点でみると,人口規模30万-40万人を

めどに,それ以下の規模の市町村合併は効果が大きく,推進するべきであると

考える.それ以上の人口規模についても,人口50万-607j人程度まではおおむ

ねプラスであるが,個別の検討 も必要であろう.しか し,100万人を超えると

効果はほぼマイナスとなる.もとより,特殊事情や行政サービスの質の点は考

察されていないので注意を要する.

第 5節 お わ り に

本章では,現在日本における市町村合併の職員数に対する効果を数量的に推

計したが,その主要な結果は次のとおりである.

(1)広域市町村圏をベースとする市町村合併の職員数に与える効果としては,

全国の341広域市町村圏地域全体 として,約12万3000人の職員数の削減をもた

らし,それは同地域の現在職員数の18.2%にあたる.

(2)341の広域市町村圏のうち,94.1%にあたる321の広域市町村圏では,令

併の効果はプラス (現在職員数が標準職員数より大きく,超過数がプラス)で
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ある.

(3)24の大都市周辺地域広域行政圏では,合併の効果がプラスとなるのは6

圏だけであり,合併の効果はマイナスとなることが多い.

(4) 市町村合併の職員数に与える効果について,一般的傾向性として,人口

規模30万-40万人をめどにして,それ以下の規模の広域圏の市町村合併は効果

が大きく,推進するべきであると考えられる.それ以上の人[コ規模をもつ広域

圏についても,人目50万-60万人程度まではおおむねプラスであるが,個刺の

検討も必要であろう.しかし,100万人を超える圏域については効果はほぼマ

イナスとなる.
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第3章 都市規模と人件費

第 1節 は じ め に

本章は,平成 6年度のデータにもとづいて,市町村の人口規模 と人件費の間

にはきわめて密接な関係が存在すること,すなわち ｢市町村において,対数表

示の人口当たり人件費は,対数表示の人口数の下に凸の2次関数 としてきわめ

てよく説明される｣ということを示 し,市町村合併の人件費-の効果を推計す

る際の基礎を提供 しようとするものである.

第 1章では,郡市の人口規模 と ｢職員数｣について考察したが,木章は,こ

れと同様の方法を ｢人件費｣に適用するものである.後に示すように,若干の

修正を伴いながらも,｢職員数｣と ｢人件費｣について,基本的には同様の傾

向性が認められる.ここで ｢人件費｣とは,職員給をはじめ,議月報酬手当,

委員等報酬,市町村長等特別職の給与,地方公務月共済組合等負担金,退職金,

恩給および退職年金,災害補償費,等を意味する.資料は前章と同様である.

なお, とくに断わらないかぎり,市町村の ｢市｣の中には東京都23特別区を含

む.

注) 本章の易となった拙稿論文 ｢市区町村の人口規模と人件費｣はR本計画行政

学仝第11rlil学会賞 ･論文賞を受賞した.
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第 2節 全国における人口規模 と人件費

1 全国全市町村の人口数と人件費

人口規模を人口数で測るとき,人口規模が大きければ人件費の規模 (総額)

も大きいのは当然である. しかしながら,人件費総額だけでなく,人目規模 と

比較 したときの相対的な人件費についても,全国の市町村の間で大きな違いが

ある.

表 3-1は,平成 6年度について,人口当たり人件費の大きい順 と小さい順

に各上位 5市町村を示 したものである.市では,最高が31万3000円,最低が 3

万5000円であり,その差は27万7000円にも達 し,倍率にして8.8倍である.他

方,町村については,人口当たり人件費の最高は83万7000円,最低は3万5000

円である.その差は80万2000円で,最高は最低の23.9倍である.いくら格差が

あるといっても,23倍はあまりにも大きすぎる.

人口規模 との関連でみると,表3-1を一見すると,人口当たり人件費の大

きい市町村は人口規模が小さいようにみえる.とくに,町村については,人口

当たり人件費の大きい町村はいずれも人口数が数百人以下で,町村の中でも小

規模町村である. ところが,後にみるように,全体 としては,人H規模が小さ

いほど人口当たり人件費が大きいとも,また逆に小さいとも,一概にはいえな

表3-1 人口当たり人件費の多い市町村,少ない市町村 (平成6年度)

rrf rjf_ 平成 平成6年度 人ll_tL'lたり -､ド成 .F'IJ戊6iFl皇6年度末 人件常 人件背 町 村 6年-度人 人什舘 人件常
人rり人) (千｢ー]) (千l一丁/人) 人目(人) (丁-llJj (千FL]/人ー

多 1 T代 H lf_ 40.726 12,734,219 312.7 ,LSilき5 lllケE.1i村 2()3 17り,り()り .q37_4

2 夕 張 市 18.123 4.212,736 232.5 r 山 木寸 20:う 166,川 )() 817.7

しヽ脂 34 中 央 区敬,i:内市 72,4457,347 15,297,010 211.2 御 蔵 E.i,H 254 184.()00 724r41.543,988 210,2 刺 .E':-,刺 29:i ユ78,rI00 6(i7.5

2 叶 児 市1~ 57.913 3,224.757一つ 37.7 2 時 は 町l一 打 26,892 966.0()()⊂̀ 35.9

しヽ順 345 ふ tl rJ塊 椎 市 80,4O8117,312 3,/】5.4964,585,633 38.039,5 い 3順 4 F< / [利 伸町3.),23525,153 1,3.)5,Ot)0968,()00 38.538_5
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4 6 8 10 12 14 16

人口規模 (人目,人),対数

しヽ

全国の3257の市町村について,人口規模 と人口当たり人件費の関係を示した

のか図3-1である.縦横両軸 とも対数表示である,全体 としてみると,人口

規模の増大とともに人口当たり人件費は,はじめ低下 し,やがて最低点を迎え

て,最後にはやや増加する傾向がみられる.図中の実線は最小 2乗回帰式とし

て求めた2次曲線である.

全国の市町村を686の市 (東京都23区を含む)と2571の町村に二分 して,人

口規模と人口あたり人件費の関係をみる場合にも,市および町村のいずれにつ

いても,図3-1と同様に,下に凸の2次曲線の関係がみられる.

ただし,市については,若干の例外を含むためにフイットが必ずしも良好と

はいえない.たとえば東京都区部は人口規模の割に人口当たり人件費が高い.

これは,単に区部の賃金率が高いだけでなく,千代田区,中央区,港区などは,

一万では日本の中心として,区民に対してだけでなく,区民ではないが区内で

全国的サービスに従事する従業者に対しても種々の公共サービスを提供するた

め,それだけコストが増え,他方では居住地 としての都心部の空洞化により人
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表3-2 人口規模と人件費の回帰式一一一全国

1次 回帰 式 Z次 回帰 式

市区町村 Y-6.94284-0.247403X Y-13.82109-1.665266X+0,071741x2
(177.3) (-60.5) (88.1) (-52.2) (44.7)

(図3-1)N-3257,R2-0,529,F-3657 N-3257,R2-0.708,F-3950

∫Y-5.34914-0.090700X Y-17.56181-2,190750X十0.089634x2
市区 (47.6) (-9.2) (18.3) (-13.3) (12.8)

N-686,R2-0.108,F-84 N-686,R2-0.280,F-134

町村 Y-8.83314-0.462957X Y-ll.34724-1.041681X+0.032988x2(185.7) (-87,9) (36.4) (-14.6) (8.2)

(注) y 人日当たり人件賛(千円/人)の対数値,X 人目規綬(人日数)の対数仇 N サンプル数,
K2 白山度調軽晴み決定係数,F I))散比.( ) t胤

口 (常住地ベース人口)が少ないためであると考えられる.また,町村につい

ては,曲線は下に凸ではあるが,直線に近い,緩やかな下に凸の形を示す.こ

れらの点は,第 1章で職員数について指摘 したのと同様である.

のが表 3-2である. 2次式のほうがもとよりフイットがいいが,市町村と市

については,1次式に比べて改善が著しく,町村については改善はきわめて小

さい.表3-2の6つのケースとも,剛 肴式および回帰係数は有意水準 lO/.で

｢分有意である.

2 全国全市町村の人口数と人件費 (人口規模別)

全国の全市町村を市と町村に分けて,人口規模別にグルーピングして傾向性

をみたのか表 3-3である.ここで,｢人日当たり平均人件費｣は,当該人目規

模に属する各市町村の ｢人口当たり人件費｣の合計を,それに属する市町村数

で割った値である.当該人[｣規模に属する市町村の人件費の合計を,それに属

する市町村の人口合計で割ったものではないことに注意されたい.これによる

と,市の人口当たり人件費は,人目規模の増加 とともにはじめ減少し,やがて

増大している.町村では,急減して最後にやや増加している.これを示したの

が図 3-2-L3(1314である.図3-2の市町村も図3-3の市t,下に凸の2次曲

線がフイットしている.図 3-4の町村も下にLr与ではあるが,緩やかな凸であ
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表3-3 都市規模別の平均人口と平均人件費-- 全国

人目規校し人) 市lXi町村数 うち特別区 二､f':成6年度末 平成6年度 人u当た,)住民基本台帳 平均人件費 平埠J人件費
:1F-均人L｣(人) (千円) (千円/人)

1007才～200万未満 7 1,296,728 108,306,200 84.2

757jL～100万未満 4 832,672 57,895,894 69.7

5∩~万～75ノノ未満 ll 579,784 40,225,468 69.3

40万-50~ノノ未満 21 449,466 31,947,194 70.9

30~Jj～4()フj人満 28 3 344,783 24,897,616 71.8

2()万～30ノノ未満 44 5 249,377 17,579,992 70.7

10-Jj～20)1-未満 120 5 137,851 9,927,313 71.5

5万-10ノj未満 224 1 69,719 4,939,147 71.2

4ノi-5~ノj未満 69 1 44,877 3.643,555 81.5

3ノj-4-Jj-未満 89 35,332 2,929,390 83.2

2ノj～3万人満 55 25,936 2,689,782 104.7

町村 5Jf以上 7 52,287 3,274,286 62.9

4力~～5ノノ未満 23 43,993 2,632,783 59.7

3-Ji～4ノノ~未満 83 34,089 2,042,277 60.0

2万-3ノ∫来満 225 23,934 1,625,418 68,2

1.5万-2力~未満 245 17,291 1,344,678 78.0

1~Jj-1.5万未満 474 12,237 1,(ー65,179 87.6

7,5T-～17j▲未満 383 8,639 884,687 102.9

5丁へ7.5千未満 485 6,201 748,266 121.4

3十～5十未満 358 4,081 609,925 151.6

1千-3T未満 248 2,091 436,246 216.3

り,最小値をもたらすのははるか右方で人口規模の大きいところである.

これらの剛 肩曲線をまとめたのが図3-5である.剛 肩線は市が上部に,町

村が下部にあり,その間に市町村がある.市のほうが一般に賃金率 も高 く,行

政サービスの守備範岡も広いことを反映しているとみることができよう.

いずれにしても,図3-2-図3-5からわかることは,人口当たり人件費は

人口規模の増大とともに,はじめ低下し,やがて最小値を迎え,さらに人口規

模が増大すると,ついには人口当たり人件費も増大するということ,すなわち
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図3-2 都市規模 と人口当たり人件費 (都市階層別)

- 全国の市町村,両対数
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図3-3 都市規模と人口当たり人件費 (都市階層別)
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図3-4 都市規模と人口当たり人件費 (都市階層別)
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図3-5 都市規模と人口当たり人件費 (都市階層別).一･一全国の市町

村,市,町村,両対数
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｢対数表示の人日当た り人件費は,対数表示の人口数の下に凸の 2次関数 とし

てきわめてよく説明される｣ ということである.ただし,町村については,最

小値をもたらすような大きな人目規模は現実には存在 しない.

これを回帰式 として求めたのが表 3-4である.市の 1次式はフイットが悪

いが,その他はすべて有意水準 1%で十分有意である. とくに,2次式はすべ

てフイットがきわめてよい.説明力が市でも84%,町村では99%もある.回帰

係数 も有意水準 1%で十分有意である.

表3--4 人口規模と人件費の回帰式 (都市階層別)- 全国

1次 回 帰 式 2次 回 帰 式

市L{町村 Y-6.145り7-0.146095X Y-12.77865-1.430050X+0.059370x 2(16.4) (-4.4) (36.3) (-21.4) (19.3)

N-19,R2-0.500,F-19 N-19,R2-0.978,F-405 (図3-2)

市区 Y-5.2O342-0.065796X Y-16.92775-2,026934X+0.080688x2(ll.7) (-1.8) (10.0) (-7.2) (7.0)

N-13,R2-0.161,F-3,3 N-13,R2-0.842,F-33 (図3-3)

町村 Y-8.77479-0,446120X Y-12.78091-1.376647X+0.052763x2

(rf:J 記[,)一は衣3-2にIH=二
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第3節 地方圏における人口規模 と人件費

先の職員数についてと同様に,人件費についても,大都市渦 と地方圏では傾

向性にかなりの違いが認められる.そこで,全国を大都市圏と地方圏に2分 し

て,人口規模 と人件費の関係をみる.大都市圏と地方圏の区分は前章と同様で

あり,前者は東京圏,大阪圏,名古屋圏の 1都 2府 6県,後者はそれ以外の 1

道37県である.

前節では,全国について,市町村をサンプルとする全数データと,その人口

規模別グループの平均をサンプルとする平均データの両方にもとづいて,図お

よび回帰式を求めた. しかしながら,本節の地方圏については,後考 (人口規

模別平均)についてのみ分析する.これによって,一一般的傾向性は十分解明で

きるからである.

まず,地方圏について,人口規模別にグルーピングした場合の人目規模 と人

件費の関係を示 したのが図 3-6-図 3-8であ り,ぞれぞれ前節の図 3-2

-図3-4に対応する.これによると,地方圏の市町村,市および町村のいず

れも,全国のそれとほぼ同様に,下に凸の 2次曲線の形を示 している.図 3-

3と図3-7を比較すると,市について,地方圏が全国よりもやや下に位置す

る,すなわち,人口当たり人件費が地方圏のほうがやや低いということがわか

る.

これを回帰式で示 したのが表 3-5左半分である.地方圏の市町村,市,町

村のいずれについて も,説明力は87-99%もあ り,分散比 も36-653,r値

(絶対値)も4.5-38であり,フイットは良好である. もとより,剛肩式および

回帰係数は有意水準 1%でいずれも有意である.

地方圏の市の場合について,札幌市が地方圏に含まれているが,これは人口

173万人であって,地方圏の中では例外的に規模が大 きい. しかも,人日当た

り人件費が6万6000円であって,人口規模の割に例外的に低い.したがって,

地方圏の市について, もし,札幌市を除いて人[]規模別平均を求めるならば,

フイットは間違いなく改善される. もっとも,札幌市を例外 としない表3-5
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図3-6 都市規模 と人口当たり人件費 (都市階層別)
- 地方圏の市町村,両対数
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図3-7 都市規模と人口当たり人件費 (都市階層別)
-- 地方圏の市,両対数
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図3-8 都市規模と人口当たり人件費 (都市階層別)
- 地方圏の町村,両対数
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表3-5 人口規模と人件費の回帰式 (都市階層別)- 地方圏,大都市圏

地 方 圏 大 都 市 圏

市区 Y-12.70305-1.412327X+0.058253x2Y-12.40064-1.381131X+0.058099x 2
(38.i) (-22.0) (18.9) (31ー7) ト 18.1) (16.2)

町村 N-17,R2-0.987,F-599(図3-6)N-19,R2-0.967,F-261

市区 Y-19.18113-2.409054X+0.096419x2(8.0) (-5.8) (5.6) Y-14.44361-1.618010X+0.064395x2(5ー3) (-3.6) (3.5)N-12,R2-0.525,F-7.1(L3(13-9)(東京都23しそ.横浜市を除く場合)

N-ll,R2-0.876,F-36 (図3-7) Y-18.28400-2.297283X+0.093608x2(10.4) (-7.9) (8.0)N-12,R2-0.849,F-32

町村 Y-12.00536-1,198712X+0.042673x2Y-12.28440-1ー311379X十0.051231x2(16.5) (-7.2) (4.5) (26.9) (-ll.7) (7.7)

(注) 記号は表3-2に同じ.

の場合においても,フイットは十分良好であり,かつ,例外とした場合もしな

い場合 も推計結果に大きな違いはないので,ここでは例外扱いをしないことと

する.

第 4節 大都市圏における人口規模 と人件費

大都市圏についても,地方圏と同様に,人口規模別平均データによる分析を

行 う.大都市圏の市については,図 3-9のように,人口規模の増大とともに

人日当たり人件費は急激に低下し,やがて最低 となって,ふたたび増大する.

町村については図は割愛するが,人口規模 4万-5万人 (対数値で約10.7)程

度を底として,それより大きな規模については人日当たり人件費の増大がわず

かに認められる.このように一般的傾向性は,全国および地方圏と変わるとこ

ろはない.

大都市圏について,その 2次回帰式を求めたのが表 3-5右半分である.市

町村,市,町村のいずれについても,説明力は52-99%であ り,t値 (絶対

値)は3.5-31,分散比は7-746であるから,フイットはきわめてよい.もと
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図3-9 都市規模と人口当たり人件費 (都市階層別)
- 大都市圏の市,両対数
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より,有意水準1%で有意である.

大都市圏の市については,先に第2節で指摘したように,東京都の中心にあ

る一部の区と横浜市が例外的である.そこで,東京都23区と横浜市を除いて求

めた回帰式を表3-5右半分に追加 して示した.こうすればフイットは格段に

改善され,説明力も52%であったものが840/.にまで一気に増大する.

第 5節 人口当た り人件費の最小 となる人口規模

人口規模 と人件費の関係は,その対数値をとるとき,地方圏についても大都

市圏についてもともに,｢下に凸の2次関数｣という一般的な傾向性が認めら

れる.しかしながら,人｢1当たり人件費の高さには,大都市圏のほうが高いと

いう違いがある.

ここで注目すべき点は,市について,地方圏と大都市圏の間で,人口当たり

人件費の高さには違いがあるが,人日当たり人件費を最低にする人口規模には

ほとんど違いがないということである.表3-6はこれを示している.表3-6

の市について,人口当たり人件費を最小とする人口規模は,全国で28万5000人,

地方圏で26万6000人,大都市圏で28万6000人であり,その際の人口当たり人件
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表3-6 人口当たり人件費が最小となる人口規模と

人口当たり人件費

人目規模(人) 人日当たり人件費(十円/人)

市区町村 全国 169,998 64.5 tjl3-2地方圏 183,938 63.0 川3-6

大都市圏 145,221 66.2

■市区 全国 285,021 66.6 lヌL3-3地方圏 266,367 62.4 lj(l3-7

大都市圏 285,834 72.2 川3-9

町村 全国 463,041 44.8 lメ13-4地方圏 1,258,362 36.1 川3 8

費は,それぞれ6万6000円,6万2000円, 7万2000円である.人日当たり人件

費を最小とする人口規模は,いずれも約27万-297J人程度である.第1章にお

いては,市の人口当たり職員数を最小 とする人口規模は,地方圏でも大都市圏

でも,ほぼ32万-33万人であった.本章の人件費の場合は,職員数の場合より

ち,この規模がやや小さいが,いずれにしても,人口規模30万人程度が 1つの

目安 となる.

市について,地方圏でも大都市圏でも人u当たり人件費を最小とする人目規

模がほぼ等しく,それは30万人程度の規模であるということの意味は大きい.

序章で示したように,市町村の広域的再編は現在日本の焦眉の課題であるか,

それを考えるとき,人口規模30万人が 1つの目安 となるからである.

以上のように,｢一般に市については,人口規模27ガ～29万人を境として,

それより小さい規模の市では規模の経済が働き,それより大きい市については

規模の不経済が働 く｣ということができる.

町村については,表 3-6からわかるように,人口当たり人件費を最小 とす

る規模は,全国46万人,地方圏126万人,大都市圏3677人であるが,現実の町

村はすべて人口規模 6万人未満であるから,人口当たり人件費を最小とするよ

うな町村は現実には存在しない.したがって,第 1章の職員数についてと同様

に,人件費についても,｢一般に町村では現実には規模の経済のみが働いてお
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り,町村の規模が大きいほど人H当たり人件費は小さい｣ということができる.

第 6節 平均人件費 と限界人件費

前節の論述は,周知の平均費周および限界費用の概念で説明することができ

る.ただし,ここでは,単純化のために,人口当たり行政サービスの産出はど

の市町村でも同水準であると仮定する.したがって,ここでは人口は行政サー

ビスの産出水準を表す指標と考えることができる.

記号を次のように定める.

W :人件草,P:人口,ln:日然対数

Y-tn(W/P),X-Imp

そうすれば,表 3-5の回帰式は一般に次のように表すことができる.

Y-a+bX+cX2

ここで,表3-5のすべてのケースについて,α>0,ろく0,〔･>0である.

これよr),人件費 (W),平均人件費 (W/P),限界人件費 (dW/dP)を

人目 (ここでは産出の指標である)の関数 として求めることができる.

W-Pexpia+b(lnP)+C(Imp)2)

W/p-exp(a+b(lnP)+C(Imp)2)

dW/dP-il+b+2C(Imp))(W/P)

地方軌 二おける人件費と人口 (産出)の関係を示 したのが図3-10である.

人件費曲線は緩やかなIFに凸の曲線であり,人口30万人弱において,原点を通

る直線に lオ ら按する. したがって,凶3-11のように,平均人件費曲線およ

び限界人件費曲線は~Fに｢1で,両者は平均費用最低点である人口30万人弱にお

いて交わり,その際,限界費用曲線は平均費用曲線を左下から右上に向かって

通過する.ここでの人件費曲線が ミクロ経済学で周知の費用曲線の性質をもつ

ことがわかる.

地方圏の町村,大都市圏の市および町村についても同様の図をB(]3-12-図

3-14に示しておく.

なお,人件費の人目 (産出)に対する弾力性 (dW/dP)/(W/P)は,人ll
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図3-10 都市規模 と人件費- 地方圏の市
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- 地方圏の市

∩
U

n
u

0

0

nU

0

7

｢D

3

1

9

7

･･-

l

l
-

I

平
均
人
件
費
､

限
界
人
件
費

(千
円
/
人
)

- 平均 人件費 (了円/人)

- 限界人件費 (丁一円/人)

10 20 30 40 50 60 70 80 90100

都市規模 (人口,万人)



第 3章 都市規模 と人件費 83

図3-12 都市規模 と平均人件費および限界人件費
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図3-14 都市規模と平均人件糞および限界人件費
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の関数 として次式のように求めることかできる.

(dW/dP)/(W/P)-1+b+2C(1nP)

したがって,人件費の人口 (産出)に対する弾力性は人[](産出)の増加関

数であり,人口規模の拡大とともに弾力性が増大することかわかる.

第 7節 お わ り に

本章は,平成 6年度の日本のデータにもとづいて,市町村の人口規模と人件

費の間にはきわめて密接な関係が存在することを示そうとしたものである.そ

の主要な結果は次のとおりである.

(1)市部においても町村部においても,対数表示の人口当たり人件費は,対

数表ホの人目規模の 『下に凸の2次関数』としてきわめてよく説lリjされる (フ

ァクト･ファインヂイング1′).この傾向性は,全国市町村,全国市,全国町

村,地方圏市町村,地方圏市,地方圏町村,大都市圏市町村,大都市圏市,大

都市圏町村のいずれについてもあてはまる.

(2) 市部において,人件費の観点からみると,着通都市規模は人目27万-29

万人であり,これより′トさい規模の市では規模の経済が働き,これより大きい
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市については規模の不経済が働 く (7ァクト･ファインディング2').

(3) 町村部では,人日当たり人件費が最小となるのは現実には存在 しないほ

ど大きな人目規模においてであり, したがって現実には規模の経済のみが働い

ている (ファクト･ファインディング3′).

(4) 本稿の人件費と第 1章の職員数の分析のいずれにおいても,人口当たり

の最小値をもたらす人目規模が人u307j人前後である点は,今後の広域行政圏

の形成に際して1つの目安になるものとして,注目に値する.
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第 4章 市町村合併と人件費

第 1節 は じ め に

本章の目的は,平成6年度のデータにもとづいて, 日本における市町村合併

の人件費に対する効果を数量的に推計し,その一般的傾向性を明らかにするこ

とである.同様の分析が第2章において ｢職員数｣について試みられているが,

木章は,その方法を ｢人件費｣について適用するものである.また,木章は,

前章で明らかにした,都市規模 と人件費に関する一般的な傾向性を市町村合併

の効果の推計に応用するものであり,その意味で,本章は前章を基礎において

いる.

なお,日本における広域行政体制の現状および市町村合併の現代的意義につ

いては,序章を参照されたい.

本章では,最初に,地方圏の典型的な都市圏のモデルについて市町村合併の

人件費-の効果を求め,次に,具体的に山口県について考察し,最後に,全国

の広域行政圏について,その効果を求め,一般的傾向性を明らかにする,

第2節 標準人件費 とモデル都市における市町村合併の効果

前章の結果を応F‡=/て,第2章と同じ地方圏の人口30万人,20万人,10万人

のモデル圏域を考える.このモデル圏域は,現代 日本の市町村合併のベースに

なると予想される ｢広域市町村圏｣をかなり適切に反映している.

まず,その構成市町村および圏域の ｢標準人件費｣を求める.ここに,｢標

準人件費｣は,第2章の ｢標準職員数｣に対応するものである.すなわち,そ
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れは,前章表 3-5に示した人口規模 と人件費の一般的関係式から推計される,

人日数に対応する人件費の推計値である.当該市町村が地方圏と大都市圏のい

ずれに属するか,また,市か町村かによって,適用される関係式は選択される

が,ここでは地方圏の関係式を採用する.

表 4-1によると,30万人圏域モデルでは,地方圏の 3市 5町村で構成され

る圏域が,合併 しない場合には,その標準人件費合計は224億5100万円である.

ところが,これらが合併 して 1つの30万市となると,その標準人件費は187億

4300万円であり,その差は37億800万日であって,合併前に比べて16.5%も標

準人件費が縮小する.

は24.30/.となり,10万人圏域モデルでは減少額29億3300カーH,減少率30.0%と

なる.

以上は架空の市町村モデルによるものであるが,これは地方圏の標準人件費

にもとづ く市町村合併の効果の推計であるので,全国の地方圏における行政合

表4-1 市町村合併の人件費-の効果- 都市モデルによるシミュレーション
川'Tt:I 人目 人.人イ′与鞘 L'lJjH)

30万人圏域モデル 20jj人圏域モデル 1()~ノj人周城モデル

人目 標 準人什費 人一一 標 準人件常 ^H 標 準人什賛

市1 150,000 9,66ー 小一 1()(),()()() 6,844 -rllJl 5(),00() 4,086

~rfJJ2 80,000 5,738 市 2 50,0()0 4,()86 町村 1 20,n〔)() 1,503

心3 30,000 2,964 町村 1 20,000 1,503 町村 2 10,桝)() 980

町村 1 20,000 1,503 町村 2 1(),On√) 98r) 町村3 5,り()() 666

町村 2 1〔),00() 98n 町村 3 5,000 666 町村4 5,りー)り 666

町村 3 5,000 666 町村 4 5,000 666 町村5 3,00() 514

町村 4 3,ロoo 514 町村 5 3,()0() 514 町村6 3,r)りり 514

町村 5 2,000 425 町村6 3,000 514 町村 7 2,ー)00 425

町村 7町村8 2,0002,0()() 425425 町村 8 2,000 425

合併前a 300,000 22,451 合併前a 2()(),00n 16,621 合併前a 日)0,000 9,777

合併後b 300,000 18,743 合併後b 2〔)0,000 12,577 合併後b 1()(),()()() 6,844

差C-a-b 0 3,70とう 差C -a-b 0 4,044 弟C -a-b 0 2,933
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併の人件費-の効果を平均的に表すものと考えることができる.

第 3節 llJ口県における市町村合併の人件費への効果

前章表3-5の地方圏の鋸南式を山u県に適用して,その市町村合併の効果

を推計した結果か表4-2に示されている.ただし,合併の地理的な範囲は8

つの広域市町村圏とし,それ以外に,｢周南狭域｣ ｢山口狭域｣ ｢萩 ･長門地域｣

を追加的に示した. ｢超過額｣は平成 6年度の人件費から標準人件費を差し引

いた差,｢超過率｣は超過額の平成 6年度人件費に対する比 (%)である.｢超

過率の県内順位｣は,県内56市町村の中での超過率の高い順位である. ｢超過

率の全国順位｣は,全国の広域市町村圏に属する2929市町村 (市町村数で全国

の89.9%,人目で57.2%)の中での順位である.ただし,｢超過率の全国順位｣

のうち,各地域の ｢合併後｣の順位は,全国の全広域市町村圏341の中の順位

である.

広域市町村圏等について,合併の人件費への効果を図示 したのが図4-1で

ある.すべての地域で合併の効果はプラス (超過率>0)である.山口地域で

は効果が比較的小さいが,その他の地域では人件費超過率か2割以上あり,と

くに萩,長門,周南では効果が大きい.

たとえば周南地域についてみると,徳山市,新南陽市,鹿野町は超過額がプ

ラスで,全国平均に比して規模の割には多くの人件費を支出しているが,その

他の下松市,光市,大利町,田布施町,熊毛町は超過額がマイナスで,全国平

均より少ない人件費ですませている.周南4市 4町は,徳山市の超過緬がとく

に多いために,全体 としては全国平均に比して約18億円の人件費の超過支出と

なっている.これは,この地域の人件費の7.2%に当たる.

周南4市4町について現状は以上のとおりであるが,それらが合併した場合

の人件費への効果はどのようであろうか.周南4市4町がノ合併 しても人口は現

在と同じ29万人の都市であるが,その標準人件費は181億円であり,合併前の

現在の人件費総鶴248億rllに比べて66億円の減少となり,これは26.8%の減少

率である.もとより,公共サー-ビスの質 ･内容,また山間地 ･離島などの特殊
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表4-2 山口県内の市町村および広域市町村圏の現在人件費と標準人件費

(a) (b) (C) (d) (e) 的 (釦

人rJ数 人件草 (b)一一(C) (d)/(b) 県内順11jl全回州別諒
(人) (丁一円) (Trrl) (十TTJ) % 人の順 人の順

2和木町 7.06() 758,0(JO 802.761 -44,761 -5.9 38 1534

4玖珂町 10,621 619,000 1,015,268 -396,L268 -64.り 56 2892

6周東町地 7錦 町 15,1344,685 1,460.000683,000 1,2こ)Lq,993643.264 201.0(I/39,736 13,H5.8 11 49019 8即)

域 8美川町 2.150 432,000 439.37と‡ -7,37肖 -1.7 31 13〔】6

合併後 165,557 14,307,207 1(1.556,953 3.750,254 26.2

柳 10柳井市 35,595 2,545,574 3,281,979665.708870,379I -736.405 --28.9 54 249712大島町つ 肝 8,149 841,000 -3.5 35 1413

井 lJRn JL14橘 町-也 5,9866,486 777.000704.000 733,037765,91959日.532682.9461,203,286 43,963-61,919-82.53238,054-41,286 J./-8,8 2141 89r)17()4｢〉

地 15人円町16上関町 4,0755,248 516,00Lt721,000 -16.05,3 4822 Lr)86913

柳 1 1喜大鳥器 8,149 841,000 870,379 -29.379 -3.5 35 1413

井 lJRn JL14橘 町-也 5,9866,486 777.000704.000 733,037765,919 43,963-61,919() J./-8,8 2141482236 89r)17()42r)869131415
地 15人円町16上関町 4,0755,248 516,00Lt721,000 598.532682.946 -8レ.53238,054 -16.05,3

域 17平生町 14,068 1,162.000 1,203,286 -41,286 -3_6

合併前 84.6(ー8 7,917,574 8,801,785 -884,211 -ll_2 132fナ併後 84,608 7,917,574 5.992,495 1.925,079 24,3

周 18徳山市 7,311,611 2.479,783 25.3 3 180

L70光 市 3.953,726 -49r).771 -14.2 47 1997

21新南陽市 3,134,312 253,397 7.5 17 79と5

22大和町 8,87616,60816,0685,〔り0 896,nn0i,188.OO()1,031,0()∩787,000 914,100 -18.100 -2.() 32 1322

地域 刀.､ 町25鹿野即 1,30/.030666,341 2/6,030 L6r鴇120,659 】5.3 53ド 2445428

合併後 290,483 24,763,610 18.136,610 6.627,Oho 26.8

周南棟域 合併前 217.382 19,216,655 16,776,627 2.44O,028 12.7

26【LJn市 130.547 7,267,510 8,554,287 -1,286.777 -17_7 50 2148

27防府市 119,66(ー 8,426,849 7.941,165 485.684 5_H 20 882

28徳地町 9,592 1,156,000 956,2〔)6 199,794 17.3 6 358

=lu防府也 29秋穂町30小郡町｣ - 重監 ｣ 8,446 808,UO() 888,366 -80,366--9.347165.7rI4460,829 一一9.9--0_617,936,2 43 1781

22,096 1,594,000 1,6〔)3.347 3∩ 1236

6.415 927,000 761,296 5 339

7.193 1,272,000 811,171 1 60
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表4-2 つづき

(a) (b) (C) (d) (e) (f) (拷)

1':成6年度末 1'lJ克6年度 標準人件費 超過緬 超過-7辛'.:1( 超過ヰ{-Ej Jl⊥ 超過率十日十
人日数(人) 人什賛(｢lⅠJ) (千Fl]) (b卜 (C)ト千円) (dj/b)% 県内 l帥/_人の順 全国順位大の順

二f二部 34l{-那-rrj 172,183 12,312,255 10,941.65】 1,370,604 lトー 15 621

35小野川lti 45,923 3,527,066 3.859,694 -332,628 -9.4 42 1751

36373839 I(rfi 19,480 1,989,572 2,350,51() -360,938 -18_i 51 2171
小野j, -Ll的l町 8,19n 752,000 872,873 -120,873 -16▲1 49 2088

那 7,570 9()7.()()0 834,77:≡ 72.228 H.O 162 781

川也域 陽即 23,∩79 2,371,POP 1,649,851 721,149 30.4 112
前 276,425 21,858,893 20,509,35() 1.349.543 6.2 174T-後 276,425 21,858,893 17,248,673 4,610.22CI 21_1

卜 4ー41444 Tli 254,596 18,370,538 15,887.588 2,482,950 13.5 12 506

l岬[ 8,007 814.000 861,714 -47,714 -5.9 37 1531

関 ‖町l凹 7,595 950,000 836,325 113,675 12.0 13 578し

也域 ′_捕 f-i_JLltlT 21,67515.n69 1,586,0001,481,り00 1,583,2961,255,624 2,704225,376 0.215.2 299 1lL)1436

公一イjHn- 306,942 23.201.538 20,424,548 2,776,990 12,0 196{ナ併 緑 :川6.942 23.201,5138 19,187,524 4,014,014 17.3

土と 45 川i 25.283 '2.377,270 2,692,368 -315,098 -13,3 45 1954l町 6.69(I 735,000 779,日7 -44,117 -6.() 39 1546

｢l】 47rHl:Fl判~ 4,737 67とl.OOO 646,989 31,011 4.6 24 967

地 48油行I町 9,578 1.203.OOO 955,391 247,609 20.6 4 278

合併前 46,288 4,993.270 5,073,866 -80,596 -1_6 157域 合f]T.綬 46,288 4,993.270 3.879,968 1,113,302 22,3

萩 49萩 Il)- 4払,735 4,2()1,512 4,015,705 185,807 4.4 25 97】

50)lL村 1,340 376,000 357,531 18,469 4.9 23 948

51阿武町 5,156 685,000 676.555 8,445 1.2 27 1140

52LllJj川町 4,243 620,000 611,053 8,947 1,4 '26 1127

53むつみ村 2,563 449,()∩() 476,673 -27,673 -6,2 4(ー 1553

也 54多fH4-:那 4,20〔) 610,000 607,863 2,137 0.4 28 1182

城 55juL 村 2,419 5()(),()0() 463,927 36,073 7,2 18 814
56袖栄村 2,940 595,000 508,921 86,O79 14_5 l= 459

介イ)HrLlTf 71,596 8,()36,512 7,718,229 318,283 4.0 41合併後 71,596 8,036,512 5,275,839 2,760,673 34_4

*萩.i主F■L】地域 公イ舶ii 117,884 13,029.782 12,792,095 237,687 1_8

介件後 117,884 13.029,782 7,841,544 5,188,238 39_8

ちL.ミ内仝rf】■即十.r 介併Fn- 1,555,549 127,620,963 121,541,880 6.079,083 4.8

(Il) 1.｢什併荊 ｣はその他城に属する市町村の甲純合計である.
2.｢11仲後｣の牒坤人件費は ｢合併前｣ と｢uJ規模の人目をもつ都市の標準人件費を意味する.
3.周郁 也城の ｢秋域 ｣は徳山市,下松市,新南陽巾,熊毛町,鹿野町 (3市 2町)を意味する.

4.lJlH ･WJ付地域の ｢枕城｣は日日tfTl.防何れ 秋穂町,小郡町 (2市 2町)を意味する.

5. *萩 ･f引''け也城は萩地域 と良門地域の ｢合イ拝後｣の結果である.

る場介 を食味する.
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図4-1 山口県内地域の現在人件費,標準人件費,人件費超過率
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条件等は考慮されていないが,周南4市4町の合併の人件費-の効果は,推計

によれば,現在の人件費の26.8%に当たる66億円の人件費減少となる.

さらに,周南地域のうち,徳山市,下松市,新南陽市,熊毛町,鹿野町の3

市 2町を,｢周南狭域｣ということにすれば,この周南狭域の合併の効果は,

約56億円の人件費減少となり,これは周南狭域の平成6年･度人件費の29.10/Oに

相当する.

この減少額56億円はこの周南狭域3市2町にとってどの程度のものであろう

か.ちなみに, 日経産業消費研究所 『日経地域情報』(271号)によれば,新南

陽市の平成9年度主要事業として ｢市立病院建設-周南西部地区の中核を担う

病院の建設｣があげられ,その全体事業費は64億2600万円 (うち10億2400万円

が平成9年度予算額)となっている. したがって,闇南狭城における市町村合

併による1年間の人件費削減は,新南陽市の ｢市立病院建設｣の全体事業費の

87%,そのための平成 9年度予算の5.5倍に相当する.

また,下松市については,｢ふ くしの里建設に伴 う親水池公園整備-福祉医

療の拠点となる ｢ふ くしの里｣建設関連で親水地護岸工事など｣の全体事業費

が29億1200万円 (うち8800万円が平成 9年度予算額)であ り,｢川瀬住宅建
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読-市営住宅の老朽化による建替え｣の全体事業費が20億7400万円 (うち9400

万円が平成9年度予算額)である.したがって,周南狭域における市町村合併

による1年間の人什費削減は,下松市の ｢ふ くしの里建設に伴 う親水池公園整

備｣の全体事業費の1,9倍,そのための平成9年度予算の63.4倍に相当する.

徳Lhpd7-については,｢大津島海底送水管-離島-の安定 した水供給を確保す

るため更新｣の全体事業費が11億円 (うち10億円が平成 9年度予算額)である.

したがって,周南狭域における市町村合併による1年間の人件費削減は,徳目｣

市の ｢大津島海底送水管-離島-の安定した水供給を確保するため更新｣の全

体事業費の5.】倍,そのための平成9年度予算の5.6倍に相当する.

このようにみると,合併による人件費の減少は,それが毎年の節減であるの

で,地域の行政が行 う事業にとって大きな意味をもつことがわかる.もとより,

サービスの質や特殊条件は考慮されておらず,また,人件費減少の地域経済-

の影響も,ここでは考慮されていない.

山口県内でもう1つ合併が論議されているケースとして,山口 ･防府二地域が

あるが,その合併の人件費への効果は,周南地域ほど大きくはない.それでも,

合併による人件費の減少率は13%,減少額は29億円である.防府市の ｢地域交

流センター建設-音楽ホールをメインとした市民の文化活動,情報発信の拠点

施設として建設｣は全体事業費57億4300万円 (うち21億900万円が平成9年度

予算額)であるから,その半分を1年分の人件費減少額でまかなうことができ

る.山｢1瓦 防府市,秋穂町,小郡町の2市 2町を ｢山口狭域｣とすれば,そ

の合併の人件費-の効果は,減少率3.2%,年間減少額6億円程度と見込まれ

る.効果は小さいがプラスである.

広域市町村圏に属する全国の2929市町村のなかで山口県内の市町村を比較す

ると,超過率が小さい (人件費が都市規模の割に少ない)市町村は,玖珂町,

由宇町,柳井市,熊毛町,大畠町,本郷村,美祢市,山口市,阿知須町,など

である.とくに,はじめの2町 (玖珂町.由宇町)は全国で小さいほうの上位

10%に入っている.逆に超過率が大きい (人件費が都市規模の割に多い)のは,

秋芳町,山陽町,徳目1市,油谷町,美東町,徳地町,岩国市,鹿野町,豊北町,

福栄村,周東町,下関市,豊田町,阿東町,などである.とくに秋芳町,山陽
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町,徳山市,油谷町は全国で超過率の大きいほうの上位10%に入っている.

山口県内の市町村が8つの広域市町村圏ごとに合併されたとすれば,人件草

は 1年間に277億円減少 し,それは平成 6年度県内56市町村の人件費総統の

21.7%,実に5分の 1に相当する.この減少額277億円は県内最大市である下

関市の人件費183億円の1.5倍に相当し,県都である111口市の人件費73億円の

3.8倍である.現実がここでの推計どおりにいくとは思われないが,それにし

ても市町村合併の人件費への直接効果は大きい.

第4節 全国における市町村合併の人件費-の効果

前節と同様の方法を全国の341の ｢広域市町村圏｣と24の ｢大都市周辺地域

広域行政圏｣に適用した結果が表4-3および表4-4に示されている.広域市

町村圏に属する市町村は全国市町村の89.9%,人[コの57.2%を占め,これに大

都市周辺地域広域行政圏 (220市町村,人口2092万人)を加えると,仝田市町

村数の96.7%,全国人目の73.9%を占める.

1 広域市町村 圏

表 4-3によれば,広域市町村圏341のうち,88.3%に相当する301圏では合

併の人件費-の効果はプラス (現在人件費が標準人件費より大きく,超過額か

プラス)であり,残 り40圏 (ll.7%)でマイナスである.ほとんどの広域市町

村圏で合併の効果はプラスといえる.第2章の職員数の場合には広域市町村圏

の94.1%にあたる321圏で効果がプラスであったので,本章の人件費の場合の

ほうがプラスの広域市町村圏が少ない.

超過率が最も大きいのは北海道の上川北部広域市町村圏で,超過率は55,8%

である.超過率の上位10圏うち7圏は北海道にある.

中国地方5県の35広域市町村圏については,そのうち超過率がマイナスのも

のは,岡山県南,広島県の加茂,広島,江能の合計4圏だけである.このうち,

広島と岡山県南の広域市町村圏は広島市と岡山市を含む圏域で,これは地方圏

とはいっても大きな都市圏である.超過率がマイナスの圏は広島県と岡山県内
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表4-3 広域市町村圏の現在人件費と標準人件費

-平成 6年度 Ill:成 6年-皮 広域市町村 超過親 超過率 超過率
年度末 決 算 圏の標準 (b)-(C) (d)′/(b) 順位
人日数(人) 人件常(TH) 人件費(千円) (丁-H) (%) 大の順

北 1中J乍加 147.665 19,162,861 9,527,334 9.635,527 50.3 5

2 冨1辻野 5(一,665 6,909.535 4.122.566 2.786,969 4().3 23

3 遠紋 91,988 12.802,116 6,400,118 6,401,998 50.0 6

4 卜勝 359,∩84 41.794.982 22.597,09() 19,197,892 45_9 1L)

5 北槻 251,693 27,959,606 15,708,2O1 12,251,4〔)5 43.8 1426 留的 71.ー63 ll,700,098 5,252016 6448082 55.I

7 (,;こ'4 87,373 12,197,536 6,145,090 6,052,446 49.6 7

8 上川JLli-li 86,535 13,801,291 6.098,827 7,702,464 55.8 1

9北'乍加 46,839 6,578,516 3,910,559 2.667,957 40.6 22

海 1()糖化 477,892 42,465,075 30.814,631 ll,650,444 27.4 1()3

追 llHf.L石 89,454 10,385.000 6,260,032 4,124.968 39.7 24
12西附加 226,9()3 24,380.701 14,191,811 1O,188,890 41.8 21

13南空知 212,611 23,245,073 13,330,125 9.914.948 42,7 18

14釧路 287,724 31.414.082 17,961,642 13,452,44() 42.8 16

15東附批 218,533 19,112,210 13,686.062 5,426,148 28.4 91

16後止.: 277.668 3(),852,927 17.326,825 13,526.102 43,8 13

17 l-_川lー】部 417,469 33,354,994 26,558,256 6,796,738 20,4 leo
18楯山 59,045 8.608,00n 4,585,101 4,C-22,899 46.7 8

19根'ji. 89,781 ll,68(一,465 6,278,102 5,402,363 46.3 9

20札幌 2.124,978 143.618,157 200,934,877 -57,316,720 -39.9 341

F7蘇 21津軽 繁 律 喜萱 22.283.183 2,157,187 8.8 2557.3 25933.8 470_0 30029.4 82

22^ji 22.584.778 1,784.226

23碓輯西北 10,908,251 5,57n.124

247暮;-森 20,691,828 9,302

25下北 6.424,734 2,681,803

L.し開 27櫨的 473,528 32,456,551 30,501,931 1,954,620 6.0 267

150,031 12.243.552 9.662,734 2.58U,818 21.1 175

29久慈 75.556 7.226,828 5.493,758 1,733,け70 24.0 138

3()lLhj恕 154,335 14,728.390 9,909,626 4,818,764 32.7 56

311'-.I-手LLl部 203.566 15,951.244 12,789.500 3.161,744 19.8 183

32釜イi 1(J4.186 9,814,763 7,076,653 2,738,llr) 27.9 96

33気仙 82,117 7,611,119 5,855,136 1,755.983 23.1 151

34'.L;,Ill. 113,219 ll,325,478 7,580,377 3,745,101 33.1 54

'P.-戟 36イf港 針 重苦 喜喜oS 14,777,768 4,169,652 22.0 160

37仙 南 12.468,885 2,273.932 15.4 209

38柴原 6,308,444 2,的3,556 30.8 70

39人崎 14.119,412 4,426.148 23.9 141

40登米 6,476,745 1,743.255 21.2 173
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表4-3 つづき

平成6年度中度末 平成6年度決 算 LIJ域~7ー町村 超過糾(b)-(C)ム HJ圏の標準 〔d)/(I)) 川錆 ..

秋 44ノIこ北tll利 127,369 ll,258,814 8..'174,86g 2,883,朋5 25.6 日7

45鷹 iii=阿仁 49,271 5,220,000 4,045.399 1,174,601 LZZ_5 156

46能代 LI1本 109.447 1O.092.064 7,369.724 2,722,34() 27.一一 105

川 47鹿角 49.819 4.327,Rll 4,075,744 252,()67 5,指 '27()
48大曲仙北 163.991 17,141,557 10.466,304 6.675.25:i 3tL9 29

49秋 U】周辺 434,421 31,504,7∩3 27,736,416 3,76H,287 12.り 230

5O大館/.18辺 89,983 6.352,016 6,289,(265 62,75】 I.() 295

山 52置賜 250,687 20,645,105. 15,646.125 4,99吊,9パ0 24,2 ー3ニー53西村ltl 94,359 8,536,381 6.531.325 2J)().rL).り56 23_5 148

形 54圧内 328,402 25,448.814 2日,r)76.055 4,872,759 19.1 189

55北村山 108,264 10.492,482 7,303,750 :弓,1～札7:i2 3()_4 74

56llト形 374,349 24,010,484 23,618,2ー6 392.26H 1_6 29()

如 57(llrl 154,939 12,893,083 9,944.334 2,94H.749 22.9 152

58相.LL1.i 134,lln 10,404,94】 8,755,889 1,649.日 :L,12 1.(-).H 206

59喜多方 73,861 7.n74,628 5,4日O,47n l,674.15ti 23_7 145

60安達 106.986 8,677.132 7,232,527 I,444,605 16rtう 199

島 61会沖で,二校 225.275 18,590,324 14,093,194 4,497.130 24_2 135
62メ丈二柴 78.658 7,597,Onn 5,664,551 1.9:i2.449 25.4 119

67茨城 仲 南 336,833 20,741,844 21,127.218 -:うti5∴与74 -1_9 310

68人常人:7- 72,095 6,949,0(ー0 .r=),303,294 1,645,706 LZ:う.7 144

69水戸 658,431 43,972.652 44.455,546 -482,894 ト1 306

茨 70t浦イf岡 365,419 23,890,411 23,()19,604 汚70,糾)7 3_6 279

城 71鹿行 271,427 2(),377,0()∩ 16,935,137 :i,441.863 16.9 1リト

72常絶 247,316 17,124,735 1,686,i).q6 9.H 215

73茨城 県北 366,411 25,826,466 23,0とく5.927 2,74(),539 lr).6 241

74稲敷 235,732 14.99().005 ]4,72吊.703 261.302 1.7 2日9

75筑南 173,28〔) ll.511,756 ll,005,522 506.234 4.4 27Lr-)

栃 76栃木 175,295 ll.462,879 11.122,977 339,別)2 3_() 285

77芳iJ呈 153,949 1O.314,388 9.綿7,452 4L26,9.36 4_1 277

78日光 100,343 9.730,467 6,863,OB4 2.867∴iH3 29一.r-1 ト1

79血那須 56,249 4,993,叩r) 4,43(),982 562,日lH ll_3 216

木 81両毛 294,417 1,395∴iu9 7_1 261

82′f:都'E;_.,I .558,469 416,677 トl 293

83小 lU 207,699 1.782,934 12_() 228

207,685 1.745,857 ll_ti 232
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表4-3 つづき

l=/l< Ji.城市町村槻 (a) (ち) (C) (d) (e) (∫)lV-成 6年度 平成 6年度 広域市町村 超過額 超過率 超過や
年度末 決 等 圏の標準 (b)-(C) (d)/(b) 順十17_
人日数(人) 人件常(千｢TJ) 人件草(丁一円) (千iL]) (%) 人のJILb

蔚賎 86利根消lf1 102,187 9,595,89() 6,965,510 2.630,380 27.4 1(ー4

87rF,3崎rfi等 381,315 24,302,792 24,087,627 215,165 0.9 297

88束毛 364,713 22,511,734 22,972,428 -460,694 -2.() 313

89伊勢崎1Jz-1波 212,540 12,76n,811 13,325,867 -565,056 -4.4 3202529()渋川 117,893 8,614,213 7,842048 772165 9.0

91高岡Ir-栄 86,127 6,268,553 6,076,308 192,245 3.1 283

92前鰭 338,785 20,723,106 21,255,2榊 -532,174 -2.6 317

93jr;-:秦 71,002 7,589,000 5,243,158 2,345,842 30.9 67

94多PL,藤rd.i 114,131 7,964,826 7,631,378 333,448 4.2 276

95舶′H f外 207,863 17,470,612 13,045,881 4,424,731 25.3 121

描 96秩父 123,919 9,738,603 8,180,512 1,558,091 16.0 2()397リい;_Hfrfi 135.620 8,581,032 8,841,473 -26(),441 -3.0 31と;

十 98人LP-_ 382,856 22,743,415 24,191,759 -1,448,344 -6.4 326

99比_{lI 241,365 13,874.457 15,073,079 -1,198,622 -8.6 329

丁- 1()0良′書:_ 159,206 ll,884,629 川,189,959 1,694,670 14.3 216

1()1才三~ほ 330,815 28,272,567 20,733,476 7,539.091 26.7 108

1012日l武 200,707 12,762,552 12,619,372 143,180 十l 292

103′/ll-lJl 156,132 13,654,940 10,012,932 3,642.008 26,7 107

隻 lLJ4 糾l-hl 158,639 12,478,048 10,157,277 2,320,771 l8,6 192

lrI5穀.総 211,418 ー7,340,973 13,258,610 4.082,363 2:3.5 146

lU6火隅 9().553 8,363,344 6,320.771 2,()42.573 24.4 130

1()7印牌 6O8,024 36,212,222 -4,298.093 -ll.9 332

lO9if久)ド 75.033 5.738,O00 5.464,971 273,∩29 4.8 274

新 110~-:.条 ..鵬 275,774 21.916,111 17,-2()7.771 4,708,340 21_5 lIい

111柏崎 111.0()9 8,5ー)3,127 7.456.9()1 1,n46,226 12_:i 226

112新党川 155,042 12∴i31,913 9.950,254 2,381,659 19_3 186

113 上越 198,268 12,474,522 3,926.151 23.9 139

日4新井軸南 54,780 5,738,772 1.388.834 24.2 134

115糸魚川 55,6()6 4,FLr=,2,167 4,395,515 456.652 9.4 248

116 卜H町 82,313 5,865,〔)40 1.634.04g 21_8 164

Lt) 117六l川け 74,791 6,237,0川〕 785,348 12.6 224

118tl,二糖 76.414 10,239,5t)4 5.540,989 4,69と主,515 45.9 ll

119上之岡 367,102 27,紺5,29l 23,132,151 4,753,140 17.() 197

120,トLLI 46,790 4,772,000 3,9ー)7,839 864,161 18_1 194

121新潟 H25.501 58,711.325 58,265,732 445,593 り_8 299

122lz■r淡 78.765 7,499,169 5.670,444 1,828,725 24_4 131

1231';-船 85,753 8,06(),229 6,055,668 2,004,561 24.9 126

Ill山 124触披 u)9,259 9,520,050 7,359,237 2,16(),813 22.7 155

125新川 139,576 ll,905,058 9.066,106 2,83と毒,952 23_8 142

1267.E.wd 2fLCj,185 24,889,546 ー7,8OO,928 7,088,618 28.5 89

127'inJー 497,688 37,736,536 32.243,357 5,493,179 14.6 212
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表4-3 つづき

平成6年度 平成 6年度 JL-城-rhJ町村 超過軸 超過率- 超過率
年度末 決 算 圏の標準 (b)-(C) (d)/(b) 順位

人口数(人) 人件草(千円) 人件草(TH日 (千日) (%) 人の順

129七尾 89,033 8,790,785 6.236,771 2,554,014 29,1 87

石 130羽咋 72,996 6,969,255 5,352,870 1,616,385 23.2 149
131奥能登 104,262 10,598,624 7,080,880 3,517,744 33.2 51

川 132南加賀 235.272 17.311,705 14,700,643 2,611,062 15.1 2川

福 134福井坂井 409,109 31.130.267 25,981,862 5.148,405 16.5 200135丹南 192,180 13,706,3〔)9 12,114,106 1.592.2∩3 ll_6 233

井 136嶺南 152,423 14,366,356 9.799.854 4.566,502 31.8 61

137大野 .勝lU 71,892 6.168,436 5,292.125 876.311 14.2 217

‖l 139東部 102,377 8,579.723 6.976,069 1,603,654 】8,7 190
140峡南 72.563 6,938,000 5,329,045 1,608,955 23,2 150

141峡北 90,202 8,081,422 6.301,369 1.78(),ー)53 22.り 159

梨 142東山梨 84,791 6,712,000 6,002,591 709,4Lig 10.6 242

144峡西 67,331 4,352,000 5.O41.198 -689,198 -15.8 337

145東八代 68,473 5,105,000 5.104,025 975 0.0301

良 146佐久 215,726 18,693.519 13.517.154 5.176,365 27.7 97

147飯伊 178,489 14,897,879 ll.309,512 3,588,367 24_1 136

148木曽 43,749 5.688,000 3,738,773 1,949,227 34_3 43

149上伊那 188,012 15.090,796 ll.868.295 3,222,501 21.4 172

野 151大北 67,494 5,839,869 5,050,166 789,7ー)3 13,5 219

152松本 406,937 28,373,699 25,832,610 2,541,()89 9_∩ 253

153 トト 200.146 12,744,826 12,586,031 15ti.79.r-, 1.2 291

154長野 566,813 36,532,014 37,362,827 -830,iil3 -2,3 316

岐 l56カを騨 129,269 12,690.943 8,482,091 4.208.852 33_2 52

157可戊 214,248 12,672,518 13,428,359 -755,841 -6.0 325

158中津川恵那 143,047 13,363,014 9,263,702 4,099,3ー2 30.7 71

159中濃 116.621 8,371,398 7,77O.764 6()0.634 7_2 260

160大rRI 319,612 19,732,127 20,004,814 -272,687 -1_4 309

早 161郡上 51,471 4,693,000 4,167.147 525,853 ll.2 237

162東膿西部 219,983 15,364,216 13,773,452 1,590,764 10,4 244

163岐阜 787,076 55,437,411 54,991,059 446,352 0,8 2()8

164揖斐 74,448 4.756,OOL〕 5,432,774 -676,774 -14,2 335

165益田 (岐阜) 40,964 3.923,000 3,583,399 339,601 8.7 257

167島田 .榛原 167,294 10,519,472 10,657.621 一一一3とi,149 -1.3 1日ト

168中速 257,481 14,171,562 16,066,240 -I,894.678 -13.4 334

岡 169内達 774,090 47,702,066 53,897,535 -6,195,469 -13.0 333

170駿i上 787,572 58,589,457 55,032,959 3,556.498 6.1 266

ー71南伊豆 87,075 8,010,096 6,1L28,637 1,t381,459 23.5 147
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表4-3 つづき

料 広土釘ーJL町村贈 (a) rb) (C) (d) (e) (f)･卜成 6年度 平成 6年度 広域市町村 超過額 超過率 超過率

人日数(人) 人件費(千H) 人件草(千円) (千円) (%) 大の順

静 172静清聴 754,814 52,158,522 52,286,678 -128,156 -0.2 302173.i:1人 278,902 12,714,599 17,404,479 -4.689,880 -36.9 340

開 174富士 361,612 23,004,914 22,765,481 239,433 1.0 294

175北遠 44,∩22 5,298,282 3.753,974 1,544,308 29.1 86

餐 176新城南北設楽 73,857 8,315,207 5,400,250 2,914,957 35.1 38
177宝飯 255,377 16,922,660 15,935,914 986,746 5,8 269

178粥蛙幡_～Jl 159,004 12,102,771 10,178,314 1,924,457 15_9 2()5

初 179豊田加茂 41∩,230 29,391,930 26.058,973 3,332,957 ll.3 235

180岡崎舶ul 360,171 21,515,937 22,669,461 -1,153,524 -5.4 322

181鷺橋的至芙 411,398 27,076,172 26,139,376 936,796 3,5 28()

車 182伊賀 181,402 12,239,242 ll,480,021 759,221 6.2 265

183松阪 182,172 13,486,511 tl,525,153 1,961,358 14.5 213

184熊野 47,660 5,686,757 3,956,111 1,730,646 30.4 73

185伊勢.i-1摩 275,058 24,184,486 17,162,806 7,021,680 29.0 88

186津 3OO,85() 23,659,778 18,797,125 4,862,653 20.6 179

187尾鷲 49,883 5,1()6,954 4,079,287 1,027,667 20.1 181

188紀勢 24,799 3.023,000 2,664,204 358,796 ll.9 231

189鈴鹿亀LEt 224,217 14.347,488 14,029,170 318,318 2.2 288

190桑名 2ー16,855 14,237,545 12,985,665 1,251,880 8.8 256

191tlqH7li 346,107 25.110,896 21,737,162 3,373.734 13.4 220

滋 192琵琶湖東北 324,361 25,719,998 20,313,009 5,406.989 21.0 177193中部 (滋賀) 210,432 15.198,312 13,199,552 1,998.760 13.2 221

194湖西 54,269 4.595,000 4,321732 273268 5.9 268

貝 195甲賀 139,168 9,361,000 9,042,911 318.089 3.4 281

196人津湖南 544,198 35,410,622 35,665,743 -255,121 -0.7 305

/rJll那 197-丹後 124,643 12,325,027 8,221,263 4,1〔)3,764 33.3 50

198中丹 218.217 17,518,309 13,667,029 3,851,280 22.0 161

199京都小溝Ji 155,385 ll,821,859 9,969,972 1,851,887 15,7 208

200相楽 87,277 8,213,000 6,139,789 2,073,211 25.2 123

兵 201北佃 140,578 13,407,542 9,123,099 4,284,443 32_0 59

2(ー2南佃 68,751 6,804,000 5.119.319 1,684,681 24.8 128

203播軒内l牲 212,190 16,3(ー4,172 13,304,881 2,999.291 18_4 193

204淡路 167,486 14,873.655 川,668,756 4,2り4,899 28.3 93

205西播 130,914 ll,'288,554 8.575,031 2,713,523 24_0 137

倖 206多紀 45,317 4,323.OOO 3,826.016 496.9と14 ll.5 234

207宍粟 54.867 4,827,OOO 4.354,739 472,261 9_8 246

208播磨rll央 6榊.537 45,285.250 46.218,505 -933,255 -ご1 314

209氷上 75.35】 6,Olg.()00 5,482,474 536.526 8.9 254

210東播臨海 416.680 28.480,837 26,503,726 1,977.111 6.9 262

奈良 211桜井1-:陀 111,7t)5 ll.210,904 7.495,771 3,715.133 33_1 53
212土Jj: 149,639 9,640,285 967,715 9.1 249



表4-3 つづき

県 Jlこ城 d7-町村圏 (a) (b) (C) (d) (LJ l=平成 6年度 平成 6年度 広域市町村 超過納 超過 率 超過率
年度末 決 算 圏の標準 (b)-(C) (d)/(b) 川‖+l
人日数 (人) 人件費(十円) 人件苧(十l一日 (rlり) (%) 大の順

# 214南印 104,068 12,532,252 7,n70,089 5.462.163 43.6 15

良 215山辺 134,946 ll,892,893 8,8()3,261 3,()89.632 26.0 114
216権 原 .高市 136,694 8,863,716 8,902,398 -3fi.6H2 -0.4 303

却 217御坊 75,429 8,355,472 5.486,76～1 2,86H.7()4 34,3 42
144.932 13,445,627 9,371,2川 4,()74.417 30.3 75

219g/FL〔 93,972 9,817,775 6,509,洲り 3.3O7,875 33.7 48

敬山 220橋本 104,484 9.043,5tS4 7.093.2?'1 1,95日.35:i 21.6 169

221右目】 90.3(ー5 8,544,513 6.3()7,062 2,237.45L 26.2 113

222和歌lU 589.5(13 48.369.062 :))9,()87,()39 ～).282,日23 19.2 18日

烏 223鳥取県中部 121,322 ll,485,092 8,034,490 3.450,602 30_0 76

敬 224鳥取県東部 250,055 19,363.21tI 15.6(ー7,151 3,756.059 19.4 185
225鳥取県西部 248,000 18,5O4,585 15,480.546 :i.024.039 16_3 202

227益川 (島根) 76,690 7,294.()13 Lr=),556.1と主4 1,7.'iH.729 2こう_也 143

228松江 302,450 23,944,82O 川,899,49H 5.り45,322 21.】 】76

根 229浜u] 94,303 9,245,844 6..r-)28.224 2.717.62() 29.4 出:i

230隠岐 26,618 4,455,Ouい 2.769,777 】,6枯5,22.'う 37,祁 32

23lXu] 77,230 9,010,251 5,5fi5.9】5 :i,424,336 38.0 31

岡 232津山 173,008 16,202,882 川,989,6とり 5,21.'t,2日1 32.2 58

233r,Df新 40,788 4.800,909 3,573.560 1,227,349 25.6 118

234真庭 59,447 6,764,000 4,607,247 2,156,753 31.9 60

235高梁 51,286 6,564,846 4,156,917 2,407,929 36,7 34

山 236英Lu 38,814 4,832,0()() 3,463,028 1,368,972 28.3 92

237井笠 165,756 12,641,279 1(),568,479 2.072,80() 16,4 ∵=1

238岡lEr県南 1.342,382 105,717,421 1n7,777,750 -2.()6(),329 -1.9 311
239東備 76,967 6,939,369 5.571,434 1.367,935 19,7 1とi4

li,A 240備北 113,155 13,032,617 7,576,799 5,455,818 41.9 2〔)

241芸北 65,331 8.14(一,(loo 4,931,16() 3,2りH,H40 39_4 27

242竹原 59,005 5.546,2り3 4.582,897 963.3()6 17,4 195
243触日日.府中 529,293 44,135.841 :ー4.fL158,999 9,576,842 21.7 166

244三原 122,704 10.g43.703 8.112,166 2,831,537 25.9 116

良 245加茂 152,699 9,405.446 9.日15.690 -41(),244 -4.4 319
246乾道 156,233 13.369.522 3,350.7割) 25｣ 125

247は島 1,359,330 I()2,670.570 109.568.032 -6,897.462 -6.7 327

24と弓タi 274,719 21,9～う3,9O1 17.141,tr:)25 4,842,376 22.0 158

249江能 35.353 3,21ー3.nnlー 3,26とも.323 -65,323 -2_() 312

山 250宇部小野Lu 21.858,893 17.24i1.673 4,61(),220 21.1 174

251萩 71,596 臼,036,512 5.275.839 2,760,673 34_4 41

252柳井 ti4,608 7.917,574 5,992.49tr:, I.925,り79 24.3 132

253山日防肺 313,65LI 22,542,359 19,619,331 2.923.uJ_78 13_り 222

L1 254~卜開 306,942 23.20】,53とi 19,1H7.524 4,014,り14 17.3 196

255岩川 165,557 14,307.207 10,556.953 :i,750,254 26.2 112

256周南 2則),4とち3 24,763,610 は,136,610 6,627,()0() 26_8 川6



第 4章 市町村合併と人件費 IOI

表4-3 つづき

県 は城山町村幽 (a) (b) (C) (d) (e) 的1;-戊6勺:-痩 平成 6年度 仏城市町村 超過紙 超過率 超過率
年度末 決 等 圏の標準 (b)-(C) (d)/(b) 順位
人日数(人) 人件費l干FLJ) 人件苧(千日) (TlLJ) (%) 大の順

258 -:.好 57,381 7,432,Ot)0 4,493.399 2,938,601 39.5 26

徳 '259lF)火(徳E'I,) 94,145 8,155,00∩ 6.519,477 1,635,523 20.1 182

i.ll 26り美人!.; 53.313 6,2O9,000 4,268.943 1,940,057 31.2 66
261束部 (徳f:,Ji) 508,4と主3 42.782,149 33,∩29,513 9,752.636 22.8 154

262向部 Lf,FA.i.:I.J:-,) 124,591 8,218,336 36.5 36

杏 263-:_盟 145,887 12,843,240 9,425,731 3,417,5()9 26.6 1〔)9
264}二川 97.959 7,226,000 6.73n.802 495,198 6.9 264

265′卜[..i_ 39,962 3.707,moo 3.527,351 179,649 4.8 273

川 266中瀬 201,442 17.633.149 12.663,075 4,970,074 28_2 94

267高松 469,678 31,287,668 30.226,741 1.O6O,927 3.4 282

餐 26(J'i-二和Fi:.i, 14,268,418 9.867,525 4,400.893 30.8 69
27O 八幡iJE,-,人洲 187.115 18,7ー)8.831 日,815,494 6,893.337 36.8 33

271今iT'.I 197,619 12,825,632 12,436,023 389.609 3.0 284

媛 272松川 640,839 3.5.938.627 43,066,819 -7,128.192 -19.8 339

273kWJ.寸か毛.tJ_Ll-条 248,177 14,217,465 15.491,444 -1,273,979 -9.() 33〔ー

274-iJ二摩 98,132 7,589,979 6.740,396 849,583 ll.2 238

276'AT-i.;- 7().011 9,327,615 5,188,637 4,138.978 44.4 12I)r=

277｢.｡幡278r':高知小火 75,851433,466 9,116.l2431,626,259 5,509,99/27.669,710 3,606,1273,956,549 39.612.5 i.L7225

'279イ_二淀川 bt'う.-i)38 7,92終,376 5,916.938 2,〔)ll.438 25.4 120

28Ot■F'1-日l 19.389 3,138,00() 2,345,066 792,934 25.3 122

281I;'71-I,.I-北 32,793 3.107,OOO 3,123,414 -16,414 -0.5 304

触 2t52人 :A/ 筑後 145,542 12,478,281 (),406,031 3.072.250 24.6 129

L283,京築 198,162 15,905,171 12,468,233 3,436,938 21_6 16と与

'284久倒米 4:)9,265 31,008.153 29,485,640 1,522,513 4_9 272

2ti5イll1jJ 277,579 20,298,303 17.321,226 2,977,077 14.7 21ー

岡 286t｢イ＼.bJh'T 94,231 7,486,19L_) 6,524,238 961,954 12.8 223

287飯塚 206,734 18,049.963 12,978,L440 5,071,523 28.1 95

288LFりJ.砧T- 127,5ー3 10,725,834 8,382.990 2,342,844 21.8 162

344,911 -24.615,707 21,658.286 2.957,421 12.0 229

貿 292杵藤 182,429 14,676.315 ll,540,223 3,136,092 21.4 171

2LJ4伊JjEli..北松 172,91とi 16.759,123 ll),984,440 5,774,683 34.5 39

良 295秒 3人 133,7り4 9,775.936 8,732.892 1,()43,∩44 1〔),7 '239296敗火 (上之的ー 257,335 16.735.401 16,057,190 678.1211 4.1 278

崎 297 卜Il｣,A.J) 52,917 5,580,829 4,247,068 1,333,761 23.9 140
298t!rIltL-イ米 355,463 26,588,889 22.356,388 4,232,501 15,9 204



表4-3 つづき

広域市町村圏 (a) (b) (C) (d) (i.)平成 6年度 平成 6年度 広域市町村 超過納 超過ヰ(-
年度末 決 算 圏の標準 (ち)-(り (d)/(b)
人日数(人) 人件曹(千円) 人件費(千円) (I-llJ) (㌔)

300壱岐 36,118 3,027,000 3,311,470 -284.47() -9.4

301長崎 555,540 40,114,828 36,514,191 3,6nn,637 9_O

302対.FE, 44,140 5,362,000 3,760,543 1,601,4:r17 29.g

303人吉 .球磨 ll(一,620 ll,662.195 7,435,184 4.227.011 36_2

304有明 183.240 14,824,996 ll,587,795 3.2.17.201 21.8

305阿蘇 80,056 9,458,000 5.741,559 3,716.441 39.3

3(ー6天草 159,336 16.643,339 1ー),197,454 6,445.885 38.7

307ELJk .&^ 93,881 7.999.658 6.504.862 1,494,796 18.7

308八代 160,635 ll,995,995 10,272,387 1,723,608 14.4

310菊池 53,258 4,395,875 4,265,905 129,970 3,0

311水俣 .芦北 63746 6,189.568 4,843,940 1,345,628 21.7

312日田 .玖珠 114,175 川.807,031 7,633,839 3,173,192 29,4

313佐伯 9n,337 8.945.062 6,3り8,831 2,636.231 29.5

314宇佐 .高凹 9.F),725 9.993,39ニー 6,606,977 3,386,416 33,9

315中津 .下毛 87.336 7.164,712 6.143,047 1,021,665 14.3

316東[玉l東 40,815 5,312,000 3.575.()70 1,736,930 32.7

317大分 476,653 33,958,593 30,725,768 3,232,825 9.5

318別杵速見 184.469 16.872,127 ll,659.942 5,212,185 30.9

319日津 64,097 6,711,529 4.863,257 27_5

320竹tfl.lbJ_入 31,403 4,199,083 3,044,360 1,154,723 27_5
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328北薩 100,578 9,345,896 6,876,132 2.469.764 26.4

329川薩 135,107 12,314,476 8,812,387 3,502,089 2と弓.4

330南薩 105,33〔) 10,847,496 7.】40,310 3,707,ー86 34.2

331指宿 67,166 6.230,Old 5,032,121 1.197,893 19.2

332大隅 280,814 26,125,797 17,524,935 8.6()().862 32_9

333姶良 .伊佐 161.378 13.368,335 川,315,279 3,053,n56 22,8

334鹿児島 755,025 48.483,229 52,304,231 -3,821,0()2 -7.9

335食美群島 136,867 18.651.794 8,912,216 9,739.578 52.2

336熊毛 51,441 7.219,368 4,165,488 3,053,880 42.3

337胃{~ 58.llg 7.l52.809 4,534.()77 2,618.732 36_6

338北部 (沖縄) 122,302 14,123.244 8,089,565 6,033,679 42.7

339八重llj 47,639 6.032.537 3,954,947 2,()77,59() 34.4

340中部 (沖縄) 430,942 3O,766,834 27,493,604 3,273,230 10.6

広域hr町村凶計 71,264,139 5,581,675,273 4.791,774,074 789,901,ー99 14.2
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表4-4 大都市周辺地域広域行政圏の現在人件費と標準人件費

県 人郡了ーf周辺地域Ji.成子~i政凶 (a) (ち) (C) (d) (e) ､い

-.f':成6年度 平成 6年度 大都市周辺地域Ji:域行政圏の標準人件苧(千円) 超過訴 超過率 超過率

年度末 決 算 (b)-(C) (d)/(b) 順位
人ll数 (人) 人什賛(十H) (千円) (%) 大の順

rrJ7 1仙fi 1,344,117 87,630,347 113,317.077 -25,686,730 -29.3 19

埼 2埼上小火 2,I一l,202 132,195,425 197,329,110 -65,133,685 -49_3 233埼:li県利根 657,630 36,661,904 49,685,021 -13,023,117 -35_5 2()

｣;_ 5埼こfi西部第--- 1,531,332 89,855,983 132,646,517 -42,790,534 -47.6 22

6埼:i::I)柑r)節∴ 349,744 21,077,184 25,334,366 -4,257,182 -2().2 15

奉尽 7内多摩 385,537 23,8(ー5,494 28,015,092 -4,209,598 -17_7 148多摩北部 649,051 46,783,424 48,968,341 -2,184,917 -4.7 9

餐 9姥張lJqJ部 487,340 29,390,022 35,860,622 -6,470,600 -22.() 17

10知多 560,908 39,143,198 41,727,987 -2,584,789 -6.6 1日

11尾張北部 667,874 41,378,136 50,543,536 -9,165,400 -22.2 18

知 12尾張史郎 380,829 23,778,649 27.66口,145 -3,881,496 -16.3 13
13海部津E,1) 313,465 18,740.644 22.659,331 -3,918,687 -20.9 16

14尾張中部 146,897 10,568.O()O 1().919,889 -351,889 -3.3 8

15衣浦東部 429,708 29,110,913 31,379,423 -2,268,510 -7.8 ll

京 16京都南部 572,662 46,289,028 42,680,392 3,608,636 7.8 2

人 17rll.iF,J内 841,559 7O,757.940 65,542,853 5,215,087 7.4 318泉北 1,097.229 88,119,175 89,070,140 -950,965 -1.1 7

19娃沖f内 680956 46871986 51644215 -4772229 -10,2 12

阪 2∩泉南 553,549 47,784,930 41,133,781 6,651,149 13.9 1

21北,ir,f内 1,196,131 101.178,()22 98,608,904 2,569,118 2.5 6

兵 22阪神 1,613,314 146,529,107 141,357,299 5,171.808 3_5 5

触 23福糊 2.045.199 115,093,332 189,614,866 -74,521,534 -64.7 24

岡 24北ノし州 1,161,795 100,262,758 95.270,478 4,992,280 5.0 4

大都rf)All,]辺地城IlJ戎イj-政幽計 2O,918,12() 1,456,889,986 1,724,144,384 -267,254,398 -18.3
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にある広域市町村圏だけであって,鳥取県,島根県,山口県にはマイナスの広

域市町村圏はない.

その他の31圏は合併の効果はプラスである.プラスの圏のうち,とくに合併

の人件費-の効果が大きいのは,広島県の備北および芸北,島根県大田および

隠岐,岡山県高梁,山口県萩,岡山県津山および真庭,鳥取県中部であり,い

ずれも超過率30%以上である.なかでも,はじめの5圏 (芸備,芸北,大乱

隠岐,高梁)は,全広域市町村圏のうちで超過率の大きいほうからの_l二位10%

に入っている.

第 2章の職員数と同様に,人件費についても,広域市町村圏の規模と超過率

の間には密接な関係がある.表 4-5は広域市町村圏を規模別にグルーピング

して,その規模 と平均超過率との関係をみたものである.広域市町村圏の規模

が5万人未満の小規模のものから大規模になるにしたがって,超過率はしだい

に小さくなり,人口規模75万人以上になるとついにマイナスになることがわか

る.

この関係は図4-2において,□印によって示されている.人件費が大きく

なるにつれて45度線より下の広域市町村圏の数が割合として増加していること

でもわかる.また,図4-3において,都市規模の増大につれて超過率がマイ

ナスになる状況がよくわかる.

広域市町村圏については,人口規模20万人以下では合併の人件費への効果は

表4-5 広域市町村圏の人口規模と人件費超過率

広域市町村圏の 平均超過率 Jム城rhA町村圏の数
人目規模 (人) (%)

100万以上 -16.2 3

75万-100-万未満 -2.7 7

50万-75万未満 2.1 14

40万-50万未満 8.7 17

307才～40万未満 10.5 27

20万-30万未満 16.1 56

10万-20万未満 22.8 102

5万-10万未満 24.8 89
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20%以上であって大きいが,それを超えると効果はしだいに小さくなり,40万

人規模を超えると10%未満になり,75力~人を超えるとマイナスになる.

341の広域市町村圏全体 としては,平成 6年度の人件費は5兆5817億円で,

標準人件費は4兆7918億Hであり,超過額は7899億円,超過率は14.2%である.

全国の広域市町村凶の合併による超過人件費額7899億円は,どのような意味

をもつ額であろうか.この額は平成 6年度の岩手県の歳出決算総額7838億円,

岐阜県の歳出決算総額7924億円に相当し,山口県の7212億円の約1.1倍に当た

る.

この超過瓶は高速道路の建設に換算すると次のようである.建設省高速国道

課によれば,高速道路 (正確には高速自動車国道)の建設費は,もとより変動

はあるが,近年の平均では, 1km当たり約50億円 (うち約 2割が用地費)との

ことである.そうすれば,上記の超過人件費額7899億円は約158kmの高速道路

建設費 (用地費を含む)に相当する.この距離は東名高速道路では東京から静

岡までの距離であり,中国自動車道では大阪から岡山県津山までの距離である.

また,下水道工事に換算すると次のようである.たとえば,山Ij市では,辛

成2年度から6年度までの5年間の平均で,1km当たり下水道工事費 (止確に

は管渠事業費)は約 1億90007j円である.そうすれば,上記の人件費超過額は

下水道4157kmに相当する.同期間の山口市の下水道工事は年平均10.855kmであ

るから,これは383年分の工事費に相当する.

さらに,新幹線建設費に換算すると次のようである.新幹線も種々あるか,

最も新しい 上越新幹線 (大宮 ･新潟間)では,1km当たり事業費 (用地費を含

む)は約60億日であるから,上記の超過人件費は新幹線132kmに相当する.こ

れは現在のJR博 多-長崎間154kmの850/.に当たる.また,この132kmは,計画

されている九州新幹線長崎ルー トの全区間148kmの89%に当たり,そのうち,

在来線区間 (博多.武雄温泉間)82kmを除く新幹線区間66kmについてみると,

そのちょうど2倍に利｣当する.

2 大都市周辺地域広域行政圏

大都市周辺地域広域行政圏については表 4-4に示されている.推計に際し
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表4-6 大都市周辺地域広域行政圏の人口規模と人件費超過率

大都市周辺地域広域行政圏の人目規模 (人) 平均超過率 大都市周辺地域
(%) 広域行政圏の数

1()0万-150万未満 -13.7 5

60万-1007了未満 -13.0 554

40万-60万未満 -2.9

30万-407jL未満 -18.8

ては,前章表3-5の大都市圏の式を用いる.表 4-4によれば,広域市町村圏

の場合 と違って,超過率がプラスの圏は京都南部,中河内,泉南,北河内,阪

神,北九州の6圏だけであり,他の18圏はマイナスである.マイナスの圏の数

は,第 2章の職員数の場合 と同数である.やはり,広域市町村圏と違って,大

都市周辺地域広域行政圏は合併の効果が小さいか,もしくはマイナスであるこ

とが多い.

表 4-6は,表4-5の広域市町村圏と同様に,大都市周辺地域広域行政圏を

規模別にグルーピングして,その規模 と平均超過率 との関係をみたものである.

すべてのグループで平均超過率はマイナスであり,合併の効果は見込みにくい

このことは,図4-2において,大都市周辺地域広域行政圏の×印がほとん

ど45度線の下にあることからもわかる.また,図 4-3では,×印は多くが超

過率のマイナスの領域にある.

第 5節 お わ り に

本章は,平成6年度のデータにもとづいて, 日本における市町村合併の人件

費に対する効果を数量的に推計 したものである.その主要な結果は次のとおりである.

(1) 広域市町村圏をベースとする市町村合併の人件費-の効果,すなわち,

全国の341の広域市町村圏に属する2929市町村が広域市町村圏ごとに合併する
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図4-2 広域市町村圏等における合併前の現在人件費と合併後の
標準人件費
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図4-3 広域市町村圏等における人口規模と人件費超過率
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ことによる人件費の減少額は,1年間に約7899億円であ り, これは平成 6年度

広域市町村圏の人件費総額の14.2%に当たる.

(2) この合併による 1年間の人件費減少額は,平成 6年度の岩手県や岐阜県

の歳出決算額に相当し,山口県のそれの約1.1倍に当たる.これは高速道路の
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建設 (用地費を含む)に換算すると,約158kmに相当し,これは東名高速道路

では東京から静岡までの距離である.新幹線に換算すると,上越新幹線と同じ

費用計算 (用地費を含む)で132kmに相当し,これは,計画されている九州新

幹線長崎ルー トの全区間148kmの89%に相当する.

(3)広域市町村圏については,341圏のうち,88.3%に相当する301圏では合

併の人件費への効果はプラス (現在人件費が標準人件費より大きく,超過願が

プラス)であり,残 り40圏でマイナスである.ゆえに,広域市町村圏について

は合併の人件費への効果はきわめて大きい.

(4) 大都市周辺地域広域行政圏については,広域市町村圏の場合と違って,

合併の効果がプラスの圏は全24圏のうち6幽だけであり,他の18圏はマイナス

である.ゆえに,大都市周辺地域広域行政圏については,合併の効果はむしろ

マイナスのほうが大きい.

(5) 市町村合併を人件費-の効果の観点からみると,一般的に,広域市町村

幽および大都市周辺地域広域行政圏のいずれについても,その圏域が小さいと

きには合併の効果は大きく,圏域が大きくなるにつれて合併の効果は低下する.

したがって,広域市町村圏については,おおむね人口規模30万人程度を目処と

して,それ以下の圏域については合併を推進するのか望ましい.それ以上で50

万人程度までは個別に検討する必要が大きい.50万人を超えると,広域市町村

圏や大都市周辺地域広域行政圏のいずれについても,合併にはむしろ慎重に対

応する必要がある.

(6) 山日県内の広域市町村圏については,すべての地域で合併の効果はプラ

スである.山口地域では効果が比較的小さいが,その他の地域では人件費超過

率が 2割以上あり,とくに萩,長門,周南では効果が大きい.また,llけ1県内

の全市町村が8つの広域市町村圏ごとに合併されlJとすれば,人件費は1年間

に277億円減少し,それは平成 6年度県内56市町村圏ごとの人件費総額の21.7

%,実に5分の1に相当する.この減少緬277億円は県内最大市である下関市

の人件費183億円の1.5倍に相当し,県都である山口市の人件費73億rrJの3.8倍

である.
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第5章 都市規模 と歳出

第 1節 は じ め に

本章の目的は,地方政府のうち市 (とくに断わらないかぎり東京都23区を含

む)に焦点を当てて,その歳出の観点から最適な都市規模を導出することであ

る.

『地方財政rLl書』(平成8年版)によれば,平成6年度の国と地方の財政規模

(歳出純計雀B)は141兆4410億日である.ただし,ここで国の歳出は一般会計と

交付税および譲与税配付金,公共事業関係等の10特別会計の純計を意味し,地

方の歳出は普通会計をいう.これを最終支出主体別にみると,国が48兆7311億

円,地方が92兆7099億円であり,ほぼ3分の2を地方が占める.

また,rX]民経済の中でみると,平成 6年度の名目国内総支出478兆5882億円

のうち.政府部門 (中火政私 地方政府および社会保障基金)は87兆112億円

で,18.2%をIf=1める.その内訳は中央政府が4.3%,地方政府が13.6%,社会

保障基金が0.2%である.なお,地方政府のうち普通会計分は55兆7599億円で,

国内総支出の11.7%である.

政府部門の支出額87兆112億Hのうち,地方政府の最終消費支出は34兆7837

億円で40.0%を占め,公的総資本形成は30兆3915億rllで34.90/.である.中央政

府については,最終消費支出は10兆5448億円で12.1%,公的総資本形成は10兆

2704億円で11.8%,また,社会保障基金については,最終消費支出は1兆208億

日で1.2%,その公的総資本形成は1378億円で0.2%を占める.したがって,政

府部門にLfiめる地方政府二の割合は,政府=J･最終消費支出の75.3%,公的総資本形

成の74.5%となり,ほぼ4分の3を地方が占める.
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このように,地方政府は国民経済において大きな地位を占めているが,それ

ゆえにまた,現在,行財政改革のなかで地方政府のあり方が大きな論点となっ

ている.

他方,地方政府の財政は,人口で測った都市規模 と密接な関係があり,第 1

章～第4章において,この点を都市の職員数および人件費の観点から明確に示

した.本章では,さらに進んで,地方政府のうち市に焦点を当てて,その歳出

総額および歳出の各項目について,都市の人口規模 と歳出との間にある一般的

関係を導出し,それによって歳出の観点から都市の最適規模を求める.

資料は,前章までと同様である.なお,ここで資料 として採用した(珊地方財

務協会刊 『市町村別決算状況調』はすべて普通会計にかかわるものである.

第 2節 人口規模 と人口当た り歳出額- 全国の市

1 歳 出 総 額

平成 6年度には,全国に686市 (663市のほかに23東京特別区を含む)が存在

するが,人口当たり歳出総額は,表5-1にみられるように,多い市と少ない

市とで大きな相違がある.最大の千代田区は人口当たり111万4r)0円の歳出総額

表5-1 人口当たり歳出総額の多い市,少ない市 (平成6年度)

市 Li_ 平成6年度米人口数(人) 平成 6年度人[]当たり歳出総額(千円/人) 市 [* --1i-成6年度末人日数(人) 平成6年度人l｣当たり歳出総統(TlTJ/人)

1 千 代 田 区(東) 40,726 1,110.4 少 1 我 孫 子 市(千) 124,003 210.3
2 歌 志 内 市(北) 7,347 1,082.1 2 春 日部 巾(埼) 199,956 217.3

多 3 三 笠 市(北) 15,554 938.1 3 四 街 道 rhL(千) 78,791 217.5

)蒜 4 夕 張 市(北) 18,123 932.3 ないl 4 瀬 戸 市(餐) 126,565 221.5

か 5ら 6 中 央 区(東)松 浦 市(長) 72,44523,937 825.9743.6)煩か⊥つ 56 鎌 ヶ 谷 l†】(千)北 本 市(埼) 98,89070,125 221.6225.0

10市 7 大 阪 市(大) 2.478,628 721.8 10ホド 7 三 郷 市(埼) 131,469 226.0区 8 竹 田 市(大) 19,196 673.1 8 所 沢 市(埼) 315,267 226.5

9 十佐清水市(高) 20,581 650.8 9 上 Ei -rlj-(埼) 205,288 228.2

lO 平 戸 市(長) 26,196 648.6 1日 八 街 市(千) 64,910 229.7
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であり,他方,最小の我孫子市はわずか 2万1300円であり,千代田区は我孫子

町の5.3倍である.人口当たり歳出総額が大きいのは,北海道,東京都,長崎

県などの市であり,小さいのは千葉県および埼玉県の市である.これにはその

地域特有の地理的 ･歴史的事情があるのは想像に難 くない.しかし,全国の市

を人口規模によって都市規模別にグルーピングして歳出状況を検討すれば,き

わめて明確な傾向性を認めることができる.なお,都市規模別にグルーピング

しないで市の全数について考察することもできるか,すでに前章までの分析か

ら推察されるように,一般的傾向性について,全数の結果とグルーピングした

結果の間に違いはないので,ここではグルーピングして考察する.

表5-2は,全国の868の市を人口規模によって14に区分 し,人口当たり歳出

総額を示したものである.ここで,人口当たり歳出総額は,当該人口規模に属

する市の人口当たり歳出総額の合計を,それに属する市の数で除したものであ

る.これより,人口規模 と人日当たり歳出総額の双方について対数をとって図

示したのが図5-1であり,図中の曲線は2次式の回帰線である.これからわ

かるように,都市の人口規模 と人日当たり歳出総額は,それぞれ対数をとると

市数 人目規模 人口数(万人) 人日当たり歳出総額(千円/人)

3 1 200万人以上 261.3 552.1

4 2 100~万～200万人未満 129.7 510.4

7 3 75万-100万人未満 83.3 342.5

ll 4 50ノノー75力~人未満 58.0 301.2

21 5 40万-50万人未満 44ー9 318.8

28 6 30万-40万人未満 34.5 316.7

44 7 20万-30ノ∫人未満 24.9 314.1

120 8 1CIノj～20-)1-人未満 13,8 319.2

74 9 7.571--10万人未満 8.7 315.8

150 10 5jj～7.5万人未満 6.1 336.4

69 ll 4力■～5~万人未満 4.5 387.3

89 12 3万-4万人未満 3.5 389.4

55 13 2万-3jj人未満 2.6 491.8



図5-1都市の人口規模と人口当たり歳
出総額- 全国の市,両対数

∵

1 1) .'う 4

人U規模 (h人 ) 対数

き,｢下に凸の2次曲線｣がきわめてよくフイットする.

表 513の最上段に示すように,歳出総砧の回帰式は,日日1度調整済み決定

係数が0.888,F値が52.8である.ここで,F分和衷によれば,

F(2,ll,0.01)-7.206

であるので,この回帰式は有意水準0.01で十分有意であり,フイットはきわめ

て良好である,

2 目 的 別 歳 出

歳出総客削こついては以上のように,人目規模 と人口当たり歳出給紙は,対数

をとるとき,｢下に凸の2次関数の関係｣がきわめてよくあてはまることがわ

かったが,では,個々の歳出費目についてはどうであろうか.

まず,歳出の目的別に各費目を検討する.目的別歳出は,議会費,総務費,

民生費,衛生費,労働費,農林水産業費,商工費,土木華,消防督,教育費,

災害復旧費,公債費,諸支出金,前年度繰上充用金に14区分されるが,そのう

ち,災害復旧費,公債費,諸支出金,前年度繰上充用金の4つを除く10の賛目

について,検討する.検討から除かれる4費目のうち,災害復lH費と公債費は,

後に性質別歳出の検討の際に扱われる.また,諸支出金と前年度繰上充用金は

重要な予算費目ではないので対象から除く.
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表5-3 都市の人口規模 と歳出項目別人口当たり歳出額の回帰式 (都市階層別)
- 全国の市

サンプル敷 例外番LF3- 係数の佃 g値 自由度調整済み F値1jif数頂 〟 1次の 2次の 定数項 1次の 2次の
係数 b 係数 C 係数 係数 決忘三係数

14 ⊂

14 6.76372.572日 -0_6989-0_6816 0011380464 76.751.0 -10.3-17.5 10.17_2 0,8880_994 l)21,1048t1927
14 4_690H -0.5594 00703 44.3 -6_8 5,2 0.868 43

14 4_9669 -05734 00935 33_∩ -4_9 4.9 0.633 12

14 4.0928 -05397 00949 25_1 -4.3 4.6 0.600 10

14 4.4723 -09330 00449 ll,5 -3.1 0.9 0.881 49

14 7.0628 -05985 り1000 24,8 -2.7 2.8 0.303 3

14 4,0714 -12916 0.2216 13_2 -5_4 5.7 0.699 16.
14 5.07()0 -14485 02397 15.7 L-5.8 5.8 0_713 17

14 3.4212-()_71〔)1 ∩1n25 22.4 -6.0 5.3 0.758 21
ユ3 3.3525 -0.6452 ∩_n944 38,5 -9.5 8.5 0.892 5()

14 6_2617 -0,4189 0.0720 69.0 --6.0 6.2 0.741 19.6

14 'i55()6 -〔r-138 21 9 -5.6-5,314 4,1059 ).～)､-0.8192 0.080.1179 2､.820_7 5_44.7 00691713 15.5ー∴1

Ill 5,L3174 -0.3646 0.0608 31.1 -2,8 2.8 0309 3.9

14 2.95(〟 -00081 00053 28.6 -い1 0.4 -0008 0.9

14 4.8604 -00538 0∩149 51,4 -07 I.2 0235 3_∩

14 3.2972 -い8()45 ∩1519 10,3 -32 3.7 053() 8_3

14 3 06650-()()53() -1,7 い5 -0.3 -0032 0.8

14 0.9514 00695 -()0594 42 い4 -20 08O2 2735835

14 5.1032 い5513 00830 566 -79 72 0833 33

14 4,0556 い3590 り0562 319 -37 35 0470 6

13 4,0721 -い3714 00567 339 -40 37 0548 8

14 4_27〔I5 -06305 01096 245 ･-47 49 0636 1249192

14 4,601ー) -10703 01722 21り -63 62 い744 19

5.47283_8342 92081114 0-269332062 ()い.1149.2597 746,5.7 -12-520 12336 0() 76.28

◎⑳◎n.3.甜
◎

◎×
四位
◎◎⑳

11数市'Ef

数倍'E!(*)

12社会触利鞘

13老人軸力E幣

老人触N'fY(辛)

14リ1枚触祉鞭
Vl碇h'lhl'EY(*)
15′lI.(.イ米腐官学

田.
◎

⑳ゆ×
×

×

◎16災一,i.'扱肋Ii苧
17,)i.働諸背

18人11号菅
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20維持補修Li学

母
.:cj

C.cc
3

,a21扶助'i雪
22補助1号̂.3

23普通娃Ii,tJt一事業背
24災.il-†短日llド濫珊
25公債費

2:高畠~さ6 -0.4593 O.0518 21_0 -4,3 3.0 0.786 24.8
18593 --12160 02293 42 -35 4.0 0.575 98

34224 -..08639 01675 83 -27 3.2 0.468 67

3352652635 -0-日41331093 ∩0639 15342 -23 2.2 0.209 27

◎

e餌◎
餌

26損､J/:令

27投資及び出資令

28与引｣令

29線出合
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3()地jJ偵JLJ利侶還令

II
.｣
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-

.,,
●.一
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また,この費目をさらに細分する費目がある場合には,その主要なものをと

りあげる.民生費については,その重要性に鑑み,さらに社会福祉費,老人福

祉費,児童福祉費,生活保護費,災害救助費の5つに細分して検討する.労働

費は,その2つの構成費目である失業対策費と労働諸費のうち,より重要な後

者についてはとりあげて検討する.

【議会費】 図5-2のように,議会費はわずかに下に凸ではあるが,鋭模の

大きな市で上昇する傾向がみられない.人口規模が大きければ大きいほど,人

口当たり議会費は小さい.表5-3にみられるように,下に凸の2次曲線はき

わめてよくフイットする.

【総務費】 図5-3は総務費である.人口規模の大きいほうから3番目の都

市階層がやや例外的であるが,表5-3に示すように,全体としてみると下に

凸の2次曲線がよくあてはまる.

【民生費】【衛生費】 民生費も衛生費も,図5-4および図5-5のように,

フイットはきわめて良い.

【労働費】 しかしながら,労働費は,図5-6のように,下に凸とはいえず,

右下がりの1次関数がよくフイットする.

【農林水産業費】 図5-7と図5-8は農林水産業費である.まず図5-7は,

図5-2 都市の人口規模と人口当たり議

会費一一一全国の市,両対数

人
口
当
た
り
議
会
費

(下
円
/
人
)
､
対
数

二∴.

2()

15

111

05

0() _~ ｢
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図5-3 都市の人口規模と人口当たり総

r

0 1 2 3 4

人Lj規模 (万 JJ 対数

図5-4 都市の人口規模と人口当たり民

生費- 全国の市,両対数

人
口
当
た
り
民
生
費

(千
円
/
人
)

対
数

52

5()

4～i

46

44

42

40

(｢

ほぼ直線的に右下がりであるが,やや下に凸の傾向もみられる.ここで注目す

べきは,縦軸を ｢人口当たり｣ではなく ｢第1次産業就業者当たり｣にした図

5-8である.農林水産業費は,その直接の受益者が一般の人口というよりも

農林水産業者であるので,これを分母にして,その就業者当たりにしたわけで

ある.そうすると,人口規模の2番目に大きな郡市階層がやや例外的に高い値
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図5-5 都市の人口規模と人口当たり衛
生費一一一全国の市,両対数

人
口
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た
り
衛
生
費
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3

3

3

3

3

0 1 ) 3 4 .rL) 6

人｢1規模 (万人).対数

図5-6 都市の人口規模と人口当たり労
働費- 全国の市,両対数
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対
数

25
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1 り

05

00

05

日Ⅹ

人目規模 (万人),対数

であるが,全体 とすると下に凸の傾向がみられる.

【商工費】 商工費も図5-9のように,下に凸である.これも,縦軸の分母

を第2次および第3次産業就業者にするとき,農林水産業費と同様に,やはり

下に凸の2次関数という傾向性がよくフイットする.この場合,第2次および

第3次就業者は,農林水産業と違って,就業者のほとんどをlfiめるので,分母
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図5-7 都市の人口規模と人口当たり農
林水産業費一一一全国の市,両対

数
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図5-8 都市の人口規模と第 1次産業就

業者当f=Y)農林水産業費一一全

国の市,両対数
切
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〃

業

就

業
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熊
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業
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対

数
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63

莞1
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｢

に人口をとった場合のLAと比べても違いはほとんどみられない (図は割愛 した

が,表5-3の商｣二費 (*)をみると,このことがわかる).

【土木費】【消防費】【教育費】 土木費 (図 5-10),消防費 (図は割愛),敬

育費 (図5-ll)も ｢下に凸の 2次関数｣という点は変わらない.あてはまり

は,表5-3のように, ともに有意水準0.01で有意である.
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図5-9 都市の人口規模と人口当たり商

工費- 全国の市,両対数

人

口
当
た

り
商

工

費

(
千

円
/
人
)､
対

数

図5-10 都市の人口規模と人口当たり

土木費- 全国の市,両対数

人口当たり土木費(千円/人)

対
数

【民生費の内訳】民生費のうち
,
社会福祉費(図5-12),
老人福祉費(図

5-13),
生活保護費(図は割愛)は
,
｢下に凸の2次関数｣という傾向がフイ

ットする.
しかし
,
児童福祉費
,
災害救助費
,
および65歳以上人目を分母にと

ったときの老人福祉費は,
有意水準0
.
05で有意ではなく
,
フイットは良くない

ので
,
｢下に凸｣という一般的傾向性も,
その他の傾向性も認めることはでき
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図5-11 都市の人口規模と人口当たり

教育費一一一全国の市,両対数

㍗

∩ l ) 3 4

人U規模 (万人).対数

図5-12 都市の人口規模と人口当たり

対数 (平成6年度)
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35

33

3.1

29
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㌃

ない.この点は,表 5-3の有意性の欄に×印で示されている. とくに,児童

福祉費は分母に人口をとっても,また15歳未満人口をとっても,双方 ともフイ

ットが良 くない.

【労働諸費】 労働費の主要な費目である労働諸費は,表5-3に示すように,

良 くフイットする.



図5-13 都市の人口規模と人口当たり
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3 性質別歳出 (その1)

性質別歳出は,人件草,物件費,維持補修費,扶助費,補助費等,普通建設

事業費,災害復旧事業費,失業対策事業費,公債費,積立金,投資および出資

金,貸付金,繰出金,前年度繰上充用金に14区分される.このうち,失業対策

事業費と前年度繰上充用金は重要でないので検討対象から除く.

公債費は地方債元利償還金と一時借入金利子とに2分されるので,それぞれ

について検討する.

【人件費】【物件費】 人件費は,すでに第3章でみたが,図5--14のように,

｢下に凸の2次関数｣がよくあてはまる.物件費は図5-15のように,ややあ

てはまりが良 くない.事実,表5-3にみられるように,全14サンプルでは【口1

帰式は有意水準0.01では有意でなく,0.025で有意である.しかし,例外的な

都市階層 (大きいほうから3番目)を除くと,有意水準0.01で有意となる.

【維持補修費】【扶助費】【補助費等】【普通建設事業費】【災害復旧事業費】

これらについては,いずれも.｢下に凸の2次関数｣の傾向性が有意水準0.01

で有意である.そのうち最も重要な普通建設事業費についてはL3(15-16に示し

た.
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図5-14 都市の人口規模と人口当たり
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図5-15 都市の人口規模と人口当たり

物件費- 全国の市,両対数
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【公債費】 公債費は図5-17のように,フイットがきわめて良い.公債費の

うち,その主要部分である地方債元利償還金はフイットがきわめて良いが,め

まり重要でない一時借入金利子はフィ.I,トがあまり良くない.後者は,有意水

準0･05でかろうじて有意である.しかし,これも,表5-3に示す とお り,例

外的な都市階層 (人口規模の大きいほうから3番目および4番目)を除くと,



図5-16 都市の人口規模と人口当たY)
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公債費- 全国の市,両対数

㍗
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人口規模 (万人).対数

有意水準0.01で有意となる.

4 性質別歳出 (その2)

性質別歳出は,上記の14分類のほかに,それらを大くくりにして,消費的経

普 (人件費,物件費,維持補修費,扶助費,補助費等 5費 目),投資的経費
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(普通建設事業費,災害復旧事業費,失業対策事業費の3費目),その他の経費

(その他の6費目)に3分されることもある.このほか,人件曹,扶助費,公

債費の合計を義務的経費というが,これは,地方公共団体にとって,その支出

が義務づけられ,任意に削減できない,きわめて硬直性の強い経費である.

【消費的経費】【投資的経費】【その他の経費】 これら3つは,図5-18,図

図5-18 都市の人口規模 と人口当たり
消費的経費- 全国の市,両
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図5-19 都市の人口規模 と人口当たり
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図5-20 都市の人口規模と人口当たr)
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図5-21 都市の人口規模と人口当たり
義務的経費- 全国の市,両
対数

人
日
当
た
り
義
持
的
桂
費

(千
円
/
人
)
'
対
数

43

41

39

37

35

33

31

29

27

25

(R I G

5-19,図5-20に示すように,｢下に凸の2次関数｣の性質をきわめて強 くも

っている.

【義務的経費】 これも,図5-21のように,下に凸の2次曲線としての傾向

性は有意水準0.01で 十分有意である.ただし,図 5-21からわかるように,規

模の大きな3つの郡市階層 (人口75万人以上)は右上が りの傾向性をもち,他
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方,それ以下の郡市は右下がりの傾向をもち,全体 としては下に凸となってい

る.

第3節 人口規模 と人口当た り歳出額- 地方圏の市,大都市圏の市

全国の市については,上記のように,人口規模 と歳出費目について,対数値

をとるとき,｢下に凸の2次関数｣の関係がきわめて強 くみられたが,全国を

地方圏と大都市圏に2分するとき,この傾向性はなお成立するであろうか.こ

こに,大都市圏と地方圏の区分は前章までと同様である.

1 地 方 圏

地方圏について,人口規模 と人口当たり歳出総額が表5-4に示されている.

図5-22には,全国と大都市圏についてと同様に地方圏について,人口規模 と

の関連で人口当たり歳出総額が図示されている.前節の全国と同様に,｢下に

凸の2次関数｣の関係がみられる.

その他の歳出費目についても,表5-5のように,ほぼ全面的に,全国と同

様の関係が認められ,むしろ一般に全国よりも地方圏のほうがフイットが良好

表5-4 都市の人口規模と人口当T=r)歳出総額- 地方圏および大都市圏の市

地 ))L 圏 の 市 大 都 市 圏 の 市 区

請数 人目規校 J>[1&(/ノ人) 人日当たり歳Ell,総額(HLf/人) Jh-敬 人目規模 人口数(万人) 人口当たり歳出稔緬(千円/人)

5 123 90力一人以上 119.9 480.4 3 l 200万人以上 261,3 552.1

4 5Ofj-9OJj人未満 58.O 342.4 3 2 100万-200万人未満 134.0 522.4

9 40-Jj-5(りj人人満 44.0 343.6 川 3 50力~～100-Jj人未満 64.5 291.7

12 4 30ノJ~～40ノJ~人未満 34.2 334.7 12 4 40万-50万人未満 45.7 300.1

21 5 2∩ノノ-3(ーノノー人未満 25.3 315,9 16 5 30-jj～40-)j人未満 34.7 303.2

56 6 10Jj～20ノj人未満 13.4 330.9 23 6 20万-30万人未満 24.6 312.6

36 7 7.5力110-)j人未満 8.5 326,8 64 7 10ブj-20-)JL人未満 14.1 308.9

91 8 5ノJー～7.5万人未満 6.1 348.3 29 8 8万-10万人未満 9.1 315.3

61 9 4力~～5~〃人未満 4.5 377.2 42 9 6-)j～8-)j人未満 7.0 313.4

8()10 3力~～47j人未満 3.5 392.6 34 10 4力~～6力~人未満 5.3 346.7

50 ll 2-Jj-3Jj人未満 2.6 497.6 9 ll 3万-4万人未満 3.7 360.8
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図5-22 都市の人口規模と平均歳出総額 (人口当た
り歳出総額)一一一全国の市,両対数
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である.

2 大 都 市 圏

大都市圏の歳出総額については表 5-6の最上段および図5-22に示す.ち

とより回帰式は有意水準0.01で有意である.その他の費目についても,推計結

果を表 5-6に示す.全国や地方圏に比して,例外がやや増えて,｢下に凸の2

次関数｣という傾向性が若干弱まるが,全体 としてはなお傾向性が認められる.

第 4節 人口規模 と人口当た り歳出費 目の関係の類型

以上の分析より,都市の人口規模 と人口当たり歳出費目の関係を類型化する

と,図 5-23のようである.図中の (*)は,人日当たり歳出費目の ｢人口｣

の代わりに,その歳出から,より直接に便益を受ける主体を採用したものであ

り,詳しくは表 5-3の (症)を参照されたい.

これによると,歳出費目のうちの圧倒的多数が,｢下に凸の2次関数｣型で

あることがわかる.｢下に凸の2次関数｣型は,図 5-23の40ケースのうち34
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表5-5 都市の人口規模と歳出項目別人口当たり歳出額の回帰式 (都市階層別)
- 地方圏の市

2議会費 12 2.6224 -O_7609 0.0661 53,460.440,332_9 -17.5-10_5-6_8-5,6 8.1 0.995 1047.2 ◎

3総務費 12 4.8425 -Or7437 ().1019 7.7 0.959 128.1◎(rjJ4民′f=_珊 12 5.1477 -0.7715 0.1299 6▲1 0.822 26.4

5衛fl:_帝 12 4.1285 0_1151 5_5 0.729 15.8◎

6労働費 12 2 1_6115 -0.2370 -0.0067 4_2 -0.7 -0,1 0,529 7.2 ⊂)

7農林水虎業背 12 4_5692 -1.0443 0_1124 19.4 -5.0 2_9 0.911 57.2◎
農林水鹿砦貿(*J 12 7▲1911-0.7844 0.1613 49.3 -6_1 6.7 O.811 24,6◎
8商二一二雫 12 3.7806 -0_9079 0.1719 ll,0 -3.0 3.0 0_397 4.6 △

繭 l二常 llI-) 3_7614 -0,9704 0,1818 13.8 -3.a 4_0 0.592 8,3⊂)
而 l_費 (*)商1頂 (*) ll 2 4_82124.8026 -1,1110-1,1134 0.2014∩.2110 13.616,2 -3.5-4.3 3_44.3 0.4890.623 6,39_3(⊃◎
9 tイ＼常 12 4.7995 -0.4789 0_1091 88,2 -10.0 12.1 0.953 112_6◎
10消防費 12 3.3414 -0.6531 0,0994 27.1 -6,0 4.9 0.834 28,6◎

11教育費 12 12 4,3570 -0.4058 0.0702 73.7 -7.8 7.2 0.849 32.0◎宙 '◎

教育背 (*) 12 6,4177 -()_6u3 0.1037 73_9 -8.0 7.2 0,861 35.1

12社会福祉費 12 3.7268 -0.7038 0.1182 30_4 -6.5 5.8 rJ_807 24.0

】3老 人福祉費 12 4.3036 -1.0359 0,1547 22,0 -6.0 4.8 ().844 30.7◎
老人福祉費(辛)1 ln ' 121一 5.5917 -0.6923 0.114ー) 36.0 -5.0 4,4 ー)_723 15.4◎
4 し童触祉費児鹿福祉費r1葡 -F]J 2ll9 3_()1443.4054 -0.0790-0,36697に ().ln950.0559 22.140.8 -0.7-5.4 Or44.79 -0.0470.802 0.821_3 ×◎
児 _ー福祉費(*)児童柚礼賛(辛) 1_ll 12 5.03135,2866 -0ー】J36-0.4415 0.03830.0686 44.644.4 -2.5-4.6 },14.0 0,4370.720 5.313.9 ∴◎

16災吉救助費m'iT /, 12 り 0.0720 -3_6 -1.4 0.8 ∩_406 4.8 △

火‖-救助費 (線形) 1217労働諸費 ー2什 -i..26160.913n -0.29800.1611･-0.0721 -8,12_8 -3.00,6 -1.3 0_4260,520 9.27.0(cJj(⊃爪
18^ 1-%19物件費 1212 5.18454_3303 -0_65/7-0,6935 0.10180.1170 49.543.5 -7_1-7.9 5.97,1 0.87〔)0.861 37_834,9 LQJ◎
21扶助費 12 4,3962 -0.7518 0.1407 31.6 -6.1 6,1 0.765 18.9㊨
22補助費等 12 4.4258 -0.8618 0.1317 17.0 -3.7 3.1 0.644 ll.0◎
23普通建設事業費 12 5,4978 -0.7344 0.1337 117_5 -17.7 17.3 0.966 157.5◎
24災'tt:-復H一環 12 4,0931 -2.4297 0.3235 4_8 -3,2 2.3 0_689 13.2 +

25公債費 12 4,7163 -0.9226 0.1561 43.3 -9.6 8.7 0.901 5ユ.2◎
27投資及び出資金 12 1_5270 -0.8764 0.1817 3.3 -2.1 2.4 0.281 3.1

-28貸付金 12 3_2546 -0.6122 0.1381 7.7 -1.6 2,0 0.255 2.9 ×◎貸付金 ll 3.2257 -∩_6160 0.1530 12.1 -2_6 3,5 0,676 ll.4

29繰出食 12 3.2962-0_1654 0.0147 19.7 -ト1 0.5 0.361 4.1 △
30地方債fL.fIJ償還金 12 4_7041 -(I.9181 0.1551 43,4 -9.6 8_6 0.902 51,5◎
31一時借 入金利子 12 2,6 0.2069 -1.3198 0.2423 0.3 -2.5 2.4 0.275 3.1 ×◎一時偶人令利子 10 0_3930 -1.6151 0.3145 1.1 -4.8 5.rJ 0.721 12.6

32消費的経費投-自′又 12ワ 6.0684 -0_7293 0.1214 70,8 -9.6 8.6 0.906 54.1⑳n;~､
33 資 リ経費34その他の絶賛 1レ12 5.64885.2320 -0.8208-0_6950 0,14620,1229 94.249.4 -15.5-7.4 14.77.0 019560,832 121.628.2.LjJ噂)
(11日 表5 3に同 じ
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表5-6 都市の人口規模 と歳出項目別人口当たり歳出額の回帰式 (都市階層別)
-- 大都市圏の市

サンプル数 例外番号 係数の値 l tJl自二 lrrI調1決′ 】度済み係数

12 6.5007｢~二0.5654 ∩,0974 49ー1 -6,1 6.tS (),825 27,0

12 2.5726 -0.6660 0,0428 33.9 -12.5 5.2 0.992 655.7

12 4.5173 -∩,4028 0_()456 38.4 -4_9 3.6 り_833 28.4

12 4.3209-0.1711 0.0411 26.() -I,lI) 2_:i 0,6()9 9_6
12 4.5161-().7336 0.】166 19,2 一一一4_4 4,6 0.634 1().5
12 -0,2202 0.6284-0.1200 -∩_3 I.2 -1_5 ().15() 2.0

1ご 5.4635 -2_0880 0.2216 7.1 -3_8 2.6 ().791 2).9

12 7,5696 -1_(ー061 0.1574 14,日 -2_8 2,8 ()_355 4.0

12 3,1691 -1_1639 0.2296 10 ,O -LS_12 6.7 ().8月3 42.6

12 4.O895 -1.3(ー75 0.2474 12.2 -5_5 6,H ()_H70 37.7

12 4.4553 -∩.2927 0.0739 16.() -1_5 2.5 0_6～iO 12.7

,-
FJ

L3

匂
C7

メ

.紬
‥
巾

.a

.
日

12 101日 3.9060 -0,0717 0.(ー21n 26.4 -()_7
llll12 ∴ -0.0453()_()765-0,0295 0,n1910.0169 35.762.237.2 -0.64.4-∩_3

12 3.2403 -0.2756 0.0452 17.2 -2,1

12リ 4.4855 0.2348 -0.0241 28.7 2_1

1】12 4,68073,ユ434 0,0818-0.0870 ()_0167 59./2一.9 3_4-0_9

11教育背

教育費

教育費(線形)

教育費 (辛)

教育費(*目線形)

12社会福祉費社会福祉費

13老人柚祉賛

老人福祉費t*)

老人福祉費(*1臓形J

14児童抽祉守

15生活保護費

12 3 1.8999 -0.2168-∩.1189 -1.6 1.0 -0,日().()44 1.3ll12 -2.6123-0.2049 0.75820,6102 -3.2-().3 2r91,2 -1.6 ()_4330.188 8.62,3

ll12 lJ 1.27064.8823 -0.2754-0.3837 0.0604 4.538.3 -3.3---4r3 0.5()54.4 1),6り9 ll.29,6

12'2.ll 3.7853 -0.‖OP り_lー174 27.9 -1.2 1.2】0 3,9168-0.1699 0.0220 4｢).5 -2.6 2.2 0,43() 4.4
12 1.3476 -0.1743 0.0569 6.8 -I.3 2_7 0.813 24.9

12 3,4664 -0_2216 0.0604 Zn_4 -1.8 :i_3 O.825 27.0

12 4,6988 -1.1618 0.1876 14.1 -5.0 5,2 ().698 13.7

12 5.5538-0.7838 0.1265 38.5 -7_7 8,1 (J_854 33.2
12 2.7002 -2.2502 0,29即) 1.4 -1.6 1,4 (一.117 1ー7

12 4_2604 -0.8723 (),1497 15_4 -4.5 14_5

12 1,9384 0.1588 -0,0309 3.3 0.4 -1)_5-0.】65 r).2
12 3.1463 -2.1569 ().3607 3.8 -3,7 4.() 0_586 8.8

12 1.7802 -0.2281 0.1095 2.9 -0.5 1,7 0.727 15,6

12 -2.9532 -0.0321 0.0124 8_5 - 0.I O.:i-0.102 Or5

lご 4.2525 -0,8681 0.1488 15.5 -4_5 5.0 0.709 14.4

ll12 -3.36175.6802 0.45こ)5-0.4229 0.0732 -/.050_3 3_0-5.3 6.() ()_4520.787 9.321_3

12 5.5853-0.7989 0.1285 37.4 -.I-7_6 7.9 0.849 31.9
12 4.7181 -0.5276 0.103n 16.9 - 2_7 3.4 0.638 10.7

16災'nTT救助費

災害救助費(線形)

17′捌動諸費

労働講習(線形)

18人件費

19物件費物件費

20維持補修費

21扶肋費

22補助費等

23普通建設事業費

24災害役LFl費

25公憤背
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図5-23 都市 の人 口規模 と人 口当た り歳 出お よび歳 出関連項 目の関係 の類型

下に凸壁 1歳出総額 19物件費

4民生費 20維持補修費

下に凸型A 5衛生費 21扶助費

人口規模 壬喜諾 富鞭 35義務的経費

卜にlj巧■-1B 下に凸型C

人 :う総務費岩 圭…買芸還話芸歳 26積市金山額 針 22598=ibi#+び出資金

人[1規模 人口規模

右ド那P)巧'_] 右 卜がり型A 右下がり型B

顔 額

八日規模 人目規模

右一.がり壁 蓋/16災-
額

人目規模
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ケース,85%である.そのうち ｢下に凸型A｣は最 も典型的な型であり,現

存する都市規模全体 として,バランスのとれた2次関数の型を示す.これは25

ケースに及び,全体の62.5%を占める.

また,｢下に凸型B｣と ｢下に凸型C｣は,現存する都市については,A型

の右部分または左部分が一部欠けているものである. ｢右下が り型A｣(下に

凸型D)は,｢下に凸の2次関数｣がフイットするが,最 も典型的な ｢下に凸

型A｣の右半分の部分,すなわち,人口規模 とともに上昇する部分が現存の

都市については観察されない歳出費目である.また,(*)印の費目はすべて

｢下に凸型A｣であることがわかる.

｢右下が り型B｣は下に凸ではないが,右下が りという点では上記と同様で

ある.むしろ,人口規模の増大とともに人口当たり歳出の低下が鈍らないケー

スである.

最後の ｢右上がり型｣は災害救助費の 1費目だけであるが,これは,災害の

発生という特殊な事態に対応するものであるから,その性質からして,たとえ

人口規模 と傾向性を認めえないとしても不思議ではない.

なお,児童福祉費については,15歳未満人口当た りでみれば ｢下に凸型

A｣であるが,人口当たりでみると傾向性を認めることができなかった.

第5節 最 適 都 市 規 模

1 歳出費目別にみた最適都市規模

以上の分析より,都市の歳出からみた最適都市規模を求める.図5-23にお

いて,｢下に凸型｣(A-D)に分類 した費目について,表 5-3にもとづいて

最適都市規模を求めたのが表5-7である.ここに,最適都市規模 とは人口当

たり歳出を最小にする都市規模である.費目によって最適郡市規模は異なるが,

表5-8に示すように,最適都市規模は人口10万-25万人未満が27費目で全体

の73%, とりわけ20万-25万人未満が15費目で41%を占め,20万人前後に集中

している.
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表5-7 歳出費目別の最適都市規模 とそれに対応する人口当た り

歳出額

歳 出 項 目 最適都市規模 人日当たり歳出額
(人口,万人) (千円/人)

1 歳出総額 21.6 296,1
2 議会費 1,557.3 1.1
3 総務費 53.4 35.8
4 民生費 21.5 59.6
5 衛生費 17.2 27.8

6 労働費 * *
7 農林水産業費 * *
農林水産業費 (*) 19ー9 476.8
8 商_1二費 18.4 8.9
商工費 (*) 20.5 17.8
9 土木費 ll.3 68.8
10 消防費 31.9 9.0
消防費 30.5 9.5

11 教育費 18.6 45.3
教育費 (*) 18.3 285.0
12 社会福祉費 22.9 15.6
13 老人福祉費 32.3 14.6

老人福祉費 (*)14 児童福祉費児衷福祉費 (*) 20.0 118.16.1 123ー0
15 生活保護費 14.1 9ー3

16 災害救助費17 労働諸費 辛 *
18 人件費 27.7 65.9
19 物件費 24.4 32.5
物件費 26.5 31.9
20 維持補修費 14.7 3.8

21 扶助費 17.7 28.9
22 補助菅等 22.4 18.9
23 普通建設事業費 20.5 83.6
24 災害復旧費 69.9 0ー4
25 公債費 24.3 24.0
26 積立金 83.9 6.5
27 投資および出資金 14.2 1.3
28 貸付金 13.2 10.1
29 線出金 * *
練出金 (線形) * *
30 地方債元利償還金 24ー3 23.8

31 -時借入金利子 22.7 0.1
一時借入金利子 17.0 0.2
32 消費的経費 22.3 151.0
33 投資的経費 21.8 83.9
34 その他の経費 20.4 61.5

(liA_) 1.(*)印は表5-3を参照されたい.
2.*印は郡山規模が人きいほと人目当たリ歳出が小さい.

3.-印は最適都市規模について論及てきない.

ⅠうⅠ
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表5-8 歳出費目別の最適都市規模と歳出費目数

最適郡市規模 費目数

100万人以上 1

50万-100万人未満 3

40万-50万人未満 0
30万-40万人未満 3

25力~～30万人未満 2

20万-25万人未満 15

15万-20万人未満 7

10万-15万~人未満 5

2 歳出総額からみた最適都市規模

次に,歳出費目のうち,全体を代表するものとして ｢歳出総額｣をとりあげ,

やや詳しくみる.

表 5-3,表 5-5,表 5-6から,歳出総額について回帰式を求め,これを

図示したのが先の図5-22である.全国,地方圏,大都市圏の間で,人口当た

り歳出総額の高さに若干の違いが認められるが,その最低値をもたらす人口規

模はほとんど同じであることがわかる.

都市の人目規模 と歳出総額の間の回帰式は次のとおりである.

全国の市 : Y-6.7637-0.6989X+0.1138x2

地方圏の市 二 Y-6.8059-0.7496X+0.1294x2

大都市圏の市 : Y-6.5007-0.5654X+0.0974x2

ただし,y二人日当たり歳出総額 (千円/人)の対数値

X :人口規模 (万人)の対数値

これより,歳出総額からみた最適都市規模 (人日当たり歳出総額を最小にす

る人口規模)P*と,その最小値を求めたのか表5-9である.これによると,

都市の人口規模18万-22万人で,人口当たり歳出総額は最低値29万-31万円を

とることがわかる.したがって,おおむね,｢歳出総額からみた最適都市規模

は人目20万人程度であり,それより小さい都市規模については規模の経済か働
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表5--9 歳出総額からみた最適都市規模

き,それより大きな都市規模については規模の不経済か作用する｣ということ

ができる.

3 平均費用と限界費用

これらの【HJJ肩式から,第3章におけると同様に,歳出総額,平均歳出総額

(人口当たり歳rH総績)および限界歳出総額 (歳出総額増加/人口増加)およ

び歳出総額の人口弾性 (歳出総額の変化率/人Hの変化率)を,それぞれ人目

の関数として求めることができる.もし人日当たり行政サービス水準が都市規

模にかかわらず等しいとすれば,人口規模は行政サービス水準の指標 とみなす

ことができるので,これらは,それぞれ総費用曲線,平均総費用曲線,限界総

費用曲線を意味する.

回帰式 :Y-a+bX+cX2

ただし,X-1nP, Y-1nQ, O-E/P

P:人目, E:歳出総額, ln:自然対数

これより,次式が求められる.

平均歳出給紙Q-E/p-exp〈a+b(lnP)+C(Imp)2〉

歳出総額E-Pexp(a+b(1nP)+C(lnP)2〉

限界歳出総舶dE/dP-ll+b+2C(1nP)〉(E/P)

人日当たり歳出額を最小にする座標 :(P*,Q*)

P*-expト b/(Zc)〉,

Q*-expト (b2-4ac)/(4C))

これにもとづいて,仝匝1の市について,平均歳出総額と限界歳出総額を図示

したのが図5-24である.当然のことながら,通常の平均費用曲線および限界
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図5-24 都市の人口規模と平均歳出総額および限界
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費用曲線と同様に,下に凸で,平均費用曲線の最低点 (人口規模 :約21万6000

人,人口当たり歳出額 :約29万6000円,表5-9参照)を限界費用曲線が通る.

地方圏および大都市圏についても,ほぼ同様の図が描かれる.

これより,｢人口当たり歳出総額 (平均歳出総額)は,人目規模 とともには

じめ急激に減少し,人口20万人程度で最低点に到達 し,その後緩やかに増加す

る｣ことがわかる.したがって,｢歳出総額からみるとき,人口規模の小さな

行政区域, とりわけ人口10万人以下の行政区域の合併は,その効果がきわめて

大きい｣ことがわかる.

なお,歳出総額の人口弾性 (歳出総額の変化率/人口の変化率)を次のよう

に人口の関数 として求めることができる.

歳出総額の人口弾性 (dE/dP)(P/E)-1+b+2C(lnP)

図5-25に示すように,歳出総額の人目弾性は,人口規模 とともに増大する.

4 行政サービスの便益を考慮 した場合の最適都市規模

以上は,行政サービスの便益を考慮しないで,ただ費用 (歳出)のみの観点
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図5-25 都市の人口規模と歳出総額の人口弾性
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から最適都市規模を求めた.これに便益の観点を併せ考えると以下のようであ

る.

行政サービスの便益 (収益)をB,人口当たり行政サービス便益をSとす

ると,

B-SP

である. したがって,nJ一政サービスの限界便益 (dB/dP)は,次のように求

められる.

dB/dP-S+(dS/dP)p

-Sll+(dS/dP)(P/S)I

これより,限界便益 と限界費用を均等化させて,純便益 (便益 と費用の差)を

最大にする人口規模を求める.すなわち,

S+(dS/dP)p -(1+b+2C(1nP))(E/P)

を満たす人口規模 Pが求める最適都市規模である.もとより,最大を保障す

る2階の条件を満たしていなくてはならない.

このことは図5-26に示されている.単純化 して,人口当たり行政サービス

便益 Sが (人口規模に関 して)一定値 鳥 であるとすれば,図のPlが最適都

市規模である.あるいは,人日当たり行政サービス便益が,行政サービスの公
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図5-26 都市の人口規模と限界便益および限界歳出
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共財的性質を反映して,人口規模 とともに増大するとすれば,B3ElのP2が最適

都市規模 となる.

ここで次の点に注意すべきである.

① 行政サービスの便益を考慮 した最適都市規模は,歳出の観点からのみみ

た最適規模よりも一般に大きい.すなわち,PlおよびP2はP**より大きい.

② 限界歳出総額曲線が,人口規模の増大 とともに,その最低点PH以後

は緩やかに上昇するので,行政サービスの限界便益の変化に対して,最適郡市

規模は敏感に反応する.

(診 行政サービスの公共財的性質が強くなるほど,最適都市規模は大きくな

る.すなわち,図5-26のP.とP2の比較からわかるように,人H当たり行政

サービス便益Sが人口規模 とともに増大する程度が大きいほど,最適都市規

模は大きい.

第6節 お わ リ に

本章では,平成 6年度のデータにもとづいて,全国における市の人目規模 と

諸歳出費目との間の信頼できる一般的関係を導出し,それによって,現代 日本

の実態に即 して,最適都市規模を推計 した.その主要な結果は次のとおりであ

る.
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(1) 市部において,対数表示の人日当たり歳出は,対数表示の人｢】規模の

『下に凸の2次関数』としてきわめてよく説明される (ファクト･ファインデ

イング1′′).

(2)市部において,歳出からみた最適都市規模は人口20万人程度であり,こ

れより小さい都市規模については規模の経済が働 き,これより大きな経済につ

いては規模の不経済が作用する (ファクト･ファインディング2′′).

(3)人口当たり歳出総宥則ま,人[1規模 とともにはじめ急激に減少し,人口20

万人程度で最低点に到達し,その後緩やかに増加する.したがって,歳出総額

からみるとき,人目規模が20万人より小さな市町村,とりわけ人口10万人以下

の市町村の合併は,その効果がきわめて大きい.

(4)行政サービスの便益を考慮すると,さらに次のことがわかる.

･行政サービスの便益を考慮した最適都市規模は,歳出の観点からのみみ

た最適規模よりも- 一般に大きい.

･限界歳出曲線が,人口規模の増大とともに,その最低点以後は緩やかに

上昇するので,行政サービスの限界便益の変化に対して,最適都市規模は

敏感に反応する.

･ノ行政サービスの公共財的性質が強くなるほど,最適都市規模は大きくな

る.
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第 6章 都市規模と歳入

第 1節 は じ め に

本章は,平成6年度のデータにもとづいて,都市の人口規模と歳入との間の

一般的関係を導出し,それによって,歳入面からみた最適都市規模を明らかに

しようとするものである.本章で都市とは,行政単位 としての市 (東京都23区

を含まない)を意味し,人口規模は人口数そのものを表す.

前章では同様の試みを都市の歳出について行ったが,本章はこれを歳入につ

いて適用するものである.資料は前章と同様である.

都市の歳入は地方税をはじめ種々の項目に分類される.このうち,本章では,

地方税,地方譲与税,地方交付税,国庫支出金,都道府県支出金,地方債の主

要 6項目をとりあげる.全国の市について,この6項目合計は26兆2000億円

(東京都23区を含む場合には27兆7000億円)であり,これは歳入総額33兆2000

億円 (同36兆円)の78.8% (同77.0%)を占める.また,地方税の中では,市

町村民税個人分,市町村民税法人分,固定資産税の3項目をとりあげるが,こ

の3項目の合計は地方税の86.7%を占める.地方交付税は普通交付税と特別交

付税に2分されるので,そのおのおのについて考察する.

考察の対象から除かれる歳入項目は,利子割交付金,ゴルフ場利用税交付金,

特別地方消費税交付金,自動車取得税交付金および軽油取引税交付金,交通安

全対策特別交付金,分担金および負担金,使用料,手数料,国有提供施設等所

在市町村助成交付金,財産収入,寄付金,繰入金,繰越金,諸収入である.こ

れらは財政規模の小さい項目であり,これらを対象から外しても歳入の全体像

を見失わせるものではない.
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以下では,はじめに全国の全市について考察し,ついで地方圏と大都市圏に

分けて考察する.

第2節 人口規模 と人口当た り歳入額- 全国の市

都市の歳入の重要な項目の中には,地方交付税,市町村民税法人分,固定資

産税など,東京都23区については制度上適用されない項目がある.そこで,本

章では東京都23区を考察の対象からすべて除外することとした.そうすれば全

国の市は663市である.

【歳入総額】 表 6-1のように,663市のうち,人口当たり歳入総額が最も多

いのは北海道歌志内市であり,人口当たり110万円である.この値の高いのは

表6-1 人口当1=Y)の歳入総額,地方税,地方交付税の多い市,少ない市

(平成 6年度)(東京23区を除 く)

市 平成6年度来 人日当たり 市 平成6年度末 人l｣当たr) llJ- -､ド成6年度末 人Jl当たり人日数 歳入総客員 人∩致 地11税 人日数 地プ∫交付税

(万人) (十円/人 (力~人) (千円/人) (ノJ~人) (TITj/人)

多い 1歓 ぶ 内 市 0.7 1,102.5大 阪 J1]- 247.9 284.1歌 心一人1市 ().7 428.066

3三 甘 市 1.6 929.1袖 ヶ浦市 5.7 279.5--:.V.:市 1.6 361.836

4松 浦 rli 2.4 756.0碧 南 f7]- 6.7 274.6赤 1'--rlJr 1.8 278▲108

順 5人 阪 南 247.9 727.0芦 屋 -rl]L 8.1 273.9J●i;別 市 2.3 27().926

か⊥つ6竹 EE] -rh~ 1.9 699.2成 Lu 市 9.0 267.8土 別 llJ 2.5 257▲970

川柿 7神 ′1 市 145.7 665.8武 蔵 野 市 13.() 251.5山 川 rl]r 1.3
8十佐清水市 2.1 652,6柏 崎 市 8.9 237.4深 川 市 2.8 247.4只9

9-1'-.戸 市 2.6 651.0東 海 市 9.9 229.5､F'-.JH ｢i 2.6 245.190

10紋 別 市 3.0 649,6高 石 ーh■ 6.4 228.1′ト 深 市 2.1 243.760

少 1我 孫 子 市 12.4 220.4ILl 田 rlj 1.3 41.5､l土 壌 市 25.2 0,087

2春 H部 市 2().0 222.0歌 志 内 市 0.7 44.5藤 tJ,trfJ 36.2 0.088

3四街道市 7.9 225.0糸 満 市 5.4 49,0鎌 介 rti 17.3 ().092

な 4北 本 市 7.0 229.0具 志 川 市 5.8 52.∩豊 ulJ7i 33_3 0.117

しヽ順 5湘 I-,Alh' 12.7 229.7陸前高田市 2.8 55,6武蔵 野 111 13.0 ().146

か 6鎌 ヶ 谷 市 9.9 231.3室 ii 市 2.3 56.6厚 木 -Lli 20_1 0.154

L71日7三 刑 市 13.1 232.7牛 深 市 2.1 58,1日 野flhJ 16.1 ().174

市 8上 尾 市 20.5 234.4阿久根 市 2.8 5とく.5刈 行 ~lh- 12.3 0.229

9越 行 市 29.4 235.0串 間 市 2,6 61.2_立 川 r17J 15.6 0_25()
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人口規模か1万-2万人の小さな市と,大阪市や神戸市のような巨大都市であ

る.

他方,人日当たり歳入総額の最も少ない市は千葉県我孫子市であり,わずか

22万円で,これは最高値の歌志内市の2割にすぎない.この値が少ないのは,

表6-1のように,人口規模 7万-20万人程度の市である.

図6-1は,全国663市を14の都市階層にグルーピングして,都市の人口規模

と人口当たり歳入総額について,それぞれ対数表示にして示したものである.

都市階層は表6-2に示す.表6-2は,前章の表 5-2･表5-4と都市階層の

区分は同じてあるが,東京都23区を含まない点が異なる.都市階層の人口当た

り歳出総額は,その階層に属する個々の市の人口当たり歳出総額の合計をその

階層に属する市の数で除したものである.

これによると,対数表示の人口当たり歳入総額は,対数表示の人口規模の増

大とともに,はじめ急激に減少 し,やがて最低点を迎えて,さらに人口規模が

大きくなると人日当たり歳入総額も増大するという,いわゆる ｢下に凸の2次

関数｣の形を示 している.その回帰式は表 6-3の最上段に示す.自由度調整

済み決定係数は0.904.F値は62.4であり,回帰式は有意水準0.01で十分有意

図6-1 都市の人口規模と人口当たり歳

入総額- 全国の市 (東京23区
を除 く),両対数
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表 6-2 都市階層区分と市数 (東京23区を除 く)

全国の市 市数 地方圏の市 市数 大都~dJJ圏の市 市数

1 200万人以上 3 1 90万人以上 5 1 200万人以上 3

2 100万-200万人未満 7 2 50万-90万人未満 4 2 100万-20077人未満 3

3 75万-100万人未満 3 3 40万-50万人未満 9 3 50万-100万人未満 Ll

4 50フナ～75万人未満 6 4 30万-40万人未満 12 4 40万-50万人未満 10

5 40万-50万人未満 19 5 20万-30万人未満 21 5 30万-40万人未満 13

6 30万-40万人未満 25 6 10万-20万人未満 56 6 20万-30万人未満 18

7 20万-30万人未満 39 7 7.5万-10万人未満 36 7 10}5-207J人未満 59

8 10万-20万人未満 115 8 5万-7.5万人未満 91 8 8-万-10万人未満 29

9 7.5万-10万人未満 74 9 4万-5万人未満 61 9 6)j～8-)j人未満 41

10 5万-7.5万人未満 149 10 3万-4万人未満 80 10 4万-6万人未満 33

ll 4万-5万人未満 68 ll 2万-3万人未満 50 ll 377-4万人未満 9

121314 3万-4万人未満2万-3万人未満2万人未満 8955ll 12 2万人未満 ll 12 3ノノ人未満 5

表 6-3 都市の人口規模 と歳入項目別人口当たり歳入額の回帰式 (都市階層別)

一一一全国の市 (東京23区を除 く)

歳入項H サ ンプル数 例外番号 係数の値 g 値 自由度調整済み決定除数F値 石意惟
定数項a 1次の係 数∂ 2次の係 数C 3才この係 数d 定数項1次の係 数2次の係 数3次の係 数

1歳入総額 14 6,7652-0,68680,1126 84.7-ll.1 ll.1 ∩.90462_4匂

2地方税 (1次式) 14 14.39630.1822-0.23010.0235 84.6 ll.4 -6.6 6.3 0.908129.8 ◎

地方税* 14 3.93150.8298 53.4 8.6 0.980216.4 ㊨

2-1市町村民税個人分 Ill 2.97590.4718-0.0489 32.4 6.7 -4.2 0.91974.3 ◎◎◎CrJj市町村民税個人分 13 2.86450.5983-0.07520,0163 36.8 8.9 -6.1 2,5 0.951118,1市町村民税個人分* 14 2,71380.8665-0,1996 2n.8 5.1 -3.2 0_94474_5

2-2市町村民税法人分* 14 1671809158-029330.0341 ll.7 4.9 -4.3 47 095083.5

2-3固定資産税* 14 3.14860.9092-0.29130.0314 35.4 7.8 -6.9 7.0 0.95797.5 ⑳

3地方譲与税 ILL 22222.4798-0.30160.0460 70.1-ll.0 10.2 0.90663.5◎

4地方交付税 13 6.0043-1.11300.0495 19_9 -4_7 1_3 0,947108_6㊨
4-1普通交付税 13 5.7788-1.04780.0376 17.4 -4.1 0.9 ().93790.7 ㊨

4-2特別交付税 13 4▲4444-1_45550_1085 39_8-16.8 7.5 0.993813_7 ◎

5国庫支出金 13 4,6240-0.84970.1334 41_5 -9,8 9.2 0_88949,0◎
6都道府県支出金 14 4_1341-0,78750,0768 27_7 -6_8 4_0 0_93290_8◎
(モiモ)回帰式 Y-a+bX+cX2(+dX3).
X-Imp (P 万人),Y=1nQ,0-E (千円)/P (人),P 人目,E 項H別歳入軸 (干H),ln t∫雌
対数.

回帰式は断わらないかぎり2次式を示す.*は3次式を示す.

◎は有意水準0.01で有意であることを示す.
例外番引ま回帰式推計から除いた都市階層番号を示す.
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である.また,定数項および各係数の J値 (絶対値)もそれぞれ84.7,ll.1,

ll.1であり,有意水準0.01で有意である.

【地方税】 地方税は都市の歳入の主要な項目であり,全国の市の歳入総額の

41.1% (東京都23F.を含む場合には40.2%)を占める.人口当たり地方税は,

表6-1のように,最高の大阪市は284万1000円,最低の福岡県山Ef]市は41万

5000円であり,その差は206万円もあり,山田市は大阪市の150/Oにすぎない.

これを都市階層別に図示したのが図6-2である.人口規模が大きいほど人

口当たり地方税は大きく,右上がりであり,線形回帰式をあてはめると,表6

-3のように,自由度調整済み決定係数が0.908,F値が129.8で,フイットは

きわめて良い.しかし,よくみると人目規模20万人 (対数表示で3)あたりで

増加の程度が弱まり,人Ll規模50万人 (対数表示で4)あたりからふたたび増

加の程度が強まるような,｢右上がりの3次関数｣の形を示すことがわかる.

これを回帰式で表すと,表6-3のように,自由度調整済み決定係数が0.980,

F値が216.4であり,線形b]帰式の場合よりもさらにフイットが改善される.

【市町村民税個人分】 地方税のうち市町村民税個人分は,図6-3のように,

右上がりの曲線がフイットする.表 6-3のように,全14サンプルについては

2次関数も3次関数も同じ程度 (ともにF値が約74)にフイットするが,那

市階層 1を例外とする13サンプルについては,｢上に凸の2次関数｣がきわめ

て良 くフイットする (F値が118,1).したがって,全14サンプルについては

｢右上がりの3次関数｣で,郡市階層1を例外とすれば ｢上に凸の2次関数｣

ということができよう.しかし,2次関数とみるときにも,人口150万人 (対

数表示で5)までは右上がりであり,全体としては右上がり傾向であるといえ

る.

【市町村民税法人分】 地方税のうち市町村民税法人分は,図6-4のように,

｢右上がりの3次関数｣がよくフイットする.表6-3に示すように,自由度調

整済み決定係数は0.950,F値は83.5であり,有意水準0.01で十分有意である.

【固定資産税】 地方税のうちの固定資産税は,図6-5のように, ｢右上が

りの3次関数｣がフイットし,表6-3のように,F値も97.5で十分高い.

【地方譲与税】 地方譲与税は,図6-6および表6-3のように,自由度調整
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図6-2 都市の人口規模と人口当たり地 図6-3 都市の人口規模と人口当たり市
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済み決定係数が0.906,F値が63.5であ り,｢下に凸の 2次関数｣がよくフイ

ットする.

【地方交付税,普通交付税,特別交付税】 地方交付税は全国の市について歳

入総額の8.8%を占める.地方交付税,その構成要素である普通交付税および

特別交付税は,図6-7,図6-8,図6-9と表6-3にみられるように,都市
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階層2を例外として,｢下に凸の2次関数｣がよくフイットする.ただし,こ

れらの場合には,最低点は現実には存在しないような大きな都市規模において

到達する.すなわち,現実には, 2次関数のうち右下が りの部分だけが有効で

あり,その最低点および右上がりの部分に該当する都市は現実には存在 しない.

【国庫支出金】 国庫支出金は全国の市の歳入総額の9.4% (東京都23区を含

む場合には9.2%)を占める.図6-10および表6-3のように,自由度調整済

み決定係数が0.889,F値が49.0で,｢下に凸の2次関数｣がよくフイットす

る.

【都道肘県支出金】 都道府県支出金は,図 6-11および表 6-3のように,

｢下に凸の2次関数｣がよくフイットする.ただし,これは,上記の地方交付

税,普通交付税,特別交付税と同様に,現実には, 2次関数のうち右下がりの

部分だけが有効である.

【地方債】 地方債は全国の市については歳入総額の14.0% (東京都23区を含

む場合には13,7%)を占める.これは図6-12および表6-3のように,｢下に

凸の2次関数｣がよくフイットする.

以上のように,対数表示の人口規模 と対数表示の人口当たり歳入は,全体と

すれば,歳入総客酎こみられるように,｢下に凸の2次関数｣であr),人口当た

り歳入総額は人口規模21万1000人で最小値約30万4000円である. しかし,それ

は相反する2つの歳入項目の合成である.すなわち,表6-3に示すように,

地方税は,全体 としても,また各項目別にみても,｢右上が りの3次関数｣で

ある傾向が強い.他方,その他の地方交付税,地方譲与税,国庫支出金,都道

府県支出金および地方債は,いずれも ｢下に凸の2次関数｣である.

前者の地方税は,いわゆる ｢自主財源｣の主要部分であり,地方交付税など

後者は,いわゆる ｢依存財源｣である.したがって,自主財源は ｢右上が りの

3次関数｣であり,依存財源は ｢下に凸の2次関数｣であると考えることがで

きる.このことは, 日本の地方財政の状況を象徴的に表 している.

人口当たり自主財源は,人口規模の増大とともにはじめ急増大し,人口10万

-50万人 (対数表示で2-4)の中都市で増大が緩やかとなり,50万人を過ぎ

るとふたたび急増大する.全体 として右上がりで,人口規模が大きいほど人口
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図6-6 都市の人口規模 と人口当たり地
方譲与税- 全国の市 (東京23
区を除く),両対数
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当たり自主財源は大きい.したがって,人[コ規模が大きいほど人｢1当たり自主

財源は大きく,この点から最適規模を求めることはできない.ただし,ここに

最適規模 とは,人口当たり歳入が最大となる人口規模をいう.

これに対して,依存財源はいずれも ｢下に凸の2次関数｣ではあるが,最適

都市規模が現実に意味をもつものと,もたないものとに分かれる.すなわち,

依存財源は,最適人口規模が現実の日本に存在する市の人口規模を逸脱しない

ので最適都市規模が現実にも意味をもつ依存財源と,逸脱するので最適都市規
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図 6-11 都市の人口規模と人口当たり
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槙が現実には意味をもたない依存財源とに2分される.

まず,最適都市規模が現実にも意味をもつ依存財源からみる.依存財源につ

いては,人口当たり依存財源を最小にする人口規模を最適規模 と考える.表6

-4の全国のように,地方譲与税,国庫支出金,地方債は人口16万-26万人の

中都市で最小値をとり,都道府県支出金は人口168万人で最小値をとる.これ

が,それぞれの依存財源からみた最適都市規模であり,これは現実の日本に存
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表6-4 人口当たり歳入を最小とする人口規模と歳入最小値

歳入項目 全 国 地方圏 人都市幽
人口規模 最小値 人目規模 最小値 人目規模 最小値
(万人) (十円/人) (万人) (十日/人) (力~人) (十円/人)

3地方譲与税 26.4 7.28 24.3 7.90 22,4 6.67

4地方交付税 76,207.2 0.78 *33.6 31.05 *149.5 1.91

4-1普通交付税 書目3り,293,1 0.22 *31.() 28.0() *124,9 1.06

4-2特別~交付税 *820.6 0.64 154.9 1.91 *229.5 0.66

5国庫支出金 *24.1 26.33 15.7 32.07 18.5 19.56

6都道府県支出金 168,7 8.29 225.1 7.34 423.3 8.86

(注) *は例外の都市階層か1つあるため,サンプル数が 1つ少ない.

在する都市の規模の範囲内にあるので,現実にも意味をもつ.なお,都道府県

支出金は,図6-11では右下が りの部分のみであるが,表 6-4からわかるよ

うに,最適都市規模をもたらす人口規模が168万7000人であり,現存の日本の

都市規模の内にあるので,これは国庫支出金と同様に,最適都市規模が意味を

もつ依存財源である.

次に,最適都市規模が現実には意味をもたない依存財源をみる.地方交付税

は (その構成要素である普通交付税および特別交付税も同様に)下に凸ではあ

るが,表6-4に示すように,最小値は7億人を超えるようなきわめて大きな

人口規模において到達するだけで,現実の日本では最小値をもつ市は存在しな

い, したがって,現実には,人口規模が大きいほど人口当たり地方交付税は小

さく,最適規模を求めることはできない.

ここで,依存財源を,その依存性の程度によって ｢弱い依存財源｣と ｢強い

依存財源｣に2分 して考える.地方譲与税は,課税の便宜その他の事情から国

税 として徴収するが,そのまま地方公共団体に対して譲与する税である.また,

国庫支出金あるいは都道府県支出金は,国と地方公共団体あるいは都道府県と

市町村の経費負担区分にもとづいて,国が地方公共団体に対して,あるいは都

道府県が市町村に対 して支出する負担金,委託費,特定の施策の奨励または財

政援助のための補助金等である.これらは,いずれも国から地方公共団体に支

出されるもの,あるいは都道府県から市町村に支出されるものではあるか,本
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来地方あるいは市町村が徴収すべきもの,あるいは,特定の使途について国あ

るいは都道府県の支出だけでなく市町村も経費を負担するものである.したが

って,交付税のように,単に地方財源の均衡化を図るため,あるいはもっぱら

地方公共川体の財源の脆弱性を補うためのものとは性質を異にする.

したがって,交付税は,依存財源の中でも依存性の強いという意味で ｢強い

依存財源 ｣,また,地方譲与税,国庫支出金,都道府県支出金,地方債は,依

存財源の中でも依存性の弱いという意味で ｢弱い依存財源｣ということができ

よう.

以J二のように,人口規模に対して自主財源は増加関数であり,依存財源は下

に凸の関数であるという関係は,歳入面からみた地方財政の状況を特徴づける

ものであるとl祁寺に,わが国の市町村合併の必要性を示すものである.

第3節 人口規模 と人日当た り歳入額- 地方圏および大都市圏の市

都市の財政状況は大都市と地方ではかなり異なる.そこで,全国を大都市圏

と地方圏に2分して,前節と同様の考察を試みる.ここに,大都市圏は,前章

までと同様に, 1都2府 6県であり,地方圏はそれ以外の38道県である.

地方圏と大都市圏における人口規模 と人口当たり歳入の関係は表6-5およ

び表6-6に示す.大宗は表6-3の全国と同様である.注意すべき点は次のと

おりである.

① 回帰式のフイットは,表6-3,表 6-5,表 6-6からわかるように,

すべて有意水準0.01で有意であるが,フイットの程度は,全体 としてみると,

地方軌 全国,人都市圏の順に良好である.

(参 歳入総額および依存財源について,人口当たり歳入を最小とする人口規

模は,表6-4にみられるように,全体 として,地方圏が最 も小さく,大都市

圏が中イ:I-_,そして全国が最も大きい.

(参 入日当たr)の歳入総額および依存財源の最小値は,表 6-4のように,

全体 として,地方圏が最も大きく,ついで全国,大都市圏の順であるか,全国

と大都市圏は費目によって順位が錯綜 している.
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表6-5 都市の人口規模と歳入項目別人口当たり歳入額の回帰式 (都市階層別)

- 地方圏の市

歳入項目 サ ンプル敬 例外番号 係数の値 g値 紬 度調整済みと綻係数F値 有意性
定数項a 1次の係 数∂ 2次の係 数C 3次の係 数d 定数項 1次の係 数 2次の係 数 3次の係 数

1歳入総額 12 6,8157-0.7370 0.1270 109.6-13.4 12.3 0.94596.2 ◎

地方税 *脚 12 4.01690.6747-0.1849 48_5 5.6 -3.7 〔)_969117_4◎伊､
2-1市 T村民税個人分市町村民税個人分* 1212 3.00782.91840.38750.5372-0.0431-0.10860.0082 57_()33.5 8_34.2 -4_9-2.1 1.3 ()_9630.966146.1104_4砂◎
2-2市町村民税法人分市町村民税法人分* 1212 1.94801.72690.39250,7633-0.0329-0,19510,0203 21.913,4 5.04_1 2.2-2,5 2_1 0.9410,95889.383,9 CJj◎
2-3固定資産税 12 3.4986 0.3016-0.0346 34.8 3.4 -2.1 0_79722,6 ◎

3地方譲与税 12 32.4262-0.22540.0353 67.4 -7.I 5.9 0ー86436_0 ㊨4地方交付税 ll 6.5141-1.75100.2490 79.4-24_1 18.5 ().991556_8 ◎

4--1普通交付税 ll 36.3423-1_75260_2551 74_7-23_3 18_3 0_990479.8匂
4-2特別交付税 12 4.5358-1.54270.1530 40_0-15.4 8_1 ()_991641.7⑳
5国庫支出金 12 4.6497-0.85650.1552 34.9 -7.3 7.0 0.82226.5 令

6都道肘県支出金 12 4.1340-0.79020.0729 18.1 -3.9 1.9 0_89347,∩㊨
(汁) 表 6-3に同じ.

表6-6 都市の人口規模と歳入項目別人口当たり歳入額の回帰式 (都市階層別)

- 大都市圏の市 (東京23区を除 く)

歳入項目 サ ンプル敬 例外 係数の値 g値 榊婚崩整舶 決定係数F値 有意惟
定数項(～ 1次の係 数b 2次の係 数ど 3次の係 数d 定数項 1次の係 数 2次の係 数 3次の係 数

番号

1歳入給紙 12 6.5318-0.58670_1012 51_6 -6_6 7.4 ().84932.0 FJj

2地方税 12 4,7125∩,09850,00460_0216 52_6 1_6 0_5 7_A 0_89849_4 +LをFi.Crjj乍=1､位(Cj:.

地プ}L税 * 12 4,23080.7028-0_2063 60_9 8_7 -7_6 ()_987274_4

2-1rhy町村民税個人分 12 3.14510.5238-0.06250,0284 24.4 5.8 4.5 4,8 0.85433.2
市町村比税個人分*メ 12 2.5121 1.3179-0,3397 16.7 7,6 -5,8 ()_95782_9

2--2ホ町村民税法人分市町村民税法人分* 1212 2_66521.8692-0_25930.73940_0706･-0.27800.03570.0186 14_56.8 -2_()2.3 3_ij2.6 3.33.2 り_8490.92731_847.7lb1定資産税 * 12 3.81770.3650-0.1444 26.2 2.2 -2.5 0.90535.8

3地方譲与税 12 2222,3955-O_32040_0515 28,9 -5_5 5_7 ()_74()16ー6

4地方交付税 ll 7_3423-2.67310_2669 10_8 -5_6 3_6 ()_9()8 50_1

4-1普通交付税 ll 7_8364-3_2226 0_3337 6_7 -3_9 2_6 ()_81022.4 ⑳･f-jJ4-2特別交付税 ll 4_4692-1_7966 ∩_1652 14_4 -8_2 4.8 0.964133_2

5国樺支出金 12 4_4152-0_98780.1692 17.3 -5.5 6.1 0.79〔)21.7 C=Jj

6都道肘牡支出金 12 3.6555-0.48740_0403 12.9 2.4 1.3 0.743 16.9 ら

(ri三) 表6-3に同じ
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④ 自主財源である地方税については,表 6-3,表 6-5,表 6-6か らわ

かるように,全体 としても, また市町村民税個人分,市町村民税法人分,固定

資産税に分割 してみても,いずれも大都市圏が地方圏よりも右上が りの 3次関

数の傾向か明確で,一般に右上が りの程度が強い.

第4節 地方交付税/歳入総額,地方債現在高/歳入総額,

人件費/地方税

1 地方交付税/歳入総額

地方交付税は全国の市 (東京23区を除 く)では平均 して歳入総額の8.8%を

占めろ. しか し,表 6-7のように,市によってその程度は大 きく異なる.表

表6-7 地方交付税/歳入総額,地方債現在高/歳入総額,人件費/地方税の
多い市,少ない市 (平成6年度)- 東京23区を除 く

巾 ､r城6年度末 地Jj交付税蝕 ~rf]- 平成6年度末 地方頂現在高 市 平成6年度末 人件費人日数 /歳入縫紋 人日数 /歳入総青白 人日数 /地方税

(ソj人) (%) (万人) (㌔) (万人) (%)

多い 1山 川 市 1.3 46.()(ー3御 所 市 3.7 172.0歌志rJ,1市 0.7 472.2

2夕 張 市 1.ド 44.208東広島rt]p 10.6 126.5夕 張 市 1.8 324.3

3/r-探 llJ- 2.1 44.ー99八 幡 市 7.5 126.4土佐清水-hl 2一1 293.1

4遠 野 市 2.9 44.099古 河 rrJ' 5.9 125.9LIEfl市 1.3 272,8

脂 5豊後-lr:,.HTlmr 1.9 44.042夕 張 市 1.8 125.7三 笠 rFj 1.6 255.2

かレ 6 赤 :1fi- 市 1.82.31).82.4 43,597/Ei塚 市 8.3 124.7赤 平 市 1.8 253.0

)1日市 7去 j~; rh 43.579須 崎 市 2.9 123.8酉之表市 2.0 22().5
8深 川 山 42.783御 坊 市 2.8 123.5室 戸 市 2.3 2ユ5.4

9尾花t)hJ 42.745川之i-[二市 3.9 123,2安 芸 市 2.3 208.6

1日)"l■別 rh 2,3 42.492fZl trj]J市 3.0 12〔).31--探 rfJ- 2.1 204.9

少杏い脂 1藤 沢 rfJ- 36.2 0.027Il-LD 市 9.4 28.2可 児 市 8.6 25.7

2鎌 余 市 17.3 ()_027福 Jt itI 6.0 29.6口 進 市 5.6 27_8

3平 塚 rli 25.2 0.027高 イf市 6,4 32.5柏 崎 市 8.9 28.0

45h此蔵 野市 13.0 ().()3()保 谷 市 9.7 33.4羽 村 ti 5.4 28.2

豊 Li] rJ- 33.3 0.032安 城 市 14,7 34一8碧 南 市 6.7 29.3

か 惇 木 市 20.1 ().036蒲 郡 柿 8.4 34.9横 浜 市 327.4 29.8

一.L=7日 野 市 16.1 0_058袖 ヶ浦 TF]- 5.7 35.0多 摩 市 14.4 30.2

市8刈 谷 市 12.3 ().i)6l武蔵村Hl市 6.7 36.7厚 木 市 2(I.I 30.4

9東 海一市 9.9 0.062南足柄市 4.4 37.5焼 津 古 ll.6 30.4
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表6-8 地方交付税/歳入総額の
水準別市数

地方交付税/歳入総碩 ■有数

40%以上 13

30-40%未満 77

20-30%未満 163

10-20%未満 166

10%未満 244

6-8は歳入総客削こ占める地方交付税の割合別の市数を示す.40%以上の市が

13市,300/.以上の市は90市 (全国の市の13.60/.)にも達することがわかる.

図6-13は,人口規模 と地方交付税/歳入総額の関係が,都市階層2と3を

例外として,次のような ｢右下がりの 1次関数｣であることを示す.

Y-4.2453-0.8215X
(63.0) (-36.6)

N-12, R2-0.992, F-1335.9

ただ し,Y:地方交付税/歳入総額 (%)の対数値,X:人口 (刀

人)の対数値,N :サンプル数,R2:自由度調整済み決定係数,

F:分散比

これより,人目規模の増大につれて,歳入総額に占める地方交付税の割合が

低下すること,その低下の程度は,人目が 1%増大するとき,歳入総敬に占め

る地方交付税の割合は0.82%低下する (歳入に占める地方交付税の割合の人口

弾性が0.8215である)ことがわかる.

2 地方債現在高/歳入総額

地方債現在高はストソクであり,歳入の構成要素ではない.しかし,それは,

図6-14に示すように,都市の人目規模 と密接な関係が認められる.その剛肩

式は次のとおりである.

Y-4.9573-0.5154X+0.0708x2
(35.9) (-4.8) (4.0)



図6-13 都市の人口規模と地方交付税/ 図6-14
歳入総板- 全国の市 (東京

23区を除 く),両対数
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都市の人口規模と人口当たり地

=l=_ 千 -I

人目規模 (万人).対数

N-14, R2-0.701, F-16.2

y:人日当たり地方債現在高 (千円/人)の対数僻

X :人目 (万人)の対数値

すなわち,人日当たり地方債現在高は,人口規模の増大とともにはじめ急激に

低下し,人口18万8000人で最小値24万円をとり,その後,人口規模 とともにふ

たたび急上昇する.

また,地方債現在高を歳入総額に対する比でみると,表 6-9に示すように,

格差が大きい.170%を超える市が 1市あるが,これは例外 としても,実に74

市で歳入総額を超過 している.年間予算よりも地方債が大きい市が全市の1割

以上にも達することになる.50%を超える市は630市で,全体の95.0%にあた

る.

これを図示すると図6-15のようであり,その回帰式は次のとおりである.

Y-4.484110.1142X+0.0249x2
(78.7) (-2.6) (3.4)

N-14, R2-0.621, F-ll.6

y :地方債現在高/歳入総額 (%)の対数値

X :人口 (ソj人)の対数値

人口規模の増大とともに,地方債現在高の歳入総額に対する比ははじめ低下
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表6-9 地方債現在高/歳入総額の

水準別市数

地方債現在高/歳入総額

表6-10 人件費/地方税の水準

別市数

市数 人件費/地ノJ税

170%以上

130-170%未満

120-130%未満

110-120%未満

100-110%未満

90-100%未満

80-90%未満

70-80%未満

60-70%未満

50-60%未満

40-50%未満

30-40%未満

20-30%未満

1
00
4

9

2

1

5

4

4

2

∩プ
2

1

1

4

9

3

7

1

4

2

･-1
一1

1

400%以上

300-400%未満

250-300%未満

200-250%未満

150-200%未満

100-150%未満

90-100%未満

80-90%未満

70-80%未満

60-70%未満

50-60%未満

40-50%未満

3(卜40%未満

2()-30%未満

し,人口9万9000人 (対数表示で2.3)のとき最小値77.7% (対数表示で4.4)

をとって,その後増大する.都市の規模が10万人程度を最低 として,それより

小さくても大きくても地方債現在高の歳入総額に対する比は増大する.

3 人件費/地方税

人件費については第2章に詳しいが,ここでは,主要な臼主財源である地方

税との比率で考察する.表6-10は,この比率別にみた市数である.これによ

ると,実に87市において,人件費が地方税を超過 している.町村でなく市にお

いてさえ,白市の地方税では人件費も賄えない市が87市 (全市の13%)もある

とは驚きである (なお,全国の町村では,自町村の地方税では人件費も賄えな

い町村が,実に3分の2に達する).

この比率 も,図6-16に示すように,人目規模 と密接な関係がある.この場

合には,横軸の人口 (対数値)の逆数を説明変数 とするときわめて良好な回帰

式が得られる.



図6-15 都市の人口規模と地方債現在

高/歳入総額- 全国の市

(東京23区を除く),両対数
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図6-16 都市の人口規模と人件費/也

を除く),両対数
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Y-3.5253+1.0801(1/X)
(92,8) (19.8)

N-14, R2-0.968, F-389.9

y:人件費/地方税 (%)の対数値

X :人目 (万人)の対数値

これより,人目規模が大きくなるほど人件費/地方税比率は小さくなる. こ

の回帰式によると,人目10万人 (対数表示で2.3) くらいまではこの比率が急

低下し,その後緩やかに低下して,人目50万人 (対数表示で4)を超えると,

わずかに低下はするが,ほぼ一定とみなしてもいいことがわかる.

第 5節 お わ り に

本章は,平成 6年度のデータにもとづいて,都市の人口規模 と歳入との間の

一般的関係を導出し,それによって,歳入面からみた最適都市規模を求めよう

とするものである.その主要な結果は次のとおりである.

(1)都市の歳入を全体 としてみると,対数表示の人口当たり歳入総額は対数

表示の人目規模について ｢下に凸の2次関数｣の関係がある.すなわち,人口
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規模の増大とともに,人Lj当たり歳入総故ははじめ低下し,人目21万1000人で

最小値30万4000円となり,その後増大する.

(2) しかしながら,歳入のうち自主財源と依存財源とでは,人目規模に対し

て異なる関係を有し,歳入総額はその合成としての結果である, したがって,

歳入は自主財源と依存財源に分けて検討する必要がある.

(3) まず,自主財源の代表である地方税そのもの,およびその構成要素であ

る市町村民税個人分,市町村民税法人分,固定資産税は,いずれも共通の傾向

性をもつ.すなわち ｢都市において,対数表示の人日当たり自主財源は,対数

表示の人口の 『右上がりの3次関数』としてきわめてよく説tJj]される｣(ファ

クト･ファインディング4). したがって,人口規模が大きいほど人日当たり

自主財源は大きく,この点から,人u当たり自主財源が最大となる人目規模 と

いう意味での最適規模を求めることはできない.

(4)次に,依存財源については,｢市部において,対数表示の人日当たり依

存財源は,対数表示の人｢1の 『下に凸の2次関数』としてきわめてよく説明さ

れる｣(ファクト･ファインディング5).

(5)依存財源は依存の程度によって ｢弱い依存財源｣(地方譲与税,国庫支

出金,都道府県支出金,地方債)と ｢強い依存財源｣(地方交付税,普通交付

税,特別交付税)に分けられる.そうすれば,｢市部において,依存財源のう

ち 『弱い依存財源』(国庫支出金など)は現存する都市規模の範岡内で最小値

をもつが,『強い依存財源』(地方交付税など)は現存する市の人目規模では最

小値をもたず,現実には人口規模が大きいほど人口当たりの 『強い依存財源』

は小さくなる｣(ファクト･ファインディング6).

(6) したがって,人口当たり依存財源を最小にする人口規模を最適都市規模

とすれば,｢弱い依存財源｣については最適規模を求めることができ,それは

人口16万-26万人である.しかし,｢強い依存財源｣については現実には最適

都市規模を求めることはできない.

(7)以上の結果をまとめたものが図6-17である.ここで,地方債現在高,

地方債現在高/歳入総額,地方交付税/歳入総額,人件苧/地方税について,

これらは依存財源そのものではないが,それらが示す ｢弱い｣あるいは ｢強
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図6-17 都市の人口規模 と人口当たり歳入および歳入関連項目との関係
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逮
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い｣依存財源の傾 向性に応 じて分類 して示 しておいた.

(8) 以上の考察は,小規模都市が歳入面か らみて きわめて脆弱であるこ とを

示す ものであ り,市町村合併の必要性 を訴えるものである. しか しなが ら,観

点 をたとえ地方財政 に限る場合 において も,単に歳入だけの観点か ら都市の最

適規模 を求め るには無粋かあ り,歳出 と総合 して求め る必要がある.
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(9) 歳入関連項目について注目すべき点を付加しておく.

(∋ 地方交付税/歳入総額比率は市によってその程度が大きく異なり,30%

以上の市が90市 (全国の市の13,6%)にも達する.人L1規模の増大につれて,

歳入総額に占める地方交付税の割合が低下し,人目か1%増大するとき,歳入

総額に占める地方交付税の割合は0.82%低下する.

② 人口当たり地方債現在高は,人口規模の増大とともにはじめ急激に低下

し,人口18万8000人で最小値24万円をとり,その後,人口規模 とともにふたた

び急上昇する.また,地方債現在高を歳入総客酎二村する比でみると,実に74市

(全国の市の11.2%)で歳入総額を超過している.

③ 人件費/地方税比率は,人口10万人くらいまでは急低下 し,その後緩や

かに低下して,人口50万人を超えるとほぼ一定とみなしてもいい.また,驚く

べきことに,自市の地方税では人件費も賄えない市が87市 (全市の13%)もあ

る.
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第7章 都市規模と財政

第 1節 は じ め に

本章の目的は,平成6年度のデータにもとづいて,市町村の人口規模 と財政

諸指標との間の一般的関係を導出し,それによって,地方財政からみた最適都

市規模を求めることである.

第1章～第5章において,市町村の職員数,人件草,および諸歳出費目につ

いて,人目規模との間の一般的関係を求めた.すなわち,対数表示の人口当た

り職員数,人件曹,および諸歳出費目は対数表示の人口規模との間に ｢下に凸

の2次関数｣の関係があることを導出した.その結果,人口当たり職員数,人

件費,および歳出総額を最小にするという意味での最適都市規模は,それぞれ,

人目32万人,29万人,および22万人程度であることを示した.また,それを応

用して,市町村合併の職員数および歳出面からの効果として,全国341広域市

町村圏に属する全市町村が圏域ごとに合併した場合の推計費用節減は,職員数

で12万3000人 (平成6年度実績の18.2%),人件費で年間7899億円 (同14.2%),

歳出総額で年間3兆7000億円 (同12.9%)であることを明らかにした.

また,第6章では,諸歳入項目と都市規模との関係として,歳入のうち自主

財源 (地方税等)については,対数表示の人口当たり自主財源は対数表示の人

口規模に対して ｢右上がりの3次関数｣の関係があり,他方,依存財源 (地方

交付税等)については,対数表示の人口当たり依存財源は対数表示の人口規模

に対して ｢下に凸の2次関数｣の関係があることを示した.その結果,自主財

源については,人口当たり自主財源を最大にするという意味での最適都市規模

は不確定であり,また,依存財源については,国庫支出金のような ｢弱い依存
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財源｣では,人口当たり依存財源の最小化という意味での最適郡市規模は人口

16万-26万人であり,地方交付税等の ｢強い依存財源｣では,人口当たり依存

財源の最小値は現存する市の人目規模においては存在せず,実質上不確定であ

ることを示 した.

本章では,以上の章をふまえて,市町村の歳出および歳入のI面前から総合的

に考察する.資料は前章までと同様である.なお,市町村の中でも,市部が分

析の中心となるので,本章でははじめに市について詳しく考察し,その後,市

町村全体および町村について考察する.

第 2節 都市の人口規模 と財政指標- 全国の市 :都市階層別

市の財政指標の中には,地方交付税など重要なものについて東京都23区には

制度上適用されない指標がある. したがって,不章では,前章とl司様に,東京

都23区を除く全国663市を分析の対象とする.

市の財政指標には,前章までに考察 した歳入および歳出の個々の項目以外に,

それらに種々の補正を行って,基準的あるいは標準的な指標 として算定された

ものがある.基準財政需要暑気 基準財政収入額,標準財政規模,財政力指数な

どがこれである.

ここに,基準財政需要額は地方交付税の算定基礎 となるもので,各地方公共

団体が合理的,かつ妥当な水準における行政を行い,または施設を維持するた

めの財政需要を一定の方法によって合理的に算定 した額である.また,甚窄財

政収入額は,地方交付税の算定に用いるもので,各地方公共団体の財政力を合

理的に測定するために,標準的な状態において徴収が見込まれる税収入を一定

の方法で算定した額である.普通交付税は,基準財政需要額が基準財政収入額

を超える地方公共団体に対 して,その差額 (財源不足額)を基本として交付さ

れる.

標準財政規模は,地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経

常的一般財源の規模を示すもので,標準税収入額等に普通交付税額を加算した

額である.財政力指数は,財政力を示す代表的な指標で,基準財政収入額を基
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準財政需要額で除した値である.これは,各年度の財政力指数 (単年度財政力

指数)の3カ年平均を指すことが多いが,ここでは平成 6年度の単年度財政力

指数を意味する.

これら基準化ないし標準化された財政指標について,全国663市を,表 7-1

のように,14階層にグルービングし,人口当たり財政指標を求める.ただし,

財政力指数については,人口当たり表示にしないで,財政力指数そのものであ

る.ここで,各階層の人口当たり財政指標は,その階層に属する各市の人口当

たり財政指標の合計をそれに属する市数で除したものである.その散らばり具

合をみるために,標準偏差を示してお く.

このようにして求めた人日当たり財政指標について以下で考察する.まず,

人口当たり基準財政需要額 と人目規模の間には,対数表示で示すと図7-1の

ように, ｢lIに凸の2次関数｣の関係がみられる.図の曲線は最小 2乗回帰式

として求めた2次曲線である.その適合性は,表7-2-1に示すように,円由

度調整済み決定係数が0.877であるから9割近い説明力があり,

F値47.3>F(2,ll,0,01)-7.206

であるから,有意水準0.01で十分有意である.また,

係数およ及び定数項の t値の絶対値>t(ll,0.01/2)-3.106

であるから,係数および定数項も有意水準0.01で十分有意である.

これに対して,対数表示の人日当たり基準財政収入額は,図7-2のように,

対数表示の人目規模の ｢右上がりの3次関数｣として表される.人口規模 7万

人 (対数表示で2)程度までは,人日当たり基準財政収入額は人口規模 ととも

に急増大し,その後人1150万人 (対数表示で4)程度まで緩やかに増大し,50

万人を超えるとふたたび急増大する.図7-2の回帰曲線はこの3次関数を示

す.その適合件については,表7-2-1のように,自由度調整済み決定係数が

0.920であるので,9割以 卜の説明力が認められ,また,

F植50.9>F(3,10,0.01)-6.552

であるから,フイットは有意水準0.01で十分有意である.さらに,

係数および定数項の g値の絶対値>J(10,0.01/2)-3.169

であるから,係数および定数項も有意水準0.01で十分有意である.
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表7-1 都市 の人 口規模 と財政諸指標 (都

基準財政'i-1.i:安納 基準財政収入純 標準財政規根千H/人 標準偏差ノJ~ 人 .標準偏差 千円/人 標準偏差 十LlJ/人 標準伽よ.::

1 200二り一人以上 3 261.3 60,47 196,4 25.1 193.7 27.1 259,4 34.1

2 100万-2相~ノノ人未満 7 129.7 24.83 190.0 12.0 148.ー 17.7 239.5 6.6

3 75ソJ~-100万人未満 4 83.3 7.25 118_9 73.9 114.4 77.4 2()3_6 28.7

4 50万-75ソノ~人未満 ll 58.0 3.89 133.2 19_7 120.7 19_1 180.4 1n.9

5 407j～50万人未満 21 44.9 2.53 13().8 12.8 127.9 13.0 178,2 ll.5

6 30万-40万人未満 28 34.5 3.04 118.6 36.6 113.0 38.2 182_1 16.2

7 20万-30万人未満 44 24.9 3.09 125.5 21.1 116.7 27.4 175.9 18.7

8 10万-207-j人未満 lZtl 13.8 2.70 145.9 70.0 129.8 77.() 176.7 19.9

9 7.5万-10~ノノ人未満 74 8.7 ().73 141.1 19.5 116.1 33_5 181.4 27.6

10 5万-7.5万人未満 150 6.1 0.65 152▲0 42.8 109.4 48.6 185.2 20.4

ll 4カー～5万人未満 69 4.5 0.29 166.4 24.6 96.2 25.2 198,8 24.6

12 3万-4万~人未満 89 3.5 0.28 179.2 22.3 92_2 2(),8 208.2 2り.7

13 2万-3万人未満 55 2.6 0.25 224.6 38.6 79.3 19.2 248.9 37.1

表7-2-1 都市 の人 口規模 と財政諸指標 の回帰式

財政指標 Y サンプル数 例外番号 係 数 の 値
定数項 α 1次の係数 ∂ 2次の係数 C

1 基準財政需要額 14 12 5.9584 -().6851 0.103()

2 基準財政収入額 14 3.8135 ().9()25 -0.2877

3 標準財政規模 14 5.9007 -0.4911 0.0797

4 財政力指数 13 -1.78()1 1.0394 -∩.1504
5 歳出総額 14 6.7571 -0.7019 0.1153

6 人件費 14 5.1278 -0.5883 ().0891

7 地方税 14 3.9315 0.8298 -0.2301

(症) t｡日南式 Y-a+bX+cX2+dX3.
X-Imp (P 万人),Y-1nQ,O-G=二m /P(人),P 人目,(, 舶雌榊苦､ln H然対数,ただ
◎は回帰式が有意水準001で有意てあることをホす.*(**)はrL11帰係数かイ】息水準002て1lJ首てあ
例外番+JLは剛 宕式推昌lから除いた郡市階層番号を′11す.
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市階層別)- 全国の市 (東京23区を除 く)

財政ノJ指数 人日当たり 人日当たり 人口当たり 人口当たり歳 出 総 締 人 件 常 地 方 税 地方交付税

TlTJ/A 標 準偏差 十日/人 標準偏差 千日/人 標準偏差 千円/人 標準偏差 TFTl/A 標準偏差

0.99 ().()2 552.I 15().5 93.0 33.9 239.9 39.5 3.0 2.7

0.79 0.14 51().4 72.9 84.2 16.5 179.9 24.5 46.3 24.1

0.90 ∩,19 342.5 48.7 70.6 5.7 182.3 15.0 7.4 1().8

0,93 0.24 3()1.2 54.4 66.0 7.8 149.0 23.8 22.1 24.5

0.99 ().14 318.8 46.0 70.2 13.0 158.6 18.1 10.1 13.7

0.96 ().22 316.7 53.9 69.3 ll.6 155.4 27.2 15.2 21.1

0.94 0.22 314.1 44.8 66.3 8.4 146.8 27.8 18.8 20.6

0.89 0.22 319.2 52.6 69,2 14.2 141.3 29.8 25.9 25.7

0.83 0,24 315.8 59.3 68.0 15.2 136.0 39.6 35.5 27.1

0,73 0.21 336.4 50.6 71.9 13.2 126.1 34.2 52.8 31.4

0.60 ().21 387.3 75.9 78.1 13.8 113.2 35.1 85.5 39.6

0.53 0,15 389.4 64.3 83.2 13.7 105.2 27.7 102.7 38.4

0.37 0.12 491,8 92.5 104.7 19.4 88.0 26.9 168.2 50.4

0.27 0,14 676.O r214.1 148.2 42.4 77.4 33.8 261.7 1()0.4

(都市階層別)- 全国の市 (東京23区を除 く)

g 値 自由度調繁済み決定係数 F値 l~自日東式有意件3次の係数 d 定数項 1次の係数 2次の係数 3次の係数

0.03090.0235 63.1 -9.4 8.6 5.06.3 0.877 47.3 ◎

31.1 5.6 -5.0 0.920 50.9 ◎
1()3.0 -ll.1 10.9 0.903 61.7 ◎

-26.3 17.8 -14.1 0.979 284.2 ◎
84.1 -ll.3 ll.3 0.907 64.6 ◎
59.6 -8.8 8.1 0.861 41.3 ◎
53.4 8.6 -6.6 0.980 216.4 ◎

し,財政)J指数については.()-Gで.小数表示てある.
る (ない)ことを′J叶 .無印はすへて有意水準001で有意てある.
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図7-1 都市の人口規模と人口当たり基準財政需
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他方,標準財政規模は ｢下に凸の2次関数｣となる (図は割愛).このよう

な関数となるのは,標準財政規模が,標準税収入額 (主要な自主財源である地

方税によるところが大きい)と普通交付税 (主要な依存財源である)とをとも

に含む概念であり,前章の歳入総額 と同様に,｢右上が りの3次関数｣の性質

をもつ自主財源と,｢右下が り,または,下に凸の 2次関数｣の性質をもつ依

存財源の両者の性質を併せ もつためである.したがって,標準財政規模は,表

7-2-1に示すように関数のフイットも,また定数項および係数の有意性も,

いずれも有意水準0.01で十分有意ではあるが,財源の性格が明確でないという

意味で,適正都市規模を求める観点からは適当な指標 とはいいがたく,以下で

の最適都市規模の基準としては採用しない (ちなみに,人口当たり標準財政規

模を最小とする人口規模は21万8000人である).

図7-3に示す対数表示の財政力指数は,対数表示の人目規模に対して ｢上

に凸の2次関数｣の関係がある.表7-2-1のように,人口2007j人以上の巨

大都市を除く場合,自由度調整済み決定係数は0.979で,

F値284.2>F(2,10,0.01)-7.559

であり,かつ,

図7-3都市の人口規模と財政力指数 (都市階層
別)一 全国の市 (東京23区を除く),両

対数

財
政
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係数および定数項の t値の絶対値>t(10,0.01/2)-3.169

であるから,関数の適合性も,係数および定数項の有意性も,有意水準0.01で

十分有意である.

以上のような基準化ないし標準化された財政指標のほかに,表7-2-1には,

歳出および歳入の主要な指標が追加されている.すなわち,歳出の指標として

歳出総額 と人件費,歳入の指標として主要な自主財源である地方税,および,

主要な依存財源である地方交付税についても,回帰式が示されている (このう

ち,歳入は前章と同様であるが,歳出は,東京都23区を含まない本章と,含む

第 5章 との間には係数の値にわずかな違いがある).

第 3節 都市の人口規模 と財政指標- 全国の市 :仝663市

本節では,全国663市をグルーピングしないで,そのままのサンプル数につ

いて分析する場合にも,前節と同様の傾向性を認めることができることを示す.

この場合,上記と同様の回帰式を求めると,表712-2のようである.Fl由度

調整済み決定係数はいずれも低下するが,サンプル数が大きいのでF値は,

地方税を除いて,改善される.F分布表より,

F(2,240,0.01)-4.695

表7-2-2 都市の人口規模と財政諸指標

定数項 α 1次の係数 !) 2次の係数 L.

1 基準財政需要額 663 5.8578 -0.6319 0.0962

2 基準財政収入額 663 3,7164 0.9292 -0.2783

3 標準財政規模 663 5.8345 -0.4777 0.0818

4 財政力指数 663 -1.7727 1.0160 -0.1447

5 歳出総額 663 6.6619 -0.6760 0.1164

6 人件費 663 5.0204 -0.5732 0.0943

7 地方税 663 3.8172 0.9012 -0.2423

(汁) Fll帰式 Y-a+bX+cXZ十dX3.
X-1nl'(P 力人),Y-tn(),Q G(TH)/P(人LI'人目,(:朗雌指標,1n l'l然対数.!_･
回帰Jlにはすべて布意水準0.01で有意である.定数項およびIL)I輔係数はす-＼てイJe･水準OOlてイJさてある.
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F(3,240,0.01)-3.864

であるから,州南式はすべて有意水準0.01で十分有意である.また,f分布表

より,

t(240,0.01/2)-2.596

であるから,定数項および回帰係数はすべて有意水準0.01で十分有意である

(自由度を240としているのは,サンプル数663に対応する自由度のF分布表お

よび t分布表がないためであるが,サンプル数663に対応する自由度のF分布

表および t分布表の値は,自由度240に対応する値とほとんど違いはない).

表 7-2-1のように都市をグルーピングする場合も,表 7-2-2のようにし

ない場合も,係数の値には,地方交付税を除いて,大きな違いはない.

第 4節 都市の人口規模 と財政指標- 全国の市 :地方圏,大都市圏

全国の中でも地方圏と大都市圏ではかなり状況が異なるので,前々節と同様

に都市をグルーピングした場合の分析を,地方圏と大都市圏に分けて検討する.

ここで大都市圏と地方圏の区分は前章までと同様である.

表 7-3および表 7-4に示すように,地方圏 (436市)についても大都市圏

(227市)についても,傾向性 (回帰式の形)は,表中の8指標すべてについて,

/仙 自由度調整済み決定係数 F値3次の係数 d 定数項 1次の係数 2次の係数 3次の係数

0.0282().0237 142.2 -17.9 14.0 4.84.8 0.423 243.8

38.7 7.5 -5.7 0.213 60.9

253.4 -24.2 21ー3 0.496 326.2

-32.0 21.4 -15.7 0ー561 424.8

195.3 -23.1 20.5 0.470 294.7

131.6 -17.5 14.8 0.362 188.7

47.3 8.6 -5.9 0.389 141.7

たし.財政)J指数については.O -Gて､小数表示てある.
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表7-3 都市の人 口規模 と財政諸指標

財政指標 y サンプル敬 例外番号 係 数 の 偵二

2 基準財政収入額 12 4.0190 ().5391 -(L1554

3 標準財政規模 12 5.9852 -0.5868 0.1002

4 財政力指数 12 -1.6976 0.9O28 -0.1296

5 歳山総細 12 6.8059 -0.7496 0.1294

6 人件費 12 5.1845 -0.6577 0.1018

7 地方税 12 4.0169 0.6747 -0.1849

(tiA,) 表7-2 1にli7日/

表7--4 都市の人口規模 と財政諸指標の回帰式

財政指標 Y サンプ Ji,敬 例外番号 係 数 の 値
定数項 α 1次の係数 b 2次の係数 C

1 基準財政需要額 12 712 5,8757 -0.6887 0.1050

2 基準財政収入額 ll 3.9611 0.9525 -0.3344

3 標準財政規模 12 5.6921 -∩.3649 ー).0623

4 財政力指数 ll -1.2619 0.7995 -0.1170

5 歳出総額 12 6.5007 -0.5654 0.0974

6 人件費 12 4,9299 -0.4522 0.0717

7 地方税 12 4.2308 ().7028 -0.2063

(汰) 去7-2-1にlJl]し.

前々節の全国と同様であり,また,回帰式の適合件 も,すべての指標について

有意水準0.01で有意である.ただし,適合性の程度には圏域によって若干の違

いが認められ,全体 としては,地方圏の適合性が最 も高 く,次いで全国,最後

に大都市圏である.なお,係数および定数項の有意性は,表7-2-1,表7-

3,表 7-4の全78例のうち,*印および**印の5例外を除いて,有意水準

0.01で有意である.
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の回帰式 (都市階層別)- 地方圏の市

t値 自由度調整済み決定係数 F値 回帰式有意性3次の係数d完三数項 1次の係数 2次の係数 3次の係数

0.()1740.0195 121.0 -16.6 14ー6 * 3.0* 3.2 0ー968 166.3 ◎

5().9 4.7 * -3.3 0.959 86.3 ◎
132.9 -14.7 13.4 0.955 118.8 ◎
-18.7 ll.2 -8.6 0.957 124.7 ◎
104.6 -13.0 12.0 0.942 90.5 ◎
49.5 -7.1 5.9 0.870 37.8 ◎
48.5 5.6 -3.7 0.969 1.17.4 ◎
79.4 -24.1 18.5 0.991 556.8 ◎

(都市階層別)- 大都市圏の市 (東京23区を除 く)

g 値 自由度調整済み決定係数 F値 回帰式有意性3次の係数d誌数ffi 1次の係数 2次の係数 3次の係数

0.03710.0216 28.5 -4.7 4.7 3.97.8 0.652 ll.3 ◎

16.2 * 3.3 -3.5 0_840 18.5 ◎
87.5 -8.0 8.8 0.888 44.7 ◎
-21.2 17.3 -14.7 0.977 217.6 ◎
49.1 -6.1 6.8 0.825 27.0 ◎

37.7 -4.9 5ー1 0.683 12.8 ◎
6().9 8.7 -7.6 0.987 274ー4 ◎

第 5節 都市財政か らみた最適都市規模

最適都市規模を求めるには,まず,その基準を設定しなくてはならない.本

章では表7-5に示すように,歳出指標 3種,歳入指標 3種,総合指標 4種,

計10種の基準を設定する.ここに,｢歳入総額｣を採用 しないのは,第 2節で

述べた,標準財政規模を採用しないのと同じ理由による.最適都市規模は,表

7-5に示すように,これら諸指標を最小化または最大化する人口規模である.

人口当たり歳出指標は人口規模に対して ｢下に凸の関数｣であるので,最小



最 適 都 市 規 模 の 基 準 般 適 郡 rh■ 規 模

歳出指標 (1)E/P 人日当たり歳山総統の最小化 21.0 295,5(†一円/人)(2)W/P 人口当たり人件費の最小化 27.1 63.9(-HJj/人)

(3)D/P 人l｣当たり基準財政需要額の最小化 27.8 123,8(pT.ll】/人)

歳入指標 (4)T/P 人日当たり地方税の最大化 実質上不確定 (一様な増加関数)(5)G/P 人口当たり交付税の最小化 実質上不確定(7620TJĵ で削 ､1Lhをfuつl

(6)R/P 人口当たり基準財政収入客員の最大化 実質上不確定 (一様な増加関数)

総合指標 (7)良(1) 財政力指数の最大化 三三二…コ ;7;誓 1.016(8)12(2)-H/D 財政力指数の最大化 0.952

(9)¢-(D-R)/P 人口当たり基準財政不足額の最小化 30.3 5.920(千l))/人)

(注) (1)～(7)は表7 2 1のLRl･1着式よY)直接求めた.(8)は,1nL2 1n(H/P)--1n(D/j')よr).また(9)は,
¢-D/P-R/Pより,さらに(10)は,1ng -1n(E/P)-In(T/1')よリ,それぞれム7-2-1のLLJl小,T1式
を用いて求めた.

値が一意に存在 し,そのうち歳出総額および人件費については,第5章および

第3章 と同様の方法で,それぞれ最適規模21万人および27万1000人が求められ

る (表 7-5).基準財政需要額については,表 7-2-1より図7-4のように,

最適都市規模27万8000人が得られる.

これに対 して,歳入指標からは最適規模を求めることはできない.まず人口

当たり地方税については,前章で示 したように (本章表7-2-1に再録),人

口規模の ｢-様な増加関数｣であるので,最大規模 (全国を1市に統合する場

令)において人口当たり地方税は最大となるが,推計のベースとした都市の最

大規模が横浜市の327万人であるから,これよりかけ離れて大きな規模に適用

されるべきではなく, したがって,実質上最適規模を求めることはできない.

人口当たり地方交付税については,前章に示したように (本章表7-2-1に

再録),人口規模に対 して ｢下に凸の関数｣であるか,最小値をもたらす人目

規模は 7億人以上であるので,実質上最適規模を求めることはできない.

人口当たり基準財政収入額 も,表 7-2-1および図7-4のように,人口規

模の ｢一様な増加関数｣であるので,実質上最適規模を求めることはできない.

総合指標は歳出指標と歳入指標の両者の比または差として求められる指標で
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図7-4 都市の人口規模と人口当たり基準財政需
要額および人口当たり基準財政収入額

(都市階層別)一一一全国の市 (東京23区を
除 く)

人
U
r
た
り
展
準
財
政
需
要
額
お
よ
び
基
準
村
政

収
入
額

(丁
円
/
人
)

ZOO

IRO

160

140

.
･･

i

1

HO
() 27･850 100 150 2｡0

人口規模 (万 JJ

ある.まず,表 7-5の財政力指数 L2(1)は,表7-2-1の財政力指数回帰式よ

り直接求めたものである.この財政力指数は,表 7-2-1および図7-5のよ

うに,人口規模の ｢上に凸の2次関数｣であるので,一意の最大値をもち,そ

の規模は人口31万7000人である.なお,財政力指数が 1以上 となる人口規模は,

22万9000-43万8000人の間である.財政力が大きくて交付税を受けなくてすむ

のはおおむね人目20万-40万人の中都市であることがわかる.

同じ財政力指数でも,表7-5の β(2)については,

lnL2-ln(R/P)-ln(D/P)

より,表7-2-1の基準財政需要額および基準財政収入額の回帰式を用いて,

最適都市規模を求めた.これによると,最適規模は30万5000人であるが,最適

規模においてさえ財政力指数は1を若干下回る.

このように財政力指数は2種類求めたが,｢上に凸の2次関数｣という傾向

性に違いはなく,それから求められる最適都市規模 も31万人程度でほぼ同じで

ある.

人口当たり基準財政不足績¢は,人口当たり基準財政需要額から人口当た
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図7-5 都市の人口規模と財政力指数一一一全国

の市 (東京23区を除く)
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り基準財政収入額を差し引いたものである.これは,

¢-(D/P)-(1UP)

より,表 7-2-1の基準財政需要額および基準財政収入額の回帰式を用いで求

められ,図 7-6のように,最適規模は30万3000人となる.この最適規模にお

模30万3000人の都市においてさえ基準財政不足額は約18億円となる.

基準財政不足額については注意すべき点がある.図7-6のように,人口当

たり基準財政不足額は人口規模30万3000人で極小となった後,人目規模 ととも

に増加 して193万9000人で極大 となり,その後ふたたび減少する.そして,人

口376万2000人において,先に人口規模30万3000人において達成された極小値

5.920と等しくなる.その後も,この値は人口規模 とともに減少し,人口417万

4000人でゼロとなり,それ以後は,不足額がマイナス,すなわち不足でなく超

過 となる.

の人口をもつ横浜市よりさらに約50万人大きい規模)以上であれば,大きけれ
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図7-6 都市の人口規模と人口当T=r)基準財政
不足額- 全国の市 (東京23区を除く)
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ば大きいほど,上記の最適規模30万3000人よりも,さらに ｢最適｣となる.し

かし,上述のように,推計のベースとした最大サンプルが横浜市である点,お

よび,現在日本で焦眉の問題となっている市町村合併は,このような大規模な

行政体を対象としているものではない点を考慮して,上記のように,30万3000

人を最適都市規模 とするのが妥当である.

最後に,歳出総額/地方税比率Fは,

lnF-1n(E/P)-ln(T/P)

より求められ,表7-2-1の歳出総蘭 および地方税の回帰式を用いて,図7-

7および表 7-5のように最適都市規模29万7000人が得 られる.この最適規模

においてさえ,歳出総額は地方税の約 2倍である.

この意味での最適規模においても,なお歳出総額が地方税の2倍ということ

は,租税の地方と同との間のもともとの分配に問題があるとみなくてはならな

い.この点は,-市町村合併に関連をもちながら,むしろ地方分権の財政的基礎

の問題として議論されるべきであろう.

以上の結果をまとめると,表7-5のように,最適都市規模は,歳出指標 3
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図7-7 都市の人口規模と歳出総額/地方税

比率- 全国の市 (東京23区を除く)
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種の単純平均では25万3000人 (標準偏差3.74),総合指標 3種の平均 (良(1)と

良(2)は 1つにまとめて,その平均31万1000人を採用する)では30万4000人 (標

準偏差0,70),それら6指標の平均では27万8000人 (標準偏差3.67)となる.

最適都市規模の判断基準は上記のように種々ありうるが,標準偏差を考慮する

と,地方財政の観点からみた最適都市規模は人口約30万人弱であると考えるの

が妥当であろう.

第 6節 市町村および町村の人口規模 と財政指標

前節までは,市のみに限って人口規模 と財政諸指標との間の一般的関係を導

出したが,本節では,全国の市を含む全市町村と市を除く全町村について同様

の関係を求める.

1 市町村における人口規模 と財政指標

全国の3234市町村を表 7-6のように人目規模別にグルーピングし,基準財

政需要額,基準財政収入額,財政力指数,歳出総額,人件苧,地方税,地方交
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(東京23区を除 く)

人日数 全 国 地 方 圏 大 都 市 圏
市町村数 町村数 市町村数 町村数 市町村数 町村数

2 10071--2007テ人未満 7 3

3 75万-100万人未満 3 2

4 50万-75ブナ人未満 6 ** 4 2

5 40ノ∫～50万入来満 19 9 10

6 30万-40~万人未満 25 7 12 13 3

7 20ノノー～30-万人未満 39 21 18

8 loヵ-20万人未満 115 56 59

9 7.5万-1()万人未満 74 36 38

ll 4万-5万人未満 91 23 75 14 16 9

12 3万-4ノブ人未満 172 83 130 50 42 33

13 2.57f-3力一人未満 112 77 92 60 20 17

14 2万-2.5万人未満 168 148 135 117 33 31

15 1.757∫-2ノノ人未満 120 112 102 94 18 18

16 1.5カー-1,75万人未満 134 133 113 112 21 21

17 1.257f～1.57∫人未満 205 204 173 172 32 32

18 17∫-1.25万人未満 270 270 225 225 45 45

19 8千～1万人未満 295 295 250 250 45 45

20 6十一8丁一人未満 372 371 330 329 42 42

21 4千～6千人未満 405 405 368 368 37 37

22 2千一4丁一人未満 299 299 283 283 16 16

23 1-千-2十人未満 104 104 98 98 6 6

24 1千人末梢 40 40 36 36 4 4

川 ) *は90ノ1人以 F.**は50Jj～90万人未満.

付税などの代表的な財政指標について,人口規模 との間の一般的関係を求める.

その結果は表7-7に示されている.

表7-7によれば,対数表示の人口当たり基準財政需要巷乱 歳出総額,人件

費などの歳出関連指標は,対数表示の人口規模の ｢下に凸の2次関数｣である.

また,歳入関連指標については,同じく対数表示の人口当たりで表すとき,塞



表 7-7 都市の人口規模と財政諸指標の回帰式 (都市階層別)- 全国の市町村 (東京23区を除 く)

定数項 α 1次の係数∂ 2次の係数(. 定数項 1次の係数 2次の係数

1 基準財政需要析 24 23,24 5.5453 -0.4346 0.0687-0.0478 274.5 -35.2 22.0-9.0 0.983 676.9 ◎2 基準財政収入額 22 4.4483 0.1078 174.6 ll.1 0.853 123,∩ ◎

3 財政力指数 23 123,24 -0.9948 0.4246 -32.7 23.3 0.971 365.9 ⑳
4 歳出総額 24 6,2693 -0.4365 0.0817 367.1 -41.9 30.9 0.987 886.2 匂
5 人件費 24 4.6192 -0.3431 0.0614 295.3 -35▲9 25.3 0.983 662.2 a,
6 地方税 22 4.4989 0.1559 272.3 24.7 0.967 611.4 ･lLJljj

t打1 回帰式 Y-a十bX十cX2.

X-lnP (P 万人),Y=1nQ,()-G(f一円)/P (人).P 人U.G 村政指標,ln 自然対数
ただし,財政JJ指数については,0-Gで,学位は小数表示てある.
re･は有意水準LIOlで有意てあることを示す.
例外番号は回帰式推計から除いた階層番号をホす.

表7-8 都市の人口規模と財政諸指標の回帰式 (都市階層別)- 地方圏の市町村

定数項〟 1次の係数b 2次の係数 (. 定数項 1次の係数 2次の係数

2 基準財政収入額 2()り 4.4135 0.0992 333.7'一 .つ 16.7 ワ 0.936 279.5 ･雷:71､

5 人件費 22 4.6190 -0.3416 0.0602 299.5 -36.6 21.1 0.9850.9680.991 710.2 ･∂･3
6 地方税 20 .i.46L_)8 0.1411 340.8 24.0 577.5

(.11 去7-7に同じ

＼｣
○＼
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準財政収入鶴や地方税などの自主財源の性格をもつ指標は ｢右上がりの 1次関

数｣,他方,地方交付税のような依存財源は ｢右下が りの 1次関数｣である.

なお),財政力指数は ｢上に凸の2次関数｣である.

これらの回帰式の適合性はきわめて良好である.表7-7によれば,基準財

政需要額の2次の回帰式は,自由度調整済み決定係数が0.983であるので,98

%.i)の説明力がある.F値は676.9であり,F分布表によれば,

F(2,21,0.()1)-5.780

であるから,回帰式の適合性は有意水準0.01で十分有意である.定数項および

係数の g値は,274.5,-35.2,22.0であり,J分布表によれば,

J(21,0.01/2)-2,831

であるから,定数項および係数は有意水準0.01で十分有意である.表 7-7の

すべての朗政指標に関して,回帰式の適合性 と定数項および係数の有意性につ

いて同様のことが成立する.

全国の市町村のうち,地方圏2648市町村と大都市圏586市町村について,同

様の回帰式を求めたのが,表7-8および表 7-9である.程度の違いはあるも

のの,傾向性 (関数の形)ち,また,剛肩式の適合性や定数項および係数の有

意性も,上記の全国と同様である.

2 町村における人口規模 と財政指標

上記の市町村についての分析を町村だけに限定して行 う.回帰式の推計結果

は表7-10(全rx]),表7-ll(地方圏),表 7-12(大都市圏)に示す.

町村については,上記の市町村や市に比べて,適合する関数の形が簡単とな

り,3次式のものは皆無で,2次式も少なくなって,1次式が多くなる.とく

に,財政力指数が (上に凸の)2次式でなく,(右上が りの) 1次式になるの

が大きな違いである.これは,町村部では,人口規模の大きな行政体がないの

で,上に凸の2次式である市町村の場合の回帰式のうち,人口規模の大きな部

分 (市の部分)が欠落した場合 と考えれば,両者は整合的である.

また,基準財政需要柏についてみると,表 7-10-表 7-12のいずれについ

ても,1次式のEi]帰式と2次式の回帰式を比較するとき,R由度調整済み決定



表7-9 都市の人口規模と財政諸指標の回帰式 (都市階層別)- 大都市圏の市町村 (東京23区を除 く)

財政指標 y サンプル 数 例外番号 係 数 の 値 上伸 自由度調 整済み決 定係数 F値 有意性定数項α 1次の係数 b 2次の係数C 定数項 1次の係数 2次の係数

1 基準財政需要額 24 3,24 5.4168 -0.3796 0.0579-0.0505 147.3 -21.6 12.7-14.0 0.954 238.2 ◎2 基準財政収入額 22 4.6517 0.0729 146.8 5.7 0.599 32.3 ◎

3 財政力指数 23 124 -0.7434 0.3993 -28.0 32.5 0.981 556.9 ◎
4 歳出総額 24 6.1400 -0.3728 0.0713 208.5 -26.5 19.6 0.968 353,1 ◎
5 人件費 24 4.5737 -0.3219 0.0611 209.8 -30.9 22.6 0.977 480.1 ◎
6 地方税 23 4.7298 0,1085 180.7 10.7 0.838 114.9 昏

(注) 表7-7に同じ



表 7-10 都市の人口規模と財政諸指標の回帰式 (都市階層別)- 全国の町村

定数項 〟 1次の係数∂ 2次の係数C 定数項 1次の係数 2次の係数

1 基准財政需要額 15 114,15 5.6138 -0.5200 ∩,0452 242.5 -27.0 6.0 0.981 729.7 ど .･/ニト∴+

基準財政需要紙 14 5.5966 -0.5402 344.3 -38.7 0.991 1,495.0

基準財政需要額* 15 5.5465 -0.4823 334.8 -40.5 0.995 1,349.9 ･言

2 基準財政収入緬 13 4.4625 0.1124 255.4 5.9 0.737 34.6 F ,)

3 財政力指数 15 -1.0351 0.4992 -43.3 25.1 0.978 630.9 rrr r､

4 歳.V.絵師 15 1,21,214,15 6.3394 -0.5486 0.06180.0535 202.0 -21.0 6.17.4 0.969 441.8 ･e

歳出稔妨 13 6.2969 -0.5963 397.3 -42.7 0.993 1,825.1 ◎
歳出総額* 15 6.2475 -0.4971 284.0 -31.5 0.992 859.6 ◎

5 人件費 15 4.6463 -0.4500 177.9 -20.7 0.968 429.3 ◎
人件常 13 4.6123 -0.4883 314.5 -37.8 0.992 1,429.5 ◎
人件費* 15 4.5668 -0.4055 289.2 -35.8 0.994 1.125.5 ◎
6 地方税 13 4.5078 0.1774 240.7 8.7 0.860 75.0 ◎

(扶) 回帰式 Y-a+bX+cX2.
X-1nP (P 万人).Y-1nQ.O-G(TH)/P(人1,P 人口,G 財政指標,1n 自然対数.
ただし,朗政力指数については,O=Gて.単位は小数表示てある.

母は有意水準001で有意であることを示す.
例外番号は回帰式推計から除いた階層番号を示す.

*は.同じ財政指標について【口l帰1℃が根数ある場合に,推計に際して採用する回帰式を示す.
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表7-11 都市の人口規模と財政諸指標の回帰式 (都市階層別)- 地方圏の町村

財政指標 y サンプル 数 例外番号 係 数 の 値 g値 自由度調整済み決定係数 F値 有意性定数項 α 1次の係数b 2次の係数C 定数項 1次の係数 2次の係数

1 基準財政需要額 15 114,15 5.6243 -0.5181 0.0415 270.4 -29.6 5.6 0.984 879.0 ･◎
基準財政需要額 14 5.6087 -0.5367 392.5 -43.3 0.993 1,870.7 ◎
基準財政需要額* 15 5.5638 -0.4850 355.3 -43.2 0.995 1,488.3 ◎
2 基準財政収入額 13 4.4310 0.1129 217.0 5.0 0.670 25.3 ◎
3 財政力指数 15 -1.0734 0.4927 -42.1 23.0 0.974 528.0 ◎

4 歳出給額 15 1,214,15 6.3459 -0.5506 0.05540.0434 239.6 -24.7 6.85.4 0.978 612.2 ◎

歳出総額* 15 6.2651 -0.5065 364.8 -41.2 0.995 1,406.2 ◎
5 人件費 15 4.6383 -0.4486 210.8 -24.3 0.977 589.1 ◎
人件草 13 4.6078 -0.4833 467.1 -55.0 0.996 3,028.9 ◎
人件費* 15 4.5750 -0.4140 268.6 -33.9 0.993 947.9 ◎
6 地方税 13 4.4720 0.1771 203.2 7.3 0.814 53.7 ◎
(汁) 表7-10に同じ



表7-12 都市の人口規模 と財政諸指標の回帰式 (都市階層別1- 大都市圏の町村

基準財政需要客員 13 1,2 5.4768 -0.5173 291.7 -36.6 0_991

2 基準村政収入額 14 15 4.6506 0.0183 177.5 0.7 -0.041

3 貝-ケ政力指数 15 -O.8422 0.4856 -25.8 20.3 0.967

4 歳出絵蝕 15 1,21 6.2556 -0.5100 0.04510.0515 157.6 -17,5 4.38.3 0,956 307.3 ･さ

歳出給紙 13 6.2009 -0.5573 334.5 -39.9 0.993 1,591.7 む.6,歳出総額* 15 6.1720 --0.4333 188.9 -16.5 0.981 364.6

人件苧 14 147.4 -2〔).6 0.97() 425.6 S/
人件費* 15 い 238.7 -24.3 0.992 885.1 雷.×6 地方税 14 154,7 2.0 0.183 3.9

くけ〕 表7-10に同じ
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係数もF値 も両回帰式の間に大きな違いは認められない.したがって,｢下に

凸の2次関数｣といっても,少なくとも現実の町村規模 (人口6プノ一人以下)に

ついては,｢右下が りの1次関数｣とほぼ同じと考えてよい.ゆえに,現実の

町村規模については,町村の規模が大きければ大きいほど人口当たり歳出総額

は小さく,規模の経済のみが働 く.この点は,歳出総額や人件費についても同

様である.

回帰式の適合性は,表 7-10-表 7-12に示すように,大都市圏の基準財政

収入額と地方税という2例外が有意水準0.05で有意でない点を除くと,他はす

べて,有意水準0-01で有意である.また,この 2例外を除くすべてについて,

表 7-10-表 7-12の定数項および係数は有意水準0.01で有意である.

3 最適市町村規模

以上の結果を用いると,歳出関連指標 と財政力指標について,表 7-13のよ

うに最適市町村規模を求めることができる.このうち,市については前節の結

果を再掲 した.

表7-13 財政諸指標からみた最適都市規模

最適都市規模の基準 最適都市規模 (人日数:ノブ人)

全し長一 地jj困 人都市圏

人日当たり歳出総紙の黄小化 市町村 14.4 13.1 13.6市 21.0 18.1 18.2

町村 56.0 96.5 121.4

人口当たr)人件賓の最小化 市町村 ー6.3 17.1 14.∩柿 27.1 25.3 23.4

町村 44.4 117.4 二i7.2

人口当たり基準財政需要額の最小化 市町村 23,6 19.1 26.5市 27.8 2().8 26.5

町村 2()6.5 243.8 227.0

財政ノJ指数の最大化 市町村 84.5 91.9 52.0
市 31.1 32.6 30.5

地方交付税の最小化 市 76,207 33.7 149.6
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人[1当たり歳出総額の最小化 という点からみると,市町村では13万-14万人,

市では187J～21万人が最適である.人件費の観点からは,市町村では14万-17

万人,市では23万-277才人,基準財政需要額の観点からは,市町村では19万

-27万■人,市では21万-28万人が最適である.財政力指数の観点からは,市町

村では52万-92万人,市では31万-33万人が最適である.

歳出総額,人件草,基準財政需要鶴という歳出関連指標からみる場合の最適

規模の平均は,市町村で17万5000人,市で23万1000人である.財政力指数でみ

りも大きくなる.これは,財政力指数には歳出面だけでなく歳入面も含まれて

いるが,歳入面からみると一般に規模が大きいほど最適であるので,この点が

反映されているためである.

表7-13のように,形式上は最適値を求めえたとしても,町村については,

いずれも,現実の町村規模 (人u6万人未満)よりもはるかに大規模なもので

あり,実質上最適規模を求めることはできない.

基準財政収入額および地方税については,いずれも ｢右上がり｣であるので,

人目規模が大きければ大きいほど ｢最適｣となり,実質上最適規模を求めるこ

とはできない.また,町村の財政力指数も右上が りの 1次関数であるので最適

規模を実質上カとめることはできない.市町村および町村の地方交付税について

は,右下が りの 1次関数であるので,人口規模が大 きければ大きいほど ｢最

適｣となり,実質上最適規模を求めることはできない.

第 7節 お わ り に

本章では,平成6年度のデータにもとづいて,市町村の人口規模 と財政諸指

標との間の一般的関係を導出し,それによって,財政からみた最適都市規模を

明らかにした.その主要な結果は次のとおりである.

(1) 市部において,対数表示の人口当たり基準財政需要額,歳出総額,人件

費および地方交付税は,対数表示の人口規模の ｢下に凸の2次関数｣としてき

わめてよく説明される (ファクト･ファインディング1′′′).同様に,市部にお
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いて,対数表示の人口当たり基準財政収入額および地方税は,対数表示の人口

数の ｢右上が りの3次関数｣としてきわめてよく説明される (ファクト･ファ

インディング4′).また,対数表示の財政力指数は,対数表示の人口数の ｢上

に凸の2次関数｣として,きわめてよく説明される (ファクト･ファインディ

ング7).(ここで,｢きわめてよく説明される｣とは,｢有意水準0.01で十分有

意である｣ことを意味する).

(2)市について,歳出指標の観点からみると,歳出総答礼 人件費,基準財政

需要額からみる最適都市規模は,それぞれ21万人,27万1000人,27万8000人で

ある. しかし,歳入指標の観点からは最適規模を求めることはできない.総合

財政指標の観点からみると,財政力指数,基準財政不足有礼 歳出総額//地方税

比率からみた最適都市規模は,それぞれ31万人程度,30万3000人,29万7000人

程度である.

(3) 以上より,全国の市については,地方財政の観点からみた最適都市規模

はおおむね人目30万人弱である.これより小さい都市規模では規模の経済が働

き,大きい都市規模では規模の不経済が作用する.

(4) 市を含む全市町村と市を除 く全町村についても,人口規模 と財政諸指標

との間の一般的関係は,上記(1)の市のみの場合と基本的に同様の結果が得られ

る.

(5)市を含む市町村全体 としての最適規模は,歳HJ.総額,人件草,基準財政

需要額という歳出関連指標からみる場合,おおむね17万5000人,財政力指数で

みる場合76万1000人である.

(6)市を除 く町村については,形式上の最適値を求めえたとしても,現実の

町村規模 (人口67J人以下)よりもはるかに大規模なものであり,実質上最適

規模は意味をもたない,
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第8章 市町村合併と財政

第 1節 は じ め に

本章は,前章の結果を応用して,平成 6年度のデータにもとづいて,市町村

合併の地方財政に与える効果を推計し,その一般的傾向性を明らかにしようと

するものである.

前章までにおいて,市町村の職員数および人件費と人口規模 との間の一般的

関係を導出し,それによって,市町J村合併の職員数および人件費-の効果を推

計した.同様に,都市の歳出および歳入の諸項目についても,人口規模 との間

の一般的関係を導出し,とくに,前章では,都市の歳出と歳入の両面を含む総

合的財政指標について,人口規模 と都市財政の一般的関係を導出した.

本章では,前章を発展させて,まず,全国の広域市町村圏における市町村合

併の財政面-の効果を全広域市町村圏について推計し,次に, とくに山U県を

例にとって,市町村の財政状況が,その人口規模に照らして,どのように評価

されるかを示し,山口県内の市町村合併の効果を検討する.

第 2節 市町村合併の財政-の効果- 全国

すでに序章でみたように,現在日本には,｢広域行政圏｣として341の ｢広域

市町村圏｣(2929市町村)と24の ｢大都市周辺地域広域行政圏｣(220市町村)

がある.そのほかに,｢そのいずれにも属さない市区町村｣(東京都23区を含む

108市区町村)があるが,これは,いわき市という例外を除いて,いわゆる大

都市圏の中心部であり,その周辺部に ｢大都市周辺地域広域行政圏｣が位置し,
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両者は相伴 っておおむね大都市圏を形成 している. これに対 して ｢広域市町村

圏｣は,ほぼいわゆる地方圏に相当 し,全国の中で市区町村数の約90%,人口

数の約57%,面積の約93%を占め,広域行政の最 も必要 とされている地域であ

る.

以下では,｢広域市町村圏｣ と ｢大都市周辺地域広域行政幽｣について,そ

れ ら圏域に属す る市町村がその圏域 ごとに合併 した場合の則政上の効果 を推計

す る.その際,前者はほぼ地方圏に位置す るので前章表 7-3の地方圏の回帰

式 を用い, また,後者はおおむね大都市圏に属す るので前章表 7-4の大都市

圏の回帰式 を用いる.広域市町村圏については,全341圏域について合併の効

果 を付表 8-1に示す.

1 広 域 市 町 村 圏

推計結果の要約 を表 8-1に示す.広域市町村圏については合併 によってす

表8-1 地方財政からみた市町村合併の効果

(全国の広域市町村圏および大都市周辺地域広域行政圏に属する市町村が広域

E W D T G R

(億円)歳出総額 (億円)^件.# (1,%Il])基準財政需 要 槻 (低円)地ソ∫税 (億一一1)地方交付税 (億lrJ)基準財政収 入 額

広域市町村圏計 合併前実績a 286.984 55.817 131.21〔) 84.750 65.956 73.188

合併後推計b 249.893 47.682 105.270 101.045 27.497 83.357

趨過 c -b-a -37.092 -8.135 -25.940 16.295 -38.459 10,169

大都市周辺地域 合併前実績a合併後推計b 68.55786.331 14569 30254 31.28639.643 5401 2658517.132 30.649 0.462 29.635

広域 趨過c-b-a 17.774 2.563 0.396 8.357 -4.939 3.05〔)

(汁) 1.実績aはすべて平成6年度決算毒丸
2.推計bのうちE,lI.D.T,G,Rは,太7-3の地方倦】(法域rlJ町村1割二ついて〕または点7-
ついて)のLd･)･a式より推言1したもので,その広域圏の人目規模に刈んにする碓占日直を小す.推言1bのうち
よ()算汁.Lた.
3.備考欄の十は超過 (,+I)の値が大きいほど,また,-は趨過 (･辛)の仲が小さいほど,糾井の効果か
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ベての財政指標に改善がみられる.まず,歳出面からみると,歳出総緒では,

合併前の実績28兆7000億日に対して,合併後の推計は25兆円であり,その差3

兆7000億円が節減となり,この節減は合併前実績の12.9%に相当する.同様に,

人件費および基準財政需要額では,それぞれ8100億円 (平成6年度実績の14.6

%),2兆5900億円 (同19.8%)の節減となる.もとより,歳出の指標はすべ

て節減があればプラスの効果である.

次に,歳入面からみると,地方税は1兆6300億円 (平成 6年度実績の19.2

%)の増収,地方交付税は3兆8500億円 (同58.3%)の節減,基準財政収入額

は 1兆200億円 (同13.9%)の増収となる.地方税は増収が,地方交付税は節

減が,基準財政収入額は増収が,それぞれ見込まれ,市町村合併の効果はいず

れもプラスである.

歳出 ･歳入両面からみると,基準財政不足額は3兆6100億円 (平成6年度実

績の62.2%)の節減となり,財政力指数は合併前の0.558から合併後には0.792

行政圏ごとに合併した場合)

歳 LLi.歳 入 面

¢=D-R 12-IUD W-E/T

(億円) (小数表示)財政力指数 (小数表 示)
基準財政 歳出/
不 足 客貞 地~万税比率

58.021 0.558 3.386

21.913 0.792 2.473

-36.109 0.234 -0.913

-62.2 42.0 -27.0

3.669 0.879 2.191

1.014 0.967 2.178

-2.655 0.088 -0.014

-72.4 10.0 -0.6

4の人都71J閥(人都Ifll詞辺地城は城イ｣政圏に

¢,32,gは, hELIによって求めた推計値

人きいことを示す.
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となって,その差0.234ポイント(同42.0%)も上昇する.歳出総額/地方税比

率 も,3.386から2.473に減少 して,その差0.913ポイン ト (同27.0%)も低下

する.基準財政不足額は節減が,財政力指数は上昇が,歳出総額/地方税比率

は低下がそれぞれ見込まれ,いずれもプラスの効果である.

広域市町村圏については,歳出総額,地方交付税,基準財政不足額の節減額

が約3.7兆円程度でほぼ等しく,合併によって歳出総額を節減 した分だけ地方

交付税を減少させ,それだけ基準財政不足額も減少するという構図になるが,

それでもなお現行税制のもとでは歳出総額は地方税の約2.5倍となる.

ちなみに,第4章で示 したように,近年の高速道路建設費は約50億円/km

(用地費を含む)であるから,歳出総額の節減額3兆7000億円は,高速道路に換

算すると,740kmに相当し,これは東京から岡山県新見にいたる距離である.

60億円/km(用地費を含む)であるから,610kmに相当し,これは東京から西

明石にいたる距離である.これが 1年間の節減綿であるから,合併の効果は大

きい.

2 大都市周辺地域広域行政圏

これに対して,大都市周辺地域広域行政圏については若干事情が異なる.義

8-1の下半分に示すように,歳入面および歳出 ･歳入面ではすべての指標に

おいてたしかに合併によって財政上の改善がみられるが,歳出面ではすべての

指標において逆に悪化する.ちなみに,地方交付税は4900億H (平成6年度実

績の91.4%)も節減され,また財政力指数も0.09ポイント (同10.0%)上昇し

改善されるが,逆に歳出総箸別ま1兆7800億円 (同25.9%)も増大し悪化する.

3 広域市町村圏と大都市周辺地域広域行政圏の比較

市町村合併の財政への効果を広域市町村圏と大都市周辺地域広域行政圏につ

いて比較 して図示 したのが図8-1である.ここで,合併の効果は,合併によ

る改善額の合併前実績に対する比率で示すこととする.改善額は,合併後の標

準値 と合併前の実績値 との ｢差｣である.合併後標準値は,広域市町村圏に属
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図8-1 市町村合併の効果- 全国

国341広域市町村圏 ロ24大都市周辺地域Jム域行政圏

合

併
の
効
果
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に
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化
率
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)
(tFl *は卿 JlIヰI､ 無印は減少中._.

する市町村が合併 して 1市を形成することによって人口規模が拡大した場合の

財政指標の推計値 (前章の表7-3および表7-4の回帰式から求められる)で

ある.また,実績値は圏域に属する市町村の平成 6年度実績の合計である. こ

の場合,｢差｣は,図8-1に示すように,地方税,基準財政需要額,財政力指

数については増加を意味し,その他は減少を意味する.

これによると,歳出面では広域市町村圏は改善,大都市周辺地域広域行政圏

は悪化 となって逆の傾向を示し,歳入面ではともに改善されるが,おおむね後

者のほうが改善が著しい.歳出 ･歳入面を総合的にみる場合,両困ともに改善

されるが,おおむね前者のほうが改善か大きい.これは予想されることであり,

前節までの結果,すなわち,歳出面では人口規模30万人程度を境 として,それ

より小さな規模については規模の経済が働 き,大きな規模については不経済が

作用するという傾向性があり,また,歳入面では規模の経済のみが働 くという

結果を反映している.市町村合併は広域市町村圏においてこそ大きな効果が期

待できるものであり,大都市周辺地域広域行政圏についてはあまり効果が期待

できないということがわかる.

広域市町村圏と大都市周辺地域広域行政圏の対比について次の点を補足して

おく.歳入面の中心である市税は,市民税,固定資産税などであるが,その人
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日当たりの値は,その都市の経済力を反映すると考えられる.したがって,歳

入面では規模の経済のみが働 くという前章までの結果は,都市の規模が大きい

ほど経済力が強いことを反映しているものと考えられる.大都市周辺地域広域

行政圏に属する都市は,広域市町村圏に属する郡市に比して一般に規模が大き

く,それだけ経済力も強 く,税収 も大きいと考えられる.

これに対して,歳出面では,大都市周辺地域広域行政圏の郡市は,広域市町

村圏の都市に比して,行政サービスが多岐にわたり,また市民の行政に対する

ニーズも大きく,それを賄うための税収も多いので,勢い人[1当たり歳出総額

か大きくなっているものと考えられる.それゆえ,大都市周辺地域広域行政圏

では,合併によってさらに大規模になると,人口当たり歳出はさらに増大し,

合併の歳出面での効果は悪化する.

もとより,本章では,行政のアウトプットである ｢行政サービス｣について

は考察していないが,大都市周辺地域広域行政圏では,広域市町村圏よりも,

人日当たり歳出が多いので,行政サービスが充実しているかもしれない.これ

表8-2 広域市町村圏の人口規模別にみた市町村

広莞詰 責圏 圏 平蕊 末 歳 出 巾I 歳 入 面

E ‖■ D T C R

歳出総紬減少率陶 人件草減少率eg)恭準財政需 要 祖 地方税増加率β∂地Jj交付税減少:埠':-陶 基準財政収 入 額数 (万人) 減少率06) 増加率糾

11007才人以上 3 160.9 -37.9 -19.3 -25.4 19.0 -22.6 18.6

2757才-100万人未満 7 80.6 -19.3 - 3ー5 -ll.5 18.1 -86.8 15.8

350万-75万一人未満 14 59.1 -6.4 2.0 日.1 18.6 4.5 14.8

440万-50万人未満 17 43.8 2.4 9.1 9.4 23.9 7.4 18.6

530万-40万~人未満 27 34,6 7.4 ll.2 14.2 17.0 -48.5 T卜T

625万-30万人未満 21 27一3 17.9 18.9 23.2 26.7 48,5 19.5

720万-25ソノ人未満 35 21.9 16.6 16.0 23.9 19.4 50,8 ll.1

815万-20万人未満 43 17.1 25.9 21.4 31.5 38.2 59.6 24.9

910万-15万人未満 59 12.1 30.2 25.g 34.8 38.8 66.1 26.2

107.5万-10万'人未満50 8.7 32.4 27.0 37.3 39.1 64.0 25.9

ll5万-7.5万人未満 39 6.3 34.2 24.7 39.0 36,9 65.7 21.9

(汁) 1.減少 (率)および増加 (,辛)は/ullJf前と糾井後の変化 (ヰ′)を′jtす.
2.改善率は,仝広域市町村圏のうt,./nL.伴によって朗政指標が改善される (変化 (ヰミ)か+となる)
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については,次章で扱う.

4 広域市町村圏の規模と合併の効果

表8-2は,広域市町村圏の人口規模別合併効果を示す.全体 として,規模

の小さな広域市町村圏ほど合併の効果が大きく,広域市町村圏の規模が大きく

なるにつれて効果が小さくなり,人口規模50万-75万人程度以上では合併の効

果は逆にマイナスになることがある.すなわち,合併の効果を縦軸,人口規模

を横軸にとるとき,基準財政収入額と基準財政不足額を除く8指標では,｢下

に凸の2次関数 (その右下がりの部分のみ)｣の傾向性がみられる.表8-3は,

この傾向性を明確に示すために,合併の効果と人口規模の関係について回帰式

を求めたものである.

図8-2は,このうち基準財政需要額について,この傾向性を示す.図中の

曲線は2次関数の回帰線であり,自由度調整済み決定係数は0.995,F値は

1118.0であり,フイットはきわめて良い.人口規模58万8000人を境に,これよ

合併の効果

♂-D-R 12(1)=IUD 52(2)二月/D g-E/T
恭準財1枚 財 政 力 財 政 力 歳出/
ィ､足 放 指 数 (1) 指 数 (2)地方税比率
減少率陶 増加 増加 減少

-51.4 -0.113 -0.045 -0.40

116.0 0.000 -0.005 -0.01

338.8 0.106 0.083 0.32

592.6 0.187 0.156 0.66

98.3 0.184 ∩.153 0.74

60.9 0.298 0.271 1.49

59.8 0.266 0.245 1.12

61.6 0.350 0.338 2.24

63.5 0.345 0.345 2.71

55.4 0.325 0.331 3.23

64.3 0.288 0.295 3.85

56.9 0.227 0.225 4.16

広域TTf町村圏の割介を意味する
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表8-3 広域市町村圏の人口規模と市町村合

定数項 α 1次の係数 b 2次の係数 と. 定数Irt

歳出面 1 歳出総額の減少率 12 39.868 -0.9822 0.(州31日0 35.82 人件費の減少率 12 28,53～) -0.5013 0,()01264 19.6

3 基準財政需要額の減少率 12 44.788 -().9485 り.0()3180 53.9

歳入面 4 地方税の増加率 12 37.628 -0.4466 ()_002日75 1().75 地方交付税の減少率 12 89.77〔) -2,8138 H.012995 5.5

6 基準財政収入額の増加率 12 22.818 -().192() 8.2

ia.料 . 7 基準財政不足額の減少率 12 -10.646 7.78Rl -0.U5O644 (5)-0.18 財政力指数(1)の増加分 12 0.351 -0.0045 ll.3

歳A面 9 財政力指数(2)の増加分 12 ().356 ll.8

(ll-) lL]l帰式 Y-lI十bX十 Lx 2.
X 人｢](ノj人),Y 財政指標,指標 1-7は変化ヰJ,8-10はJ&化分てあることにfi,追.
C別ま回帰式かイ才一音水準(H)1て冶意,⊂)はイす意水叫EOO25てイ】意,刈まイL息水準()り5てイ(,C3､てない
11L百の無印,(1ト(4日まl州引系数かそれぞれイIJ,8水準001,0.()2,()O5,り川,り2日で.イ才一一缶である.(5)は

図8-2 広域市町村圏の人口規模と市町村合併の効果- 基準財政需要額
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俳の効果の回帰式

/価 HFtlF空調横桁み決定係数 F値 LuLJJifj..式有意性1次の係数 2次の係数

-21.4 ll.1 0.993 738,8 由
-27.8 15.3 0.995 1,llH.CI Fj)

(1) -3.1(2) 2.4 0.514 6.8 仁)
-4.2 (1) 3_2 ∩.682 12.8 ㊨

(4) -1_7 (4) 1.5 ∩.078 1.5 ×

(2) 2_3 (2) -2,5 0.271 3.∩ ×

-3.5(5) 1.2 ∩.851 32.4 ◎
-4.5 2.5 ∩.834 28.6 ◎

イ(.8水準()2()てイ(.さてない.

図8-3 広域市町村圏の人口規模と市町村合併の効

果- 財政力指数(1)
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り小さければ合併の効果がプラス,大きければマイナスとなる.

また,図8-3は,この傾r叶性を財政力指数(1)について示す.この場合は,

自由度調整済み決定係数は0.851で,F値は32.4であり,フイットはもちろん
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良好である.これより,おおむね広域市町村圏の人口規模が99万人より小さけ

れば合併の効果はプラス,それより大きければマイナスとなる.

歳出総額,人件草,財政力指数(2),歳出/地方税比率についても,2次関数

回帰式の自由度調整済み決定係数はそれぞれ0.993,0.965,0.834,0.871であ

り,フイットはきわめて良い,表 8-2のように,改善率 (広域市町村圏のう

ち,合併の効果がプラスであるものの割合)は10指標のうち最低でも78.6%で

あり,広域市町村圏における合併の効果は大きいことがわかる.

第3節 市町村合併の財政への効果- 山u県

市町村合併の効果を,山U県を例にとって,さらに詳しく示 し,検討する.

1 市町村の財政指標の実績値 と標準値

市町村ごとにみるとき,財政力の違いはきわめて大きい.付表 8-2は,代

表的な財政指標について,山口県内56市町村の実績値 と標準値を示す.ここに

実績値は平成 6年度決算額である.標準値は,考え方は前節と同様であるか,

山口県は地方圏に属するので,各市 (町村)について,前章表7-3 (町村に

ついては前章表 7-ll)の地方圏の回帰式より求められる,各市 (町村)の人

口規模に対応する推計値を意味する. したがって,標準値は,その市町村の人

口規模からみた全国的な標準を示す.実績値がこの標準値からどれ くらい乗離

しているかが付表 8-2の ｢希離｣であり,JTE雛の標準値に対する比率が ｢乗

離率｣である.

付表 8-2より,たとえば岩国市について考察する.その歳出総舘は平成 6

午度に393イ意7500万円であったが,その人Ij規模10万9279人では全国的には344

億4600力~円の歳出総額であれば標準的である.その差49億29nO万｢1]は人｢1規模

に比して歳出が多すぎる程度を示 し,その禾離率は14.3%となる.

また,岩国市は,地方税収入は154億600万円あつたが,人[1規模舵とすれば

138億1000万円であるので,人目規模に比して地方税収入か多いことがわかる,

他方,地方交付税は23億5200万円であったが,人目規模に見合 う地方交付税は
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46億5000万円であるから,その差22億9800万円は全国標準より地方交付税が少

ないことを意味する.

岩国市の現実の財政力指数は,付表8-2によれば0.877であったが,その標

準値の財政力指数(1)および(2)は,同表によれば0.756および0.759であるから,

現実の財政力指数は標準よりも0.12ポイント程度高いことがわかる.

付表8-2のうち,市について禾離率を示したのか図8-4-図8-12である.

図8-4の歳出総額の実績が標準より大きいのは徳山市,岩国市,美祢市,小

野口市,下関市,宇部市,柳井市であるが, とくに徳山市は20%以上も大きい.

これは徳山市が,図8-7からわかるように,地方税 も大きいからであるが,

図8-4 禾離率 (平成 6年度実績値一 図8-5 乗離率 (平成 6年度実績値一
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図8-8 禿離率 (平成6年度実績値一
標準値)山口県14市- 地方
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しかし,ry18-5のように,徳山市の人件費が標準値より35%以上 も大きいこ

とにも起凶する.

図818の地方交付税についてみると,新南陽市,徳山市,下松市,光市な

ど周南4舶 まいずれも標準値より小さい.下関市,萩市,lll口市は標準値より

大きいが,概 してI日日県の市は標準値よr)ノトさいことがわかる.

逆に,図8-9,[3(48-11のように,基準財収入額や財政力指数は概 して標

準より高 く,lx]8-12のように,歳出が地方税に比して高い市が少なく, した

がって,図8-10のように,基準財政不足額は垂離率がマイナスとなる市が多

し､

同様の兼離率を両日県内の42町村について示 したのが図8-13-図 8-16で

ある.人｢1規模に比して歳出総額の多い東和町,上関町などと,逆に少ない大

畠町,由宇町などとの間には大きな格差がある.人件費は,秋芳町,山陽町,

油谷町などが超過率か大きく,玖珂町,佃宇町などが小さい.地方税は,和木

町,川上村が超過率が高く,橘町,豊浦町が低い.財政力指数は,和木町,小

郡町が高く,東和町,橘町が低い.

市および町村のいずれの場合にも,産業力の違いが財政に反映していること

は十分に察知できる.主に産業力の違いによる財政力の地域格差を,地方交付

税によって解消するのか現在の地方財政のあり方であるか,これは,いまや市

町月寸のFl肋努力が生かされるような方向で再検討されるべき時期である.すな

図8-13 元離率 (平成6年度実績値-標準値)山口県42町村- 歳出総額
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図8-14 禿離率 (平成6年度実績値一標準値)山口県42町村- 人件費
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わち,以上の合併効果はいずれも人口規模を基準にしたものであるので,これ

だけで判断することはできないが,希離率の大きい市町村に対して,特殊性を

加味しながらも,合併による財政の効率化を求める余地は十分あるといわねば

ならない.

2 市町村合併の地方財政への効果

山日県の56市町村を付表 8-2の広域市町村圏によって8区分 し,それぞれ

の市町村が広域市町村圏ごとに合併 して,山口県内で8市を形成する場合の合

併の効果を表8-4に示す. ｢合併前実績｣は各市町村の平成 6年度決算額を,

また ｢合併前標準｣は付表 8-2の各市町村の標準値を,それぞれ広域市町村

圏ごとに合計したものである. ｢合併後推計｣は,前章表7-3 (地方圏におけ

る都市の人｢1規模 と財政指標の回帰式)より合併後の人口に対応する推計値を

求めたものである.

たとえば,岩国地域 1市 7町 1村の人口合計は16力■5557人であるが,その 1

市7町 1村の平成 6年度歳出総額の合計は712億8000万Hであり,その標準値

合計は690億7000~万円である.したがって,その差である ｢乗離｣は22億2000

万円であr),これは,LJJb･国地域の各市町村を1個ずつ別々にみたときに,各市

町村の歳出の合計額が全国標準よりも22億2000万円多いことを示す.

一方,そのまま1市7町 1村が合併して1市を構成するとすれば,人口は不

変であって16万5557人であるが,これに対応する歳出総額は505億4000万円で

あり,それは,合併前の実績より207億4000万円も少ない.すなわち,合併に

よる歳出削減か207億4000力~円ということになる.これは,合併前実績の29.1

%にあたる.

11け]防肘地域 2市6町の歳出総額をみると,合併前実績が合併前標準より60

億4000711IJ小さく,規模の割に歳出が小さく,スリムである (その原因が財政

が効率的であるためか,あるいは単に財政力が弱いので地方交付税を交付され

てもなお財政規模が小さいのかは,これだけでは判断できない).しか し,令

併後推計は,その小さい実績よりもさらに41億9000万円も小さい.すなわち,

合併 して 1市となる場合には,歳出が実績よりさらに41億9000万円 (実績の
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4.0%)少なくなってはじめて全回標準並になるということを意味する.この

ことは,現在の市町村が全国標準からみるとスリム化 している場合でさえも,

それらが合併して規模を大きくすれば,なおいっそう歳出が削減できることを

意味する.

図8-17は,主要な3種の歳出指標 (歳出総額,人件曹,基準財政需要額)

について合併の効果を示す.ただし,歳出指標は合併後に歳出が減少すること

をもって合併の効果と判断する.これによると,柳井地域,萩地域などは合併

の効果が大きく,30-40%以上にも達する.これに対して, lUIl狭城 (山口市,

防府市,秋穂町,小郡町の 2市 2町)や111口小郡 (山lりす,小郡町の 1市 1

町)については歳出削減効果はあまり期待できない.人｢1規模に比べて現状で

も歳出は小さいからである (その理山が,財政が効率的であるためか,産業が

盛んでないために財政力が弱いためなのかは,これだけでは判断できない),

図8-18は,主要な歳入指標 (地方税,地方交付税,基準財政収入省fi)につ

いて合併の効果を示す.この場合には,図に示すように,地方税 と湛準財政収

入額は増加するとき合併効果があるとし,逆に地方交付税は減少するとき合併

効果があると考える.多くの広域市町村圏では合併の効果が認められる.とく

に地方交付税は大幅に削減される. しかし,周南地域と周南狭城 (徳巾市,下

図8-17 市町村合併の効果 (山口県)- 歳出指標

団歳出総額 □人什費 E23基準財政需要額
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図8-18 市町村合併の効果 (山口県)- 歳入指標
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松市,新南陽市,熊毛町,鹿野町の3市2町)では合併の効果はおおむねマイ

ナスである.これは,周南地域とくに周南狭域が現状でも財政力があることを

意味する.たとえば周南地域の地方税についてみると,表 8-4からわかるよ

うに,合併前実績が標準値を125億5000万円 (標準の38.5%)も上回っている.

それゆえ,合併によって全国標準並の地方税404億300万円を得たとしても,実

績451億5000万ト判こ及ばないというわけである.山口狭域や山Ll小郡について

も歳入面からの合併効果は小さい.

図8-19は,歳入 .歳出指標 (基準財政不足額,財政力指数(1)(2),歳出/地

方税比率)について合併の効果を示す.ここで,財政力指数が増加するとき,

また甚準財政不足額と歳出/地方税比率が減少するとき,合併の効果があると

判断する.この場合にも,萩地域,柳井地域などは効果がきわめて大きく,周

南地軌 周南狭城, HHJ狭城,山口小郡では小さい.ただし,小さいとはいえ,

合併の効果はおおむねプラスである.

表8-4より,山口県内56市町村が広域市町村圏単位に合併 して8市を形成

したときの合併効果の合計は,歳出総額で1091億5000万円減少 (平成6年度実

績の18.1%),人件費で288億1000万円減少 (同22.6%),基準財政需要額で561

億1000ガH減少 帥J20.90/.),地方税で152億8000万円増加 (同7.8%),地方交
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図8-19 市町村合併の効果 (山口県)--歳出･歳入指標
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付税で650億7000万H減少 (同54.2%),基準財政収入楯で87億5000万円増加

(同5.3%),基準財政不足額で648億6000万円減少 (同62.80/.),財政力指数で

0.204ポイン ト上昇 (同33.1%),歳出総額/地方税比率で0.74ポイン ト低下

(同24.0%)である.

図8120は,山u県内56市町村が広域市町村圏単位に合併 して8市を形成し

たときの合併効果の合計と,全国の341広域市町村圏に属する2929市町村が広

域市町村圏単位に合併 して341市を形成 したときの合併効果の合計を示す.両

効果とも似た傾向がみられる.すなわち,地方交付税,基準財政需要額の効果

は50%以上であって大きく,基準財政収入板,地方税などは比較的効果が小さ

い. しかし,全体 とすれば効果はすべての指標でプラスである,

山口県の効果を全国の広域市町村圏と比べると,歳出面の効果は11け1県のほ

うが大きく,歳入面の効果は逆に′トさい.全体として山口県のほうが小さい.

これは,税収の最大の根源である製造業の生産額および資産か比較的大きいと

いう山口県の現状を反映している.
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図8-20 市町村合併の効果- 山口県,全国
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第 4節 お わ り に

本章では,まず,全国の広域市町村圏における市町村合併の財政面への効果

を全広域市町村圏について推計し,次に,とくに山口県について,市町村の財

政状況が,その人目規模に照らして,どのように評価されるかを示し,山｢1県

内の市町村合併の効果を検討 した.その主要な結果は次のとおりである.

(1) 全国の広域市町村圏の市町村が圏域ごとに合併 した場合の効果は,歳出

面からみれば,歳出総栢3兆7100億円 (平成6年度実績の12.9%) の節減,人

件費8100億円 (同14.6%)の節減,基準財政需要額 2兆5900億円(19.80/.) の

節減,また歳入面からみれば,地方税 1兆6300億円 (同19.2%)の増収,地方

交付税 3兆85nO億円 (同58.3%)の節減,基準財政収入額 1兆200億円 (同

13.9%)の増収,さらに歳出 ･歳入両面からみれば,基準財政不足額 3兆6100

億円 (同62.2%)の減少,財政力指数0.234ポイント (同42.0%)の上昇,歳

出総額/地方税比率0.91ポイント (同27,0%)の低下であり,いずれの場合に
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も効果はプラスである.

(2) 一般に広域市町村圏の人口規模が小さいほど合併の効果は人きく,人目

規模50万人以下では合併の効果はおおむねプラスであるが,50力~人を超えると

マイナスがみられ,1007j人以上ではおおむねマイナスとなる.歳.+.総額,人

件費,基準財政需要額,地方税,地方交付税,財政力指数,歳出総額/地方税

比率の8指標について,合併の効果を縦軸,人口規模を横軸にとるとき,｢下

に凸の2次関数 (その右下が りの部分のみ)｣の傾向性がみられる.広域市町

村圏のほぼ8割以上で合併の効果はプラスである.

(3)全国の大都市周辺地域広域行政圏の市町村が圏域ごとに合併 した場合の

効果は,歳入面および歳出 ･歳入両面の指標ではプラスであるが,歳出面の指

標ではマイナスであり,大都市周辺地域広域行政圏の合併は慎車であるべきで

ある.

(4)山口県内56市町村が広域市町村幽単位に合併 して8rTJJを形成したときの

合併効果の合計は,歳出総額で1091億5000万日減少 (平成 6年度実績の18.1

%),人件費で288億1000万円減少 (同22.6%),基準財政需要額で561億1000万

円減少 (同20.9%.),地方税で152億8000万日増加 (同7.8%),地方交付税で

650億7000万円減少 (同54.20/.),基準財政収入額で87億500()Jjrll増加 (同5.3

%),基準財政不足額で648億6000万円減少 (同62.8%),財政力指数で0,204ポ

イン ト上昇 (同33.1%),歳出総額/地方税比率で0.74ポイン ト低下 (同24.0

%)である.

(5)広域市町村圏単位の合併について,山11県内8圏域の合併 と,全国341

圏域の合併の効果を比べると,地方交付税,基準財政需要袖の効果は,いずれ

も平成6年度実績の50%以上の効果があって,その効果が大きいこと,また,

基準財政収入額,地方税などは比較的効果が小さいこと,さらに,全体 とすれ

ば効果はすべての指標で70ラスである, という共通の傾向性がみられる.LLJu

県の効果を全国の広域市町村圏と比べると,歳出面の効果は山Lj県のほうが大

きく,歳入面の効果は逆に小さく,全体 としては山口県のほうが小さい.

以上の考察では,地域の特殊件やサービスの質は考慮されていないので,こ
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の点が補われなくてほならないのは論を待たない.

最後に,市町村合併のあるべき姿と地方交付税について若干指摘しておく.

(1) 市町村合併のあるべき姿について.もとより,市町村合併の効果は,地

域の地坪的歴史的特殊性によって異なるものであり,単に人口規模 との関わり

においてのみ評価されるべきではなく,種々の観点から判断されるべきである.

それにもかかわらず,現在日本の実態に即して考察すれば,人口規模 と財政指

標との間にはきわめて説得的な一般的傾向性が存在し,この傾向性を適用すれ

ば,市町村合併の財政上の効果が全体としてきわめて大きいことを計量的に示

すことができる.市町村合併のあるべき姿としては,このような実態に即 した

分析の結果にもとづいて,まず合併の方向性を明確に示して,その後,地域の

特殊性によってそれを修正するという万策がとられるべきであって,その逆で

はないと考える.

(2)地方交付税について.たしかに,地方交付税は戦後地方財政において大

きな役割を果たしてきた.それは,経済成長の成果を全国津々浦々まで波及さ

せ,地域間格差を縮小させる上で大きな成果をあげた.すなわち,地方交付税

は,地域的な面での ｢平等｣ないし ｢公平｣の観点から,いわゆる ｢市場の失

敗｣を補うものとして評価できる.

あるいは,次のように言ってもいい.戟後の経済成長は,中学 ･高校程度ま

で育てた (投資した)地方圏の人的資源が大都市圏に移動して労働力となるこ

とによって支えられたという面をもっているが,地方交付税は,その労働力を

育てた (投資した)ことに対する見返りとして,大都市圏で生産された付加価

値を地方圏に移転するという性質をもっている.これは,市場が人的資源-の

投資に対する報酬を ｢地域間｣で適切に分配しえないことに対して,財政が再

分配という形で補整したということであり,giveandtakeという,本来市場

がもつべき機能を,この点では市場が果たすことができないので財政が果たし

たという面をもっている.したがって,交付税は,単に一方的移転というだけ

でなく,それ以上の意味をもっている.

そして,今や,地方圏では,とりわけ中山間地では,その移転する労働力は

量的に減少しておr),それを育てる力も急速に衰えつつある.それに代わって
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登場するのが,環境維持 ･自然資源保全に対する報酬としての地方圏-の財政

支援,あるいは,大都市で働き定年後に地方圏に居住することになった高齢者

の受け皿に対する報酬としての地方圏への財政支援である.人的資源について

ち,また自然資源保全についても,それに対する報酬としての性質をもつもの

として地方交付税をとらえるならば,それは,単なる所得移転ではなく,市場

の行 う報酬分配の欠陥を補正する機能をもつといえる.

ところが,他面,地方交付税は,市町村の自助努力を妨げる面をもっている.

市町村が財政支出を地域の産業振興に使って地方税および国税を増やすように

自助努力する場合 も,あるいは財政支出を消費的用途に使用して地域住民に直

接便益を提供 して, しかし税収の増加には貢献が少ない場合にも,結局は地方

交付税によって,次期の財政収入総額に大きな違いがないとすれば,産業振興

に対する市町村の自助努力は,市町村の立場から (ミクロ的に)みれば ｢合現

的｣行動とはいえない.現在の地方交付税はこのような件質をもっているので

はないか.

しかも,すでにみたように,一般に,小さな市町村は適正規模の市町村に比

べて何倍もの人口当たり地方交付税を得ており,人日当たり歳出総織も人件費

も同様に何倍にも達する.地理的 ･歴史的特殊件を考慮 したとしてもあまりに

も格差がありすぎる.しかし,地方交付税が現在のような制度であるかぎり,

合併 して効率化 しようということは,市町村にとって (ミクロ的には)必ずし

も ｢合理的｣とはいえない.これは市町村合併に対する大きな阻害要因である.

それゆえ,地方交付税など地方財政を,自助努力が生かされる方向に是正す

ることが求められる.もとより,このことは,地域格差の拡大を良しとしてい

るわけではなく,地方財政には地域格差の観点だけでなく,∩助努力の観点も

また導入されるべきであるということを主張しているわけである.
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･望 廿 CY? u⊃ 寸 N ,･.一 くわ くつ Lr) へ】 'J †ナ ･~ 二一 'D CO C

N N N _l ー N 1■.■ N T...一 N C､一 一一 亡､t CY'j r..1 ｢-1 7-1 ▼･..1 一一 M t) ･...一 C1 .I

ー}ここ N 寸 N F- トー ⊂h N '...一 ⊂丈) し∫つ ⊂⊃ '･.一 亡.) の =一 ､■ 一 十 J l,+ Uつ M O〇 つC () U=

ト Tt.'l 1寸一 ▼I1 ⊂⊃ 仁一 0〇 LD くつ C3T) N N q⊃ 〇 くつ ry7 0〇 tー LL'つ Lrつ く= ⊂r} L m Tr L二 l1 ▼~ナ ▼･..1

N N N N N N N N ｢.1 N CYつ ⊂＼1 (つ 丁 ; ぐ㌧ー'･.一 C＼ー

寸 N N 寸 N CtLー Eエ) ▼サ ⊂⊃ ∝)⊂＼ー r･..1 ▼･..1

離 遅 N トー '･.1 m の ⊂⊃ -寸一 亡一 寸 CYつ I.-1 Cyl L【つ Lー CT> ▼･..1卜一 丁1 1J▼･.一 C＼1 -

くつ ｢.一N C＼ー - '･.→ の く⊃ O. 寸P､ m

()〇 仁一 ▼-→ .･.一I ,-▼-1 rJ rJ 亡＼ー ⊂⊃ ▼~ナ 〇〇 l∫つ LI=

+ CT) 亡 亡上:lLTJr.｣ ⊂＼】 L(つUつ 二二 ∵I.･.1丁｢ -■~T n CL､IL一 つ ▼サ

触 LF( '･.一 CYつ 【､- Uつ つ○ '･.1 亡､- ⊂⊃ ▼-1 ぶつ cT) し⊂) CC CY? ,.一 :ゴ I- こ こlつ ー 1つド- ,･.1 lrつ

弓 芸音肖一一 ⊂⊃D〇(_Cヽ▼..一r一一 〇〇 ごつ 亡-I.,叫⊂⊃cl Ln N '...一Nrつつ〇Tr ロ ? 一 ､J くjつ りコ,･.→ C D〇 ｢ r?LD トー

-｢1Cy7亡㌧1 n 亡＼】 ■･..1 ｢1

詔 忙 蜜 血 墾 -E監 督岬 蘇≡匡 壁 僻 監 判 さL< Lq 副 Lt'jj + 士モ ★
再 植 媒 き 尖 油 糧 郎 蛾 要 蜜 lJl'jj 雌 抑 -= 榊 枇 伴 ぼ 丘 =1 牡 1てこ窒 志

く工) t- CO のcT: CT= CT' の ⊂⊃⊂⊃ C C こつ くこ こ⊃ ここ く 二■〇 ′- ⊂⊃ '..一 〇)
,→ ここ
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寸 く_⊂) C3つ く.⊂) N▼11 Ln 寸 ⊂⊃ '..一一■ N N ⊂つ CY7 ▼･..1 N 一..1寸 Lr⊃､ナ L<n N く_ロ ー...一'･.一 亡＼】 N M U7 OL. L､- q⊃仁一 U⊃ 寸 NN '...一 N N cc ′=⊃ ■-1 亡ー ⊂⊃ CYつD〇 ワつ つ〇 く_⊂〕 【､ CYJ)N -..■ ｢1 一 m

t- N CYJ> Ln N コ〇 rL-- 卜一 寸 の く⊃ Ln C＼ー 1｣つ TJ- ⊂つ M Ln の ⊂つ

ぐつ 0O Lー ⊂⊃ '･.一rl N N 亡つ CYつ Lr'> ウ○ N t一 g .I-1 N CtJ 亡＼ー ウC 廿 N 寸N '...一 M N の CX> C3ヽ W t_D NN 一-1 '･.一 ｢1 CY?

M CYl くつ 00 ey7 寸 (=) ごつ 一..1 ⊂⊃ ▼･.1 CO CX⊃ U⊃ 寸 ｢.1 の の Ln r､.l

⊂⊃ C U⊃ CT} ,･.一N Cy7 Pl r､1 CY? CT> p-l eY7 07 0〇▼･.一 m N N D〇 CT) ｢一寸 く⊃⊂＼ー '..一 ⊂つ N ｢1 C37 の N ぐつ C､1m '･.一 N - ぐつ

⊂＼】 仁一 Lfつ ぐつ P1 1⊃ く｣⊃ t- (X) Ln CT. LTつ 7-J N 亡＼ー t 十 :し こ L- LL

I,-一 ▼･..1 ▼･..一 ｢.1 ⊂＼J T1 一･.一 p..■ ウ〇 Uつ く⊃ 【- u⊃'･.一 N N N 仁一 Cy7 m くつ -T...一 N m ー寸一 Ln O〇 (､,ーN r-1 ぐ､J N [- αつ く⊃ C1 ト一N r-1 7--< ▼.一 m

ln Ln Llつ J ⊂⊃｢.■ N N CY3 ぐつ 一一 ■一■ 一一 ▼■ 二｢I..一 丁､,ー N N r- LD の CN F-1 N 亡＼】 【ー 【ー 【一 寸 1寸̀ ▼--1N p-1 '･.一 T- ぐ/つ

(.⊂) N トー - Ln くつ u⊃ し【つ くh m 寸 N C~〉 ▼オ の しr) CT> I.■ (.⊂) ⊂⊃

く⊃ くJ⊃ Ln ⊂⊃ ⊂⊃ぐ＼I くこ こ⊃ ⊂⊃ ⊂⊃ cX⊃ 【ー Uつ く.O r-1N e tナ ⊂⊃ ⊂⊃ cY? ○○ C '･.1⊂⊃ ｢1 ⊂⊃ '･.一 cY? 【- Tr T＼ー N N⊂⊃ ｢1 rrT' N N ⊂⊃

ED U7 UJ) ⊂⊃ ,･.→てr l- し⊂) の 二つ 亡一 g} 寸 N OつLn ロ〇 N ⊂- (ン⊃ CL. Lrつ の ∽LD Lrつ N r-1 I..■ q⊃ N 一･.一 U:> て:ーの 1､- ⊂⊃ 【LL-- Ln r-<
†･.一 亡＼】 亡＼】 N CY? 十..■ N N N N 一･.一 CYj N N T.･.｣ ｢..1 ｢1 一1 rr)

=■ C LIB Lrつ '･.一 Ln C 寸 N N LLつ ⊂つ Lr) U○ (⊃○ 亡- ⊂⊃ n O r-1 1寸

lー■ ~】 ▼1■ l- ■†m '･.一 '--1 ⊂⊃ ⊂⊃ Tq ⊂～ CT> CYJ) 【ー円 く⊃ サ ー1 ⊂⊃ = ?/ 芦 sj (.l⊃ ′ココ 0つ の N ⊂⊃⊂つ ぐ＼】 CY? N ぐ′つ ⊂⊃

rt tD ⊂⊃ LD CT) '･.1 qつ くX) r一 つ〇 てr L∫> '･.一 ∝ ) l一 二 ｣: ■一 1こ こ

寸 【､ くj⊃ 0〇 ⊂⊃｢一 N N N 亡′つ く､⊂) Cn N LD q〇'･.一 N ⊂＼ー N く_⊂) 寸 N NN r-1 の N ⊂FJ D〇 二_JT o〇 L′つ '･.一亡..ー ｢..1 ー - I.･.1 〔つ

L- ⊂⊃ m C Cn M U⊃ 0つ Ln N L′つ N OO く⊃ N u⊃ '･.一 寸 寸 TJ

M 亡つ t- C C1 - q⊃ 0つ LJつ ロヽ くロ 寸 芸 N くj⊃ [- D〇 CD '..一 m
m ▼･..■ ▼･..1 ー ⊂⊃ ､､ 二二 十 I- ｢.｣ の . C＼ー ⊂⊃ N ⊂つ N Fつ こ⊃

Ln '･.一 m r.1 CT)'･.一 亡- し′) 〇 〇 m N くエ〕 N EJ⊃亡- の 寸一 Lrj く⊃ 0〇 N 〇〇 一..1Ln '･.一 N (.a Lrつ ,-1 ⊂⊃ ⊂つ ▼丁 なつの (=) N くエ> ⊂⊃ 一･一
I--1 N C＼】 CY') CV? I..一 亡､J N M N †･.一 CY3 亡＼1 N N '--1 '･.一 N CY?

CT) CV') N q〇 N1⊃ N (1⊃ u⊃ 【､.- ⊂⊃ てこ の N (X)⊂⊃ 亡､ー N く｣⊃ T-1 く⊃ CY7 1t MLくつ ⊂ー C1 -寸 くつ CI C＼ー CT} Ln O〇ロコ し⊂) Ln e Ln Cn

亡､ Ln LI> CY? N ⊂ー ▼二ナ CC Ll) m L_r) 卜- 1｣つ Ln【 Cr) U⊃ 【ー ト U⊃

rl ⊂＼- Ln C＼1 Cn｣こ こ= ..1- N tD ⊂ー U⊃ OCの N 寸 0〇 TJ' 一寸 ⊂ー の 7--1ド-- 一.1 CY3 0〇 CT) (.亡) rL Lr) てr '･.一I- 二一 .･..1
ー】 EYl N N CYつ 一一一 Cr) N N N N Cy7 一･.一 cy? C＼】 '･..1 N r-1 ⊂つ

'･.一 rY? CT) (エ) ,..ー CY? '･.■ J寸 ぐ1 N 0〇 Cn LO トー し〇 ぐつ 〇〇 ロ〇 (.ロ ト

t､- く_⊂) くJつ く㌻一 CT}C＼ー N CLJ N 寸 LJ7 丁＼】 し- の▼･.■ N CN N く_D N 寸 こ⊃N T.･.1 N N Lー r- (上⊃ M LD ,--1⊂＼ユ ー T...一 '･.一 CY?

'･.一 ▼ナ r一~. こ⊃ tD tー CC CT) ○ N ∞ ⊂つ ⊂⊃ C tD Ln r-1 Lrつ り〇 m

cy7 〇 '･.一 ccてr r- Lつ Ln ⊂⊃ CY7 Lrつ CT> ▼丁 Ln-寸一 LD 【- q> くJ⊃ -I

Lr> Ln m t- の〔一 寸 ▼ナ ぐ＼1 C＼】 cC CT> ⊂⊃ 亡＼) Chu⊃ 寸 ロ⊃ ■寸` 亡＼ー

cT) CI LrL> U⊃ N つつ しD 寸 亡､-- く_D N l､ m N く=) CC の 〇 ぐつ ぐ-

LL'3 ▼-1 Lrつ F ' ｢1ぐ＼ー M N N F′つ C＼ー ⊂＼】 【､- の ⊂-丁､ー CYI N N 〇〇 N Cy? ｢1N N rYTl. N N l､ N U⊃ Cy7 くつcyl '･.一 '･.一 N ▼･.1 CY?

寸 仁一 仁一 tD 寸 くコ くj⊃ LC ⊂⊃ CT) くつ 一寸一 ウ⊃ - N ロコ Tr CY7 くコ の

の N CT> 仁一 Cyl r.一 Ln N ー ⊂⊃ し′つ ｢1 ⊂h CO ⊂- チ.) くエ) こ しD N

▼･..1 ■-1 一･一 '･.一 C＼ー Cy7 一..1 Ln C＼ー 【ー 0〇 t-N N N T｣ N 【､- Cy7 Lrつ C一･一 '･.一 N ⊂つ くj⊃ -寸一 m '--1N T...一 T.1 N N l- I:r ⊂n D〇 q1N ▼･..1 ｢..-1 ⊂＼】

Cy7 Ln I■ .ー M ｢1 ⊂⊃ N N rJ') し′つ Lr⊃ [- N く> N N n Cn ▼寸

てー N Pつ く⊃ Lrつ し⊂) の の CX⊃ lrB (J> 亡.､一 丁.1 円 N の qつ く⊃ トー L-
▼ナ ⊂＼ー ▼...一 一 '..1 M N 寸 '..一 ｢.-1 M m ぐ､】 N N 寸 寸 N

▼℡ C N CC Lー t.D Cn C く⊃ 亡､- Ln ⊂=) '･..一 Lr) ｢1 0〇 ⊂=) 亡､ の 寸

L̀つ 寸 ⊂n ▼-1 Tr▼･..1 ▼-.1 N N q⊃ ▼-｢ Lr) rl CY'3｢.■ N Cy7 ⊂⊃ Cy7 U⊃ ‥N C＼】 C､) ∞ 〇〇 Ln Lfつ CY? NC＼1 ｢1 ｢.1 ..- N m

二､ 二= ニl L- N 寸 Cy7 ▼･.1 CTB ⊂⊃ 〇〇 cc Lfつ Ln C ▼寸 ぐつ く⊃ 〇〇

pl N N '...一 '･.一 ｢-1 一.■ m ▼･..■

亡＼】 亡＼ー tJ⊃ CY? LnLO ▼サ rT3 なつ L｣つ｢■ ⊂＼】 ぐ,1 亡､1 ⊂＼1 ⊂､つ の LD u⊃ cD N Ln CT} N 寸 亡つ L- N ぐつr･.一 丁､1 CY7 '･.1 ▼･..1 ▼ナ ⊂⊃ Cy7 Lrつ ∞I.一 '･.一 N 寸 二h Lrつ NT＼】 N く_D Uつ つO Lrつ Lr) CT>▼･..1 m

ぐ＼ '･.一 し⊂⊃ ｢.■ くつ ㍗つ (.⊂) く⊃ くjつ く⊃ Lr3 I -- ｢- L~ く_D TT CI LD Ln e

CT) q⊃ Lr3 0〇 ｢一LO B- 0〇 (X) αN ln '･.一 'D NCh くn Lrつ ぐ- 寸 cy7 (エ) N r､】 くnCY? CT) (.Jつ て- くj⊃ CT> ⊂⊃ Cy7 N⊂=) 0〇 N の cC L一 m N '.1 丁つ⊂＼】 tー 'D く=) CTl 寸(ン⊃ Cy7 LL') ぐ､】 し- Cy7⊂⊃ N N C ▼す CX=⊂⊃ CF> N N 一･.1n C＼1 寸 Lfつ 0〇 '･.一 '･..一 モ̀寸一 0〇CT> ⊂＼I N T...一

⊂つ つ○ ⊂⊃ 丁つ ○○ の の▼･..1 ｢-■ 丁､ー TT ∞ 亡- e CV'J u⊃I..一 亡＼) く_⊂) ⊂コ の LO 【ー 二 二= l- 丁l

二笹 駕 ≡ 匿 ー≡ 阜 与く _二捷 盤 軽
ま ≡ 巨 旨 軸 召D: 与 士 ∵ 前
瑠 牛 車三エ コ 磐 匿 召 軍 礁 醤 雌 皆 濫 長 ≡ 章 一 樫 .笹 薮 1 崩 ÷匡 崇 ∃ 世

⊥ 轟 瑞 十 二: 世 雌 ÷ 叢 1jj三LP 蕃 轟 雌 相 姦-寸 L(つ し⊂⊃ r- ロコ 中 質 卑 く 煙 T,Fの ⊂⊃ T...一 N rC 三ミ キ 苧 十寸 ln u L､ 柵 僻 窒 窒 媒 E-0コ ⊂n C r-1 N mJ
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土響 4Hせ lt nつLn Lr〉亡＼J N Uつ 一･一 Ln α⊃ Ln (X) ⊂⊃ ごつ qO r-'･.一 7-1 ▼･.｣ ▼--1 N N N C＼ー N の N ぐY') ⊂n UつN ⊂〉〇 N CYつ く⊃cY? N M CY'3 m
確王.掘<置 Lr) の くつ く.D ry? ■- 千.一 くつ ⊂⊃ くつー くつ N t一 一.■ くわ 叩 くエ)Ln Lnニ｣ tl C -寸 u⊃ 寸 N Lrl CYつ 〇〇 寸 … の Ln N m rL- ｢γ の N の ⊂nN '...一 N N '--1 N M 一.一 C､】 N CD ⊂⊃ Cr) のCY') N CY') m N

野 掘<層 の 卜の Jq Cn LD くX) N 亡- u⊃ 寸 [- 亡- ,..1 の しわ く⊃ r-< 寸N (X) ⊂⊃ '･.一 N円- ▼･.｣ N ⊂つ N ⊂つ M CY'=

嘩jj層 丁l ~■ー LD ln (.⊂〕 CY') ∝⊃ く.D O〇 t､ くつ､ 0〇 ､寸 く)〇 くJ〇 【- N くつ ｢1 N 寸 く､D '･.一 亡′つ 〇〇 【- ⊂つ⊂⊃ ぐ′つrT ニ】 LL3 くエ) N 寸 寸 一･.｣ Tr N LC) u⊃I..■ ▼--1 N N N ｢.■ ぐ､ー N N '...一 N C′) N p.一 CD 【D T...■ m NT＼} N ぐつ ⊂V') C1

恒 ト 軽 ;塞 N Nr-1 CY?N Cq の くJ⊃ Ln 寸 く⊥⊃ 【- 一- N (.⊂) 0〇'･.1 ぐ､1 '--1 N N N CY7 '･.■ N Lr> m 【ー 卜 CDI-1 LD ⊂つ ,･.一 ClM N Fつ ぐつ ⊂つ

甘 宗 令 ⊂つ く⊃ ｢｣ の rr) CT> L【つ CXD LIJ> LD の くj⊃ Cb (つつ N くつ 【-'J. ?I- I N C ｢■ くつ くつ CY? ⊂⊃ ⊂⊃ T...1 〇 '･.一 ▼=ナ ⊂⊃ 丁＼I Ln二､ 二 ■~ 二= 二二

ら :せ N くncY? ⊂つ (.⊂) くつヽ M N 【ー CV') '･.一 uつ くh tr ■.一 rl Ll) 00 寸N ⊂一 皿 ｢＼】 cyJ)

膏 妄 志 し三 LH 丁-I ▼J-1 ー ｢.1 一.･.1 ぐ＼】 N T.-1 N N N '...1 亡＼) N - N CY7 - ～ M N N ey': CY')
Ln LD⊂つ の M t:ー 1才 '..1 L_n ⊂つ くエ) LO N NLr) LO LD ぐ,つ く.D qつ ,-1 q⊃ ⊂⊃ 7-～ 喜 三 三 三 三 三 三 モ ミ 享 志 SB 票 言 01

i 杢 寒 空 毒 Cq. 71, Eyl 寸 N Cyl M '--1 N N N N C= ｢→ ⊂⊃ 1-_ N･ くつ くつ

＼- =. .望

生 霊 童 貞 く､⊂つ くX) M O〇 N LD Cy7 N CQ C1 ト ー.一 o〇 r1 く.D n M (.⊂) の LD OO r-1 冨 寸 Ln R 竺
くれ (:の 亡- tJ⊃ しこ) 寸 くJ⊃ ト ▼丁 (X) N FY? 等 宍 宍 宍 巳 弐 コ 軍 票 苦 C, コ 筈 ｢ 亡､ー

数 量 ぐ､1 N TJ一 LD Ln の LO 【ー ⊂ニ CO m ▼寸■ 二一 t~ 二二 し=

(:)○ (.DN N Tl ｢.一 ⊂＼一 '...1 F..1 ぐ＼1 一･.■ N N N 一■ N rJ? N N N くJつ く⊃ rY?ey? N rつ M

くJ⊃ N cD 卜 こJ C＼1 一一1

唇 潜 . :塞 くJ⊃ L′つtJ一 Lr) cT) ⊂n I一 寸 N N Ln m r■ ⊂⊃ m ′=⊃ Ln Lr) 【一丁つ の C71 0⊃ Cn

｢1 亡＼】 cY7 ぐ＼J N N N

肇 J,き
て EY,E3 トー ⊂ー トー Ln ⊂⊃ :｣〇

:33:奴 .〔空 なつ く)〇 【ー くJ⊃ T...一 く⊃ N '.■ 【⊃ヽ CO CI Ln Ln L､ M N くつLn NN N 寸 N O CY? ロコ 【､- くつ ひっ N ⊂⊃･1 ▼-■ ｢1 N ▼･.一 N N CT) LD ⊂⊃ m ぐつ⊂＼ー C､一 丁つ ぐ7 m

｢く u 要 吉 ~喜 J TJ.- ド_ CY7 【p J一 〇〇

瑚 :→E..'十で 二1 l-く_O LD 0つ CO y-1 ▼･.一 寸 N Ln Lr) FYI) CT} C M の '･.一 二⊃CYTJ CC l- (フー く⊃

I- h N N N N N '...一 N N '..一 CY7

cO Lr?く⊃ 【､ †一一 N CX:) ▼ナ ll:ナ N q1 くJ⊃ ⊂丈) q⊃N 1 一 一 T r→ 1 寸 N r.一 り⊃ ⊂⊃ TJI N r- Lr⊃ T...1 C1 lL- t- なつ 寸c C C＼t C Tr

卓二= 鮎 L呈 I- 1: ey3 0〇 N q⊃ のし【つ てナ OC Cyl CY?⊂＼1 N N Cy7 CY'3

トー 卜N '...一 N T.｣ N ▼一一■ N ▼--1 N ′トー CY? M I一 -

･一軒 ∴皇 女 く.こ) ー⊥⊃ '-1 く_⊂) 寸 くつ N r､- Uつ く⊃ U⊃寸 くつ N m Ln U⊃

cy? mcy? ぐ､】 '･.一 一･.一 一一 N N C＼1 m'･.一 CY? N CYJ) N N CY? m N C＼J C Cy7 Cy? 亡-M の ごつ CYJ) N

舵 :壁 LD N r.一 CT) '･.1 くコつ く⊃ N トー の N ､=⊃ C7) ド- - L′｢ LD
【ー ▼･.一､一 丁l N ▼■一 N ▼･.一 N '...一 N N rつ CY? C､】 ■･..1 cy7 '･.一 ⊂⊃ '-1 ClN N CYつ Cl m

～ .Lq璽 L

⊂ー 亡一一 00 cy? u⊃ Ln Tナ● CO 0〇 ⊂⊃ M 亡に) N ′- L-- 'D の

Tr tL- cy? (一 m ⊂- N

･､ ｢1 ⊂つcYl 【ー I I L- -- ＼一 .- rT L= J l■† Lくつ T7- 一一｣ ⊂⊃ NN の ウ〇 ⊂n 【-ー1 N ▼ナ ⊂⊃ Lrつto t- I- てー 亡-

u> uL I..一 トー ､=r Jつ く⊃ ED ⊂⊃ ⊂⊃ (.D くつ I..1 LD Lr: t- CC
N '.･.一 P.1 '--1 寸 N Uつ N N ▼･.1 N トー トー

璽頚宕 4-ノ ,TD 皿一朝 遠 州 畦塗

t3旨+ど 紅 < ffR< 缶 和 を ㌍ ギ 柊 ÷ 鼓 侶 既駄 杷 教 撃 且 ｣l世 心 耕ヨ 憎 EF甥 引当l〇]
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l･.- -.I 'J LD U⊃ LD r-
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'･.1 '--1 N CC トーLfつ てr m C CO ｢一 Jt71 ｢.■ Ln r-1 サトー .N C77 の r-1 ⊂⊃ rつ ⊂⊃ '...■ Lr) Ln 寸 の 一･.｣ の ○○ (コ⊃ tD Ln ロヽ ⊂丈)0〇 寸 ｢1 ⊂⊃ eY) ■･.一 Cr7 0〇 mLD くエ) CT} N
亡､】 C′つ ぐつ CY7 7-1 ■･..一 EY'B M N m ごつ N N ー '･.1 N N '...■ ⊂つ N N T...一 く＼】 N CY') ⊂つ 一･･.･. ニー

n et) I--1 寸 亡ー【ー Crl N CY') ｢.■ LD ⊂⊃ T...一 くn rつ CX〇日〇 N Cy7 ぐつ rl N N ⊂h U⊃ TTl (_⊂) 【､.- ⊂⊃ 一･.1 (X) N LD U⊃ m ロコ Nトー Tr N く⊃ ey') こ⊃ LD α〇 ey7(_D Lfつ 【- U-3
N ET? ぐつ N N T.ー1 ぐつ CY? N N N '･.一 亡＼ー N eYj CY') ｢.1 N

CXI Lr3 cc. 丁､.ー ′ココ(X′ N CC m ▼ナ く⊃ 寸 ⊂コ の EYJB tI●寸 ⊂⊃ Cy7 Cつ の Cy7 C3 ▼寸' く⊃ く⊃ CT}ー Ln N て＼】 '--■ 0〇 N N CnLn Uつ の 【J⊃
ぐ＼一 m N rつ 丁､ー N CI CY? M CyT) CYJ) N N N eY? C1 一･.一 N

寸 CY? (.D N '..1 の Oつ くコ の 寸 く､D ぐつ の く⊃ CO t.1⊃ Ln r- ⊂⊃ し⊂〕CX3 ⊂- 寸 ▼ナ
tD m CI N 〇｢..■ Cつ ぐ′つ CY? '･.1 くつ の 0〇 卜 N '.1ぐ＼一 丁､ー N ⊂つ ⊂つ くn N ⊂つ く.t⊃ 亡＼コ7-1 N N C＼J EY?

- (- 寸 N (エ) Ln ⊂'つ tn の ⊂- I--1 の 仁一 ▼.-■ く.P CY? CY3 - q1 1｣つ

く工〕 CYJ) ｢.一 m て:ー⊂＼1 CY7 CYつ の '--1 仁一 ⊂⊃ N ぐつ N CY?I-1 m CY? CY? CY? CY7 亡つ ｢1 Ln Gつ く.1⊃ N -寸一 ⊂⊃ (X) '･.1 ｢｣ Ln Ln の Nご＼ユ N 一.一 N eY? ⊂> CD く=⊃ '･.一｢1 ▼..一 - N

N r､ C1 寸 0〇 ロ⊃ ▼-■ 'D Tナ D〇 一十 N Cつ ｢1 rつ く⊃ Cつ く⊃ TL-1 (.D LD ▼ll UJT.くn 【､ ⊂⊃ くX) r.一 口ヽ CD

ぐつ くコ の Lrつ 0〇 (=⊃ の 寸 '--1 亡一 〇ヽ ⊂- ぐつ 〇〇 (.D 亡- く⊃ r.一 CY) D〇 CY7 o○ Li⊃ CT> CT> Lr? ▼ゴ､ くつ N p.■

'D M C CY') I(T､】 m Cつ CY? N Ch '･.一 N 寸 m N■･.1 ⊂Yつ CY7 CJ? C.l rつ N '...一 一 ,-1 N N N CLrB N CL? トー CY') N の N'...一 N N N CY7 Ll) Ln CO 寸一.一 N

等 だ E3 EB S; ⊂エ〉 Ln Cつ m LO トーくJつ く⊃ ,.~ ⊂n ■'丁 Lrつ t- くわ ⊂つ N 寸卜 の ▼..■ Ln 'ー ⊂⊃ N CY? mLn eY3 - 0〇

l

CY3 '...一 Ln CJ? Ln N r-1 N p...■ lJつ ロ〇 Ln く=⊃ トー の く⊃ サ リ⊃ ⊂ー LO

[- Cつ く⊃ ⊂つ TrlN ⊂つ CY? m 亡＼】 ⊂⊃ ｢1 CLJ 寸 el NN M M M CY? CYT) u⊃ CY? M Cn Nr-1 N N 亡＼ー r1 Lr⊃ m O⊃ LnT.･.1 N

3 号 羊 '= g Es 罵 g G E tC1 宍 £ 芸 Ee 票 Ee S EB 罵 Sq 旨 巴 E= f= 謡 ･...■ CY7 N ぐつLO Ln N O⊃
_ ｢ くつ p-i. ,→ N ⊂∋ ｢ M … ■~ ⊂つ N N ⊂ ) ⊂) 寸 CYl t:r r-1

'O -~ナ ｢.1 LnN M CYj で､1 ワ〇 N eY')一.イ m CY? ⊂⊃ 〔:くつ 寸 rLJl m 〇〇 の '..一 亡､N r-1 N '.1 N N ⊂＼1 ぐ′つ N ⊂Yつ ⊂⊃ U⊃ 【=⊃ CY?ー 亡＼1 C＼1 CO C1 'D r-1 亡ー Lnr-1 N

C r一 つ〇 一.一 rY'TJc1 一丁 ウ〇 U,, LD Lrつ ▼一一一 の Tr く⊃ ぐL】与 で モ ミ に 芋l ｢1 N -の cy? t.D 亡つ 【- gJ寸 LrB Cq LD LT' ⊂ー CY? (X) 【､-⊂つ く.D m Ln

I-1 0〇 LD 寸 の CO CY7 FPl/ Ln OO N LJl くつ N く⊃ 寸 (⊥⊃ ⊂⊃ Uつ り⊃

'･.1 q〇 しっ ー tー の ∞ N ぐ′つ ｢1 NN C＼】 rl M CYl m C1 く_D 寸 N Tr O〇 N (X) 〇〇 NC､1 rpl '･.一 N ■一一 1...一 N N EY3 C＼J t.〇 一･.一 く＼】 ⊂nN N T＼1 ぐつ N ⊂- Ln ⊂つ く.こ)I-1 rJ 亡＼1

-1.CI の ｢.1 CY? 節ぐ l EYj Cy7 m '--1 【- M LO の くつ rL-- ｢1 【ー N (X) 【､- Lrつ 寸 亡ー T.1勺l C＼l N N 寸 CY?ー1 m CY7 CY? Cつ ぐつ N Cq Il '･.1 N N N M N CYJ) LD N N の NI..一 N N N m Ln Lrつ 0〇 寸r..1 N

卜 く上⊃ ⊂h lf7 Lr⊃ C3L, N トー ▼■T r.-｣ くJ⊃ くつ くよっ の N C⊃ cb '--1 N CY7

U⊃ 可. Ln Ln ≡ヨ LI r一 十 丁一rLL-- LD r- Lrつ

の ▼:r CY? 〇〇 ′ヽコ 00 くつ 仁一 U〇 ▼--1 N (_⊂) 仁一 0つ く_D ⊂＼ユ m '･.｣ q=) 寸

⊂つ くっ て上) '･.一 【-cy7 EYj N ⊂つ N くj⊃ CO '..一 ⊂つ N NN ぐ､】 ぐつ CJ7 CY') 亡つ N ー】..l T...一 N C-J '--1 N N C1 N く､D cn くつ CN N '...■ CY? M ｣し 一一 コー ★7--LI N

の か Lrつ の ▼ナ 寸 - CL＼ー Ln r-1 †■ Ln Ln CT) Ch -寸 ⊂⊃ 寸 rD くj⊃

U⊃ 〇〇 【エ) CY? LL? Ln ⊂n N ⊂- r.一 rr3 寸 LD N rつ 亡ー く_D くつ Lrつ N LO 【ー CY? tJl N CX⊃ 二ト ー† L- ....I

⊂＼- CY? I-1 M r--I..1 Cl m ⊂つ '..一 【- ⊂つ く⊃ N ⊂つ 一･.一Cy7 CYJ) cl m EY') CV') Tr Ln †-1 くj⊃ CYつ く=⊃ の く_D r-1 の N L一 寸 NT...一 N ｢.l N Cつ くく) ⊂> N のN I.-1 ▼･..1

Lー rA (=) Lrつ 【- 00 ⊂h Tjl C3 Crl (.【⊃ 寸 ｢l Lrつ 0つ ⊂⊃ 一.一 しく⊃ CO N N ⊂一〇 C く.D の 'D の く⊃ U⊃ '･.一

-.一 二 十一･.1 m rつ 丁＼】 Cy7 q⊃ くつ ▼寸 N q⊃N N C､】 M N くj⊃ '-1 ⊂ー (X) Cl〇 cc CTT) CO LO Nで､1 ぐう 一･.一 rl N N N N トー N tJ⊃ ト く⊃｢1 N N ぐ＼】 M 1可1 くエ) ⊂⊃ ⊂＼】'･.一 N y-I

r- の Lrつ ｢L- くつ I-. I -. t で 亡ー Cy? CY7C7) こ､ 亡つ く=) の 寸

くコ1 ▼ナ 00 0〇 N t-- Lrつ C1 ⊂⊃ の く⊃ N '..一 LLI Cく) ｢1 Lr) Ln N r1
r- ぐつ N 一･.1 ｢.■ r.一 Ch C ▼ナ O 一･一 か ぐ′つ L/j Ln N h】 LJT 二= .一一一
▼･.一 CI Cl m T.･.一 TLL< F､】 ｢.1 N C√つ

しっ TI N N r.コトー 7-1 ⊂⊃ '--1 亡＼) LLl [一 寸 〇 ▼一一■ 00LO トー C CYつ 【- CT) N N く⊃ 〇〇 ⊂⊃ C1 ⊂rヽ 【- Ln ⊂ーC 卜 (.⊂) U-) LrB qつ の '--1 Ln ⊂⊃ r■ N の ロ⊃ CO(.⊂) CV') LD (.D Cn EY3 ⊂ー uつ 仁一I:ー ▼--1 ロ〇 t､.LD N CY? NTr GC Uつ 仁一〇 〇〇 の LD ⊂⊃l → ■■† ~｢ ■-. 一一 0つ ぐつ C N '...一 CY?M Lr) ⊂h C ⊂⊃ r-1 M 寸 N ▼...1 '-1､す ご 寸 の 寸

N r一 Lつ CJ7 寸cY? N ー1 LnCC L_n tー くJ⊃ ▼∃ltー Tl Cyl r- ∪つ Lrつ r･.1 LD r-1N r-1 TTl rl .寸 cO O〇 寸 仁一 ⊂⊃ Jtr N N ⊂⊃ 勺■一一 T...一 N CY? N N rつ N 一...■ Lr> D〇I- n +

#～〆 & コ ⊥｣l

'3-# 堰 牽 き 讃 嘆 十Jj や逆 位 5ぎ ー~ 軍 ÷
缶 堤 ギ ÷ 甥 晋 凝 蝶 EE 蜜 潜 き広遠 畠 森 伽 蘇 嘩 叫 Ej 髭a)吊 敬呈正 繋 潜 東 岸 献
甚 海 上.3 11過 半'･.一 ぐ＼ー Cy7 ▼ナ Llつ 蘇 -:哨 甚 郡 区 郎U⊃ 亡､ qつ の ⊂⊃ ｢.■ 聖 堂 濫葺き 鞍 ぜ 宝 鑑 僻 司 出∃モー等B- <NM 寸Ll) LD車 TR-1時 空L一 口〇C1⊂⊃
rL- 亡､ 亡ー L- トー 【一 一､ r- 亡､- (ンつ ∝) cCq⊃0〇 〇〇 ∝ ) くココ(X)ロコCh EF) J一二｢ 丁 二ト二｢=｢ 二二--一一一l ハ



216

噌 三 .増 < 16 r.一 N 一･.｣ N N ▼･.一 Cつ '--1 CY7 くX) 仁一 Tr OO CT} L-eyl ⊂h r- N ⊂> rD I...1 Tf ⊂n OT ｢一 ⊂＼tCY? ⊂- '､D Ln '･.一 ⊂⊃ 〇〇 7--1 くつLn u⊃ †一 ニト こ=Tr Crl r一 ,..一 ト】 ト】 . I--1 ｢.一 ⊂つ

ぎ 堰 .< 層 〇〇 u⊃ 寸 寸 くJ⊃ LD L- くニ cT) くつ rT3 Ln くエ) 1ミサ ■寸 Lー'･.一 〔プつ く.D L- ⊂＼ー く⊃ M '･.一 '･.一 '･.一 '･.1 t.⊂)くj⊃ r.1 Lrつ N ⊂⊃ ▼jl LJn ▼..■ くつ0〇 00 Ln 【ー tートー 〇
1fL '･.一 N T.｣ N N - CYJ) ,..→ C1 r..1 ▼･..■ ▼･.■ 亡＼t N - ー '･.1 ｢1 亡＼ー

贈 33雇 7-1 【ー CY? N 寸 LD N O〇 Cn ⊂⊃ ト ト- M の CY? CO 亡- くj⊃ ｢.1 n Ln u⊃ ⊂⊃ ー1 くエ) く⊃ LrJ｢一 ｢.一 '･.一 N ,-1 rT3 r-< ⊂つ '･.一 寸 N I.■ 仁一 の'･.一 N C＼】 ｢.■ N 寸 LD くJつ りつ く⊃ DDIl l...1 C＼1 LD 寸 Ln コ C'.

N r.一 N N T...一 m '･.一 EY) I一 て＼1 ー-1 N N ▼･..■ ▼･..1 ▼･..1 ⊂＼ー

消 毒 くつ ⊂⊃ 【- G7⊂⊃ N Ln トー u> CV7 cy7 くr) (=) Ln CO CF> の CO ∝ ) CZj ⊂＼ー の '･.一 の 1ー Ln C

亡､l C Ln Ln ⊂⊃ 【ー⊂＼】 '..一 '--1 寸 '･.一 く⊃ oつ く⊃ Ln C ▼1- ⊂⊃N Cy7 Cr) N rへ ⊂コ cO LD で＼】ごつ ⊂＼】 亡＼】 CO, rTC＼】 m

l l

ミ J 墓 CO CO く_D 亡つ CT} トー の ⊂一 寸 N qつ ぐ 】 叩 く⊃ ▼jl ⊂⊃ ⊂⊃ U⊃ 寸 寸 CT, rD ⊂⊃ くJ⊃ ⊂n tー ⊂ーLn .寸 N ｢1 くつ ⊂- の T...一 0〇 N･..一 Cq ,..一 N N rl CY? r1 ⊂つ N O〇 (､ CY? ⊂⊃ 寸T...一 ■･..1 '･..■ N N 寸 【- tD CyTJ ⊂⊃ ウCr.1 一･.→ ぐ､I L- 'D C､1 十 三

tD t､一一 (:一つ [- -≡ナ ⊂n tヂ N Pつ Lr) I- 0〇 N Cr7 Lr?▼ナ ▼二十 {つ二二 ⊂ニ r~- Lfつ 【-
i堰 垂泰空 夢 M N (＼コ 寸 N '...一⊂⊃ C C ⊂=､ ⊂=､ ⊂⊃ ､~ 十 十 ∴ _~~ 二=くつ くつ C C こ こ⊃ TJl rつ

q
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潤
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C1 '･..1 ｢コ-. I-1亡､】 〇 ⊂⊃ r-< '･.一 ■｣ '･.1 ｢.■ CY7 '..一 N Cつ N N N CY? N N LD くさ -■ 丁､】 Cつ くnr- CT)LD O⊃ Cy7 'D M く⊃t一 mN '..一 丁.ー N N N r一寸

▼寸 こ､) T7- TJn. ▼･.一 ▼~ナ ナ】 cyつ '..一 日つ ▼=ト '･.一 ▼が くj⊃ 寸 CO CYJ) N qつ ,･.→ m Ln t...｣【＼- ,･.1 CYJ) ln N '...一 CT) Cy7
p-■ ｢.-1 ｢1 ▼･..1 ▼･..1 CY') ▼･..1 N 一一1 r-1 N N N N N

i- r上) て＼1 (=〕T1- ▼一丁 ここ⊃ EYl く⊃ N N N N Ln U⊃ -一寸一【､ くつ CC '寸 ▼ー Ln T...一 '･.一
'･.･.- '･.1 ぐ､1 '･.1 ー｣ - I-1 N '...1 N N N '.｣ rー■ N ⊂＼】 N CY? N

Uつ ぐ､1 (.D L∫) Lil ,..1 rD CY') ウつ ⊂⊃ n N N N CT> 【､- C＼) N Oフ N

cY? [､- '･.1 '･.■ Lrつ ウ〇 一丁ー CY? しこ) 【- m rつ｢1 CY? '･.1 M u⊃ 【ー u⊃ LTT) 寸 の LDN N 亡＼J '..一 pL-< 一･.■
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Lr⊃ 亡､1 ○○ Lfつ F､】 I.1 ▼..1 q⊃ 【､一 丁′つ LD ⊂⊃
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Jて,冨霊芝 竃 CQ O〇 ⊂⊃ LD r-1 t､- ⊂⊃ Ln (J⊃ CT. I一 N m 亡､ 0〇 '･.1 CYJ) ⊂つ Ll. L【つ M ⊂⊃ CO トー 丁､ ▼■◆

TT ,- 二 .-千 丁1 cy? 卜 7-1 cc r-Siuつの7-1'･.一 0〇 N C､) 0〇C3L) C Oロ ケ 】 し【｢ トー 卜- N

竜 王寺 し←∴ ⊂- 【ー く_⊂〕 M く.こ) ⊂t の N ⊂つ CD lLL- CrJ CY'3 '...一 亡- Ln C＼】 廿⊃ ▼ナ 寸 Lrつ く⊃ e L亡) こ⊃⊂⊃ '･.1

L(つ N U7 くJ⊃ LD CY7 ▼--1 C′つ 7-1 トー Cy3'...■ ▼,.■ N N N ⊂つ ｢-1 寸 ⊂＼】 C C ー- '･.一 丁一 CYl CY') N LD -≡ゴ一 m トつ CC'･.一 ⊂つ Lr) ▼=ナ ウ〇

寸 LO ⊂> 〇 〇〇 N ⊂ー 仁一 N N ⊂⊃ Cy7 ｢.■ 【､- ⊂わ く.D M m CY? 寸 (一 〇〇 Tr 〇ヽ (J一 【=) ここ)
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CX3 の く⊃ '･.一 N cY7 tr Lr) く､エ⊃ 亡- ()〇 cT> ⊂⊃ rLl C＼J M 寸 LO LD 卜一 〇〇 の (=) '･.一 ､ー ∵ ▼丁

Ln Lrつ く.⊂) 【D く_D LD くJ⊃ (.D く_D U⊃ LD U⊃ し- 亡- i- 【ー Lー トー トー r一一 仁一 【､一 cc (コ⊃ ⊂Z3 00 ED
N N N N N N N N N N N N N C＼) N N N ~】 ~】 丁j
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C＼】 ▼j- r̂ カ t＼-Lr? C 'D ▼寸一▼..一 丁＼ー '･..■ ▼=ナ N ⊂⊃ ~｢ナの 【ー t､- Lr⊃,･..一 N lrつ丁つ LJn CO N Lr〕 の CT} ⊂⊃ CYTJ'･.1 '･.一 '･.一 ,･.一 N 竺 霊 宍 … 三 重 琵 琶 引 S! 吉 宗

[- U⊃ 〇 か い-- ~- r⊃ LD l､ ▼サ ｢.10〇 Ln LDqC√) U⊃ CYl ー Uつ N T-1 rl く_D〇〇 亡- Ch ▼寸I .･.一 仁一
J L 寸-1 丁､t r-1 . ▼=ー′-1 亡＼】 N ⊂⊃▼･..1 ｢-1 ｢..1 亡､,ー ｢1 N N ー1

【＼- N ∝⊃ r- の く.D ullm ▼･..1 '･.一 rつ てr 寸 N 一･.r EY7 一- I-.｣ 寸 ぐつ｢.｣ N

く⊃ Cyl C1 し【⊃
寸 ⊂n Oつ く)C

トー CT) ウ⊃ ⊂つ '･.一 ｢1 り〇 ⊂⊃ ⊂yJ:I..1 '･.■ '･.一 ■･..一 一･.一 ▼･.■ N C1u⊃ L{) てr tg Cb'..一 の 'D の Nくつ く.D 亡､一.一 N '.■

Lrつ 卜 寸 LDLー M Lr3 ⊂n Lrつ rl L- 亡′つ N O〇 ひっ Lr⊃ ー-1 の 寸 (=⊃ m
くJつ ぐ＼】 rrJ ぐつ く⊃ 00 サ ⊂n CB 仇 ▼=r N t_⊂)r一一■ Cつ Ln N 1寸 ｢.｣ 寸 LD u> CY? 寸 (.8 -寸 ⊂つ C ' CCtー
'･.→ '･.一 _ノ ぐ､I L- C＼】 '･.一 ⊂＼7 ⊂⊃ ｢~ 寸 亡＼1 ∝〕 N Cつ に､- I.一 cc Ln N (工) (.エ⊃ ⊂つ ｢.一 ⊂⊃ N CY? ⊂＼一 ぐつ ぐ'3

く_D の ▼･.一 〇

･〇〇 二に. L∫つ CY? ′コ⊃ 寸 N Ln ⊂つ - ト の C Lrつ 亡- ⊂⊃ N'...一⊂＼7 ▼-1 N '.■ T...一 -寸l Lrつ 〇〇 '･.一 N C Cr')I.1 N N 一■ の くj⊃ 【Jフ'･.一 丁＼ー

ぐつ 亡- -.一 くつ の○ (エ) lrつ L′つ Lr)▼=ナ C＼ー Tr CJ? Ln■~ 十 ニ 'D r.一 Cn Lfつ⊂⊃ ▼jl Lー トー. Lr)U⊃ ∴ ト 二二CT> CY? 寸て一 m 寸 ｢.1〇 ⊂> ⊂⊃ ⊂⊃ 寸⊂⊃ Ln ､サ C'つ CY7 T一一 N N M⊂⊃ つ く⊃ ⊂⊃ く⊃ ⊂⊃ ⊂⊃ く⊃ ⊂つ く=つ く=: ⊂⊃ ⊂⊃ ⊂⊃くつ くつ 【=) ⊂つ ▼:一 寸く=つ く=) ⊂⊃

tヽ- ⊂⊃ CY') eYTJ⊂＼】 一.･.1 CT} 一･.一 N l｣つ▼･..1 N Ey? T...一 N r...1 ｢1 '･.一 ▼･..1 N 亡ヽ 】 一.･.｣ の【ーtD
▼･.1 '･..1 ⊂⊃ ⊂＼l Cヽ】CY? rD 1- LLt u⊃寸 ⊂＼】 ▼十 m Lt? N N 寸 r-'･.1 ヒ- Cn t-I:ー CY7 ▼=ー '･.■ 仁一tG Ln TJI EY? 吋 '--■ N 亡＼t eY? N くh く=⊃ N N '寸 ⊂一 m のく=) く1⊃ -寸 r.一 - 【､ く=⊃ 寸 ⊂YつLO 可一 -寸 (エ) lTl M N N rつ N 一一■ 寸I L" icl Jl=γ 寸

′ココ ▼サ ▼ナ Lr) 0〇か ぐ＼ー LD t.⊂⊃ ぐ､) Eー L- LD L_n 寸 く⊃ '--■ ｢1 u⊃ C= ′1:) 0〇 ⊂=⊃Ln tー Tr の TJl N CY7 CY? C1 く､DM 寸 ⊂⊃ ぐユ 【､ M '...■寸 u C､ 7-1 Ln 亡､) CO 【ー '--■ cC Cy7 ▼Trr.■ ▼･..1 ⊂むつ N Ln しっ FY?
N '...一 ｢..1 _ー T...一 N N N '..1 Tl-1 一･.一 ぐー N N

ウ〇 LJn LL'> rJ L【つ の 【- ぐ､1 0〇 の U7 亡＼】 Ln

l- ⊂＼ー ｢.1 二=⊃ LD 0〇 ▼1一 ぐ､】 Lrつ ､す N ⊂⊃ ⊂つ ∝) En CLJ ⊂⊃ 寸 LD トー 仁一

uつ くh ln N u⊃ 0〇 〇 くつ CV') 〇 ▼十 の [- 1つ ⊂＼ー 【=) ぐ､1 CYつ

亡＼】 トー CY? 〇〇 くつ (X) C､】 LnC＼ー ■- LI) '--1 Lr? くつ に- Cn (_Dcつ の ぐ＼1 0〇 r.1 の 寸 の m I,1 ▼j1 --チ

LO ぐ】 C LD ⊂ー LrB こ⊥⊃ 亡.∫ ...一 N - N LD 寸 ⊂> 0〇 Tr Ln M の N ⊂⊃ C1 くつ CT) (=⊃ T-1 L′つ の く_⊂⊃

LD r- ぐつ 〔X) 〇Ln '..1 Lrつ ⊂つ ウつ ｢..一 つ〇 - Cy7Cy7 〔つ U⊃ m cZl lL7 CY? Ln r､-⊂⊃TP M十 十 で -- :-I∵ T- M 寸 LD '･.一 て:ー 1=r く=⊃ 寸 可 の くX) 001 † ー†

Lrつ Uつ Lr) LD CTナ ウ⊃ トー LJ7 ぐ､】 '･.一 N ⊂⊃ r.一 ⊂⊃ くつ N t- トー (X) 00 仁一 の トー く⊃ N CC LD Oつ M Ln mN くつ一 m CYJ) Ln L′つ N q⊃ Ln CY7 U⊃〇 【､ t.⊂)I--1 LD U⊃ LD C′つ
- 一･.1 N ｢1 '-.｣ ｢1 ｢-1 N '･..1 '..1 N N r-1

l̀十 一一 二 J｢ .･.･.cB - ▼=ナ U⊃ C.】 寸 (.D r､1 【､-N Lr〕 くj⊃ tD ドこト L､一 寸 仁一 LO ⊂⊃ N '...一 .･.一cc ー1 寸 ⊂⊃ ⊂⊃ C＼ー ぐつ LnL､ 亡- 仁一 tー Uつ り⊃ Lrl 【､- くつ ごつ くn Ln CT} LD CO Lr) LJつロコ トー ｢- CO qつ く.0 1寸 l｣つ く̀⊃ r̂ の NN ｢r Lf')勺⊃ 'S 【- くエ) 〇〇 [ー くJ⊃ Lヽ ▼=ナ [- 亡一 にー 仁一

N Lー IJ CC lr⊃ L- の N くつ Cy7 Ll⊃ ⊂つ ⊂＼-lー'･.一 ⊂く) Ln の
Ln CF) CY? W 009〇 亡＼ー Lrつ亡＼ー の トー ▼･..1L-▼･..■ ⊂ヽつ 寸 (上)M ▼･.一

LL? N ⊂⊃ ウ〇 くエコ CYTTJ CT> ⊂⊃ ⊂⊃ ⊂X:) N Cb ,･.一 CY? N くX) EYつ くj⊃ ⊂⊃ p-1 r.1 u⊃ N N くつ -寸1 く= ○つ く=) ｢.■

亡､ U⊃ (ンつ L､- ⊂＼】 の くX) Cn 【､⊂つ くn m ぐつ CY? 亡- Cn▼･.一'･.一 '--1 C､1 亡＼】 Lrつ Lr〕 寸 N 寸 くp の くD トー CYJ) I_D ,一一■Ln ⊂⊃ ⊂- r1 0〇 ､~ ■I 一一 .･.一 亡ー ぐ′つ u⊃ N N LD (=〕 N '...一 LO'･.■ Tq r′つ N - T...1 ⊂<) の

U7 L- I--■ N C=r- LL7 Cn CY') N 寸 tー '--■ くつ ニ】 i- rD トー 7-1 トー N L上つ ､,寸 (X) の N N CT> L｣つ 〇〇 CY') くコ (ヱ> '･.｣ へ
I.l C､ユ N N 寸 M 一.一 ⊂つ 亡､1 寸ヽ1 ぐ′つ TJ 寸 N ､寸 寸 Ln cYl 寸 Tr

▼=r ▼･.一 LD CC CY7'･.一 ⊂＼ー CTb lrつ り⊃N N r-1 N ー-1 CO L〇 の 0〇 0〇 N の ▼-1 CT) 亡､ 0〇C1 卜- Tr く⊃ ⊂- N Lr) 【-N ⊂＼ユ '･.一 N ｢1 M N 亡- N O〇⊂⊃ 【⊃ヽ N q⊃ Ln -寸ぐYJB く_D N rつ り〇 '･.一 m 〇〇 tD･..一 N Cyl N r.一 寸 IJI LnCC) ()〇 寸N m く｣〇 Npl1 N '.■ ⊂＼ー ぐつ

Lr) 寸 ⊂⊃ 'D L､- r-1 く_D Cy, Lrつ ー1■ T.-■ Ln 【､-
【- '･.1 Tr ウ〇 亡､､ー N Lr? ⊂n CT. cyJ) I:ト Lー N D〇 ぐつ 亡一 寸 ...一
N CLー - ▼･..■ r一 丁､J r..1 ー く＼ユ N 一･.1 N ⊂Y? N 一.I

I...一 てこ) rl ▼ナ tーしっ 【＼- ぴ〇 一一一 トー r.1 の '･.1 寸の の く⊃ ⊂⊃cy? N N 寸 Lr? tj1 亡､- Lrつ の N ｢- LIjLD U⊃ N l- '･.一 Lr? つO N N N の q〇 '--■ ⊂つ 亡ー N r- ltJcy') 寸 ⊂⊃ 'D ⊂⊃ N 卜一 寸 ▼.1 Ln '･.一 T...一く.D LD くわ

の ｢.･. 寸 M '.1 tー ｢.■ CT) くn oO く⊃ ⊂⊃ Uつ く_D ,.一 LO TTl くⅩ:) く_j⊃ ln C- Ln

亡､ M m '･.一 Lr⊃Lr> ⊂＼ー t- Lfつ ｢.■ m '･.一 ⊂＼】 Lr)rl Cn †｢ CX3 cF) ⊂> Cy7 - 'D tD '--1 寸 ▼廿ド- Cつ くn 一寸一 LO '･.一 Lrつ '..一 N 寸 Ln CY) ､ン〇 CY3 N Lr) ▼ナ 上ー ぐつ NI.一 ぐつ 【-

[- ▼ナ く_D 〔- トー【､-- ⊂n ⊂⊃ N しっ 卜一 寸 亡＼】 LfJ) N Cy7 し- N Lr) ⊂⊃ LD Ln てナ ⊂⊃ CY? ⊂> の Cyl く=) t- M ⊂つI--■ ⊂コ〇 ワ〇 Ln の ED Ln Ln くJ⊃ TJl ⊂⊃ Ln一1 OI C7)
⊂＼ー ⊂＼】 ▼･..1 ▼･.1■･..一 CY? ｢.｣ ,･.一 一.1 一.1 N CY'> ln '･.一 '..1 ｢1 一･.一 CT}

言十ヰI.I 挺好摩畢刺1J= 正己 一.dB壁 潔 ljjL皐 JJj 望 瞥 雌 令-ilE 欝 媒 材 礎 だ 頼一髪 墜 ≡ 壬 士撫中頃値EELr)LDトーcDQT)i:士士i'く⊃r-1⊂＼一CY7忠▼寸1 雌 咲 LL せ -1l 伸 也 吉Ln LD トー 0〇 の く⊃ 7-■ N < 仲 夏 lk(-= T< 濯…探 iSm 寸 LO (.D L- (X) Ch く⊃ '--■ =士十十N eY') 勺1LLLJ_lT仇の⊂nCT,チ の 〔コヽ くわ の の く> ⊂⊃ (=> ⊂⊃ ⊂⊃ (=> ⊂⊃ ⊂つ く⊃ ⊂⊃ ■-1 ｢.一 M CYJ) ⊂つ



大分 315巾権 .下毛 8.7336 19.6203 15.6213 27.5 189 28.1175 62.5177 26_7126 64.7209 ()_2981710.304162 1,581822021641187181

316東国東 4.0815 32.6:122 33.5 57 38.2:104 46.0:92 60_4192 25.3135 59.3:242 0.256㊥3 0.256197 4,51 54 91141168132

317大分 47.6653 -4,7305 9.8:253 -2_7320 4.3274-13,9315 4.(I≡249 3,6323 0.041307 0_∩ll311-0,01304301284318317

318別杵速見 18.4469 18,2∵=ト 31.9 70 17.7 252 32_1162 56.8218 26.(131 69.6ーTh 0.3〔)3thh 0,288172 1.40191178176178175

ノ319日津320竹田 .直入 6,40973.1403 7▲539_826166 28,628,1100103 17.437.1257111 31.76〔),716460 50.455.6248224 25.233_1136100 48.154.7280259 ().2O80ー233235220 0.2160.224224219 1.287.80:1971日2068952186128248166214122321大野 5.7510 41,4 61 30.4 85 45.4 51 89.3 16 72.6lr)9 5〔I.1 42 72.3149 0.378109 0.385103 7,08 19 42 82 51

呂322都城北諸方 19.8289 21.5184 ド+∵261 26.0 203 68.4 43 70.7126 50_7 41 79.5 82 0.443 60 0,426 7265 2.60123216 56 79120323西諸 9.2766 38_8∴ l 28,8 97 35,6124 83.9 23 73.7 92 6(L4 23 75.012427 0,428 78 0,434 5_24 36 94 31 64 57324宮崎県北部 35.1101 32.0 66 36.7118 60.8 59 79.1 37 52.7 37 855 0.526 15 0.499 20 3.33 88 92 27 31 40

崎 325'El:崎東諸県 40.98()O -3.5300-18.8:338 3,83〔)6 48.0 88 51_3243 38.9h 8 64.0:2140.292176 0_26n195 0.99220321137208230

326日南串間 9.3850 25.0:157 30.6;79 29.5:168 66.8:48 70_1133 60.9;22 71.8≡1570.403 93 tl.409 85 3.18 96lr 521()7 90

327宮崎県西都児湯 ll.7416 27.0145 27.6108 32,2142 90_6 15 73.4 97 64.4 15 77.3109 0.453 5q Ll.454 50 3.95 64123 25 57 64

髭328北薩 10_0578 33.3120 27.61〔ー9 37.8107 94.9 12 75.6 63 65,1 14 77,8100 0.458 46 0.463 38 4.91 44109 14 45 Ll+

329川薩 13_5107 43.9:45 29.5;89 43.5 67 33.9149 77.4 53 23,0:=ヽ 81.7 62 0.433 69 0.430 69 3.31 89 54115 56 68

330南薩 10.5330 43.9 46 35_2 43 42.5 79 103.0 9 78_4 43 70.6 1n25ll4855つJ 80.864.187.882.353.790.(I68 0,495 23 0_498 21 6.6()24 43 8 24 18

331指娼 6.7166 18.2207 20,4:186 28.4179 71.7 39 63,7172 56.6 2130.343144 0.351132 3.24 92196 715155139児 332人隅 28.0814 35.8 99 33,6 56 41.9 84 粥1 14 82,3 19 67.0 19 O_583 5 0.556 5 4.52 52 71 ll 19

島 333姶良 .伊佐 16.1378 39.9 65 24,0153 36.7117 60_1 62 76.5 57 l∴f- 55 0.477 33(I.467 35 3.85 661〔ー8 43 36 53

334鹿児島 -12_6:325 -8.5:330 -1.6318 49_1 86 52.9238 46_6 264 0_254206 0,244207 0.82238ワ331126251238

335奄美群島 13ー6867 58,6 7 53.0 3 59.3 8 142,4 157 87.0 3 90_4 ll0_63() 10.626 1ll.527.57 6 1 1 1336熊毛 5_1441 5〔).4 21 43.1 19 49.()33 61.3 73.2 99 39_0 77 72.41二16 0_357131 0.363120 ll 24 68 85 45

(注) 1.減少 (率1および増加 (ri')は合併前と合併後の変化 (率)を示す.

?,順位は,全lh]341広域了Ii町村閲の中て,/nh.伴の効果の大きい順をホす.

3, T;均jl臥7Lは,それに属する財政指標V')変化 ,I,辛l順位の平均佃を小さい順に並へf=順lil,てある.たたL,12(1)と.Q(2)は,川せて他の財政指標 と同じウェー

トにするために.それぞれ05のウェ一一卜を=け.併せて 1のr7ェー トにLた.
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付表8-2 山口県内市町村における財政諸指標の実績値 と標準値

JiI城市田 r仰JLH 歳 .'F. -rnT- 歳 入 而 歳出 .歳入耐

La 歳出給紙 人件曹 こ隼財政需要軸 地方税 也力交付税 基準朗政収入板 墨汁潮枚不瓜破 則政力指数(1)財政力指数(2) 歳出′′削減牌

標幣 Ih 344.4671_).43151_86138.1046_5r)115.1936,67 0.756 0.759 2_49
JTt離ヰて(%)(./b 14.321.3-3.i;ll.6-49.4ll.3-5り_9 16.0 15.6 2_5

榔 木 【町 '文系糾在lL 44.687,5816_7522.720.4819.30-2ー551.152 1,152 1.97f票itEE=仙b 44.597.9521.915_8116.515,7016,210.288 ().260 7.67
｣rt離ヰ{-(%)C/A 0.2-4.7-23.5291.0-97.1 238,4 -115,7 300.1 342.7-74.4

Elr主-:町 実紙 〟b二(I-b 38.51 6,38 19.13 8.14 12.95 7.89 ll.24 0.412 ∩,412 4.73
標準 51,18 9.39 25.35 8.20 17.50 7.90 17_45 0.333 0,312 6.24

9.459｣厄離 -12.67-3,01-6.22-0,06-4.55-0.01-6_21 0.08 0.10-1.51

揺準 54_19 10.05 26.91 9.40 17.91 8.98 17.92 0.352 0.334 5_77

也 1,543標林.tr.b｣TE離(p〟-A 25,3/-4.72 3.78-r),70 ll.52--0.64 0.97-0.16 12.20-1.17 1_()5-0.ll 10.47-0r53 0.136-0.05 0.0910.00 26_16-0.67

城 ｣re雛や.(%)C/b -1が.6-18_5 -5.5-16.5 -9.6-10.4 -5_2 -2.5

周 束 即 Jfi綿1Llf_a 64_gn14,6032.029.5424.37 9.68 22.34 0.302 0,3()2 6.80標呼値b 65.1412,4632_5114.2619_22 13.32 19_19 0.419 0_ilo 4.57
15,】34｣rE触 (.-a-Lb -().24Z_14-0.49-4.725.16-3.643_15-0.12-0_ll2.23
｣rE雛や(㌔,lc/A -0.417.2--1.5-33.126.8-27.316.4-27.9-26,248.9

紺 I町 IR続伸二a 4口,656.8322.432,9と主21.123.3019.130.1470.14713.64標準イlllLb 37_346.3818,∩83.5915,223.6114.460.2350.20O10.42
4,685｣re離 C 〟-b 3.31l一.454.35-().615_91-().314,67-0.09-0,053.23
,.rL艶や(ワム)C/b 汚.97_124,1-16.938.8-8.732.3-37.5-26_431.0

美川 町 liff納 〟b 25.324.32ll.631,28ll.641,37 0.11819.78標準 28.074.3713.041.4313_031.52ll_52ー).1600.11619.59
'2,15()｣FE離 -.a-b -2.75-0,05-1.41-0.15-1_39-0.15-1ー26-0.040_OO0.19
Jrt離 (o/.)C/b -9.8-1.l-1O.8-10.7-1n_7 -9,8-1()_9-26.5十l 1.0

標準 40.33 7,03 19.66 4.45 15_78 4.43 15.23 0.257 0_225 9.07

JrE離婚(-(U/o)C/b 1_6-ll.6 1().3-2(∫.9 25,4 -9.5 16,0-28.2-17.9 28.4

柳 柳 井 rhl米紙伯 a 153.45 25.46 64_19 58.05 24,02 47▲16 17.03 0.735 0.735 2_64井 標准仙 b 152.91 32,48 68_35 35.96 38.84 31.68 36ー67 0.468 0.463 4.25



付表8-2 つづ き

歳出総飯 人件草 基幣財政需要馳 地~〃税.地 J交イ｣税 ...準.,オ蚊収入組 買準財雌不足額 財雌ノJ財政力指数(日照 数(2)削,/地方税比率

柳刃二久 賀 町 実績値 α 34_61 6.51 17,48 3.24 15.92 3_29 14,19 0.188 ()_188 ー0,68

標呼値 b 38.37 6.60 15.42 3_89 14,74 0.243 0_2()9 9.91

5,001禾離(-a-bjFL離率(㌔)C/b -3,76-0.09-1.14-()_63 0.50-0.6日 -().55-3.7-0.05-∩_02-9.8 0,77-9_8 -1,4 -6.1-16.3 3,3-15_3 -22.5 7_8

大 島 町 標準値 ∂ 47.65 8.62 23_51 6.88 16.99 6_69 16.82 r1.3∩9 ().285 6.93

8,149燕離 C-a-b 4.21-0,21 1,70-2.45 5_5〔)-1.82 3.52-()_12-0.09 4_25

東 和 町 標呼値 b 41.42 7.27 20.24 4r78 15.98 4.75 15.50 0.265 0.234 8.66

5.986車離 C-a-b 20.36 0.50 5.91-1ー55 9.36-1.27 7_17-0.13-∩.1(ー 1().47

標準価 ∂ 42.92 7.59I 21_∩3ワ 5.26 16.24 5.19 15.84 0.276 ().247 8.16

標準伯 b 35.31 5.94 16.99 3_04 14.80 3.09 13r89 ().22() 0.182 ll.61

4,075｣穐離 C-a-b -15.51-0.78-4.35-0.61-3.25-∩_8日-3.54-0.04 0.00-I-3.46

卜関 即 標準値 ∂ 39.15 6.77 19_04 4.10 15.57 4.10 14.94 Or249 0.215 9,55

平 生 町 実穎情け 57.04 ll.62 27.82 12.24 17.82 ll_83 15.99 0.425 0_425 4.66標準値∂ 62.64 ll.91 31_24 13.08 18,94 12_28 18.96 0.4ー)4 0_393 4.79

債 … 市 実績値α 417_15 97.91162,19186_56 10.59153,71 8.48 O,94とi0.948 2_24標準値 b 342.07 71.95150r83136.86 46.34114.18 36.66 0,754 0.757 2.50

周南 108,405衷艶C-a-A 75.09 25.96 ll,35 49.70 -35.75 39.53 -2fLは ().19 0.19-0.26
下 松 町 標準値 ∂ 201▲37 42_96 89.79 61,96 38_66 53.15 36,65 0.585 0.592 3.25

地 54,914iFtl艶C-a-b -'26.05-0_76 -13.24 20.47 -17_98 12.07 -25,.31 0_27 O▲26-1.12
域 東経率(%)r/A -12.9 -1_8-14.7 33.∩-46.5 22.7-69.1 45.6 43.9-34.6

光 市 実績値 〟 180.97 34.63 76_15 75.87 21,16 60.26日 5.89lo.791 0_791 2.39標準値 ∂ 182.95 39.02 81.68 52.01 38r32 44.97 36.71 0,546 ∩.551 3.52

47,617市離 C-a-b -1.98-4▲39-5.53 23_86 -17_16 15.29 -20.82 l一.24 0,2)4-1,13
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付表8-2 つづき

E ‖+ 刀 T (フ R ¢二β一月12(1)=R/D(中堅 示〕9(～)=IUD･:.小鮒守一F=E/T(小数表,ill-)
^Il(A) (低tll (億H)(億rT])射 - (億円)(憶Flj))A(嘩円) (億円)1%

歳出捻朝 人件草 =準財政需要額 地方税 地 J交付税 基準財政収入額 基準け政不足毛巨 財政力指数(1)財政ノJ指数(2) 歳出/地方税比率

T,T.-a南 ilrr南陽FhJ実績値〟 141.22 33.88 56.ll 71_5〔I 1.79 55.93 0.19 0,997 0_997 1.98

標準値b 146.42 31.05 65_45 32,55 39.25 28_83 36.62 0.447 0.441 4.50

32,985 市~ -52 9 り

大 和 町 尖綿肺〟 39,49 8.96 21.47 5.34 19.03 5.17 l6.30 0.241 0_241 7.40標呼値b 49.62 9.05 24.54 7.61 17,28 7.36 17_18 0.322 0.300 6.52

希離ヰ<-(0/D)C/b -2∩,4 -1,0--12.5-29.8 10.1-29.7 -5.1-25.3-19_7 13.4

一 一一町 実績佃 〝-db-､-伸二 67_91にワ ll.88 29_06ワ 13.95 18.16 12_76 16.30 0.439 0_439ワ 4.87

■ 比 率(o)L/b -∩‥ 0.I-15.1-12,3 -7,2-13.6-16.2 0.0 】_7 13.0

熊 毛 即 標Lir_依b 67.29 12,94 33.61 15.30 19_45 14.24 19.37 0_432 0.424 4.40

16,068Jrt離 C-ll-b｣任#:,if-(%)r/b -9.41-14.0-2_63-20.3-4,09-3.25ワ-0_32-2.20-1,89-9,7-0.02-0.02 0.40-12_2-21.レ -1.6-15_5 -5.5 -3.8 9.2

標戦備b 38_39 6.61 18,64 3_88 15,42 3.89 14.74 ().243 0.209 9.90

5,010Jrt離 C-a-b -5.74 1.26-∩,44-0.04 0.40-0,01-0.42-0.03 0.00-1.39

JfE牡牛(潔)(/b -15.0 19.1 -2_3 -1.0 2.6 -0_3 -2.9-12.3 2.1-14,1

両日ト十 LrJH -lTj実績イLtta 370.87 72_68178.44163.72 53.95134,83 43.61 0.756 0.756 2,27

標準紳~b 403.68 84_21177,18168.45 50.68139_83 37.35 0.792 0.789 2,40

130,547_1FE離 C-a-A -32.81-ll.54 1,26-4.73 3.27-5_0ー) 6.26-0.04-0,03-0.13

-巾雛や｢%)C/b -8.I-13.7 0.7 -2.8 6.4 -3.6 16.8 -4.6 -4,3 -5.5

防 府 rhy英紙依α 344_69 84.27159.30164.57 33.57135.05 24.25 0,848 0.848 2_09標準値b 373.13 78.16164.14152.88 48_49127.19 36.95 0.775 0,775 2.44

119,660Jrt離 C-a-b -28.44 6_ll-4.83 ll.69 -14.92 7,86 -12.70 0.07 0.07-0.35

Jli離-,if-(O/o)C/b -7,6 7.8 -2_9 7,6-30.8 6.2-34.4 9.4 pl -14.2

徳 地 町 実績依〟 57,77 ll.56 30.80 5_75 27.21 6.27 24_53 0.204 0.204 10_05標呼伯 b 51.53 9_47 25.53 8,33 17_55 8.02 17.51 0.335 0.314 6.18

宿 9 ,592｣re離 C-a-A 6.24 2.09 5.27-2,58 9.66-1,75 7.02-0.13-0.ll 3.86

地域 ｣托離 解(A)(/I) 12.I 22.1 20,6-31.0 55.1-21_8 40.1-39.2-35_2 62.5
秩 .穂 町 実績イ【自二〟 4().76 8_08 19.31 5.58 15,64 5.25 14.06 0_272 0,272 7.30標准値 b 48.46 8_8(ー 23,94 ∴l: 17.ll 6.96 16.97 0.315 0.291 6,75

8,446｣Tt離 C-a-bてJ(0/)./ -7.70-0_72ワ-4,63-1.59りり -1_47-1.71-2.91-0.04-0.02 (),55JTt離呼 /ocb -15.9 -8_〕-19.3-山.2 -8_6-24.6-17.2-13.6 -6.5 8.1

小 郡 町 実績値 〟 65_67 15.94 33.85 39_33 3,24 31,69 2.16 0.936 0.936 1.67標幣値 b 80.53 15_87 40.27 22.26 20_72 20,30 19.97 0.505 0,504 3.62
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付表8-2 つづき

両日 美 東 町 実績佃 ｡ 48_31 9.27 21.20 4,86 18_38 4_94 9_94

標準値∂ 42_71 7.54 20.92 5_19 16.2O 5.13 15_79 ().275

秋 =芳 町 芙始値 a 48.90 12_7Z 22.83 5.45 18_78 5.52 17_31 rL242 ().242 R.97坤 標準値 ∂ 44_97 8.()4 22,ll 5.94 16.57 0.291 tL263 7_57

標準値 b 51,81 9.53 25.68 8,45 17.59 8.12 17.55 0∴i:17 日.3】6 6.13
9,71)iJl%# C-a-b 7.59 1_38 3,帥 -2.26 7_56-.一.6(I 5.41-(Ll2 - 0.10 3.46

1-:部 宇 部 市 実績値 α 54り.98123.1222n_57225.29 44.77183.4円 こi7_()9 0.832 ().R32 2_4n

標準値 ∂ 5L25_26ユ07.85228,66228r54 59.79188,63 4()_()3 ().837().R25 2,30

標準値 ∂ 178_70 38.10 79.80 49.72 38.30 43.OR ∩_537 ().54り 3.59

美 祢 Tr)-実績値 β l123.93 19.90 48r朗 21,88 0.4】2 0.412 5_66

小野川 標準値 b 113.05 23,46 50_39 15.71 45,67 14_57 35.83 り.3】6 0,289 7.19

19,4帥 Jl%離 C-a-b 10.87-3.57-1_55 6.17-8.38 5_54-7.()9 U.川 り.12-1_53

JFE雛や (o/o)C/b 9,6-15.2 -3_1 39.2-18.4 3H｣ -19.8 30.4 42,4-21_3

阿知須町 実績値 α 38.50 7.52 17,02 8.32 ー).457 り.457 4.63標準値b 47.76 8.65 23_57 6.92 】7,01 6_73 16_84 0.310 0.2FLrL, 6_9ー)

標準値 ∂ 46.04 8.-_)7 22.67 6.31 16.74 6_16 16.51 0.298 0.272 7_3ー)

-8.7 9.7 10,0 1()_5 3.】 -0.9-13,4 り1 1(I.1- 17.4

標準値 ∂ 82.60 16.33 41.30 23,43 2(),9() 21.31 19.99 0.516 ∩_516 3.53

23,079｣在社C-a-b･FE離率(o/.)C/b 8_94ln､ 7.38-一.98 2,07-3_98 1.指8 --3,汚6 (),07 ()_07 0.06_8 45.2 -4.8 8,9-19_1 8.8-19.3 14.3 14_L3 1.8

T関 下 関 市 実績値 α 820.81183,7137().97311.29113.3(ー 0.716 0.716 2_64標準佃 b 788.10157_09338.27350.18 80r61287_59 50.68 0.876 0.850 2_25

也 254,596JTt=離 C-=a-b 32_71 26.61 32.69 -3良.89 32.69 -21.87 54.57-∩,16-0_13 0.39
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潤 歳LIJ.総統 人件常 甚#=財政需要納 地方税 地ノJ交什税 基準財政収入筋 基準財政不足額 財政力指数(1)則1枚力指数(2 ) 歳出地プ硝 朋 二

~卜 Ajtj川 LrrT'大約仙_lL 36_65 8,14 20,43 6,42 15.00 6.51 13.92 0.319 0.319 5.71

標唯値 b 47.26 8.54 23.31 6.74 16.93 6.56 16.75 0.306 0.281 7.01

dlLHlurlJ長糸削[]J_〟 51.16 9.50 23.65 5.16 20.38 5.65 18.00 0.239 0.239 9.9ー

料 傑叩三伯I.b 46,ll 8.29 22.71 6.33 16,75 6.19 16.52 0.299 0.272 7.28

也 ｣Te離率(%)C/b ll,() 14.7 4.2-18.5 21.6 -8.7 9.0-20.0-12.3 36.2

号7.滴 ZtTrJ尖泉糾tTa 64.()5 15.86 35.35 13.97 22.99 13.62 21.73 0.385 0.385 4.58
城 標準仙 b 79,64 15.67 39.82 21.76 20.64 19.87 19.95 0.500 0.499 3.66
21.675JrE離 L.-〟-b -15.59 0.19-4.47-7.79 2.35-6.25 1.78-0.12 - 0.ll 0.92

｣F淵f_辛(%)C/A -19.6 1,2-ll,2-35.8 ll.4-31.5 8.9-23.0-22.8 25.3

盟 ,化即 綿肺〟 7O.8() 14.81 38.95 9.63 31.()5 9.78 29.17 0.251 ()_251 7_35準仙 b 64.99 12.43 32.44 14.18 19.20 13.26 19.18 0.418 O.409 4_58

･rE馳ヰ'-((,',6)(ノb H.9 19.2 20.1-32.1 61.7-26.2 52.1-40.0-3と与.6 60.4

女 k ｢LーltJ'k紙仙 ′′ 1(13.92 23.77 48.99 28.92 30.47 23.26 25.73 0.475 0.475 3.59

標LilLllIr.b 127_35 26_76 56_88 22,74 41.64 20.58 36,31 0.378 ().362 5.60

北雛ヰ-Yo,(〟 -1R.4-ll,i-13.9 -26.8 13.0-29.1 JJ.4 31.】-35.8

Pl】 _隅 lf6,69り標｣大ip-:仙 bTE離 LL-,1-b托馳LJl｡､./ 43.i)..-8,Ou /./】-0,37 U1.3L)-3,81 J.45-0,85 16.34-1.88 5.3/-り.96 15.98-2.85 0.280-0.03 0.2520.00 /_9と弓-0.26

H ;岩 田 i:糸M IllL 40rボ2 6r78 17.77 こL6こう 15_63 3.83 13_94 0_216 0,216 ll_25
也 Itf=l仙 b 37.51 6_42 1とし17 3_63 15_25 3_66 14_51 0_237 0_201 10_33
4.7.'i7 仁離(.(1-b :3∴il り.:36-り,4り り,りり 0.38 0.17WU.57---0.02 0.()1 0.92

rE離率(rHt,)EL/h 8_8 .r:)_7 -2_2-0.1 2.5 4.7 -3.9 -8.9 7.1 8.9

油 '{FUH 三紙仙 〟 El2_()3 27,72 :IJ_56 24,30 5.77 21.95 0.208 0.208 10.38Jl叩=JLEl_A 51_4g (J_46 '25.5L 8.32 17.54 8_01 17_50 0_335 ()_314 6_19

9,.rj7パ 仁雛 ( (/-/) 6.24 -2.57 2.21-2.76 6.76--2.24 4.45-0.13--0.ll 4.19
離率(tlJム)(/A 12.1 27,I 8,7-33.2 38.5-27.9 25.4-37.8-33.7 67.8

萩 萩 rhA･湖LlllLl/ 169.77 42ー(IL2 洲.74 46.25 49_82 38.83 41_9() ().481 ()_481 3_67さiV-1イLlL/) 8'2,9L2 53.53 38.35 46.22 36.70 0.553 0.557 3.47

地 rE触ヰ(-(O/o)C/b ti_6 6_u -2.6-13.6 29.9-16.0 14.2-13.()-13.7 5.8

川 l-_料 '人紙仙〟 1tJ_0:i :L7(-) 9∴う1 1,54 9,6n 1,56 7.75 0,168 0,168 12.36

城 標準仲 b 24.4() 3_56 1〔).96 0.82 ll.86 0.90 10.06 0.127 0.082 29.69
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市町村 歳 出 面 歳 入 面E W 刀 T G 〟

嵐ti総額 人件費 基準財政需要額 地方税 地力｢交付税 基準財政収入額

¢=D-HLZl1)=P/LJ9(2)=k/D
(億H) ･:′ト敦よ,7:)(,Jt数蓑JTこ)

阿 武 町 実績値〟 40.51 6.85 19,89 2.79 18,98 3,09 16.80 0.155 ()_155標準値 b 38.86 6_71 18_88 4rO1 15,51 4.02 14.86 0.247 ()_213

希離率(%)(./b 4.2 2.1 5,3-30,5 22.3-23.1 13.0-37.O-27_0

LijJ1-川町 実績値β 35_18 6,20 17.03 2.62 16_01 2.74 14_29 0_161 0.161標準値 b 35.88 6.06 17_29 3.19 14.92 3.24 14.06 0.224 0.187

4,243JTE離 C-a-b -0.70 0.14-0.26-O.57 1_09-∩,50 l).23-0.06-0.03

JTE離率(o/o)C/b -1_9 2,3 -1.5-17.9 7.3-15.3 1_7-28_2-14.()

むつみ村 実績値｡ 25.12 4.49 14.14 1.23 14.18 1.7〔)12_44 ∩,120 0,12り標準値 b 29.77 4.74 13.97 1.76 13.50 1.85 12.13 0_175 0,132

禾離率(o/o)C/b -15.6 -5.2 1.2-30.2 5.() -7_9 2,6-31,2 -9.0

須 佐 町 実績値 α 31.42 6.10 15.99 2.26 14,94 2.43 13.56 0.】52 0_152標準値 ∂ 35.73 6.03 17.21 3.15 14_89 3.20 14.01 0.223 0.186

4,200求離 C-a-b -4.31 0.07-1.22--0.89 0_05-0.77-0.45-0.07-0.03

｣re離率(%)(/b -12.1 1.2 -∴1-2tL3 ∩_3-24_0 -3.2-31.8-18.2

旭 村 実績値 と～ 26,32 5.00 12.86 1.58 12.28 1_75 ll,ll0.136 0.136標準値 b 29_19 4_61 13,65 1.65 13.34 1.73 ll.92 0_170 0,127

滋難平(%)C/b -9.8 8.5 -5.8 -4.1 -8_0 トl -6.8-19.9 7.3

福 栄 村 実績値 〟 38.67 5.95 15.29 1.94 14_39 2_21 13,08 0.145 0.145標準値 b 31.23 5.05 14.78 2.07 13_87 2_15 12,62 0.187 0.146

2,940｣Te離 C-a-b 7,44 0,90 ().51-0.13 ()_52 0.06 0,46-0,04 0,00

(注) 実績値はすべて平成6年度決算&.
標準値のうち,E.W,D,T,G.R.12(1)は,表7 3の仝rll地方凶のrrJ岬目す)の回帰式より雅
計したもので,その市 (町村)の人目規模に対JLl'tする推計値を示す.

標準値のうち¢,32(2), 町は,上記によって求めた推計値よr)貸出した.
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第 9章 都市規模と行政サービス

第 1節 は じ め に

本章は,最近の日本のデータにもとづいて,都市の人目規模および面積 と行

政サービス水準および歳出総額 との間の一般的関係を導出し,それによって,

行政サービス水準および歳出総額の観点からみた最適都市規模を求め,併せて,

各都市の現実の行政サービス水準,歳出総額,およびその効率性を評価 し,ま

た,市町村合併の効果を推計しようとするものである.ここに,都市とは,と

くに断わらないかぎり,市区 (行政単位 としての市および東京都特別区)を意

味する.

都市の最適規模の問題は,もとより一般的に,｢都市集積の経済性｣の観点

から重要なテーマであるが, とりわけ現在,行財政改革および市町村合併の観

点から追求されるべき焦眉の課題である.第 1章および第3章では市町村の人

口規模 と職員数および人件費との間の一般的関係を導出し,それにもとづいて,

第2章および第4章において市町村合併の職員数および人件費-の効果を,坐

国の広域市町村圏を中心として種々の地域について推計した.また,第5章お

よび第6章では,市町村の歳出および歳入の絶額および諸項目について,人口

規模 との一般的関係を導出し,最適都市規模を推計した.さらに,第7章にお

いて,歳出,歳入に加えて,財政力指数など,歳出 ･歳入の総合指標 と人口規

模との一般的関係を導出し,それにもとづいて最適都市規模を求め,これにも

とづいて第8章では,全国の広域市町村圏を中心とする各地域について,市町

村合併の地方財政への効果を推計した.

その結果,市町村の人口規模 と財政諸指標の間には信頼できる密接な関係が
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存在すること,その関係にもとづ く推計によれば,地方財政からみた最適郡市

規模はおおむね人口20万-30万人であること,市町村合併の財政への効果は全

体 として大きいこと,とりわけ,中規模 (おおむね人目50万-60万人)程度以

下の広域市町村圏を単位 とする市町村合併の地方財政-の効果はきわめて大き

いこと,を明らかにした.

本章は,上記の分析の中に,次の2点を加えた.すなわち,行財政の ｢イン

プット｣だけでなく,その ｢アウトプット｣である ｢行政サービス水準｣の考

察を加え,また都市規模の指標として人口だけでなく ｢面積｣を加えて,最適

都市規模,地方財政の評価,市町村合併の効果等の問題にアプローチしようと

するものである.

第 2節 人口規模および面積 と人口当た り歳出総額の関係か らみた

最適都市規模

1 全 国 市 区

人口規模 と人口当たり歳出総額の関係は,第5章および第7章で詳しく示し

た.本章では,資料の年度を新 しく平成8年度とし,さらに説明変数として面

積を追加する.資料は平成 8年度 『市町村別決算状況調』(財団法人地方財務

協会刊)による.

【人｢】規模 と人口当たり歳出総額】 仝Fx]691市区を表9-1のように14都市階

層に区分する.これより,対数表示の人目規模と対数表示の人日当たり歳出総

額の間には,図9-1のように ｢下に凸の2次関数｣の関係が認められる.そ

の回帰式は,表 9-2の(1)のように,自rrl度調整済み決定係数0.8710,F値

44.8であり,有意水準0.01で十分有意である.また,定数項および係数のt

値は,それぞれ71.76および-9.442,9.372であr),有意水準0.01で十分有意

である.

この回帰式より,人口当たり歳出総額を最小にするという意味での最適都市

規模を求める.まず,回帰式はX について2次式であり, 2乗の係数が止で

あるので,X-3.0393で最小値 Y-5.7131をもつ.これらは対数表示である
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ので,これを通常の値に変換すると,人口20万9000人で,人口当たり歳出総額

は最小値30万3000円/人をもつ.これを,対数表示でなく通常の表示に戻 して

図示すると,図9-2の ｢面積を含まず｣で示 した ｢下に凸の曲線｣となる.

したがって,人口当たり歳出総額を最小にするという意味での最適人口規模は

20万9000人となる.なお,第5章に示したように,平成6年度データでは最適

人口規模は21万6000人であr),それより7000人小さくなっている.

【人口規模および面積と人日当たり歳出総額】 この関係に説明変数として面

積を加えると,表 9-2の(2)のように,自由度調整済み決定係数0.6816,F値

10.277であり,フイットは低下するが,しかし有意水準0,01でなお十分有意で

ある.その定数項および係数の t値は,それぞれ14.114および-6.131,4.942,

2.635であるので,定数項および人口,人口2乗の係数は有意水準0.01で有意

であるが,面積の係数は0.01では有意でなく,0.05で有意である.

なお,データを基準化して剛肩式を求めると,表 9-2の(2)の ( )に示 し

たように表され,面積の変化が人日当たり歳出総客削こ与える効果は,人｢1規模

の変化の与える効果に比して,7分の1-8分の 1程度であることがわかる.

やはり人[]は都市規模の指標として面積よりもはるかに重要であり,巻末の関

連拙稿論文 [7]で示 したように,経済指標のうちでも代表的な指標であるこ

とがわかる.

面積が変化するにつれて人目規模 と人｢1当たり歳出総額の関係がどのように

変化するかは,別9-2に示されている.面積の係数がプラスであるので,面

積が大きくなるにつれて,人口当たり歳出総額は大きくなる.同じ人口規模で

あっても,面積が大きければ歳出総櫨か多いということは説得的である.

次に,面積を説明変数に導入したとき,最適人口規模はどうなるであろうか.

図9-2に示すように,面積の変化とともに人L]当たり歳出総東は変化するが,

人目当たr)歳出総織を最小にする人口規模は不変である.liHこれは,ここでの

軌J肩式では人目規模 と面積の関係を独立と想定 していることに加えて,回帰式

が人口規模と面積について ｢加法型｣多項式 (人口と面積が積あるいは商の形

で結合された項を含まない多項式)になっているためである.たとえ人目と面

積を互いに独立と想定しても,もし鋸南式が ｢乗法型｣多項式 (人目と面積が



230

表9-1 市および町村の都市階層区分と市町村数,平

1 200万人以上 3 262.2 327.6 580.9 77.3

3 75万-100万人未満 4 84.0 312.6 345.6 75.5

4 50万-7577人未満 10 59.4 171,3 311.1 72.7

5 40万-5O万人未満 22 45.4 210.3 332.9 72.0

6 30万-40万人未満 28 34.6 242.5 333.1 71.9

7 20万-30万人未満 45 25.0 165.6 325.1 72.7

8 10万-20万人二村尚 124 13.7 116.6 332.6 72.0

9 7.5万-10万人未満 73 8.6 113.8 331.9 70.7

10 5万-7.5万人未満 153 6.1 107.3 348.4 68.8

ll 4万-5万人未満 67 4.5 157.7 396.5 66.4

12 3万-4万人未満 87 3.5 148.1 412.7 67.3

13 2万-3万人未満 57 2.6 235.0 518.0 67.0

図9-1 都市の人口規模 と人口当たり歳出総額
(都市階層別)- 全国の市,両対数
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均人口,面積,人口当た り歳出総額,行政サー ビス水準

町村の人目規模 町 平成 9年 3月31日 平成 7年10月1日 平成 8年度人口当たり歳出総額(千円/人)

村 人 口 面 積
敬 (人) (hf)

1 5万人以上 3 51,377 31.8 301.3

2 4万-5万人未満 27 44,606 49.5 290.6

3 3万-4万人未満 84 34,068 52.4 299.0

4 2.5万-37∫人未満 72 27,342 69.1 327.6

5 2万~～2.5万人未満 152 22,309 90.1 370.2

6 1.75万-2万人未満 106 18,651 96.4 372.7

7 1.5万-1.75ノJ一人未満 138 16,069 100.9 436.7

8 1.257j～1.5万人未満 190 13,616 98.2 439.9

9 177-1.257∫人未満 269 ll,248 92.1 487.3

1日 8千～1万人未満 287 8,940 97.6 580.0

ll 6-~十～8十人未満 368 6,982 118.0 682.6

12 4千～6千人未満 414 4,990 115_0 837.5

13 2千～4千人未満 302 3,008 130ー5 1,170.2

14 1千-2†一人未満 108 1,559 108.2 1,690.5

図9-2 都市の人口規模および面積 と人口当た り歳出総額 (都市階層別)
-- 全国の市
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表9-2 人口規模および面積と人口当たり歳出総額および行政サービス水準の回帰
式 (都市 階層 別 )- 全 国 の市, 町村

N .サンプル数,RZ,自由度調整折み決定係数,FIF椎,( ) l仙

人目 Y-6.7682-0.6943X+0.1142x 2

(71.76)(-9.442) (9.372) N-14,R2-0,871日,F-44.8 ノJ~人

(2) Y :同上,X :同上,Z:面積 (kJTP)の対数植 27.1人LJ Y-5.7192-0.5290X+0,08020.1TZ+0,1892Z
面積 (14.114)(-6.131) (4.942) (2.635)

(基準化 Y--3.1464X十2.8772x2+().4()58Z)

サーど (3) Y:行政サ-ビス水准 (A)の対数他.X :rF]-H-_ 人

人口 Y-4.1847+0.()281X

(435.0) (9.512) N -14.Jf2-0,8731,F-9().5

(4) Y:同上,X :臥 し,Z二同上 人
ス 人L｣ Y-4,1733+0.0277_Y十0.0026Z

面積 (68.ー) (7.426) (0.206) N-14,H2-0.8621,F-41,6

(基準化 Y-0.9251X+().()257Z)

サ (5) r :行政サービス水準 (点)/人rlさlu=r)歳出給紙 (~｢1A)jH/人)のけ放 23.9

ーLi,X こ同上

^ll Y-4.3(I29十0.6896X-0.1087x 2

Iど∴ (49.7) (10.090) (-9.647) N-14,R2-0.8854,F丁-51,2 (23_7ノ(6) Y二E司上,X :同上,Z:同上

/歳 人口 Y-5.4324十0.5879X-().0862X2-0.1880Z 3り,3
出 面相 (14.500) (9.172) (-7.295)(-2.850) (:う2.2)

N-14,R2-0.93()4.F-[)9.日
(基準化 Y-3,5739X-3.1774X2-().3393Z)

町村 歳出 (7) Y:人【｣当たr)歳HJ.総額 (i-▲H/人)の対数帆 X :rL.lL Jji際 卜

人目 Y-6.2618-0.4916X +0,0488.Y z

(295.8) (-31.9) (5,182ー N-15,R2-0,9922,F-888,3 大

(8) Y :同上,X :同 L Z:rrlH -_ 実際上人Ll Y-6.3730-0.4984X十().()453,Y 2- 0.0266Z

面積 (9.491)(-ll.332) (1.933) (-0.166) 大

N-15,K 2-O.9915,F-544.2

(fj) 1.(5)および(6)の蕨通人11の L lは.そjLそれ(I)(3U,よTJ'(2)(4)よ()やLLiJ.LたものでJ)る.
2.最適人目の ｢人 ｣は.大きいはと最過てあることを庶昧する.
3.最適人目の ｢実際1_人｣は,蕨小作をもたらすA'かF比/Jする町村人IIJ:リあまりに人きいことを

意味する,
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積あるいは商の形で結合された項を含む多項式)であれば,最適人口規模が面

積から独立であることは一般には成立しない.

これより,面積を含む場合の最適都市規模は人口27万1000人である.

汁1) lLqJ)･i式を次のように想定する.

Y- a 十bX+cXz+dZ, b<0,(>0,d>O

Y:人目､['1たり歳LLh総鶴の対数値,X '人口の対数値,Z'面積の対数値

そうすれば,LuL帰式はX- -b/(2C)>0において,最小値 Y--(b2-4C(a+dZ))/

(4C)をもつ.ここで,最小値 YはZに依存するが,それをもたらすXはZに依存

しないことかわかる.なお,黄小伯をもたらす X は,aおよびdに依存しないので,

Zの単位の選定の仕方に依7+しない (この点は,本章第3節(2)(b)を参照されたい).

2 全 国 町 村

【人口規模 と人日当たり歳出総額】 同様の分析を全国町村について行 うと,

図9-3および表 9-2の(7)(8)のようである.はじめに,変数 として面積を含ま

ない(7)の場合をみる.ここでは,町村について,人口規模 と人日当たり歳出総

額の関係は,市区と同様に ｢下に凸の2次関数｣の関係が認められる.この回

帰式は口由度調整済み決定係数0.9922,F値888.3であり,有意水準0.01で十

図9-3 都市の人口規模と人口当たり歳出総額
(都市階層別) 全国の町村,両対数
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分有意である.定数項および係数も同様に有意である.

たしかに図9-3に示すように,下に凸の関係ではあるが,右下が りの 1次

関数に近い関係である.実際,自由度調整済み決定係数は直線回帰の場合にも

0.9766であり,2次式の場合に比べてわずかに低下するにすぎない.

この2次の回帰式より,人口当たり歳出総額を最小にする人口規模を求める

と153万7000人となるが,現実の町村では人口6万人を超える町村はない.こ

のことは,現実には町村の人口規模は大きければ大きいほど最適となる.

【人口規模および面積 と人口当たり歳出総額】 次に,この関係に面積を導入

した表 9-2の(8)の場合をみる,ここでも,自由度調整済み決定係数には大き

な違いはなく,回帰式のフイットは良好である.ただし,人112乗と,とくに

面積の係数の安定性には疑問が残る.

また,表 9-2の(8)の ( )に示すように,基準化 したデータによるb]帰式

をみると,人口当たり歳出総額に対する面積の影響はきわめて小さく,人目お

よび人口2乗の11分の1-78分の 1にすぎない.この場合には面積を導入する

意義は′トさいといわねばならない.

回帰式を対数表示でなく通常の表示に戻 して図示したのが図9-4である.

図9-4において,変数 として面積を含まない(7)の場合は,｢面積を含まず｣で

示されている.他方,変数として面積を含む(8)の場合も図9-4に示されてい

る.この場合,面積の違いは曲線のシフトで表されているか,曲線がほとんど

重なっているようにみえることからもわかるように,面積の違いは人口当たり

歳出総額にほとんど影響を与えない.

図9-4では右下か り部分のみ表示 してあるが,実際は ｢下に凸｣であり,

人口規模がきわめて大きくなると最低点を迎えて,やがて右上がりとなる.莱

際,面積を含む場合には,人口当たり歳出総額を最小にするという意味での最

適人口規模は245万1000人である.しかし,現実にはこのような大きな規模の

町村は存在しないので,変数 として面積を含まない場合と｢u']様に,町村は大き

ければ大きいほど最適である.また,この場合 も,市区の場合と同様に,最適

人口規模は面積から独立であり,面積にかかわらず,最適人H規模は上記の

245万1000人である.
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図9-4 都市の人口規模および面積と人口当たり歳出総統 (都市階層別)
- 全国の町村
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第 3節 人口規模および面積 と行政サー ビス水準

1 資 料

行政サーーヒスをいかに測定するかは,それ自体重要なテーマである.それは

｢サービスの'-L産性｣をめ ぐる問題の一部である.本章の ｢行政サービス水準｣

は,『日経地域情報』(NO.303,1998年 9月21日)の ｢610市区の ｢行政サー

ビス水準｣一覧｣の ｢総合得点｣を意味する.その調査項目と集計方法は次の

とおりである.

【公共料金等】 (4項目)-水道料金,下水道料金,住民票手数料,体育館使用料

【福祉 ･医療】 (7項削 -高齢者人日当たり特別養護老人ホーム措置人数,同ホー

ムヘルパー数,乳幼児医療費助成制度,国保保険料上限鼠 人口当たり身障者更正

援助施設設定員数,人｡当たY)病院 .診療所病床数,独自の福祉 ･医療サービス数

t教育】 (6項目)-市 (区)立学校 1校当たr)パソコン導入台数およびインター

ネット接続率 (中学校),同 (小学校),対象者当たり市 (区)立保育所定員数,幼
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児人日当たり市 (区)立幼椎園定員数,私立幼椎閑補助金,人日当たり市 (区)立

図書館蔵書数

【インフラ】 (4項目)-道路舗装率,下水道等普及率,人日当たり公園面積,人

L｣当たり市 (区)立集会施設面積

【その他】 (3項目)-ごみ収集料金,100世帯当たり公営住宅等jTA数,住宅取得助

成制度

〈集計方法〉 公共料金は安い順に,施設や人員は多い順に･rE,-.べたうえで各項日ご

とに偏差値を算出し,偏差値20以下を1点,20超40以下を2点,40超60以下を3点,

60超80以下を4点,80超を5点として得点化した.分野別ランキングは分野ごとの

項目の得点を合計して比較したもの.総合ランキングは24項目を合計した総得点

(満点は120点)を出して比較した.

2 単 位 の 問 題

サービス水準をいかなる単位で表示するかはそれ自体問題である.上記資料

の行政サービス水準の単位は ｢得点｣である.この単位 を変更して,得点をす

べて一定倍すると推計結果にどのような違いが生 じるであろうか.また,人目

や面積の単位の変更の影響はどうであろうか.

(a) 推計式が 1次式の場合

次のような推計式を考える.

推計式 :W-α+βX+dZ (1)

W -ln(S),X-1n(P),Z-1n(Q)

S:行政サービス水準,P:人目,Q二面積,ln二日然対数

ここで,単位 を変更 して,S- AS,p - JJP,0 -0･6日こしたとする (A,

JL,0･>0).そうすれば,

となり,(2)は(1)を縦軸方向に,

βln(FL)+61n(o･)lln(A)
だけ,平行移動 したものになる.すなわち,単位を変更すると,推計式の定数

項(α)には変更が生 じるが,係数 (β,6)は影響を受けない.

(b) 推計式が 2次式の場合



推計式 :W -α+PX+γx 2+dZ
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(3)

この場合には.(a)と同様の単位変更によって,次のように表される.

W-α十lβ+2γ1n(JJ))X+γx 2+dZ+βln(JL)

+γ†ln(FL)〉2+61n(o･)-1n(A) (4)

すなわち,W とZの単位を変更する場合には,推計式の定数項のみ変化さ

せ,係数は不変であるが,X の単位 を変更すると,定数項のみならず,係数

βをも変化 させ る (γは不変). したがって,W とZについては 1次式であ

るので,単位の変更はグラフを単に上下に平行移動させ るだけであるが,X

についは2次式であるので,その単位の変更は単にグラフを上下に移動させる

のみならず,傾きをも変える.

3 人口規模 と行政サービス水準

上記資料より,表9-1の都市階層にしたがって行政サービス水準の都市階

層別平均を求め,それを表9-1に示した.

これより,都市の人目規模 と行政サービス水準との関係は,図9-5のよう

に ｢上に凸の右上が り｣の関係が認められる.その剛肩式は表9-2の(3)のよ

うに,自由度調整済み決定係数0.8731,F値90.5であり,有意水準0.01で有

図9-5 都市の人口規模と行政サービス水準
(都市階層別)--全国の市
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意であり,7イソトは良好である.定数項および係数も有意水準0.01で有意で

ある.

行政サービス水準の人口規模弾性は0.0277であり,人目規模が大きいほど行

政サービス水準は高 く, とくに人口規模20万人程度までは,規模が大きくなる

につれて行政サービス水準は急速に向上する.人口20万-30万人程度以降は緩

やかに向上 し,人口100万人を超えると行政サービス水準の向上はごくわずか

となる.したがって,現在の日本の都市では,行政サービスにおいて規模の不

経済は生じていないが,巨大都市の行政サービス水準は頭打ち傾向に直面Lつ

つある.

4 人口規模および面積と行政サービス水準

これに面積を導入すると,表 9-2の(4)のように,回帰式のフイットはわず

かに悪化する.ただし,図9-6からもわかるように,面積の変化は行政サー

ビス水準に大きな影響をもたらさない.実際,表 9-2の(4)の ( )内の基準

化 した結果に示すように,面積は人口および人口2乗に比して,36分の 1程度

の影響をもつにすぎない.

図9-6 都市の人口規模および面積と行政サービス水準 (都市階層別)
- 全国の市
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このように,面積を導入すると否とにかかわらず,都市の人口規模が大きけ

れば大きいほど行政サービス水準は高く,この点で規模の不経済は生じていな

い.したがって,現在の日本では,行政サービス水準からみて都市規模は大き

ければ大きいほどよいということになり,最適都市規模を求めることはできな

しヽ

第 4節 人口規模および面積 と (行政サー ビス水準/人口当た り

歳出総額)比率の関係からみた最適都市規模

【行政の効率性の指標】 行政サービス水準の調査項目からわかるように, こ

こでの行政活動のアウトプットである ｢行政サービス水準｣は,おおむね行政

サービス受容可能者 1人当たり表示である.そこで,そのインプットである歳

出総額も人口当たり表示として,行政活動における ｢インプットに対するアウ

トプットの比｣を (行政サービス水準/人口当たり歳出総額)比率で表示し,

これをもって行政の効率性の指標とする.この比率を最大にする人口規模を最

適都市規模と考える.

【人口規模と (行政サービス水準/人口当たり歳出総額)比率】 全国の都市

について,対数表示の人口規模と対数表示の (行政サービス水準/人｢】当たり

歳出総額)比率の関係をみると,図9-7のように,｢上に凸の2次関数｣の関

係がみられる.その回帰式は表9-2の(5)のように,自由度調整済み決定係数

0.8854,F倍51.2であり,有意水準0.01で有意である.また,定数項および

係数の J値の絶対値も有意水準0.01で有意であるほど十分大きい.

この剛肩式を,対数軸でない通常のグラ7に表示すると,図9-8の ｢面積

を含まず｣のようである.これは,人口23万9000人で最大値をもち,これが最

適都市規模である.これより小さければ規模の経済が生じ,これより大きけれ

ば規模の不経済が生じる.

【人目規模および面積 と (行政サービス水準/人日当たり歳出総額)比率】

この関係に面積を導入すると,表9-2の(6)のように,フイットが改善され,

自由度調整済み決定係数0.9304,F値59.0となり,もとより有意水準0,01で
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図9-7 都市の人口規模と (行政サービス水準/
人口当たり歳出総額)比率 (都市階層

別)- 全国の市,両対数
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十分有意である.定数項および係数の g値の絶対値 も大きく,面積以外は有意

水準0.01で有意であり,面積 も有意水準0.02で有意である.

基準化 したテ-タでみると,表 9-2の(6)の ( )内のように,(行政サービ
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ス水準/人口当たり歳出総額)比率に対する面積の影響は,人口の影響の10分

の 1程度にすぎない.

面積の変化に対して (行政サービス水準 ′人口当たり歳出総額)比率がどの

ように変化するかは図9-8に示されている.Zの係数がマイナスであるので,

面積が大きいほどこの比率は小さくなって図は下にシフ トするが,いずれの面

積に対 しても,この比率の最大値をもたらす人口規模は30万3000人であり,不

変である.これが,面積を導入した場合の (行政サービス水準/人口当たり歳

出総額)比率からみた最適都市規模である.これより小さければ規模の経済が

生 じ,これより大きければ規模の不経済が生 じる.

【(行政サービス水準/人口当たり歳出総額)比率 を求める代替的方法】 人

口規模 とこの (行政サービス水準/人口当たり歳出総額)比率の関係は,上記

のように,全国各市区のこの比率から直接に回帰式によって求めることもでき

るが,別の方法でも求められる.それは,まず,表 9-2の(1)より,この比率

の分母である人日当たり歳出総額を求め,他方で,同じく表 9-2の(3)より,

この比率の分子である行政サービス水準を求め,両者の比 として (行政サービ

ス水準 /人｢1当たり歳出総額)比率を求める方法である.このようにして求め

たのが図9-9であり,これによると,最適人口規模は,面積を含 まない場合

23万7000人,あるいは面積を含む場合32万2000人である.

この代替的方法によって求められる (行政サービス水準/人口当たり歳出総

顔)比翠 も,面積にかかわらず,人口について一意な (ユニー クな)最大値を

もつことがわかる.このことを示すために次のように定義する.

V:(行政サービス水準/人日当たり歳出総額)比率-S/G
S:行政サービス水準,G:人口当たり歳出総額,P:人口.Q:面

積

W-ln(S), Y-1n(G),X-ln(P),Z-1n(Q)

W-α+PX+SZ (β>0)

Y-a+bX+cX2+dZ (b<0,C>0)

そうすれば,Ⅴ二(行政サービス水準/人口当たり歳出総額)比率は次のよう

に表すことができ,これより Vの貴大値 をもたらす人口規模 を求めることが
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図9-9 都市の人口規模と (行政サービス水準/人口当たり歳出総額)比率
(都市階層別)一一一全国の市,間接
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できる.

V(P,Q)-S/G-exp(W-Y)

∂V(P,Q)/∂p-(V/P)((β-b)-2cX)〉-0

∴ X-(β-b)/2C>O

P-expi(p-b)/2C)>O

a2V/aP2-12cV/P2<0

したがって,Ⅴ:(行政サービス水準/人口当たり歳出総額)比率は,人目

規模 p -exp〈(β-b)/2C)>0において最大値をもち,また,この人lT規模に

おいてのみ最大値をもつ.この最大値 をもたらす人目規模には,面積の係数

(dおよび 6)を含まないので,この人口規模は面積には依存しない.

また,上記の第3節の 2 ｢単位の問題｣において示 したように,Ⅳ および

Y式において,W,Y,Zは 1次の項であるので,回帰係数 b,C,d,β,

6は,S,G,Qの単位のとり方に依存しない. とりわけ,行政サービス水準

Sの単位に依存しない点は重要である.けだし,行政サービス水準は,｢効用｣

水準ほどではないとしても,その測定には種々の方法が考えられ,本章で採用
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した資料の場合にも,｢得点｣をすべて2倍,3倍 していけない理由はまった

くない.ところが,｢得点｣を2倍, 3倍 しても,グラフを上下に平行移動さ

せるだけで (したがって定数項には変化をもたらすが),Dj]帰係数や最適都市

規模には影響 しないことが保証されているので,われわれは行政サービス水準

の ｢得点｣の単位に煩わされる必要はない.

第 5節 人口当た り歳出総額および行政サー ビス水準か らみた

都市の評価

【標準値】 以上の結果を用いると,人口当たり歳出総額および行政サービス

水準の観点から都市を評価することができる.そのために,評価の基準となる

｢標準値｣を求める.ある指標の標準値は,当該都市の人口,あるいは,人口

および面積に対応して,全国的な平均 と考えられる,その指標の値である.標

準値は各指標ごとに,人口をベースにする場合と人口および面積をベースにす

る場合の2種類が求められる.

たとえば,人H当たり歳出総額の標準値 (標準人口当たり歳出総額)は,人

目をベースとする場合には,その都市の人口規模に対応する,全国標準並の人

口当たり歳出総額であり,表9-2の回帰式(1)にそれぞれの都市の人口を代入

して求められる.同様に,人口および面積をベースとする場合の標準人口当た

り歳出総砧は,表9-2のb]帰式(2)に当該市の人口および面積を代入して求め

られる.行政サービス水準や (行政サービス水準/人口当たり歳出総額)比率

についても同様に,表 9-2の(3)(4)や(5)(6)を用いて求められる.

【禾離および乗離率】 現実の値が,この標準値から禾離している程度,すな

わち現実値マイナス標準値を ｢希雛｣とよび,｢燕離｣の標準値に対する比を

｢乗艶率｣という.禾離および垂離率 も,標準値 と同様に,各指標ごとに,人

口をベースとする場合と人目および面積をベースとする場合の2種類がある.

｢標準値｣｢蒋離｣｢求離率｣は,全回の市区について求められているが,こ

こでは,中国･四国地方の全市について表9-3に示す.ここで,空白は行政サ

ービス水準についてのデータがないことを意味する.
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【鳥取市の例】 たとえば鳥取市についてみると,その人口は14万5367人であ

るから,これを表 9-2の回帰式(1)-代入して,標準人口当たり歳出総額30万

7400円を求める.これ と,現実の人口当た り歳出総舶40万1900日との差9万

4500円か禾艶であり,それを標準値30万7400円で割って東経率30.7%を求める.

この禾離率は全国691市区の中では小さいほうから639位にあたる.

面積を導入すると,鳥取市は比較的面積が大きいことを反映して,標準人口

当たり歳出総額が増大して,jTE雛が縮小しJTE離率も小さくなって,その順位も

489位に上昇する.上昇 してもなお最後から3分の 1に位置していることがわ

かる.

鳥取市の場合には,人日当たり歳出総額の禾雛はプラス,村政サービス水準

および (行政サービス水準/人口当たり歳出総額)比率の東経はマイナスであ

るから,行政のコストは標準より大きく,サービスや効率性は標準より低いこ

とがわかる.

この表 9-3は,もとよr)歴史的 ･地理的特殊性を加味していないので注意

を要するが,そうではあっても,各市の行政を評価する上で無視はできず,参

考になるものと思われる.

第 6節 人口当たり歳出総額および才子政サービス水準からみた

市町村合併の効果

以上の結果を応用すれば,市町村合併の効果を推計することができる.その

結果は表 9-4に示す.ただし,この表は,近年中国地方で心町村合併につい

て論議のあった地域 (インターネットの酎台省のホームページによる)と,山

日県内8広域市町村圏についてのみ示されている.

ここで,行政サービス水準については注意を要する点がある.上記の行政サ

ービス水準の資料は市についての資料であり,町村については現実の行政サー

ビス水準のデータは存在しない (上記資料 『日経地域情報』に掲載されていな

い).｢禾離｣は標準値 と現実値の差であるから,したがって,町村については

現実値がないので ｢]罷離｣を求めることはできない.そこで,ここでは便宜 L,



表9-4 行政サービス水準と人口当たr)歳出総額からみT=市町村合併の効果- 近年,中国地方で合併論議があっT=地域,お
よび山口県内の広域市町村圏

a b C d e=cd f=ed ど h二rF +++ k 】二｣-Lm-lk ∩ ド.｢n D~.Jn

八H当1二り歳.liJ.総額 行政サービス水畔
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(Tj一) この裏の ｢標準水準｣は,その定義とお り,全回市[*.の一般的傾向性 を示す回帰式を用いて求められる,表側の幽あるいは地域の人口規模 ･両稜に対応する

｢行政サービス水準｣を意味する.

しかしながら,(現実の)｢行政サーヒス水準｣(『口経地域情報 NO303』H =ついては町村のデータはない. したがって,この表の ｢燕離｣は,表側Gr)圏わる
いは地域に含まれる市の行政サービス水準と各町村の ｢標準行政サ-ヒス水準｣の乎土工)値から,上記の ｢標準水準｣を差し引いた値てある.
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当該都市圏に属する町村の ｢標準行政サービス水準｣の平均を現実値の代用と

して用い,これから,その都市圏の ｢標準水準｣を差 し引いた値を ｢禾離｣と

した.

すなわち,厳密には,表 9-4での行政サービス水準の禾雛を求める際の現

実値は,市については文字どおり現実値であるが,町村については,その町村

の現実値ではなく,当該町村と同じ規模の人口 (あるいは人口および面積)を

もつ町村での全国平均的な値である.

他方,禾離を求める際の推計値は,市も町村も共通に,表 9-2の(3ト(6)を

用いた.本来は,町村については,町村の行政サービス水準のデータからLRJJ肩

式を求めるべきであるが,その現実値の資料がないので,回帰式を求めること

ができない.町村の行政サービス水準の数値化は今後の課題である.

さて,ある都市圏の標準値 (合併後の都市規模に対応-1する標準値)が,(令

併前の)都市圏を構成する市町村の標準値の平均よりはるかに大きいのは,こ

れこそ,都市規模の違いによるものである.すなわち,上述のように,行政サ

ービス水準は人口規模の増加関数であるから,個々の市町村がばらばらである

なら,行政サービス水準の値はいずれの市町村も低い.しかし,それらが合併

して1つにまとまれば,規模の経済が働いて,行政サービス水準が向上するの

である.合併の効果とはまさにこのような効果である.

人口当たり歳出総額については,行政サービス水準とは違って,市だけでな

く町村についても現実の値が存在するので, ｢承離｣も,まさにその都市圏の

禾離そのものである.

表 9-4によれば,たとえば米子都市圏は,人口22万6493人であり,これに

対応する標準人口当たり歳出総客削ま30万3000円/人である.現実の人日当たり

歳出総額は44万5200円/人であるから,その差14万2200円/人が_1fL雛である.

釆離率は46.9%にも達 し,人口当たり歳出総額の観点からみる合併の効果はき

わめて大きい.

これに面積を導入すると,禾雛は3万200円/人,垂離率7.3%となって,小

さくなるが, しかし,それでも人口当たり約 3万円,都市圏全休の人口は22万

人余であるから,歳出総額の削減は年間68億円にも達する.
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行政サービス水準については,東経率はマイナス8%程度であるから,合併

によって行政サービス水準が80/.程度向上することを意味する.(行政サービ

ス水準/人Lj当たり歳出総額)比率については,人口ベースで50%,人口およ

び面積ベースで30%もの改善がみられる.

人口当たり歳出総額でみると,人口ベースでは表9-4のすべての都市圏で

合併の効果はプラスである.しかし,面積を導入すると,人口当たり歳出総額

でみると,広島市 ･J存中町 ･海田町など10都市圏で合併の効果はマイナスとな

る. 他方,行政サービス水準でみると,人口ベース,人口 ･面積ベースのい

ずれにおいても,すべての都市圏で合併の効果はプラスである.

【行政サービス水準/人口当たり歳出総額】この比率については,人口ベー

スでは広島都市圏がマイナス,また,人口･面積ベ-スでは広島都市圏と福山

都市圏でマイナスとなるが,他はすべての都市圏で合併の効果はプラスである.

第 7節 お わ り に

本章では,都市の人口規模および面積 と行政サービス水準および歳出総額と

の間の一般的関係を導出し,それによって,行政サービス水準および歳出総額

の観点からみた最適都市規模を求め,併せて,各都市の現実の行政サービス水

準,歳出総額,およびその効率性を評価し,また,市町村合併の効果を推計し

た.その主要な結果は次のとおりである.

(1) 全国市区について,対数表示の人口規模 と対数表示の人日当たり歳出総

額の間には,｢下に凸の2次関数｣の関係が認められ,回帰式,定数項および

係数は有意水準0.01で十分有意である.これより,人口当たり歳出総額を最小

にするという意味での最適人口規模は20万9000人となる.人口のほかに面積を

説明変数に追加する場合にも,人口当たり歳出総額を最小にする人口規模は面

積に依存せず一定であり,その最適都市規模は人口27万1000人である.

(2)全国町村についても,人口あるいは人口および面積を説明変数とすると

き,(1)と同様の ｢下に凸の2次関数｣の関係が認められるが,最適人口規模は

100万人を超える規模であり,現実には町村は大きけれは大きいほど最適であ
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り,規模の経済のみが働いている.

(3) 都市の人口規模 と行政サービス水準との間には,｢市部において,対数

表示の行政サービス水準は,対数表示の人目規模に関して 『右上がりの1次関

数』としてきわめてよく説明される｣(ファクト･ファインディング8).その

回帰式,定数項および係数は有意水準0.01で有意である.人口規模が大きいほ

ど行政サービス水準は高いが, とくに人目規模20万一人程度までは,規模が大き

くなるにつれて行政サービス水準は急速に向上する.人目20万-30万人程度以

降は緩やかに向上 し,人口100万人を超えると行政サービス水準の向上はごく

わずかとなる. したがって,現在の日本の都市では,行政サービスにおいて規

模の不経済は生 じていないが,巨大都市の行政サービス水準は頭打ち傾向に直

面しつつある.このことは,説明変数に面積を導入すると否とにかかわらず成

立する.行政サービス水準からみると,規模の不経済は生じていないので,都

大にする人目規模を最適都市規模とすれば,この意味での最適都市規模を求め

ることはできない.

(4) 全国の都市について,人口規模 と (行政サービス水準/人日当たり歳出

総額)比率 との関係をみると,｢市部において,対数表示の行政サ･-ビス水準

/歳出総額比率は,対数表示の人口規模に関して 『上に凸の2次関数』として

きわめてよく説明される｣ (ファクト･ファインディング9).その剛帝式,定

数項および係数は有意水準0.01で有意である.これより,最適都市規模は人口

23万9000人である.説明変数に面積を追加する場合にもriif]様の関係がみられる.

この比率の最大値をもたらす人口規模を最適都市規模 とすれば,面積の値にか

かわらず,最適人｢j規模は30万3000人であり,これより小さければ規模の経済

が生 じ,これより大きければ規模の不経済が生 じる.

(5) 上記の回帰式より ｢標準値｣(当該都市の人口,あるいは,人口および

面積に対応して,全国的な平均 と考えられる値)を求め,それによって,人口

当たり歳出総額および行政サービス水準の観点から都市を評価することができ

る.

(6) 以上の結果を応用すれば,市町村合併の効果を推計することかできる.
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たとえば中国地方の16例については,人口当たり歳出総額でみると,人口ベー

スでは例示のすべての都市圏で合併の効果はプラスである. しかし,人目 ･面

積ベースでは,広島市 ･府lJl町 ･海ul町など10都市圏で合併の効果はマイナス

となる.行政サービス水準については,人口ベース,人口･面積ベ一一スのいず

れにおいてi,,すべての都市圏で合併の効果はプラスである.(行政サービス

水準/人日当たり歳Jll.総額)比率については,人口ベースでは広島都市圏がマ

イナス,また,人r卜 面積--スでは広島都市圏と福山都市圏でマイナスとな

るが,他はすべての都市圏で合併の効果はプラスである.

(7) われわれの場合には,説明変数 として人口のほかに面積を追加する場合,

最適都市規模は面積の値に依存しない.これは,人口規模 と面積が互いに独立

であり,かつ,回帰式が人｢1規模 と面積について ｢加法型｣多項式になってい

るためである,

(8) 行政サ-ビス水準,人口当たり歳出総額,および面積の3変数の対数値

について,【【-1帰式の中に2次以 Lの項が含まれていないので,回帰係数および

最適都市規模は,それらの変数の単位のとり方に依存しない. とくに,これら

変数が行政サービス水準の単位に依存しない点は重要である.

最後に,以上の分析はデータにもとづ く一般的傾向性の導出に基礎をおくも

のであり,実際の政策遂行に際しては個々の地域の地理的 ･歴史的特殊性を加

味することが必要であることは論を待たない. しかしながら,特殊性は一般性

を修正する要因にはなりうるが,特殊性が政策を主導することがあってほなら

ないと筆者は考える.
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第10章 都市規模と議員定数

第 1節 は じ め に

本章の目的は,平成7年のデータにもとづいて,市町村の人口規模および面

積と議員定数の間の信頼できる一般的関係を導出し,それによって,市町村の

議員定数の現状を評価し,また,市町村合併が議員定数-与える効果を推計す

ることである.なお,本章での市町村は,とくに断わらないかぎり,東京都23

区を含む市区町村を意味する.

周知のように,市町村議員の定数は地方自治法第91条に次のように定められ

ている.

｢第九十一条 市町村の議会の議員V)定数は,左の通 りとし,人口三十万以

上五十万未満の市にあっては人口十万,人口五十万以上の市にあっては人口二

十万を加えるごとに各々議員四人を増し,百人を以て定限とする.

一 人口二千未満の町村

二 人口二千以上五千未満の町村

三 人口五千以上一万未満の町村

四 人口一万以上二万未満の町村

五 人口五万未満の市及び人口二万以上の町村

六 人口五万以上十五万未満の市

七 人口十五万以上二十万未満の市

八 人｢】二十万以上三十万未満の市

九 人口三十万以上の市

十二人

十六人

二十二人

二十六人

三十人

三十六人

四十人

四十四人

四十八人｣

これによって議員定数の大宗を把握できるが,しかし,同条2項には,｢前
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項の議員の定数は,条例で特にこれを減少することができる｣となっており,

いわゆる減少条例による議員定数が実際の定数であると考えることができる.

自治省 『地方自治月報』(第51号,平成8年3月)によれば,平成 7年4月1

日現在,減少条例を制定 している市町村数は3168に達 し,これは全市町村3257

の97.3%に当たる.減少条例を制定している市町村のうち施行済は2893であり,

これは減少条例を制定 している市町村の91,3%に当たる. したがって,全市町

村の88.8%が減少条例を制定施行 している.

減少条例による減少議員数は,施行済み市町村では2万174人で,これは法

律による議員定数 (平成2年10月1日の国勢調-杏による公示人目にもとづ (請

員定数-8万2916人)の24,3%に相当し,末施行市町村では600人で,これは

同0.7%に相当する.また,施行済み市町村では1市町村当たり-平均7.0人の減

少であるが,末施行市町村では平均2.2人の減少にすぎない.減少条例の効果

のほどがよくわかる.

このように,議員定数は人口規模に応じて人宗は法律で定められているが,

その定めは大まかなものであって,実際の定数は条例によって決められており,

そこには議員定数に対する市町村ごとの取組みが反映されている.そこで,本

章では,議員定数の現状すなわち減少条例による議員定数を,人｢1規模や面積

と関連づけることによって,全国的な傾向性を導出し,それによって,個々の

市町村の議員定数の現状を評価 し,また,市町村合併による議員定数の減少効

果を数量的に把握しようとするものである.

もとより,議員定数は少なければいいというものではなく,民意を適切に反

映するものとしての議会の機能の蚕要性は高 く評価されなくてはならない.し

かしながら,｢議会の効率性｣もまた重要なテーマであることは否定できない.

ただし,残念ながら,現状では ｢議会のアウ トプット｣を適切に評価する手段

がないので,ここでは議会の効率性に直接迫ることはできない. したがってま

た,市町村の議員定数についての以下での評価は,人L｣および面積からみた全

国的傾向性からの評価であり,その意味で市町村間の相対的評価である点に注

意されたい.
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第2節 人口規模および面積 と議員定数

本章の議員定数は,上禍の 『地方日治月報』の ｢減少条例による議員定数｣

であり,同資料の ｢減少条例の施行年月日｣に ｢次の一般選挙から｣と記載さ

れている場合には,この議員定数を意味する.また,減少条例による議員定数

が記載されていない場合には,｢法律による議員定数｣を採用した.

なお,北広島市,石狩市,吉川市,印西市,京田辺市,古賀市については,

平成 7年国勢調査人目では ｢市｣として公表されているが,議員定数採用時

(平成 7年 4月1日)現在は ｢町｣であり,しかも市政施行にともなう行政区

域の変史が認められないので,｢町｣として扱い,本章の市町村に含む.ただ

し,鹿島市も,議員定数採用時は ｢町｣であったが,これは,平成 7年 9月大

野村と合併して市制を施行したので,公表された国勢調査人口は旧鹿島町と旧

大野村を含む区域の人口である.それゆえ,lH鹿島町とlH大野村は国勢調査人

口が明確でないので,本章の市町村から除 く.また,同様に,旧五 日市町は,

平成7年9月に秋川市と合併 して ｢あきる野市｣となったが,国勢調査人口は

｢あきる野市｣として公表されているので,旧五 日市町も本章の市町村から除

く.したがって,本章の市町村は,3254市区町村 (686市区+2568町村)であ

る.

また,人目は平成7年国勢調査人口,面積は平成 7年10月1日現在で建設省

国土地理院が調速 したものである.

1 市区の議員定数

(1)人口規模と議員定数

【議員定数】 はじめに市区の人口規模 と議員定数の関係をみる.市区の議員

定数は表10-1のように,最小の北海道歌志内市16人から,最大の横浜市94人

までさまざまである.また,人目lOOO人当たり議員定数は,最小の横浜市が
0.028人,最大の歌志内市が2.330人であり,非常に大きな格差がある.当然の

ことながら,一般に人目規模が大きいほど人日当たり議員定数は少ない.これ
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表 10-1 人口1000人当たり議員定数の多い市,少ない市 (平成7年)

人【｣ 人目順位 面積 議員定数 人｢卜丁-人当 た り 同7i=;)JI百位
人 降順 kn12 人 議員定数 昇順

上 横 浜 市 3,307,136 1 435.6 94 0.028 1

大 阪 市 2.602.421 2 220.7 90 0.035 2つ,J456

名ナlー屋市 2,152,184 3 326.4 78 0.036

札 幌 市 1,757,025 4 1,121.1 69 0.()39

位10 京 都 市 1,463,822 5 610.2 72 0.049
市 神 戸 市 1,423,792 6 545.7 72 0.051
L{+福 岡 市 1,284,795 7 336.8 65 0.051 7

川 崎 市 1,202,820 8 142.4 64 0.053 8

広 島 市 1,108,888 9 740.7 61 ().055 9

北九州市 1,019,598 10 482.9 64 0.063 10

I 竹 田 市 18,746 680 20(I.8 20 1.067 677

牛 深 市 20,097 674 89.7 22 1.()95 678

西之表市 19,822 675 205.7 22 1.lュo 679

土佐清水市 19,582 676 266.8 22 一.123 680

位10 赤 平 市 17,351 682 129.9 20 1.153 681
請 夕 張 市 17,116 683 763.4 2∩ 1.168 682

区 両 津 市 18,430 681 233.2 22 1.194 683

三 男三市 15,116 684 302.6 20 1,323 684

山 田 市 12,680 685 22.1 18 1.420 685

を個々の市区についてではなく,市区を人口規模別にグルーピングして示した

のが表10-2である.

これによると,市区の人｢1は図10-1のように,人目規模 とともにはじめは

急に増大するが,増加はしだいに緩やかとなる,すなわち ｢上に凸の右上が

り｣の形を示す.

この関係を,図10-2のように縦横内軸を対数表示 とすると,｢線形｣また

は ｢下に凸の2次関数｣がよくフイットすることがわかる.その関係は表10-

3の左半分に示されている.まず,人目の対数値を説明変数,議員定数の対数

値を被説明変数 とするとき,自由度調整済み決定係数は0.9852,F値は864で

あり,有意水準0.01で十分有意である.g値 も,定数項について86,3,人口係

数について29.4であり,いずれも有意水準0.01で十分有意である.
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表 10-2 都市規模別の議員定数および人口1000人当た り議員定数 (平成 7年)

- 全国の市

人トー規模 ヰ成 7年 平成 7年 自治省平成 7年 人目千人国勢調査 国土地理院 4月1日減′J､久例 当たり
人口 面積 ]F'二γ禾議員定数 議員定数

市区数 万人 Lllf 人 人/千人

1 20()Jj人以上 3 268.7 327.6 87.3 0.033

2 100万-200力~人未満 7 132.3 568.5 66.7 0.052

3 75万-10()万人未満 4 85.3 312.6 56.8 0.067

4 50-Jj～75-Jj人未満 14 57.3 144.8 50.3 0.088

5 40万-5(リノ人未満 19 44.6 230.4 45.8 0.103

6 30万-40ノノ人未満 29 34.3 233.7 42.5 0.124

7 20Jj～30Jj人未満 45 24.7 170.8 37.5 0.153

8 10万-20力~人未満 120 13.7 116.1 30ー8 0.230

9 7.5力~～10力~人未満 74 8.6 115.4 28.0 0.325

10 57ノー7.5万人未満 146 6.1 107.2 25.8 0.424

ll4力~～5ノj人未満 69 4.5 150.3 24.6 0.551

12 3ノノ～4ノノ人未満 88 3.5 162.7 23.0 0.660

13 2力~-3ソ∫人未満 56 2ー6 218.6 21.8 0.852

図10-1 都市の人口規模 と減少条例に 図 10
よる議員定数 (都市階層別)

- 全国の市
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表10-3 都市の人口規模および面積と議員定数および人口1000人当たり議員
定数の回帰式 (都市階層別)- 全国の市

(議員定数は減少条例による議員定数,サンプル数はすべて14,R2
は自由度調整済み決定係数)

議員定数 人rIT-人､J']た().義日に数
ln(〟) 1n(H/P)

^u ln(P) 定数項 2.7581 86,329 0.9852 ().475n ユ2.924 0.9968人目 ∩.2885 29.394 (864.0)-().714() -63.228(3,997.8l

N T ln(P) 定数項 2.2966 15.990 り.9918-().0636 -().39() 0.9983

耐黄 ln(Qー 面楕 0.0959lO.0984] 3.258 0,1119L ().0466l 3.353

^rl ln(P) Ji数項 2.9126 187.()22 ∩,9989 0.6547 43.195 0.9998人口 0,1476 12.302(5,703.5)-().8779 -75,173(36,5日7_1.)

人口2乗(ln(P))2 人口2乗 0.0237 】2.059 0.0276 14,4日6

^ll lnLP) 定数項 2.8201 34.818 Lt.9989 7.155 O.999と;

人r12乗(1nrL.P))2 人口2束 0,0218LO.4570] 8,494し3,924,6) 1日ー1252L().215ー] 10,5り4(27.1()1.6)

次に,説明変数に人口の対数値の2乗 (｢人口2乗｣という)を追加して2

次の回帰式にすると,表10-3のように,自由度調整済み決定係数().9989,F

値5704となり,フイットは改善される.定数項および係数の tlLfT_も十分大きい,

人口2乗の係数はプラスであり,グラフは人目について ｢下に八の2次関数｣

である (この点は表10-3のすべてのケースについてあてはまる).

【人目lOOO人当たり議員定数】議員定数を人目100()人当たり表示にすれば,

後緩やかに低下する.

これは,両軸を対数表示すれば,図川-4のように,｢線形｣または ｢下に

凸の2次関数｣かきわめてよくフイットする.この関係は表10-3の右半分に

示されている.両軸 とも対数値をとるとき,人目1000人当たり議員定数と人H

規模の関係は,自由度調整済み決定係数0.9968,F値3998であり,適合はき

わめて良好である.これに説明変数として人口の対数値の2乗を加えて2次式
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図10--4 都市の人口規模と人口lDOO人
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とすれば,自由度調整済み決定係数0.9998,F値36507となって,さらにフイ

ットは改善される,いずれの場合にも,g値は大 きく,定数項および係数は有

意水準0.01で十分有意である.

(2)人口規模および面積と議員定数

上記(1)に,説明変数として面積を追加 した場合を考察する.

【議員定数】 人目規模および面積 と議員定数の関係は,表10-3左半分のよ

うに, 日由度調整済み決定係数0.9918,F値783である.説明変数 として面積

を加えるとき,日由度調整済み決定係数は上昇するが,F値は低下する.

なお,表10-3の [ ]内に示すように,基準化 した場合には,人目の係数

値は面積の係数値の9.5倍であり,人口の影響が面積よりはるかに大きいこと

がわかる.

人目規模の封数値の2乗を説明変数 として追加 して2次式とすると,自由度

調整済み決定係数0.998897,F値3925となる.面積 を含 まない場合には自由

度調整済み決定係数0.998861であるから,面積を含むと自由度調整済み決定係

数はわずかに r･.昇するか,F倍は低下する.

なれ 基準化した場合の計数値からわかるように,面積は人目あるいは人目

2乗に比して31分の 1あるいは37分の 1の影響力しかもたない.
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【人目1000人当たり議員定数】 議員定数を人口1000人当たr)に変更する場合

は,夷lo-3の右半分に示す.人口および面積を説明変数 とするとき,自由度

調整済み決定係数0.9983,F値3711であり,面積を含まない場合に比して自

由度調整済み決定係数は上昇するが F値は低下する.

なお,基準化した結果より,面積は人口の22分の 1の影響力しかもたないこ

とがわかる.

人口2乗を説明変数に加えると,自由度調整済み決定係数0,999840,F値

27102となり,面積を含まない場合の自由度調整済み決定係数が0.999822であ

るから,自由度調整済み決定係数はわずかに上昇するが,F値は低下する.

なお,基準化の結果より,面積は,人口あるいは人口2乗に比べて,146分

の 1あるいは26分の1の影響力しかもたない.

また,面積の t値は人口のそれより一般に小さく, とくに説明変数として人

口2乗を含む場合には,その値は小さくなって係数の安定件に疑問が生じる.

【まとめ】 市区の人口規模 ･面積 と議員定数との関係は次のようにまとめろ

ことができる.

(丑 刈数表示の議員定数や人口当たり議員定数は,対数表示の人目,あるい

は人口および面積によってきわめてよく説明される.

② 議員定数そのものよりも,人口当たり議員定数のほうがよく説明される.

③ 人口だけよりも,人口2乗の項を含む2次式のほうが説明力が高い.

④ 説明変数 として面積を含むほうが自由度調整済み決定係数は高いがF

値は低い.

⑤ 面積の影響は人口の影響に比べてきわめて小さい.

(参 以上より,市区の回帰式としては,人日当たり議員定数を被説明変数と

し,説明変数 として,人口,人口2乗の 2変数の第 1ケースと,そのほかに面

積を含む3変数の第2ケースの2種を考えるのが妥当である.市区については,

対数表示の人口当たり議員定数は,対数表示の人目規模に対して,｢下に凸の

2次関数｣の回帰式もよくフイットするが,線形もよくフイットし,両者の間

に大きな違いはないので,線形と考えることが許されよう.
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2 町村の議員定数

(1)人口規模と議員定数

【議員定数】 町村の議員定数は,表10-4のように,最低 6人から,最高24

人まで様々である.これを町村の人口規模別にグルーピングすると表10-5お

よび図1015のように表される.さらに両軸を対数表示すれば図10-6のよう

にほほ ｢線形｣として表される.塞lo-6の左半分に示すように,議員定数を

人口規模で説明する場合,自由度調整済み決定係数0.9929,F値1947で,ち

とより回帰式は有意水準0.01で有意である.t値 も,定数項および係数が有意

水準0.01で有意であるに十分なほど大きい.これに人口2乗を加えると,自由

度調整折み決定係数もF値もともに改善される.

表10-4 人口1000人当たり議員定数の多い町村,少ない町村 (平成7年)

人目 人目順位 両横 減少条例による議員定数 人口千人当 た り 同左順位
人 降順 km2 人 議員定数 昇順

｣二 ー土.-育て 町 51,244 6 42.1 20 0.390 1

肘 小 町 50,676 7 10.5 20 0.395 2

冨 Ff7-_ 町 48,666 9 53.9 20 0.411 3

竜 洋 即 19,294 355 23.6 8 0.415 4

1:1l/_10 印 西 町 57,667 1 53.5 24 0.416 5
町 町 々 市 町 42,945 23 13.6 18 0.419 6

村 那 珂 川 町 42,345 26 75.0 18 0.425 7

岩 山 町 41,550 27 38.5 18 0.433 8

I-古 谷 町 45.821 13 35.6 20 0,436 9

柴 東 町 48,759 8 52,8 22 0.451 10

下 布 施 村 514 2,559 18.6 8 15.564 2,559

-Fi;安 村 611 2,556 147ー7 10 16.367 2,560

利 島 村 317 2,565 4.1 6 18.927 2,561

粟島浦村 474 2,562 9.9 9 18.987 2,562

位10 三 E.Jj村 513 2,560 31.4 10 19.493 2,563
町 御蔵島村 275 2,566 20.6 6 21.818 2,564

村 魚 E,Jj村 351 2,563 3.2 8 22.792 2,565

別子山村 319 2,564 73.0 8 25,078 2,566

青ヶ島村 237 2,567 6.0 6 25.316 2,567

冨 山 村 198 2,568 34.8 7 35.354 2,568
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表 10-5 都市規模別の議員定数および人口1000人当た り議員定数 (平成 7年)

-- 全国の町村

人目規模 平成7年 l:平成7年 tLlif;/a平成7年 人｢ト千人国勢調査 国土地理院 4f11日減′J､条例 当たり
人日 面柄 LH二J′議fitiii数 議H定数

町村数 人 knf 人 人/十人

1 5ソノ人以上 7 53,011 59.9 23.9 0.45

2 4万-5万人未満 25 44,041 47.8 22.7 ().52

3 3万-477人未満 81 34,135 54.1 22.1 0.65

4 2.5万~～3万人未満 74 27,175 68.2 20.7 ().77

6 1.75万-2万人未満 111 18,654 113.3 19.6 1.05

7 1.5万-1ー75力~人未満 127 16,127 89.0 18.9 1.17

8 1.25万-1.5ノノ人未満 189 13,654 97.7 18.5 1.36

9 1)j～1.25-JJ~人未満 274 11,205 97.9 17.6 1.58

10 8千～1万人未満 284 8,917 91.7 16.6 1.87

ll 6千～8十人未満 369 6,982 119.6 15.9 2.29

12 4十～6千人未満 419 4,992 114.5 14.5 2.93

13 2千～4千人未満 315 3,004 127.9 12.5 4.31

14 1丁へ 2千人未満 107 1,536 109.1 1().5 7.10

図 10-5 都市の人口規模 と減少条例 に 図 10-6 都市の人口規模 と減少条例に

よる議員定数 (都市階層別)

- 全国の町村
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表10-6 都市の人口規模および面積と議員定数および人口1000人当たり議員

定数の回帰式 (都市階層別)- 全国の町村

(議員定数は減少条例による議員定数,サンプル数はすべて15,R2

は自由度調整済み決定係数)

説判変数(対数よ示) 被説明密教 (対数表示)

議員定数 人廿千人当たり議員定数
1n(II) ln(H/i')

定数項.係数の植[ ]は慕準化した場合 t liErA_ β 2(F値) 定数項.係数の値[]は展準化した場合 /値 〟 2(F値)

^Il ln(P) 近数項 2.8173 449.plo 0.9929 0.5297 104_196 ∩.9996人目 ().2305 44.ー29(I,947.4)-0.7876 -185.686(34,479.3)

人ll ln(P) 定数Ffi 2.4962 27.266 0.9962 0.4453 4.324 ().9996人目 0,2416[1,0442] 48.898(1,828.5)-0.7847ト0.9961]-141.214(16,806.g)
榊員 tn(O) ーlJi梯 0.0717[0.0750] 3,511 M 188[().0058] 0.821

人目 1m(P) 正数Jli 2.8347 549.057 0.9974 0.5339 75.736 0.9996人ll 0,2212 6().208(2,709.2)-0.7899 -157.459(16,885,5)

^ll ln(P) 定数Ffi 2.7965 18.473 0.9972 0.4967 2.399 0.9995^H 0.2232[().9651] 24.914 -0.7879ト1.0001] -64.306

人ltZ乗(1n(P))2 人目2乗-川 107トn()7131 -2.318(i.65.2) 0.0018L-0.0036] -0.290(10,349.3)

【人口1000人当たり議員定数】 人口1000人当たり議員定数については,表10

-5および図10-7のように,人目規模の拡大 とともに人口1万人程度まで急

激に減少し,その後緩やかに減少する.両軸を対数表示すれば,図10-8のよ

うに,ほぼ直線的に減少する.

これを回帰式として表すと表10-6の右半分のようである.自由度調整済み

決定係数は0.9996,F値は34479で,フイットはきわめてよい.t値 (絶対値)

も問題なく大きい.

これに人｢12乗の項を加えると,同じく表10-6の右半分のように,自由度

調整済み決定係数は0.999586となり,加えない場合の0.999594よりわずかに低

下し,F値 も低下する. 2次式よりも1次式のほうがよくフイットする.ま

た, 2次式の場合には,人口2乗の係数の t値は-0.856で,その絶対値が小

さく,係数の安定性に疑問が残る.
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図10-7 都市の人口規模と人口1000人 図10-8 都市の人口規模と人口1000人
当たり減少条例による議員定 当たり減少条例による議員定

数 (都市階層別)- 全国の 数 (都市階層別)- 全国の
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(2) 人口規模および面積と議員定数

以上の考察に,説明変数として面積を追加する.

【議員定数】 表10-6の左半分のように,人口のほかに説明変数として面積

を追加すると,自由度調整折み決定係数は若干増大するが,F伯は減少する.

基準化 した場合の結果からわかるように,面積の影響は人目の14分の 1にすぎ

ない.

人口および人口2乗に加えて面積を説明変数とすると,自由度調整済み決定

係数は若干低rFL,F値 も低下する.とくに t値は0.252となって,面積の係

数の安定性に疑問が生じる.

【人｢11000人当たり議員定数】 表10-6の右半分に示すように,説明変数と

して人口のほかに面積を追加するとき,自由度調整済み決定係数0.999584,F
値16807で,どちらも低下する.J値 も,面積については0.821であって,小さ

い.したがって,この限りでは,面積を加える意味はない.

なお,表10-6の [ ]内の数字か らわかるように,面積の影響は人目の

172分の 1にすぎない.

人口および人口2乗に加えて,面積を説明変数とすると,R由度調整済み決

定係数 もF値 も低下 し,面積の t値 も0.0025となって,きわめて小さい. し
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たかって面積を加える意味は認められない.

【まとめ】 町村の人口規模 ･面積と議員定数との関係は,上記の市区のまと

め(彰～⑥と対比して,次のようにまとめることができる.

市区の場合の(訂②は町村についてもそのまま成立する.

(罫については,議員定数については成立するが,人口当たr)議員定数につい

ては成立しない (すなわち,2次式よりも1次式のほうがフイットがよい).

④については,成i7:しない (すなわち,多くの場合,面積を含むほうが自由

度調整済み決定係数もF他もともに低い).

⑤は町村についてもそのまま成立する.

(む以上より,町村の剛肩式としては,人口当たり議員定数を被説明変数とし,

説明変数として,人nだけを採用する1変数のケースが最 も適当である.しか

し,耐積を加える場合の自由度調整済み決定係数の低下はごくわずかであり,

しかも,過_lI:_な議員定数を考える上で,面積は人nほどではないとしても,1

つの指標とするべきであると考えられるので,人口のほかに面積を含む2変数

のケースを併せ採用するのが妥当である.町村については,対数表示の人口当

たり議ii定数は,対数表示の人｢Iに対して,線形の回帰式がよくフイットする.

なお,L3(]10-9のように,人口規模 と人u当たり議員定数の関係は,町村 と

市区との間で連続性かある.実際,市区の表10-3と町村の表10-6について,

人目の係数は,市区で0.4750,町村で0.5297であり.両者に大きな相違は認め

られず,むしろ近い値 となっている.

第 3節 標準議員定数 と市町村議員定数の評価

【標準議員定数】 前節の結果を応用すれば,市町村議員定数の相対的な評価

を行うことができる.そのために ｢標準議員定数｣を用いる.ある市町村の標

準議員定数とは,その市町村の人U,あるいは人l｣および面積を,前節の回帰

式に代入して求められる議員定数である.これは,当該市町村の八 丁1規模,あ

るいは人目規模および面積に対して全国平均的であると考えられる議員定数を

意味する.
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図10-9 都市の人口規模と人口1000人当たり減少条
例による議員定数 (都市階層別)一 全国

の市,町村
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【採用する回帰式】 その際,前節の結果より,次のL口1帰式を採用する.

市区 1.(人llベース)

Y-0.6547-0.8779X+0.0276x2
(43.2) (-75.2) (14.4)

N-14,R2-0.9998,F-36507

(人口 ･面積ベース)

Y-0.5430-0.8672X+0.O252x2+0.0200Z
(7.2) (-65.8) (10.5) (1.50)

N-14,R2-0.9998,F-36507

町村 二(人目ベース)

Y-0.5297-(),7876X
(104.2) ト 185.7)

N-14,R2-0.9996,F-34479

(人口･面積ベース)

Y-0.445310.7847X+0.0188Z
(4.324)(-141.2) (0.821)
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N-14.R2-0.9996,F-16807

ただし,Y:人口1000人当たり議員定数 (人)の対数値,X :人口

(7j人)の対数値,Z:面積 (knf)の対数値,N :サンプル数,K2:

自巾度調整済み決定係数,F:F値,( ):t値

【市区の標準議月定数,趨過数,超過率】この回帰式より,全国の全市町村

の標準議員定数を求める.表10-7は,このうち中国地方の市について示 した

ものである.ここで,｢超過数｣は (現行)議員定数の標準議員定数からの超

過数を示し,｢超過率｣は超過数の標準議員定数に対する比 (%)である. ｢昇

順｣は全国686市区の中での超過率の小さい順の順位である.

市区については表10-7に中国地方49市の標準議員定数等が示されている.

たとえば鳥取市は,人｢114万6000人および面積237.1kTfであるから,それに対

応する標準議員定数は,人口ベースで32.6人,人n･面積ベースで32.9人であ

る.これに対 して (現行)議員定数は32人であるから,その差-0.6人は超過

(0.6人の不止)であr),超過率は-1.8%であり,これは,全国686市区の中で

小さいほうから302番目であり,中位に位置することがわかる.

同様に人口 ･面積ベースでも推計できる.面積の係数は小さいけれどもプラ

スであるので,鳥取県は比較的面積が広いことを反映して,人口･面積ベース

の標準議員定数は,人口ベースのそれに比してやや大きくなり,32.9人となる.

それにつれて,趨過数,超過率の絶対値 も大きくなり,超過率の全国順位は向

上する.

さすがに法律で規制されているので,条例によって市町村の意向が反映され

るとはいえ,全国的に超過数の相違は大きくはない.しかし,中国地方49市の

中でさえも,超過数の最大3.2人と最小16.6人の格差は9.8人に達 し,超過率

の最大13.4%と最小-24.8%の幅は38.2%にも達する.

人口ベース,人口･面積ベースの両方で,全国順位100位以内の市は中国地方

では廿日市市 1市である.逆に,両ベースでともに600位以降の市は,松江市,

浜別市,益ul市,大川市の41打であり,いずれも島根県の市である.それぞれ

どのような特殊な事情かあるのかは本章の主題ではないが,検討には値する.

【町村の標準議員定数,趨過数,超過率】 市区と同様に,町村についても標
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表10-7 市の減少条例による議員定数,標準議員定数,避過数,超過率
- 中国地方の市

(昇順は,全国686市区の中での超過率の小さい順位)

平成7年国勢調裾人目 IIF.成7年臥し地理院面積 平成7年4月1u議員定数 人目ベース 人目.LlTl-梢ベース標準議員一 致 趨過数 超過?辛<- 標準議fi敬 趨過数 超過}キ':-

-万人 km2 人 7亡 人 人 % HJ"lfi･1 人 人 % ;馴l白

516 米 子 市l A 土 市 13に5177 1051 4473 32 31.9376 01774 04953366 3).7498 ().3 1.1:360
57 月 U rJ518 境 港 市 CI3 7428 2621 2523 0.---2. 2.-ll. 4431 0 1 25.22. り_6-1_9 2_6.408

519 松 江 Trf 14 190 36 32 3 lO 633 32 3_2 9_7614

520 浜 m 市 495252 16243478 28 250435∩ 3い4750 1202613649 250478ヽ :3_() ll_8646

521 ,LH雲 市 8 172 28 28 -0 -1 324 28 り.4 1.6293

522 益 凹 市523 人 LfJ市 .)3 300332 2827 2523 23 t‖15 639666 2こ)23 2.33.L2 9.0.13.46()4657

524 安 来 市 3 120 22 23 -1 -4 242 22 -().f3 -3,624〔)

527 岡 山 市 61.6 513 54 50.9 3_1 6_2551 51_7 2.3 4_4479

528 倉 敷 市 42_3 298 48 44_8 :i_2 7_2582 45.2 2.A 6.2538

529 汗 Llr市 9.1 185 30 28.8 1_2 4_()48H 29_∩ 1_0 3_5451

530 上 野 市 ∴ー 103.4 27 27.2 -0.2 -0.8338 27.0 0.0 0.1337

531 鞍 岡 frf 6.0 135.9 26 262482 -02482 -08I99337 26∵293 い22 り7316533 総 社 市534 高 梁 市 5,62,6 192.3229_0 2420 2522 -1-2 -6-9 178125 2522 -.I-293 p7-川 4314.一95

535 新 見 市 2_6 352_0 20 221 -21 -9:)535313日 22473 -24-ーり肖 85538 /-,- rlJ539 竹 原 市 20393 146118 3822 362302 2.()-1_2 532216 36_()23_1 2_〟-トl .)_6-4_65192()5

54() ∴ 原 市 8933744 20489852 30 283 1.7 6.1548 28.5 1.5 5.4511541 尾 道 市 .4 11日 31 290 2-0-310 6-3-767569 28.9 21 73569

542 閃 島 市 0 3 22 22.8 .8 5:263 22.1 り1 -り7317
544 肝 Llj市 .4 110 26 24 .3553 24.3 l7 70561

545 三 次 市 423ll7.0 251.6 22 24.0 -2-1-1-0-7() -8-7-4-1-264152 24_2 -22 -93117548 東広島市549 廿日rh.市 41 2884758 302() 302752 52 653n914 302696 -い-696 -3-24い825112

550 下 関 ThA 260 2239 40 384 1.6 45-646.2494 386 145:) 34-755/453

551 宇 洋BfTf552 LhH fTf 171356 21035639 363() 3431.2_9 1-1.8_9 2り52420() 34325し) 1- 2 482138

553 萩 市554 徳 山 市 41089 13733918 2632 2530∩i 1I09 1249255() 243(9/ 11I3 443447448()

555 防 府 市556 下 松 llf ll593 1888963 3228 302585 1225 3965-3.8_7481624 3125い:i 12()7 31ー)29435628557 岩 国 市558 小野田市 小4476 2214320 3226 3〔)2407 2i-003 :)23563523 3024.3.1 1179 コ7-169518587559 光 市 .7 59.8 24 24.8 .8 271 24_4 -r)_4 5;294

560 長 門 市 2.5 152.4 21 22.() -1.0 -.4.8229 22_() -1_0 -4_4;21り

⊂ 23.421.1 -6.I--5.() 23.321.1 ⊂I)6 p--rJ562 美 祢 市 3.51.9 722893 2220 -1.41.1 :196:222 -1-1_3.1 -1)_6-5_3175183
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準議員定数等を求めることができる.表10-8は山口県内42町村について推計

結果を示す.最も順位が上位の町村は美和町であり,人口ベースでは全国2568

町村の中で120位,人目 ･面積ベースでは87位である.議員定数は標準より約

3人少なく,超過率は-20%である.これに対して,最後尾の順位は阿東町で,

人目ベースでは2495位,人目･面積ベースでは2459位であり,最後から3-5

%の中に入る.全国順位で上位10%に入るのは,山口県内では美和町,美川町

の2町だけであり,卜位20%に入るのは,2町のほかに,本郷村,大畠町があ

る.逆に,下位10%に入るのは阿東町だけであり,下位20%に入るのは,阿東

町のほかに上関町,秋穂町,阿知須町,楠町である.

山口県内42町村の合計では,超過数は6.9-ll.2人,超過率1.0-1.70/.であ

る.

第 4節 市町村合併の議員定数-の効果

1 広域市 町村 圏

以上の結果を応用すれば,市町村合併の議員定数-の効果を推計することが

できる.この際採用する回帰式は前節 と同様である.全国341の広域市町村圏

について,推計結果を付表10-1に示す.

【中空知広域市町村圏の例】 たとえば,中空知広域市町村圏については次の

ようである.この陶は,滝川市など5市と新十津川町など5町,合わせて5市

5町より成 り_I/-_つている.付表の中空知広域市町村圏の人口,面積,(現行)

議員定数は,それを構成する5市 5町の人口,面積,(現行)議員定数の合計

そのものである.

これに対して,人目ベースの ｢標準議員定数｣32.6人は,中空知広域市町村

圏の人口14万6000人の対数値を前節で示 した市区の回帰式に代入して求める.

｢現行からの減少数｣149.4人は,(現行)議員定数182人マイナス標準議員定数

32.6人であり,｢現行に対する減少率｣82.1%は,減少数149.4人を (現行)読

員定数182人で除したものである.

人口 ･面積ベースについても同様である.減少率の降順は,全国341広域市
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表 10-8 町村の減少条例による議員定数,標準議員定数,趨過数,超過率
- 山口県の町村

(昇順は,全国2568町村の中での超過率の小さい順位)

平成 7可4FJlu議員定数 人目ベース 人l卜 l如梢ベ一一ス標準議riー 数 趨過数 勉過ヰ(- 標準議H,J: 趨過数 超過率

1865 人 島 町 7,807 47.3 16 16.1 - ∩ .1 - ()_71,1261 15.9 り.1 (L51,313

1866 東 和 町 5,775 3R.7 14 15.1 -トl -7.4 717 14.9 り_9 -5.8 776

1867 橘 即 6,297 28.8 16 15,4 0_6 3.91.641 I.r-)_1 ().9 6.3i,792

1868 和 木 町 6,959 10.6 ltl 15.7 0,3 1_71,467 6_01.766

1870 玖 珂 町1871 イゝ 郷 村1872 周 東 町 ー【67 'ワ り

1,5414,849 4rL4144_∩ 一日18 ll.418.5 --1_4-().5-12.1-2_6-2r5 lト1川,7 ･トー-0,7-川.3-3.6 4819431873 錦 町 4,540 210.3 14 14.4-∩.4 1.1日 】4.6 -(I,6 3_9 W+

1874 人 L'】町 1

70.5 ごり 18.7 1.3 ∴l1,877 18,6 i_4 7.4;1,ド7-/.

181.9 14 14_6 -().6 -4.1 982 14_8 -O.紘 -5.25ー7 815

1汚85 小 郡 町 22,881 33,4 22 20_2 1.8 指,61,984 19_9 2.I 10_42,090

1886 阿知的町 8.Son 25.5 18 16.3 上丁 1()∴ミ2.09とi 15.9 2_1 12_9:2,267

1887 楠 町 7,655 77.0 18 16.0 2_0 12.22,213 16.0 2rO 12.5:2.240

1888 lll陽 町 22,799 89.8 22 2∩.2 1.tt 8.71,989 2()∴i 一.7 H.4:1,9.(-)0

1 日 町 〔9 つ ワ ソ 1.231],363に889 菊 l f1890 豊 lT]町1 幽 ご-田 /,＼447,349ワ1` 8J,8163_5⊂ 1616 16,ー15.9q -().一一).I -1.I()_6 16_116.1 -日.]-().1 -rL9-0.5∴ ].1681.212

891 見 浦 f1892 豊 北 町 _,28814.341 7こ).8168_6 212n 19‥18.3 ll1.7 コ.39,11,7.ー22,()()9 19.91H_6 卜11.4 .I.47_61,/n91.89｢)

1893 芙 東 上町 6,496 129.5 16 15.:r3 ().5 3.21,594 15_6 ().4 2,61,480

1894 秋 芳 町 6,899 115.0 16 15.7 0,3 1_91,4～ー5 15.8 り_2 1.51,396

1895 :-I_隅 即 6.748 67r4 16 15_6 り.4 2.4:1,51絹 ー5_5 日.5 3,():1.516

1897 油 谷 町 9,018 93.2 18 16.6 1_4 tL31.964 16_6 I.4 8.21,929

1900 田万川町 4.()7() 78.2 14 14.0 い+い -0.2:1.309 !十日 I,1.285

1901 阿 東 町 9,133 293.1 20 16.7 3,3 '2O.(12,495 17,∫) 笹 459
1902 むつみ村 2,484 69▲7 12 12.6 -∩.6 -5_( R99 12,:.) 887

2,322 134.0

2,814 98_3
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町村圏の中での減少率の大きい順位である.中空知広域市町村圏の順位は83位

あるいは89位であるので,合併の効果は全国の中でも大変大きい部類に属する

ことかわかる.

【減少数】 合併の効果は付表10-1のように ｢現行からの減少数｣と ｢現行

に対する減少率｣によってみることかできる.前者は各広域市町村圏の合併の

議員定数-の効果を直接示すものである.人口ベースでみるとき,現行からの

減少数が最も大きいのは北海道十勝広域市町村圏339.6人,第2位は熊本県熊

本中央広域市町村圏336.9人である.逆に,最 も小さいのは香川県坂出広域市

町村圏10.4人,第2位は大分県臼津広域市町村圏15.7人である. 千･想できるよ

うに,減少数が大きいのは広域市町村圏の規模 も大きく,逆に減少数が小さい

のは広域市町村圏の規模も小さい.十勝広域市町村圏は人口35万7000人,熊本

中央は977j6000人であり,逆に,坂出広域市町村圏は人口7万6000人,臼津は

6万1000人である.この傾向は,人口 ･面積ベースでみても変わりはなく,演

少数の大きいほうから第1位,第2位,小さいほうから第1位,第2位 もそれ

ぞれ人目ベースでみたのと同じ広域市町村圏である.

【減少率】 そこで,減少数そのものではなく減少率をとれば,広域市町村圏

の規模にかかわらず比較できる.これが後者,すなわち付表10-1の ｢現行に

対する減少率｣である.人目ベースでみるとき,減少率の大きいほうから第1

位は鹿児島県大隅広域市町村圏89,1%,第2位北海道十勝88.9%であり,小さ

いほうから第1位は香川県坂出広域市町村圏27.3%,第2位は茨城県築南33.4

0/Oである.人目 ･面積ベースでみるときも,大きいほうから1位, 2位,また

小さいほうから1位, 2位の広域市町村圏は人口ベースのときと同じである.

減少率の大きいほうから1位大隅, 2位十勝の両広域市町村圏はそれぞれ人

口27万7000人,35万7000人であり, 3位以降についても, 3位北海道後志27万

5000人, 4位鹿児島県奄美群島137J6000人, 5位秋凹県大曲仙北16万1000人,

6位長野県佐久21717000人, 7位長野県飯伊17万8000人 (人n ･面積ベースで

大洲18万3000人,10位滋賀県琵琶東北 (人目 ,面積ベースでは長野県飯伊)で

ある.これら上位の圏域は広域市町村圏の人口規模 としては小さくはないが大
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きくもない.では,一般に,減少率 と広域市町村圏の人口規模の間にはどのよ

うな関係が認められるであろうか.

図10-10および図10-11は,人口ベースと人目 ･面積ベースについて,広域

市町村圏の人口規模 と合併による議員定数の減少率 との間の関係を示す.これ

から2つのことがわかる.第 1に,広域市町村圏の人口規模によって減少率は

異なるが,全体 を通 じて,65-80%程度の減少効果がある.

第2に,いずれの場合にも,全体 としてみれば,広域市町村圏の人目規模が

大きくなるにつれて,減少率ははじめは上昇 し,人目60万人程度で最大となっ

て,それ以後ふたたび低下 している. したがって,広域市町村圏合併の議員定

敬-の効果を ｢現行に対する減少率｣で表す とき,人目60万人程度の規模が最

も効果が大きいということができる.

ただし,図10--10および図10-11からわかるように,広域市町村圏の人目規

模で下位 3グループ (人口4万人未満,4万-6万人未満,6万-8万人未

満)は上位第 1グループ (人口200万人以上)と同様に,減少率が小さいとい

う意味で合併の議員定数への効果が小さいが,それ以外の中間規模では効果に

大きな違いがあるわけではない.

したがって,広域市町村圏合併の議員定数-の効果を ｢現行に対する減少

図10-10 広域市町村圏の人口規模と市 図10-11 広域市町村圏の人口規模と市
町村合併による議員定数減少
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率｣で表すとき,全体を通じておおむね65-80%の減少効果があるが,とくに

入日8万人未満と200万人以上を除 く中間規模ではその効果が大きい, という

ことができる.

【広域市町村圏全体】 広域市町村圏全体の計でみると,付表10-1の末尾の

ように,現行議員定数は5万3133人であるが,人口ベースでの標準議員定数は

1万1664人であり,その差4万1469人が合併によって減少する議員定数である.

これは現行議員定数の78,0%にあたる.人口 ･面積ベースでもこれと大きな相

違はない.

2 大都市周辺地域広域行政圏

広域市町村圏と同様の推計結果を全国24の大都市周辺地域広域行政圏につい

て付表10-2に示す.

大都市周辺地域広域行政圏は広域市町村圏に比して一般に規模が大きく,大

都市周辺に位置しているので,両者の間には経済的に種々の相違がある.しか

しながら,人目規模によって法律上規定されている議員定数については,人口

以外の要因は原則的には入り込む余地はなく,上記の広域市町村圏についてと

同様の結果を得ている.全体 としてみると,現行議員定数は5万8530人,標準

議員定数は人目ベースで1万3010人 (人口 ･面積ベースで1万3392人), した

がって,減少数は4万5521人 (同4万5138人),減少率は77.80/.(同77.1%)

である.

3 広域市町村圏合併による議員定数減少の財政-の効果

広域市町村圏合併 (広域市町村圏に属する市町村がその圏域ごとに合併 して

1市を形成すること)による議員定数の減少は,市町村財政にどの程度の影響

をもたらすであろうか.種々の点から影響があると考えられるが,まずは議員

個人への報酬手当を考える.

『平成7年地方公務員給与の実態』(地方公務員給与制度研究全編)の ｢第10

表 特別職に属する職員の定数及び平均給料 (報酬)月額｣によれば,市 (特

別区を含まない)については,1人当たり給料または報酬月額は議長49力~8737



276

円,副議長44万2329円,議員41万1716円であ り,町村については,議長27万

9788円,副議長22万5820円,議員20万5733円である.このほかに期末手当等が

あるが,これは同書に記載されておらず, しかも,各市町村によって同一では

ない.

そこで,平成10年 1月1日現在の山口県の市町村について求めると,市部平

均では,議員期末手当等 (年間)は報酬月額の4.382カ月分 (標準偏差0.3389)

であり,町村部平均では同4.227カ月分 (同0.0296)である.1日)期末手当等は,

山口県内の市間あるいは町村間で同一ではないが,大きな相違はないことがわ

かる.当面,期末手当等は山｢1県のこの数値を用いる.

これより,現行の (合併前の)仝匡1341広域市町村圏 (2927市町村-478市十

2449町村)について,平成7年現在の年間議員報酬手当 (給料,報酬,期末手

当等)を求めると,478市の計909億2959万｢Ⅰ],2449町村の計1365億7062万Llj,

合計2309億1324万円となる.注21もとより,現行の (合併前の)広域市町村圏に

属する2927市町村の議員報酬手当合計は,正確には上記の値ではないが,概算

では上記のようであると考えることができよう.lL~3'

さらに,合併後の341広域市町村圏 (これは合併後は市となる)について,

同様に年間議員報酬手当を求めると,847億6826万円となる.その差1461億

4498万円 (-2309億1324万円-847億682677A円)が広域市町村圏合併による年

間議員報酬手当の減少額である.この減少紋は,現行の広域市町村圏の年間議

員報酬手当の63.3%にあたり,合併の議員報酬手当減少に与える効果は大きい.

なお,年間減少額1461イ意円は,人目40万都市の平成 7年度歳出総額に相当する.

ちなみに,人口43万5000人の宇都宮市の歳出総額は1468億円,人口40万7000人

の岐阜市の歳出総額は1417億円である.

以上は,広域市町村圏合併の議員定数減少による財政上の効果を議員個人へ

の報酬手当の点からみたものである.議員の減少はそのほかにも樟々の経費削

減効果をもつであろうが,それは,今後の課題である.

れば,lUrl県内rrJ町村の平成1O年 1月1口現すl二の議HのfHEり,ttJl末Tlll'I等 (期末丁一Ll'1と
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役職加算の介計)は次のとおりてある.単位 ｢月｣は月額給与等の何カ月分かを示す.

rTJ部 :5.4月--･1血 4.7月･--2市.4.25月-････7市,4.2月-･･･4市

町村部 425月･･･-25町村,4.20月･･･-15町村,4.15月--･2町村

0.0296)を得る.

注21 たとえは,合併前の市については,次のような前提のもとで,以~卜の式によって求

める.

前提 :ltl数-478市,議員定数-1)53345人,議長報酬月額-49万8737円,副議長

47811fの年間議 員報酬 手当-4478×49.8737+478×44.2329+(13345-478×2)×

41.1716〉〆し12+4382)-9092959(万rT])

また,.別井前の町村については,一次の前提のもとで,同様に求める.

前提 ､町村数-2449町村,議員定数-3Jj9788人,議長報酬月額-27万9788円,副

議長報酬)]抑-22万5820日,議員報酬J相良-20万5733rI],期末手当等-4.227カ月分

注3) 本文のJi.域lfJ一町村周に属する市について (当然,特別区を含まない),議員1人当

たり議日報酬手､r'iを求めると,681ノj4()00円 (-909力2959ll]÷1万3345人)となる.

他/i,全回のrli(特別[束を含まない)について,『平成 7年度市町村別決算状況調』

(,nHl-Jl法人地ノj財腐協会｢rj)224頁によれば,議員報酬手当は1534倍5285万円であり,

また,本Ji'･_で採用したn治省 『地方rj治月報』(第51号,平成 8年 3月)によれば,
(減少条例による)｡義fi定数は 1Jj9155人である.したがって,全国の市 (特別区を

含まない)の議員 1人､J')たり議員報酬手当は801万1000円となる.両者は,市の範囲

か若~｢異なり,椎々の概念も同-ではないので,同じ数値 となることは考えられない

が,それにしても両fl-の差が約120万円 (801.1-681.4-119.7)もある.議員報酬千

iL'Jについてはわからない/.'JJ.が多々あるが,それは本章のテーマではなく,その解明は

今後の課題として残される.

第 5節 お わ り に

本章では, 平成 7年のデー タに もとづ いて,市町村の人 口規模 お よび面積 と

議員定数 の間の信頼 で きる関係 を導出 し, それに よって,市町村の議 員定数 の

現状 を評価 し, また,市町村合併 が議員定数-与 える効果 を推計 した. その主

要 な結果は次の とお りである.

(1) 市区および町村につ いて, その 人rl規模, あ るいは人 口規模 お よび面積

と, 人目ヂ'7た り議員定数 (減少条例 に よる) との間には信頼 で きる (有 意水準

0.01で十分有意 な)関係が認め られ る.市区のL_R]帰式 としては, 人 口当た り議
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員定数を被説明変数 とし,説明変数として,人口,人口2乗の2変数の第1ケ

ースと,そのほかに面積を含む3変数の第2ケースの 2種を考えるのが妥当で

ある.ただし,第 1ケースは,人口を説明変数とする ｢線形｣剛肩式の場合と

大きな相違はない.また町村の回帰式としては,人日当たり議員定数を被説明

変数とし,説明変数として,人口の 1変数のケースが最 も適当である.しかし,

面積を加える場合の自由度調整済み決定係数の低下はごくわずかであり, しか

ち,適正な議員定数を考える上で,面積は人口ほどではないとしても, 1つの

指標 とするべきであると考えられるので,人目のほかに面積を含む2変数のケ

ースを併せ採用し検討するのが妥当である.これより,｢市部においても町村

部においても,対数表示の人口当たり議員定数は対数表示の人[1規模に関して

『右下が りの 1次関数』 としてきわめてよく説明される｣(ファクト･ファイン

ディング10)と考えてよいであろう.

(2) 市町村議員定数の相対的な評価を行 うには,｢標準議員定数｣(当該市町

村の人口規模,あるいは人口規模及び面積に対して全国平均的であると考えら

れる議月定数)の概念が有効である.

(3)市町村合併の議員定数-の効果は,合併による議員定数減少率 (すなわ

全国341の広域市町村圏合併は,現行議員定数に比しておおむね65-80%の議

員定数減少効果があるが, とくに人口8万人未満と200万人以上を除く中間規

模ではその効果が大きい.

(4)仝341広域市町村圏の合計では,現行議員定数 5万3133人に対して,令

併後の議員定数は1万1664-17才2040人であり,その差4万1469-4万1093人

が合併によって減少する議員定数である.これは現行議月定数の78.0-77.3%

にあたる,この議員定数減少による議員報酬手当の減少額は,年間約1461億円

であり,現行の広域市町村圏の年間議員報酬手当の63,3%にあたり,合併の議

市の平成 7年度歳出総額に相当する.
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付表10-1減少条例による (現行)議員定数,標準議員定数,市町村合併による
議員定数の減少数,減少率- 広域市町村圏

合併前-付保後 缶イ3相子 合 併 後

:lF.成711:-川勢調4t平成 7年図十地理院 ~平成 7年 人口ベース 人l1.血積ベ-ス

人lt LHl110 議Ii完三数 議員定数 力L-3の減少数 対する械少率 議員定数 カFフの減少数 対 ㌻る減少率

ノノ人 knf 人 人 人 ㌔ 降順 人 人 % 降順

北 1lr''JH知 14.6 2,161 182 32.6 149_482.1 83 34.3 147.781,1 89

2高1辻P-P 5_0 2,】84 86 25.2 60.870.7253 26_6 59.469.1261

3遠絞 9,2 5,148 198 28.9 169.185.4 21 31.0 167_084.3 26

4 卜勝 35.7 10,831 382 42,4 339.688,9 2 46_0 336.088.0 2

5北約 25.5 5.541 266 38.2 227.885.7 19 41.0 225_O84.6 22

6留iUlp 7_∩ 4,020 142 27.1 114.980.9:100 29.0 113.079.6.1(〕7

7 ',lA:'d 8,6 4.051 166 28.5 137.582_8≡66 30_4 135.681.7 77

8 1_川北,tJfli 8,6 4,i(J8 168 28_4 139.683.1 6() 30.4 137,681.9≡69
9北乍知 4.7 1,834 96 24.8 71.274,22Oとi 26.1 69_972.8214

海 】()池Al.tj 47_4 3,715 339 46.5 292.586.3 13 49,3 289.7 85.4 14

追 llLrrrtIi 9_() 4,812 166 28.8 137,282.7 69 30.8 135.281,4 85
12内Hrl_振 22.6 1,356 158 36.8 121_276.7175 38.5 】19.575,7178

13南空知 21,2 2,563 218 36.2 181_883.4 54 38.2 179.882.5 60

14釧路 28.ti 5,997 196 39.6 156.479.8115 42.6 153.478_3133

15東胆振 21.9 (2,341 138 36.5 1()1.573.6218 38.5 99,572.1229

16後一LI 27.5 4,3()5 336 39.1 296_988.4 3 41.7 294.387_6 3

17 卜川.fr部 41_8 3.471 182 44.6 137.475.5188 47.3 134_774.0:19とち

18棉ILJ 5.8 2,850 16tt 25.9 142_184.6;34 27.5 140.583.6 42

19fll'j;i 8.9 3,54∩ 112 28_7 83.374_4204 30.6 81.472,7218

2OfL幌 215_LE-) 3,540 278 82.3 195.770.4257 85.7 192_369.2259

)/_'l森 2li_巨軽 35_0 1,730 251 42.1 2(ー8_983.2 58 44.1 206.982.4 61

35.4 1,346 242 42.3 199_782.5:73 44,0 198,O81_8 74

L2:目せ.降州北 16.5 1,753 229 33.6 195.485.3;23 35.3 193.784.6:24

24青森 32.8 1,345 132 41.3 90.768_7271 43.0 89.067.4274

25~卜北 8_9 1,415 138 28.7 109,379.2130 3(I,〟 ー08.078,3;134
26 仁卜 19.6 2.019 )JLl 35_3 178.783_5 52 37.2 176.882.6 55

1ゝ 27盛岡 47_8 3,640 274 46,6 227.483.0 62 49.4 224_682,0 67

14,9 1.173 13と～ 32_7 105.376_3:180 34.1 103.975.3:183

29久慈 7,Li l.()77 118 27,2 9ー)_876.9;171 28_3 89.776.0:171

30両繋ぎ-rlTt′ 15,3 I.319 186 33_0 153.08'2.3…77 34.5 151.581.5･I㌻83

岡 31ィ.f-I..J' 21)r4日).2 1.9361,467 15894 35.729.6 122.364_477,468,5161273 37.631,0 120.463.076,ー67_():168:279

33'jt仙 8.0 890 9(I 28_0 62.068.9;269 29.0 61.067.8273

34一,I;llⅠ ll_0 2,672 144 30.3 113.779.0:133 32.1 111.977,7147

35二二J.L 7.2 1,100 1n3 27.2 75.E373.5219 28.4 74_672,5223

ltTJl城 36イ】~巻 23.5 722 213 37.2 175_882.5 74 38.4 174.682_lー 66

37仙南 19.7 1,551 196 35.4 160_681_9㌻88 37.1 158.981.1 90

38栗Tl,gL 8_9 糾J6 171 28.6 142.483.2.5ブ 29_6 141.482_7 54

39人崎 22.4 1,522 285 36,7 248.387.1 8 38.5 246.586.5 8

4ー)rf_木 9_2 469 151 28.9 122.180.8:101 29.6 121.480_4 96
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付表10-1 つづき

合併前-合併後 合併前 でナ 1)T- 紘

:.F.成 7年[甘勢調瀬 平成 7年Elil十地坪院平成 7年4J】1H(現行) 人目-こ一一7't 人目 .Erlif'r'iベ-7､標準 輿 4J-- 現iJ:L二I TTL.1十 現 行 現行に

人ll 軸楠 議員定数 議員走数 か ⊥)の減少数 すする減少ヰ(- 力⊥ンの 対する議ii',ii数L純少数 減少>fJ:-

万人 knf 人 人 人 % 降川1 人 人 ㌔ 馴頁

秋川 42揚沢塵勝 8.5 1,225 118 28.4 89.676_り川4 I_)(J_6 Hti_474ー91日7

43横 手平鹿 ll.3 694 162 3()_4 131,681.2 93 31.′1 l3U.ti80.6 93

44本､托由利 12_6 1,450 197 31.3 165.784.1 44 32.A 164.283.4 47

45鷹巣阿十二46能代山木鹿 4_810.69 1,4r)9L l9 】 90ユ54 25.い3O.()ワ⊂ 65.0124.()72.28()_5312341()333 26.131_32｢~ 63.9122,7メ 71_ー79.72411r)5

47 角48大曲仙北49秋u周辺 4.16_143.7 8H/2.1281.694 4⊥1264252 LD.∩33_445.3 19_∩230.62日6.74L_87.382_0"6585 .),935.347_3 1.1228.72ー)4.741.()86.681.2336⊃汚8

50大館周辺 8_8 914 66 2H.6 37.456.6326 29.7 36.355_()327

山形 51巌 卜 10.0 I,803 147 29_5 117_579_9112 31.rI 116.07H.9120

52置賜 25_1 2,496 185 38.() 147.LI79.5125 4().】 144_978_3132

53西村ll15471三r̂J 9.332_5 9352.4n5 10428tq '29.日41.2 75ー0246.87(2_1R5.723618 :M,14:i.4 73,9244.6丁l.い84.924019

55北村日j56山形 10.73Lq▲1 856828 i)0128 30_043_3 60_()84_766_766_22H7293 31_144,6 58,9H3.465,565.I292295

58本目上そi 13.4 872 124 31.8 92.274.3205 3.'う.日 91.073..2()7

5〔一首 多方 7_3 1,087 12〔) 27.4 92.677.LJ166 28.5 91_576_:166

6∩安達/ゝI 川,6 512 142 30.0 112.07払_tに ;137つ :M,7 lHr3'7 7H.4つ'130

61ヱこほT..松62秋葉3 ′ 22.47,8 1,915865 246132 36,827.8 209.2104.2R.).179_UrL3:一6:1こう5:2｢ .3H.hZtirトに ⊂ レ()7.41日ニト284.J7tL2 281369

6し郡lLl64礼'IE7i 55.541.1 2,38()1,241 334218 49.144.4 284.9173.6R.)..79_7 2119 .)I..)46rl 2H2.5171_9H4.67FL9 _3122

65南≦さけ 3.7 2,342 1()4 23,6 Sn,477.:i163 24.9 79.176.tJ170

漢城 66JJrkl杓 22_4 451 17rI 36,7 133.37H.4:】451 :17.5 I:う2.577_9141

67茨城gfr向8人'tIJ'- 33.7 500 228 41.6 186_4トト1 亘 )つ̀1 42一.r-1つ【9 lH5_.r-1Hl.い り

6 FE1人｢69水17A 7.065.9 6301,041 96328 27.152_1 68_927.rL)_り7_ボLL :-4≡4:i _/..r:):i.7 6H,1i)74.37日,9tL'3,67().1:244≡4()70土il附1A岡 36.8 651 21〔) 42_8 167,279.6:120 4:う.LJ 16(I.1 て118

72常総 24.7 264 ー∵ト 37,パ 90.27().:255 3日_2 89_8 1253

744lET&75筑南 23_/18.2 419284 一._52 .I/,二i4_6 134.717,4/8.333,4 4734日 L川.13.rL).1 ]33_916.977_932.6144340

栃木 76栃木 17_4 332 124 34,2 fi9.872.4229 34.7 89.372_(230

77=芳賀 15.4 564 134 33_1 1()()_975∴:192 34.0 100.()74. 190

7と弓日光▲-1′}~ 1()_() 1.449'一､【 92 29,r) 62.567.9:27～与 ニit).9 61.1に 66_ 282

79由りE'約80鹿さすi 5.510_4 L6/491 /848 25.729_H 52_318_26/_〔37.～:2H3:338 26_23日..ri L)1,Al7.566.36. 281339

81両毛 29_4 534 106 39_9 66.162.:.'う11 40.A 65.261_ 3】2



第10章 都市規模と議員定数 28Ⅰ

付表10-1 つづき

ナナ1)川] {T併後 合併｢杓 令 情 後

標幣 現 行からの､､1､､ 現行 に対す旦 標準 現 行や､らの 現行に革ま†ゑ人目 rltー梢 議日疋数 議員スE数 減'y数 減少数 減少率

ノノ人 knf 人 人 人 % 降順 人 人 % 降順

柄 83小lrJ8 Jj′3'J 21.2 254 92 36.2 55_86ー)_7316 36.5 55.56〔)_3315

イ＼ 4 l)/ilH5土去li裕 2ー)_9ll.7 1,319544 156110 36_∩3〔),7 120.079.376.972.1170237 37.631_6 118_478,475,971.3174236

節I.!tJ鴇6利他乏打川l 1日｣ 1,766 157 29_6 127,481.2 95 31.1 125.98∩,2 99

87Iて▲:jJT糾】~̂;1-I 38.2 674 162 43.3 118.773.3223 44_5 117.572.6222

88東も 37.0 349 192 42.9 149.177_7156 43.5 148.577.4150

89伊勢崎tlrl沌 21_9 165 112 36_5 75,567.4ー281 36.5 75,567.4275

9ー)渋川 ll.9 289 152 30.8 121.279_7117 31.3 120.779.411日

911r:).'rlrlけ楽 8_5 489 86 28.4 57,667,0:284 29.1 56,966,2285

92rnA橋 33.9 312 116 41.7 74.364_1306 42.2 73.863.63()2

93-/J.lli 7.日 1,278 132 27_1 104.979.5124 28.3 103.778.6125

94多即藤E,Y.1 ll.3 539 114 30.4 83.673∴う222 31.2 82.872_6221

95桐/I:_Itf外 2り,6 .r-)り4 124 35_9 88,171.1251 36_7 87,370.4249

埼 96秩父 12,3 肖93 15と弓 31_1 126.980.3105 32_3 125,779.610697リい;一群ltf 13.7 199 116 32.0 84.072.4230 32_2 83.872.2226

_ド 98人ltl-_ 38.6 :i62 202 43.4 158.678.5143 44.0 158.078.2137

99比_liモ 24.4 384 201 37.7 163.381.2 92 38.4 162.680.9 92

十lr)0上主/i-1 15.8 327 144 33.3 11〔).776,9172 33.8 110.276,5164

1011HF 32.9 758 120 41.3 78.765.6297 42_5 77.564.6298

102lll武 19.9 395 176 35.5 140,579,8114 36.2 139.879.5109

1()3J/1'-I}5 15_2 577 183 32_9 150.182.0;86 33_8 149.281.5 80

農 104汚収 15.7 484 187 33.2 153_8H2,2 79 34.0 153.081_8 73105束総 2r).9 349 166 36.0 130.078.3146 36.6 129.478.014()

1()6如隅 8.9 4n6 112 28.7 83,374,4203 29.3 82.773.92∩1

1()7印傭 61.3 609 25() 5〔),8 199.279.7118 51,8 198.279.3112

神祭 1()8ErT1-LJLTA(神(,モ日日 36.6 635 212 42,7 169.379.8113 43_8 168.279.31tl109iF久井 7.6 238 70 27.6 42.460.6318 27.9 42.160.2316

節沫;ll()::_莱 .捕 27.2 828 228 38,9 189.182.9 63 4〔),2 187.882.4 62

111柵崎 ll.3 511 1nr) 30.5 69.569.5:263 31.2 68.868.8i263

112新発川 15_4 836 149 33.0 116.∩77.8152 34.2 114_877,0こ154

113上越 19.9 862 212 35,5 176.583.3 56 36_7 175.382.7■53

114新JIr-野i144- 5_4 556 92 25.6 66.472.2235 26.3 65_771,4234

115糸魚川 5.5 746 66 25.7 40.361.1313 26,5 39.559.9:318

116十 日町 8_1 762 110 28.0 82_()74_5;202 29.0 81.073.7204
117六l川f 7.6 942 94 27.6 66.470.6254 28,6 65.469.5255

118杜絶 7.5 855 172 27.5 144.584_0;47 28.5 143.583,4.45

119til朔 36.7 I.O66 244 42,7 201.382.5 75 44_3 199.781.8;70

120小出 4.6 947 108 24.8 83.277.1167 25,7 82,376.2169

121grii.i 83.5 883 384 56.7 327.385.2 25 58.2 325.884.9L20

122Ji泉 7.7 1,305 106 27.7 78.373_9:212 29.0 77.072.7217

123-1J川ハ 8.4 1,484 129 28.3 100.778_1150 29.6 99.477.0153
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付表 10-1 つづき

合併前-合併後 合併前 人 件 後

二平成 7年国勢調-h:平成7年国十地坪院平成 7年4jllu(税4i) 人目ベ-71 人1ト rfH-棉---1

県 人口 血相 議員定数 議員!定数 カ ⊥J )減少数 寸 'D減少-;1.I;-議liに数 カ ⊥ー )減少数 寸㌻るi-lut少-)辛を

力~人 kTTIZ 人 人 人 I).∫,'O 馴rl 人 人 0 .ノJO 馴汚

吊 124砺波 10.9 796 140 3()_2 1()9_87指_.r-,144 3].2 lり8_877.76:I).4148
125新川12 +'~ 13.8 925て 96 32.0 64.066.6Jトリ :i:L:i 62.7 293ソ

=Ⅰ 6IHJ岡127冨山 28.150_2 l)731,844 89206 39.347.4 49.7158.6.ーD,占77_り328ーtlLJ 4り_349,6 4H.7156.4D4.775.93兆173

128射水 9.3 109 85 29_() 56_∩65,9295 2H.8 56.266_1287

イ1-129七尾 8,7 407 109 28.5 ボ∩,573.8213 29.1 79.973_32〔)9130胡 l咋 三 7.0 440 84 27,1 56.967.8279 27_7 56,367.0278

川 131奥能登 9r6 1,130 tlヽ 29_2 88_875,2194 3り.5 払7.574_2194132南加賀 23.5 776 130 37∴】 92.771_3249 :38,5 91,570.4247

133才川l中火 69.2 1,432 256 53.(ー 203.079.3126 55_() 201,078,5126

福 134福井牧井 41.2 ()57 2412 44.4 197.681.7 叫ー 45_9 196,181.0 9ユ135丹南 19_1 1,007 184 35_1 148_98(),9 99 36.4 147.680_2 98

井 136嶺由 15.3 1.Otjti 148 .3:一.O 115.077.7154 34_3 113.776.8159

137人野 .勝山 7_∩ 1,ユ26 52 27.1 24_947_8332 2H.2 23.845.7332

山 138冨-Ⅰ二北麓 9_9 483 1Lい 29.4 llt一.679_∩134 30,2 1り9.t578.5127

139東部 1∩_5 846 118 29.9 88_174_7199 31.0 87.()73.8202

140峡南 7.0 I,060 164 27_1 136.983.4 53 28.2 135.882_8 51

141峡北 9.1 765 164 28,8 135.2鞍I2.4 76 29_8 134_2Hl.H 71

梨 142東山梨 8.429 568 121 28.3 92.776_6177) 29,1 91,975.9;17L':.)【J
143甲仲144峡lTq I.66.8 252264 126102 40,026.9 86.075.168,373_7)75215 4り一.i27,2 fir)_774,ti6日,()73.3:-川:2り8

145東八代 6.9 222 136 27.∩ 109.()80.2】り7 27_2 lou_只tq().()トロ

在 146佐 久 21.7 1,597 284 36.4 247.687rZ 6/ .'うtqr1 245.986.6 6

147鍍伊木出 17.8 1,929 267に 34.4に 232_687.1 こう6.2'7T- 230_8t36_4~ワ mL

148 ､EJ149上伊那 4.419.0 1,6891,348 1こ)0186 24,､)35.0 125.○151.083./81_2:5しー:9,1 】.lp7:,,6.6 124.3149_4H】.9日り_3:4.I:97

150北信 10_5 1.009 129 29.9 99.176_87173 :H.1 97_975_9:175

賢t151人北 6_7 1,103 106 26.8 79.274_719桔 27.9 78_173_72り3

152松本153｣-∫ 41.3ワ 2 1,750 316 44_4 271,68:I),9 14 46.5 269_5に t55,3.十■I 16

′ヽ154長野 一0.56.9 8801.565 152348 35,649.5 116.4298.576.685.817816 36.951,5 11､)_1296.5/,),/85.217/18

155諏訪 21,0 715 130 36.() 94.(ー72,3233 37.2 92.8丁ト1:235

岐 156飛騨 13.0 3,328 193 31,6 161.483.6 51 33_6 159.482.6 56

157~吋茂 21,5 834 けl 36.3 144_779,9:111 37.5 143.579_3:113

158中津川恵那 14.1 1,156 186 32.3 153.782.6 71 :i:i_6 152.481.9:68

159中濃16 大垣 ll.6 Lr=,89 108り 30_79 77.3'Ll 71,6244 3】.5 76.57()_8245

早 O ld161郡上 32.05_1 JD(1,()31 Lt=94 4(一.㌔25_i) 16L.16とLS80.573,11()4226 41_926.2 168.167.880.072.1.102:228

162束潰内部 22_1 382 93 36_6 56_46r).7317 37.2 55.8 6〔)_∩1317
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付表 10-1 つづき

(㌻併In-I-{州T-紘 {千体前 介 件 後

標準 現 ,行 二呪†丁に 標準 現 行'C7-税行に寸-ワ
人ll LfrlA桔 議lLi定数 議iLま定数 カL)の減少数 対 ㌻る減少率 議1-i定数 かL))減少数 対3-台減少や
Jĵ LH. 人 人 人 % 降順 人 人 % 降順

岐事ir-164fiI 川irI'.I,_) 7.4 877 101 27.4 73.672.9228 2R.4 72.671.9231165益 4_1 851 72 24_2 47_866_4292 25_0 47_(ー65_3294

鍾 16iう ･#I,GT:lJ_ 21.9 483 13と蔓 36,5 101.573.6217 37.3 1(ー0.773.0Jl∵

167 16.6 887 114 33_7 80r37口.4256 34_9 79.169_4258

l68 25_9 406 143 38,4 104,67:ち.2224 39_1 103,972,721(i

169 7日_4 636 2ー)∩ 55_4 144r672_3231 56.5 143.571_7232

17り 78.7 1,463 389 55.5 333.585.7 】7 57.5 331.585.2 17

開 171 8,6 585 1rI9 28.5 8〔).57?).9211 29,3 79,773.1211

172l-173 jl-唯 75_6 1,442 13r) 54.7り 75_357_9323 56_7 73.356_4324

174'i.坐 27.735.9 264603 9080 jOJ4二2_5 JO.837.556.〇46.9327333 39.543.5 50.536.5〇6.145.6326334175｣ 4,3 リー} 71 24.4 46.665,6298 25.3 45.764.3300

餐 176新城Ii.j北.言lL/k! 7r2 1.151 125 27:3 97.778,2149 28.5 96.577.2152

1771;:触 I_75.6 216 134 38.2 95.871.5247 38.5 95.571.3237

178L凡り毛幡 Lj_ 15,9 160 80 33.3 46.758.4322 33.4 46.658.3322

知 179IF,t_=Jj州茂 42.() 852 140 44.7 95.368.1277 46,1 93.967.1277

1803-1崎仙川 36,5 444 80 42.7 37.346.7334 43,5 36_545r7333

181T,I_鰭1ftt_丈 41.8 448 104 44.6 59.457.1325 45,4 58.656.3325

秦 川2伊Jf'i ー8,I 688 104 34.6 69.466.8285 35.6 68.465.7288

183松阪 18..i 69〔) 120 34.6 85.471.1250 35_7 84.370.2251

184熊Pir 4_7 542 74 24_8 49_266_4291 25_5 48.565_6290

185伊勢ニL:摩 27.0 915 251 38.9 212.184.5 35 40.2 210,884.0 36

186津1 妃 ､ 3().4 789 194 40.3 153.779.2ここ 131り̀ 41.6ワ⊂⊂ 152,4つ 78.6に123

87--鷲188紀勢 4.82.4 4.))596 〇664 24.921.8 31.142.2JL一.565.93】9296 】J.L122∴i JO,541.754.〇65.1329296

189鈴鹿亀lrJ 22_6 386 68 36r8 31.245.8335 37.5 30_544.9:335
190桑名 20.9 392 158 :56.0 122.077.2165 36.7 121,376,816∩

191 1｢tJ- 35_∩ 327 108 42_1 65.961.0314 42.6 65.460.5314

十十At192 棚東北 32.4 ].123 1け 41.i 276.987.1 10 42,7 275.386_6 /ユ61

193r1;(滋'LJLf) 21_2 579 16(ー 36.2 123.877.4160 37.1 122.976.8

ユ94iq-I胡西J,Ju 5.4り 511に⊂ワ 88り 25,6 62.470.9252 26.3 61,77ー).2:252

1_;)一日1tL)6人.;.jTr湖一+-j 14.i55.4 .一､一_581 ilo162 32,349_0 87,7113.073,169.722 726() 33_25().() 86.8112.072_369.1224260

京 197丹後 12.1 840 191 31.0 160.083.8 49 32.1 158.983.2 4Rー98l】丹 21.7 】,241 128 36.4 91.671.6;246 38.0 90.()7〔).3:25n

那 】99);七郎lMl', 15.6 I,362 160 33.2 126,879.3≡128 34.7 125.378.3:131
2()0仙3.牡 8,7 263 122 28,5 93_576,6176 28.9 93.176.3165

2()2-rhIEt 6.8 826 130 26.9 103.179.3:127 27_9 102.178.6124

203播伊納 1'+ 21.1 719 170 36.1 133.97日.8｣1一日 37,2 132.878.1139
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付表10-1 つづき

合併前-令悌後 合併前 人 体 後

-.L':成 7年同勢調溌 平成 71ト困十地坪院 ill:成 7年4 月 1 口(現行) 人Hベ一一て 人目 .Ll1i梢ベ- ス
標畔 現 行や▲ら e? lJLそ]--にすけ る 照titIミ 規 子i力.:)の .呪キナにI.!†る

県 ^H 血相 議f1jti数 議fミスヒ数 減少数 減少数 減少率

jĵ 灯ー 人 人 人 % トTPI 人 人 % 馴自

兵 2()5西播 13.0 675 119 31.5 87,573.5220 :i2..rL) tq6.572.7219
2O6多紀ワ 4_5 378 58 24.6 33_457,6324り 25.日 :ー3.056.8323

描 _(ー7パ莱2鵬 播磨中火 コ.368.6 7191.日38 /4258 25,n52,8 48.5205.265.379_;-1】99121 26.Li54.5 47_72()3.tr:,64.47と4,9299121209氷__1二 7.4 493 104 27_4 76.673_6216 28.I 75.973rt213

210東播臨海 42_3 217 1n8 44.tS 6こLZ58.:,)32ユ 44_9 63.I58,4321

プ5,良 211柁リtJ-宇陀 ll.1⊂ 474 99 SOPS'') 68.7【⊂ウ69_4+Ll 265 31.り 68.068.7265

212上り-213葛城 1こ).023.1 73151 1081〔)6 3】.ボ37.0 /.).〕69.りbL.66Lr-).O2613()1 32.3:i7.() 7br769.り70_065,12:)4297

214南和 1().1 2,346 171 29.6 141.4H2.7 68 31_:i 139.781_7 76

215山辺 14_0 249 105 32.2 72_H69,4266 32_5 72.Lr-169.0262

216億位 .高rh l3.8 89 52 3Hr4 39.0337

柿 217御坊 7.4 579 122 27_5 94.577.579.2159 ZH,2 93_876,9158
218LH辺 14,2 I.376 155 32.3 122.7 132 :i.ILK 1'j1.278_2135

歌両 219新'E,i+良 一 9.1 1,127 139⊂ 28,9ワ ll().I79_2129 :う日.1 108_97H.4129

22(ー橋本22l-fL-円 1n_48.9 463475 9.ー101 )9.8-28_7 65_272.368.671.67.r-),6272243 .川_､)129.4 64.571_66ノ_97日,9272243'2J22印紙llJ 58,0 704 2r)4 49.8 154_2 187 51_り 153.075.り186

鳥 223鳥取県rfl部H -+ 12.0 776 174 3n_9 143,I82.2 7E3ソ 31.9 142_181,6 79

収 224鳥取県東｡B225/:J取県抑絹 24.924_6 1,5191,208 258237 37.937.8 22日,119!).28.).3糾｣ ー44TI1 39.739_3 218.3197.784,683.4 2146

良 226出雲22 益 員 一一 19_5 1,15213 198 35.3 162r782.'2757 82】R1 36_7 161.3に 81.5 84
7_n.tTt(Ji柚228松江 /_/30.4 ,､761,551 114308 27,74()_3 ti6..i267.7桃.9 6ll 2tL942.1 臼､一,1265_9/4.686,3191ll

梶 229浜山 9.5 847 1n2 29.I 72_971.:248 30_2 71.87n_412細

230隠岐 2.6 346 90 22,2 67.875_3:191 22..r=l F)7_575.∫ilL<5
231大田 7.6 1,355 145 27.6 117.481.( 96 28_LY 116.L28(I_11日1

岡 232は山 17.3 1.360 228 34_1 193.985.∩ 27 35.6 1±ーZr4肖4.4 L25233阿断つ 4_0 793 6吊り1 24.0り⊂ 44_∩64,7302 24_8 43.263_5.:in4

2J4た庭235高jA 5.85_2 896675 l∴ト9n _tー_925.4 1〔ー2.I64_6/9.771,8.116:240 26.926_2 川1_163.H79.(70.9.119:242

両 236典-tfl 3.8 487 92 23_8 68.274.1:209 24,.'う 67_773.5≡206237井甘 16.2 528 132 33.5 98.574.62(ー1 .'i4.3 97.774_0199

238岡lJl県南 135,3 I,832 397 68.1 32汚,982.87.r-)r4:67 7日..r-) 326.582,2 63239東備 7_6 533 112 27.6 84r4 19() 2パ_:i 83.774.7189

伝 240備北 lト1 2.1〕25 2()2 30.3 171.7指5rt 2R 3L_).() 17〔).084.2 29
241芸北 ll.1 2.(ー25I)I) 202 3().3 171.785rt:2指 二r_).り 170.084.2;29

良 242竹原243福l事r.府中 5_752_6 ー_61.179 76216 25.948.2 5〔1,1167_Ei65.77, 294155 26.149_9 49.9166,I65,676.9289157244--L.煉 12.2 628 1()2 31.0 71,()69.6:262 31_9 70.168_:264
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付表10--1 つづき

介併前-介併後 合併前 人 併 後

平成 7年ー玉ー勢調裾 平成 7年EEl土地現院平成 7年4月1日(現行) 人目ベース 人目.Irli偵-二日ス標準 叫 =l 視てJr-に対す7 舵-ilEi 輿 イi 規子i-に1 7
人L:] 面積 譲与i定数 議fi五三数 カL-)の減少数 ･1 .)減少ヰ'-議臼定数 カ⊥)の減少数 寸す 訂減少率

万人 knf 人 人 人 % 降順 人 人 % 馴貞

幅l叫287飯塚 20.6 369 195 35.8 159.281.6 91 36_5 158_581_3 87
288由二JJ~.革左手 12.5 252 99 31.2 67.868.5274 31.6 67.468.1269

289Rl川 15.3 364 184 33_() 151_()82_1 84 33,6 150,481.7 ∴

件 29∩唐津 .東松浦リ91佐 u々 14,5348 523749 16527() 32,542() 132,5228()80.384410637 33.34'i3 13一.722 779.884(104つr-

貝 ⊥ +tl292杵藤 18,0 644 216 34.5 18一.584.0 46 35.5 6,18().5 .∫83_6 .J.)43

293鳥栖 12.8 202 130 31_5 98,575_818.rL) 31,7 98.375.6179

294什万里 .北松 17.0 748 216 34_0 182_()84_3 4日 35_1 1割).9R3.氏 3托

良 295島原 13.() 317 184 :i1_6 152,482,9 65 32.r) 152.0R2.6 57

296県央 (長崎) 25.8 580 221 38.3 182_782_7 7() 39_:3 181ー7托2.2 64

297TJl_EI., 5.1 420 98 25.3 72.774.22り7 25.8 72_273_72り5

298佐世仏工 35,3 752 251 42.2 208.883.2 59 43.5 207.582.7 52

崎 299上五島 3.() 213 82 22_7 59_372∴う232 22.8 r)9.272.I227300壱岐 3.5 138 62 23.4 38.662_2312 23_4 3H_662_33()9

301長崎 55r吊 534 22∩ 49.1 17().977.7157 5ー).】 】69.977.2ー5ー

302才寸鴇 4.4 708 loョ 24.4 77.676.()182 25_2 76_875_3181

熊 303人~L.,:.球磨 10r8 1,538 197 30.1 166,984,7 31 3一.6 34

304有l】月 17.9 421 1トー 34.4 146.681.() 97 145_H～州_6 9∠l

305阿蘇 7rt:i 1,198 176 27r(i 148,2料.2 41 29.日 147.日(<3.5 44

306大平 15.4 875 246 :う3rり 21:i_r)R6_6 12 34.2 211.汚tq6.I い

杏 307山鹿 .鹿本 9,2 365 lO2 Zti,～) 73_171_7242 29.4 72.6丁トl2393()8八代 15,8 713 124 33,3 9り.773.2225 34_:i 89_772_3225

3()9熊本中央 97,6 1,5847一一 397 60,1 336.984.9 3() 62.2一に【 334_884_3 27
310架】池311水俣 .r-;JL 5.36.2 _//430 6272 25_4L26.4 36,645.659.∩63_33203()7 2.)./27_() 36.345,0コ8.562.5320308

大 312Hu卜 玖珠 ll.l l,224 122 3().3 91.775.1195 31.7 90∴374_1196

313佐伯 8_8 9∩3 134 28_6 1∩5,478,6141 29.7 104.377.9ー45

314Lf二仏:.高‖ 9∴∃ 692 112 29_() 83.074.12tO 29.9 82ー173_321〔)

315小津 .下毛 8.7 491 8り 28.5 51_564_4:3()3 29_2 5n.863.5305

316東国束 3_9 324 72 23,9 48.166.7;286 24.3 47.766_3:284

分 317大分 48.1 82() 126 46.7 79.362.9:3()9 48_1 77,961.8;311318別杵連敗 ld_4 432 93 34.7 58.362.7;310 35.4 57_661_9:310
319日津 6_1 231 42 26_3 15,737.3339 26.5 15.536.8338

320竹田 .i白二人 3.05.5 478 57 22_A 34,26(一.∩:319 23.3 33.759.1319321大野 743 lJい 25.7 94_378_6142 26,6 93,477.9143

呂崎 322都城北諸方 19.7 763 116 35.4 80.669.5264 :i6_5 79,568,5267

323西諸 9,0 931 93 28.8 64.269.1L268 29.9 63_167_9:271

324宮崎県北部 26.8 3,184 240 38_8 2〔)1.283,8L4ti 41.1 198.982.9:50

325宮崎東諸県 41.4 870 15り 44.5 105_57n_4258 45_9 1r)4.169.4257

326口南串P呈1l] 9.1 831 83 28_8 54_265.3:3日() 29.9 53.164.0:301
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付表10-1 つづき

介イ)川f-ナナ併後 {ナ併前 A 併 後

､Ii-成71一二lET勢朋推 平成 717二田寸地坪院平成 7年4jllH(現行) 人し｣-こ一一ス 人目 .面積ベース標 粥fFl 規 行ゝ 硯術に7- 標準 硯 .行 現行に斉-
人目 llli桟 議主i定数 議員定数 カ⊥)の減少数 寸する減少率 議員五三数 カ⊥)の減少数 寸㌻る減少率

ノJ~人 N1 人 人 人 % 降順 人 人 % 降順

鹿 328北藤 9.9 581 120 29.5 90.575_4189 30_3 89,774,8188

329川床 13.5 987 186 31.9 154_182_9 64 33_1 152,982.2 65

330南鹸 1().4 6()6 15∩ 29.8 120.280.1108 30.6 119.479.6108

JJL.'331指桁 6_6 259 80 26.7 53.366.6290 27.1 52.966.2286

332人即なたLP1 トJr 27_7 2,1ー)3 358 39.1 318.989.1 1 41.2 316.888.5 1

E!-,333 .,ll.イjJ.二334鹿リユF.I,i 16.376.4 1,0771,339 192356 33.554.9 l58.5301,182_584.6 7233 34_956.8 157,1299.281,884.0 7231

335屯H紺.li 13_6 1,240 260 31.9 228.187.7 4 33.3 226.787.2 4

336熊 5.1 995 96 25,3 7().773.7214 26.2 69.872.7215

汁縄 337'E,:]'[ (沖縄) 5,6 226 100 25.8 74.274.2206 26.0 74.074.0197

338｣ ー2.I 823 2()0 31_0 169_084_5 36 32_1 167,984,0 37

339八 llJ 4,7 592 52 24.8 27.252.2330 25.5 26.550.9330

340小 rミ(ill'純) 43.I 258 284 45.1 238.984_1 42 45_3 238,784,0 32

341府 ;(川■純) 61_8 367 353 5()_9 3(ー2,185,6 20 51.5 301.585.4 15

(riA) 1,1ナ梢rLlTJはLiLイ[を示す.介併後は,広域市町村圏内の市町村か合併 して 1市を形成する場合を示す.
2.人tl,Lr11梢. (規子J)議ii追敷は,広域市町村圏内の市町村の合計.

3.標準議ii㌫数は,人目. または人Hおよび両横に もとづいて.回帰式 より求めた.詳 しくは本 文

参.E汎

4.降JIlliは,仝Ii引3411ム妓IIJ町村圏の小ての大きい川見

付表 10-2 減 少 条 例 に よ る (現 行 ) 議 員 定 数 , 標 準 議 員 定 数 , 市 町 村 合 併 に よ る

議 員 定 数 の 減 少 数 , 減 少 率 - 大 都 市 周 辺 地 域 広 域 行 政 圏

{十川=前 合併後 介併前 介 件 後

､Li-lJk7イ1:-ll;-】勢調査 -平成71f:-lF_lH也PP_醍平成 7年4J]lH(現行) 人目ベ一一ス 人【｣.両横ベー ス標準 硯 子ゝf 判一子fに* 標準 町 村 現行に
人ll rlli椅 議員定数 議員定数 カ⊥)の減少数 寸する減少率 議員定数 カレ)の減少数 対する減少率

ノ∫人 hf 人 人 人 % 降順 人 人 % 降順

1 仙fT人都lTlJIit-]iJJ 138.2 I,648 354.0 68.7 285.380.6 4 70.9 283.18()_0 6

埼 LZ 埼-I;_小火3埼J三_批判fl-i4 埼Ⅰ;_東部 21:i_966.0 427474 414_0374 82,052.1 332.0321.980.286.1 61 81.9529 332.1321180.2859 41辛 115_4 299 26(ー 64,0 196.075.4 9 64.0 196.075.4 1日

5 埼 F'Ar西部節 -6 埼_1;_lTLi榔節:二 156,2 386 340 72.1 267.978.8 7 72.2 267.878.8 735.6 374 159 42.3 116.773.4 ll 43.0 116.073.0 12

束/r:Jll 7 lTtl多摩 39.0 573 156 43.6 112.472.0 16 44.6 111.471.4 16
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付表 10-2 つづ き

合併前-I+併後 介併前 A イ)F 碓

平成 7年国勢調香 平成 7年T回十地理院 平成 7年41-】lL](現行) 人目へ--て 人目.両横---て~~有れ イiか ､ 収1iL二対すj 標や現 イ)■.★∴ 規子iにJす7
人ll 血梢 議上i定数 議Li'jii数 JL-)の減少数 ｣ .)減少ヰTp講ii延数 か L> )純少数 寸 .,減少や

餐 9 Eg.張西.%3{ 48_9 193 154 47.日 107.()ワ 69r5 tR ･17.0 lrI7.りソ 69_5 18

10 知 y11 尾張北部12 妃張東:a= 56.467,739〔 3832962 2521941ー 49_352.6 ー()2_7141,48L)80.472.9 513 49_952_9 2日__1141_180.272.7 h13

知 那13 海部津占i LL.J31_4 302〔)6 52I235 43.840.7 1(一.】194.3-1_282r7 172 44,日4日.紘 108,0194.271_1H2.6 172

15,0 42 132 32,8 99_275.1 1日 :i2.0 In°.∩75.ti 9
15 大浦東; 43.6 201 137 45.2 91rボ67.() 2rI 45_:i 91.766.9 2()

大 17 小河内 87.4 129 lP6 57.71 48.345.6 24 56_9 49_146.3 2418 泉北 Ill_1 249 143 63.1 79.95.rrl_9;23 (う2.9 .W).I56_り;23

臥 19 南河内 68,9 303 194 52.9 141_1 72.7 14 5:i_2 74り_H72.6 142〔) 泉南 55_7 323 184 49.I 134.973_3 し 49,6 134.47.'iー1 ll

21 北inT内 121.1 177 19() 65_2 124_8 ワ1 64.5 125_566.0 ワ

116.5 592 16-1 64.3 97.7GO.3 65,】 96_959_8 22

(rj) 1.合イ朋了Jは現行を示す.合併後は,大都｢いEqi71地域は規子J止別釧Alの‥7m｣村が†HjfLでlrlJをJfjl,i弓~

る場介を示す.

3.標準議員定数は,人目,または人目および両横にIuとついて.回･Jrhによ,):求めた.i,Yしくは本文

参照

4.降順は.公国24人郡山 Ia辺地域J上地行政魅のllrての大きい順.
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第11章 都道府県職員数とその削減計画

第 1節 は じ め に

本章は,都道府県職員数の現状およびその削減計画を明らかにし,その現状

および削減計l叫に対する1つの評価方法を提示しようとする試みである.

前章までは,市町村を考察の対象としてきたので,本章で,行財政改革の一

環としての公務員数削減計L由jを検討するに際しても,本来は市町村を対象とす

るのか望ましい.それにもかかわらず,市町村ではなく都道府県を対象とする

のは,もっぱら,公務員数削減計画のデータを十分入手することが,市町村に

ついてはきわめて困難であるが,都道府県についてはどうにか可能であるから

である.

さて,現在,ノ行財政改革の一環として公務月数の削減は,国 ･地方のいずれ

においても大きなテーマとなっている.その方向性に合理性を認めるとしても,

では適正な公務員数とはいかなるものか,と改めて問われると,それに答える

ことは容易ではない.したがって,たとえ具体的な職員数削減計画が提示され

ても,それを評価することは,それ口体問題をはらむ.

もとより,和財政改革の中での職員数の問題は,単に職員数を削減しさえす

ればいいというH.LJ題ではなく,効率的な行財政運営の一環として考えられなく

てはならない.しかしながら,職員数ではなく人件費こそが問題であるという

点や,各地域にはそれぞれ地理的 ･歴史的特殊性があるという点などを別とし

ても,｢効率的｣という場合に解決されていない問題がある.

効率性は一般にインプットに対するアウトプットの比,あるいは費用に対す

る便益の比で表される.公共サービスについて,インプットは人件費や歳出額
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で測るとしても,アウトプットをいかに測定するかは難問である.この問題は,

公共サービスに限らず一般的に ｢サービスの生産性｣をめ ぐる問題であり,現

状では,サービスの生産性の概念,その尺度 ･計測方法について学会の共有財

産とよべるような一般的な理論や合意があるとはいいがたい.とりわけ公共サ

ービスは.一般に市場で評価されることが少なく,それだけ評価が困難である.

しかしながら,不完全ではあっても,評価を試み,試行錯誤を繰り返すこと,

とりわけ,評価を数値で示すことが重要であると考える.ただし,本章での評

価は,インプット (この場合は職員数)の都道府県間の相対的な関係にもとづ

く評価であり,アウトプット (公共サービス)の種類 ･質 .量にかかわる問題

は扱われていない.

第2節 都道府県職員数の現状 とその評価

1 地方公務員数の推移

『平成9年地方公務員給与の実態』(地方公務員給与制度研究全編)によれば,

平成9年4月1E]現在,地方公共団体の総職員数は326万7118人であり,それ

は全産業就業者数の5.0%を占める.

これを団体区分別にみると,都道府県約171万4000人 (全体の52.5%),指定

都市約25万人 (同7,7%),市約72万8000人 (同22.3%),町村約37万3000人 (同

ll.4%),特別区約 7万9000人 (同2.4%),一部事務組合約12万3000人 (同3.8

%)である.その推移は図11-1に示すように,昭和43年 (1968年)を100と

するときの平成9年の値は,全地方公共団体では145.6,市区町村では152.7で

あ り,全体 として上昇傾向にある.その中で,都道府県職員は平成 9年に

115.0であり,昭和50年頃以降は大きな変化はみられない.

また,職員区分別にみると,一般職員 (臨時職員を含む)約207万9000人

(全体の63.60/.),教育公務員約95万9000人 (同29.4%),警察官約22万9000人

(同7.0%)である.

地方公務員のうち行政改革において職員数削減のメルクマールと考えられて

いるのは普通会計一般行政職員である.都道府県の普通会計一般行政職員数は
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図 11-1 地方公務一般職員数の推移 (1968年-100)
16 ()

150

14()

130

12()

日日Ⅹ

100

152.7

_.-_____市区町村ノー一一一一一
一′/.一一-~ー-I-一一一一一-/,′一一 145.6

68 70 72 74 76 78 80 82 84 86 88 90 92 94 96 98

西暦年

(n) 1. 拍職員は教f亨公頻員と警察官を除 くJtU''Lt務員で.臨時職員を含む,また,
普通/lt計分1,･よび公儀企業会計分の合云1てある.

'2./.-地jJ公共川体-都道肘県+[1J区町村+一部事務組合

図 11-2 都道府県の普通会計一般行政職員数 (一般職員)の推移
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八U

Ln

つ
り
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職
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人
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西暦年

の デ ー一夕.19q4年以降は 『地プ)公務主i給 lJの実態』による.

平成 9年には約32万人であるが,その都道府県の全職員 (普通会計および公営

企業会計を含む)に占める割合は18.5%程度である.その長期的な推移は図11

-2のとお りであり,昭和50年頃までは増加傾向がみられたが,その後はおお

むね漸減傾向にある.
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2 人口規模 と人口当たり職員数

以下では,｢都道府県の普通会計一般行政職員 (全職員)｣について分析 し,

とくに断わらないかぎり,職員数はこれを意味する.資料は 『平成9年地方公

務員給与の実態』(地方公務員給与制度研究会編)54頁の第1表職員数による.

職員数はその地域の種々の要因に依存するが,その最も大きな要因は人口数

であろう.人口数が大きければ一般に職員数も多い.例外的な北海道と東京都

を除 くとき,45府県の人口と職員数には高い相関が認められ,口由度調整済み

決定係数は0.9058である. しかしながら,職員数そのものよりも人日当たり職

員数のほうが人口との相関がさらに高い.同様に例外的な北海道と東京都を除

くと,人口と人口当たり職員数の間の自由度調整済み決定係数は0.9215となる.

したがって以Tでは,職員数そのものよりも人日当たり職員数に注目する.

人口1万人当たり職員数は,衣ll-1のように,最高の高知県の56.0から最

低の埼玉県の13.1まで多様である.しかし,北海道と東京都を例外とすれば,

図11-3のように,人口規模 ときわめて密接な関係が認められる.その回帰式

は,両変数の対数値をとるとき,次式のように表される.

図11-3 都道府県の人口規模と人口1万人当たり
職員数 (平成9年4月 1日現在普通会計

関係の一般行政関係職員数)- 北海道と

東京都を除く
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Y-6.1958-0.5377X
(49.7) (-22.7)
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(1)

N-45, R2-0.9215, F-517.3

た だ し,Y-ln(M/P),X-1n(P),M :職 員 数 (人),P.人 目

(-)J一人),N:サンプル数,R2二自由度調整済み決定係数,F:分散

比,( ):g値

ここで.F分布表よりF値を求めると,

F(1,43,0,01)-7,264

であるから.この回帰式は有意水準0.01で十分有意である.また,t分布表よ

りg値を求めると,

J(43,0.01/2)-2.695

であるから,定数項および係数は有意水準0.01で十分有意である.

一般に,人目規模が大きいほど人日当たり職員数は小さく,人口当たり職員

数の人口に対する弾力性は-0.5377であることがわかる.

3 人口および面積と人口当たり職員数

人目に加えて面積もその地域の職員数に影響を与えると考えられる.そこで,

人目と面積を説明変数として人口当たり職員数との関係を求めると,次式のよ

うである.ただし,係数を比較可能とするために,基準化したデータを用いた.

Y- 10.9585Xl+0.1152x 2 (2)
(-24.6) (3.0)

N-45, R2-0.9335, F-309.8

ただ し,X.-1n(P),x 2-1n(Z),Z-.面積 (knf),その他は上式に

同じ.

人口のほうが面積よりも9倍も大きな効果をもっていることがわかる.また,

面積を変数として加えることによって説明力がわずかに向上している.実際,

2つの独立変数の直接効果と間接効果を求めてみると,衣ll-2のように,間

接効果合計は0.0045で値は小さいがプラスであり,面積を変数に加えることに

よって相関を高める結果になっている.人目の直接効果は0.9187,面積の直接



秦ll-1 都道府県の職員数,標準職員数,および標準職員数からの轟離率

(イ) (ロ) (J,) (I)-(,,)/(イ) ㈹ 卜)-(′,)-(ホ) (卜)-(う/(ホ) (+) ･.,,-(,,,重工 至 亘

人 口 面 積 職員数 職員数 .標ミ冊 艶率l≡順位 標準職員数2職員数のJft離王Ⅰ 職員数のjTE離率11(-)}-人) (kTrf) (人) (人/~万人)順位 (人) (人) (%) 順位

0 全国 12,526 377,837 317,783 25.4

1 北海道 569 83,452 17,918 31.5 25 9,218 8,700 94.4 46 ll,562 6,356 55.0 47

2 青森県 151 9,606 5,897 39.1 37 4,989 908 18.2 42 5,208 689 13.2 42

3 岩手県 143 15,278 5,266 36.8 31 4,868 398 8.2 36 5,284 -18 -0.3 23

4 宮城県 232 7,285 5,713 24.6 12 6,092 -379 -6.2 10 6,218 -505 -8.1 9

5 秋田県 122 ll,612 4,868 39.9 40 4,520 348 7.7 35 4,794 74 1.6 28

6 山形県 125 9,323 4.972 39.7 38 4,579 393 8.6 37 4,767 205 4.3 32

8 茨城県 297 6,094 6,612 22.2 1日 6,829 -217 -3.2 19 6,868 -256 -3.7 19

10 群馬県 201 6,363 5,004 25.0 13 5,691 -687 -12.1 5 5,741 -737 -12.8 6

12 千葉県 581 5,156 9,257 15.9 4 9,304 24 9,235 22 ().2 26

13 東京都 1,157 2,187 37,709 32.6 27 12J99 47 272,510 -234,801 -86.2 1

14 神奈川県 822 2,414 ll.119 13.5 3 1∩,924 25 10,178 941 9.2 38

15 新潟県 249 12,582 7.564 30.4 りり 6,291 LIバ 6,723 841 12.5 40

16 富山県 113 4.247 4,485 39.8 39 4,361 124 2.8 28 4,249 236 5.5 34

17 イJlrT県 117 4,185 4,147 35.3 30 4.443 -296 -6,7 9 4.324 -177 -4.1 16

19 山梨県 88 42_3 42 3,890 -161 -4.1 14 3,805 -76 -2.0 21

～
＼<)
｣ゝ
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表11-2 人口と面積の人口当たr)職員数

への直接効果と間接効果

(人口,面積,人口当たり職員

数は,いずれも対数表示)

効果は0.0133であり,人口の効果が圧倒的に大きい.人口が面積を通して与え

る間接効果および面積が人口を通して与える間接効果はともに0,0023でわずか

にプラスである.直接効果合計は仝効果の99.5%を占めるが,これは独立変数

相互間の相関が低いためである.実際,北海道と東京都を除く45府県について,

人口の対数値 と面積の対数値についてそれぞれ基準化 して相関係数を求める

と-0.0205であり,両者の相関はきわめて低い.

なお,この回帰式も.定数項および係数も,すべて有意水準0.01で有意であ

る.

4 標 準 職 員 数

以上のように,人目1万人当たり職月数は,人【1規模を説明変数とするとき,

あるいは人口規模および面積を説明変数 とするとき,十分有意に説明されるこ

とがわかった.この関係を援用すれば ｢標準職員数｣を求めることができる.

｢標準職員数｣は,人口規模,あるいは人[1規模 と面積に対応して回帰式か

ら求められる職員数である.たとえば,青森県の標準職員数は,その人[｣151

万人の対数値 をり,回帰式(1)の X に代入して人Il当た r)職員数の対数値 Y

を求め.これより標準職員数4989人を求める.回帰式(2)についても同様である.

人口のみを説明変数とする剛肩式(1)より求められる標準職員数を ｢標準職員

数 1｣とし,人目および面積を説明変数 とする回帰式(2)より求められる標準職

員数を ｢標準職員数 2｣とする.このようにして求めた各県の標準職員数は表

ll-1に示されている.
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5 職員数の標準職員数からの禿離率と職員数の評価

北海道と束京都は例外として除くと,秦ll-1のように,人口をベースとす

る標準職員数 1では,愛知県のように,(現実の)職員数が標準職員数 1を

1664人も上b]るケースもあり,逆に埼玉県のように,1123人も下回るケ一一スも

ある.また,人目および面積をベースとする標準職員数 2では,鹿児島県のよ

うに,(現実の)職員数が標準職員数 2を1108人も上kRJることもあれば,京都

府のように,1010人も下回ることもある.

この乗雛を標準職員数に対する割合 として表したのか ｢垂離率｣である.北

海道と東京都を例外 として除 くとき,乗雛率 1について,最小は奈良県の-

21.6%,最大は鹿児島県の24,5%である.奈良県は,その人rI規模からみると

き,職員数は (標準職員数の) 2割強少なく,逆に鹿児島県は4分の 1も多す

ぎる.マイナスの県は人口規模に比して職員数が少なく,プラスの県は多すぎ

る,

この東経に,人目だけでなく面積の要因を導入すると,面積の係数はプラス

であるので,面積が大きければそれだけ標準職員数が多くなり, したがって,

面積の大きい県はjFL離率か一般に小さくなる.たとえば,岩手,福島,長野な

どは面積が大きいので,岩手県は希離率が8.2% (36位)から-0.3% (23位)

へ,福島県は11.5% (39位)から3.5% (31位)へ,長野県は8.7% (38位)か

ら1.1% (27位)へ,それぞれ低下 (順位が向上)する.

逆に面積の小さな県は釆離率が大きくなる.たとえば,否IJr県,大阪府,沖

縄県などは面積か小さいので,香川県は-15.0(4位)%から-6.6% (11位)

-,大阪府は3.5% (30位)から13.3%(43位)-,沖縄県は4.2% (33位)か

ら12.7% (41位)へ,それぞれ東経率が拡大 (順位が後退)する.

このように,(現実の)職員数の標準職員数からの禾離率によって,(現実

の)職員数を,人目規模の観点から,あるいは人口規模 と面積の観点から,那

道府県間の相対的な関係として評佃け ることができる.北海道と東京都を例外

として除いて,人口規模の観点からみると,奈良県,滋賀県,京都府,香川県,

群馬県の評価か高く,逆に,鹿児島県,高知県,新潟県,青森県,愛知県の評
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価が低い.また,人目規模 と面積の両面からみると,奈良県,京都肘,滋賀県,

岐阜県,群馬県の評価が高く,逆に,高知県,鹿児島県,愛知県,大阪酔,育

森県の評佃沌 低ヾい.

第 3節 職員数の削減計画

インターネ ッ トの 自治省 ホームペ一一ジ (http://www.mha.go.jp/iken/

index.html｢地方行革の具体的な取 り組み例｣)によれば,平成10年11月15日

現在,行政改革において,職月数の削減計画を数字で明示している都道府県は,

表11-3において数値の記入されている24都道府県である.ただし,この表で

は計画削減率を年率に換算してある.

ここで,このホームページの情報では計画期間が必ずしもraT -でないので,

次のような問題が生じる.たとえば,平成11年度に 1%削減するというA県

の計画と,平成11年度から15年度までの5年間に3%削減するというB県の

計画があるとする.年率に換算すればB県の削減率のほうが低 くなる.しか

し,A県については平成11年度だけ削減 して12年度から15年度まで削減しな

いのか,あるいは12年度以降も11年度と同様の削減を行う計画なのかはわから

ない.もし,前者であるならば,5年間通 じての削減を年率に換算するとB

県のほうが削減率は高くなる.このような問題があるので,注意を要するが,

それは承知の上で,本章では,上記のホームページのデータをすべて年率に換

算してある.

第 4節 職員数削減計画の評価

1 計画削減率と標準職員数からの轟離率

削減計画が数値で示されている24県について,単純に削減率の大きい順に順

位づけると,義ll-3のように,上位は鹿児島県が1.8%で1位,長崎県.福岡

県 ･島根県 ･長野県が1.7%で同率 2位,逆に下位は,滋賀県が0,3%で24位,

千葉県が0.5%で23位,大分県,山口県,広島県,埼玉県が0.6%で同率19位で
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秦ll-3 都道府県職員数の計画削減率,標準削減率,および計画削減率の標準削減

率からの禾離

職日数の 標準削減率 Ⅰ 標準削減率ⅠⅠ 削減率の禾離 Ⅰ 削減率のjTEtl離lI

(%/午) 州外ン二 (%/午) 順位 (%/午) 順位 (%/午) 順位 (%/午) 順位

6 111形県 1 1日 1.23 ll 112ll 17 -0.23 16 ~~~二0.12 14
7 福島EtTi-二一十 Lゝt] 1 ln 130に 9ワ 1 18 -0.30 19 -0,ll 13

8 次城/h-9 栃木射10 群鴇県 1 1日 0009こI9373 ー93143 000959375 303543 0.05 ll 0.05 10

11 埼 トリr,1,- 0.6 19 ∩75 42 085 41 -0.15 1422 -0.25-O.54 15
12 丁一乗叶1/ーヾ lJ.5 23 1に01ソ 24 104 23 -0,51 23

13 束jA都14 神奈川県 1.3 8 .)17.一07 123 518(I23 1ll 0,23 8 0.07 9
15 新潟tL.1,- 151 5 130 9

16 冨山】7 才川l18 福井刺舵雛-#Fl 1 10 1りり098693 Ztー3932 101159401 153327ワ 0.07 10 -0.01 ll

19 lIJ人県20 長町lJ.モ I.7 2 019224 3410 い199()6 ー822 0.46 5 0.64 1

24 三重県 ().7 18 96 28 97 29 -0.26 17 -0.27 17
25 滋賀県 0.I 24 58 46 68 45 -0.28 18 -0.38 21

26 京都肘27 人阪肘28 兵席県29 奈良県30 和歌日｣県 1 川 り11い060llll5099 ;;1 ;47 025 16832036304 466254724 -0.ll 12 -0.32 19

31 烏32 島 )ll/lヾIHJl< 1.7 28 11000+1日.36 198 11000193(I 1310 0.34 6 0.40 6

33 1軌 I,Lt.i,- 1.3 96 27 93 34 0.34 7 0.37 7
34 11;島/Lt!< (ト6 19 91 36 .86 39 -0,31 20 -0.26 16

39 IPJ匁40 細岡 1.7 2 5619 414 4720 312 0.51 0.50 5

41 佐賀県 上 2 0.91 35 11010.09 20 0.62 1 O.55 4

42 長崎県` 龍 一｢1 1.08 22 .15 16

43 ,LF{本県44 人分雛 0.6 19 0.93i.12 3316 .90.10 3719 -0.52 23 -0.50 22
45 '.京Ul奇県 0.99 26 .94 32

(Ii) 1.標畔付日成-,辛J-の相計については小史を参照されたい.

2.ノ̀t,Z'=iFJiり滅.n叫か数′手:て′Jlされていないことを'17す
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ある.

しかし,単純に削減率の大小だけで削減計画を評価するのは問題がある.前

節の,職員数の現状に対する評価をあわせ考慮すると,現状ですでに職員数が

相対的に少ない県と多い県とでは今後の削減計伸jに相違があって当然である.

たとえば,滋賀県のように,職員数の現状が｣1盲維率 Ⅰでは2位,｣FL能率Hで

は4位 というように評価の高い県と,逆に,鹿児島県のように,東経率 Ⅰでも

Hでも45位というように,職員数の現状に対する評価の低い県とでは,今後の

削減に対する取組みに差があってしかるべきだという論法も成 り立つ.すでに

今まで削減あるいは抑制に努めてきた県と,放漫であった県を同列に扱って,

今回の削減率の大小だけで削減計画を評佃け るのは問題が多すさるというわけ

である.

もっとも,いうまでもないことであるが,あえて付言すれば,ここでは地域

の歴史的 .地理的特殊性を考慮していないので,ここでいうJTt離率のみによっ

て職員数を総合的に評価 したり,ましてや放漫と決めつけることは本論の趣旨

ではない.

2 標 準 削 減 率

そこで ｢標準削減率｣なる概念を考える.そのために,義ll-1の職員数の

標準職員数からの垂離率 と,義ll-3の計画削減率 との関係を求める.人目を

ベースとするときの乗離率 Ⅰについては図11-4に示す.その回帰式は次のと

おりである.

Y-1.024910.0241X (1*)
(12.49) (2.78)

N-24. R2-0.2257, F-7.70

ただし,Y:計画削減率 (%),X :職員数の垂離率 1 (%),他は

上記第2節 Zの(1)に同じ.

また,人目と面積の両者をベースとする場合の散布図は図11-5に示され,

そのPRJ帰式は次のとおりである.
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図11-4 都道府県における職員数の標準職員数から
の禿離率 Ⅰと計画削減率- 人口ベース
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図11-5 都道府県における職員数の標準職員数から
の轟離率ⅠⅠと計画削減率- 人口 ･面積べ
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Y-1.0311-0,0218X
(12.06) (2.31)

(2*)

N-24, R2-0.1592, F-5.36

ただ し,Y:計画削減率 (%),X :職員数 の禾離率 II (0/.),他 は

上記第2節 2の(1)に同じ.

ここで,
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F(1,22,0.01)-7.945

F(1,22,0.025)-5.717

F(1,22,0.05)-4.301

であるから,人口をベースとする回帰式 (1*)は有意水準0.025で有意,また,

人口と面積をベースとする回帰式 (2*)は有意水準0.05で有意である.

さらに,

t(22,0.01/2)-2.819

日22,0.02/2)-2.508

日22,0.05/2)-2.074

であるから,定数項は (1*)(2*)ともに有意水準0.01で有意であり,また,

(1*)の係数は有意水準0.02で有意,(2*)の係数は有意水準0.05で有意であ

ることがわかる.

さて,この回帰式において,職員数の標準職員数からの求離率 (X)に対応

する計画削減率 (y)を,その乗離率に対応する ｢標準削減率｣という. し

たがって,標準削減率は,職員数の現状に対する評価 (人目規模に対F,'Ll'tする評

価である禾離率 I,あるいは人口規模 と面積の両者に対応する評価である]fE離

率ⅠⅠによって表される)に対応する職員数削減率である.

たとえば,滋賀県は,すでに職員数の現状が (人口規模,あるいは人口規模

と面積の両面からみて,職員数が比較的少ないとして)高 く評価されている

(表11-1の希離率 Iでは2位,希離率IIでは4位である)ので.表11-3のよ

うに,標準削減率は0.58であって,全国の中できわめて低い.逆に,鹿児島県

は,職員数の現状に対する評価が低い (禾離率 ⅠでもⅠⅠでも45位)ので,標準

削減率は1.62であって,高い値である.

すなわち,滋賀県は,今回の計画削減率は0.3%であって低いが,現状での

職員数が比較的少ないので,その0.3%は全国標準でみると0.58%,あるいは

0.680/.に相当する.これに対 して,鹿児島県は,たしかに今ki]の計画削減率は

1.8%で高いが,現在の職員数が比較的多すぎるので,その削減率1.8%は全国

標準では1.62%,あるいは1.46%に相当する, ということになる.
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3 削減計画の評価 :計画削減率の標準削減率からの轟離

このように,標準削減率が求められれば,それによって削減計画を評価する

ことができる.たとえば,滋賀県の場合には計画削減率は0.3%で最下位 (24

位)であるが,削減率の垂離 (計画削減率の標準削減率からの乗離)は,表11

-3のように,人口をベースとする場合には-0.28,人口と面積の両者をベー

スにする場合には-0.38となり,順位も最下位を脱して,21位 となる.これに

対して,鹿児島県は,計画削減率そのものは 1位であるが,削減率の帝雛から

みると, 9位および8位となり,順位が下がる.

以上のように,職員数の現状を考慮した場合の計画削減率の評価は,削減率

の垂匪 (計画削減率の標準削減率からの轟離)によってなされる.

これによると,人目をベースとする場合には, 1位長崎県,2位愛媛県,3

位静岡県,4位福岡県,5位長野県となり,人口と面積の両者をベースとする

場合には, 1位長野県,2位愛媛県,3位静岡県,4位長崎県,5位福岡県と

なる.人口をベースとする場合 と人口および面積をベースとする場合 とでは若

干の違いはあるが,上位 5県については,その中での順位に変動があるだけで

ある.

逆に,下位からみると,人口をベースとする場合には,24位愛知県,23位大

分県,22位千葉県,21位山口県,20位広島県となり,人口と面積の両者をベー

スにする場合には,24位愛知県 23位千葉県,22位大分県,21位滋賀県,20位

山El県となる.下位 5県については,広島県と滋賀県は人口をベースとする場

合と人口および面積をベースとする場合の2つの場合のどちらかに登場するだ

けであるが,他の4県は,どちらの場合にも含まれる.

第5節 お わ り に

本章の目的は,都道府県職員数の現状とその削減計画を示 し,その現状およ

び削減計画に対する1つの評価方法を提示することであった,その主要な結果

は次のとおりである.
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(1) 都道府二県の人口規模 (1説明変数),あるいは人口規模 と面積の両者

(2説明変数)と,人口当たり職員数 (普通会計の一般行政職職員数)の間に

はきわめて密接な関係 (有意水準0.01で十分有意な関係)が認められる.とく

に人口については,｢対数表示の人口当たり職員数は,対数表示の人口規模に

関して,『右下がりの 1次関数』としてきわめてよく説明される｣(ファクト･

ファインディング11).

(2) この関係より,各都道府県の人口規模,あるいは人目規模 と両横の両者

に対応する ｢標準職員数｣を求めることができる.

(3) 職員数の轟離率 (現実の職員数の ｢標準職員数｣からの乗離率)によっ

て,職員数の現状を人口規模の観点から,あるいは人口規模 と面積の観点から,

都道府県間の相対的な関係 として評価することができる.平成9年度について

は,北海道と東京都を例外として除いて,人目規模の観点からみると,奈良県,

滋賀県,京都府,香川県,群馬県の評価が高 く,逆に,鹿児島県,高知県,新

潟県,青森県,愛知県の評価が低い.また,人目規模 と面積の両面からみると,

奈良県,京都府,滋賀県,岐阜県,群馬県の評価が高く,逆に,高知県,鹿児

島県,愛知県,大阪府,青森県の評価が低い.

(4)職員数の垂離率 と計画削減率の間には有意水準0.025あるいは0.()5て有

意な関係が認められる.

(5) この関係より,職員数の希馳率に対応する ｢標準削減率｣を求めること

ができる,

(6) 計画削減率の ｢標準削減率｣からの東経を尺度とすることによって,職

員数の現状を考慮しながら,職員数削減計画を評価することができる.それに

よると,現在,計画削減率が数値で示されている24都道肘敗については,人口

をベースとする場合には,1位長崎県,2位愛媛県,3位静岡県,41T/二福岡県,

5位長野県となり,人口と面積の両者をベースとする場合には, 1位長野県,

2位愛媛県,3位静岡県,4位長崎県,5位福岡県となる.

最後に2点付け加える.第 1にサービスの評価,とくに数イ酎ヒについて.杏

章では,計画削減率が明示されている都道府県が半数程度にすぎず,その意味
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でサンプル数の制約は避けられず,そのほかにも,はじめに述べた制約のもと

での試みである.しかしながら,このような ｢数値による評価｣の試みは重要

である.評価方法が試行錯誤によって深められることを通 じて,公共サービス

の評価,あるいは広 く ｢サービスの生産性｣を明らかにする課題も深化するも

のと考える.そして,この課題の重要性は,今後サービス経済化の進展 ととも

にますます高まっていくものと思われる.一般に,生産性の評価が難しい分野

ほど,改革か遅れる傾向があり, とりわけ日本ではこの分野は国際競争力に後

れをとっているように思われる.

第2に,適正な都市規模の問題 との関連について.上記の ｢サービスの評

価｣の問題は,適正な都市規模を明らかにする際にも避けて通れない問題であ

る.というのは,適止な都市規模を行財政の観点から求めるときには,行政サ

ービスのコス トだけでなく,行政サービスの便益が都市規模 とどのような関係

を有するかを明らかにする必要がある.そのためには,行政サービスの便益を

評価することがまず求められる.これに対する考察は第9章でなされたが,こ

れはいまだ 1次接近の城を出ないものであり,今後の課題である.
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本書のテーマは,｢はしがき｣にも記 したとおり,地方財政からみた最適都

市規模に関する実証的研究であり,現在の日本における市町村合併の地方財政

-の効果を走壷的に提示することであった.まず,この狭 く限定されたピース

ミールなテーマが筆者のこれまでの研究に占める位置づけについて簡単に触れ

ておきたい.

筆者が経済学を始めたときの最初のテーマは ｢市場と計画の経済学｣であり,

それはミクロ経済学およびマクロ経済学に基礎をおく純粋理論とソ連東欧の計

画経済についての実証研究である.その後,興味の中心が地域経済学あるいは

都市経済学に移 り,そこでは,産業構造の変化と都市の関係, とくにサービス

経済化時代における産業発展と都市の役割,なかでも都市集積の経済性の研究

に惹かれるようになる.

都市集積の経済性に関する研究のうち純粋理論の面は初めの ミクロ経済学お

よびマクロ経済学の延長線上にあるもので,現在も研究中である.他方,都市

集積の経済性に関する実証的研究の面では,広 く産業経済一般の観点からの分

析と,狭 く地方別政の観点からの分析に分けられる.そのうち前者は本書巻末

の関連拙稿論文に示しておいた.他方,後者に関する研究をまとめたものが本

書である.

次に,本書で採用した,データにもとづ く実証研究の現代的意義について触

れておきたい.まず,個人的経験から説き起こすことをお許 し願いたい.筆者

は,ほじれ 日本とは異なる制度のもとで書かれた外国の論文をもとにして,

｢論文による論文の生産｣を行ってきた.確かに,論文作成中はそれなりに楽

しいが,しかし,完成した後のいかんともしがたい空しさに,心苛まれ続けた.
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その後, 日本の制度に特別な配慮をしない純粋理論の重要性はなお認めつつも,

次第に達観 して,日本の制度を前提として ｢データをして語らしめる｣方法へ

とアプローチの仕方を転換させた.徹底してファクト･ファインティングを行

い,そこから一般的傾向性を見出し,それを実践的問題に適用する.その通用

に際しては,ファクト･ファインディングとは別に,判断基準を明示する.こ

のようなアプローチをとることによって,やっと,心の平安を得ることができ

るようになった.

たしかに,資本主義経済の命運や市場機構の意義 と限界などの壮大な一般的

テーマについては,純粋理論研究はきわめて重要である.しかし,経済学が実

践的有用性という要請に応えて,具体的提言を行 うには,データに基礎をおく

実証研究が必要である.ところが,それは多くの場合,純粋理論を背景にもち

ながらも,一般性をある程度犠牲にしたピースミール ･アプローチにならざる

を得ない.

翻って,今 日の日本社会を見るに,政治プロセスでの民主主義が,未だ十分

ではないが着実に定着しつつある.このような状況の中では,選択肢の中から

の最後の選択は政治プロセスに任せて,むしろ,経済学に期待されるのは,当

面するピースミールな具体的問題に対して ｢国民に選択肢を提供し,かつ,そ

の選択肢の政策効果を出来る限り定量的に示すこと｣であると考える.したが

って,経済学において ｢特定のテーマについての政策選択の結果に関する定量

的分析｣の重要性は今日とみに高まっているといわねばならない.

また,本書は市町村合併について,あえて地方財政というきわめて狭い観点

から考察 したが,これについて2点付言しておきたい.第1に,産業の観点か

らの適正な都市規模はおそらく,巻末の関連拙稿論文でも示したように,財政

上の適正規模よりもかなり大きい.しかし,市町村合併に関わる都市規模はま

ず第-に行財政の観点から検討されるべきであり,それに影響する限りで,産

業上の適正都市規模か問題とされるべきである.

第2に,本文で繰 り返し指摘したように,歴史的地理的特殊性も考慮に入れ

られなくてはならない.しかしながら,特殊性は一般性を修正する要因にはな

り得るが,特殊性が政策を主導することがあってほならないと考える.また,
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市町村合併論議においては,財政効率だけでなく,公平 ･民主主義 ･住み良さ

などの観点も重要であることは論を待たない.

最後に,最近公表された自治省の ｢市町村合併研究会報告書｣の中に ｢合併

後の人目規模に着目した市町村合併の類型｣が示されている.そこでは,人口

50万人超,20万八･30万人程度,10万人前後, 5万人前後,1万人～2万人程

度の5類型が示されている.これはなかなか当を得た類型であり.このような

多様な類判を認めて,実状にあった市町村合併を進めることか現在何より重要

と考える.その際,合併を真剣に考えることを妨げる制度的要因の 1つが地方

交付税制度である.その地方財政に果たした大いなる貢献を認めながらも,そ

して国土の均衡ある発展への配慮を引き続き払いながらも,今や自助努力が報

われる万rl'.｣へと緩やかに,しかし果敢に,舵を切るべき時であると筆者は考え

る.

日本が21世紀に飛糊するためには,情報開示と自己責任の原則のもと,地方

分権を推進することが必要であり,それを実効あらしめるためにも,市町村合

併の大いなる進展を期待する.
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